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空気調和・衛生工学会東北支部 

第 8 回学術・技術報告会 

口頭発表講演者および技術展示募集 

 

空気調和・衛生工学会東北支部では第 8回学術・技術報告会を下記の要領にて実施いたします。 

つきましては、空気調和・給排水衛生・電気・防災等の建築設備、建築環境工学一般に関する研

究や調査、物件の企画や設計・施工・試験結果等の技術報告、新製品・新素材や試製品の紹介等

の講演および技術展示を募集致します。報告会当日には、若手研究者・技術者を対象とした優秀

発表奨励賞の表彰も行います。産官学各界よりたくさんのご応募を賜りますよう、お願い申し上

げます。また、一般来場者も聴講可能な特別セッションを予定する他、交流会も行いますのでぜ

ひお誘いあわせのうえご参加下さい。 

 

■主  催  空気調和・衛生工学会東北支部 

■共  催  電気設備学会東北支部、建築設備技術者協会東北支部、日本技術士会東北本部 

■後  援  東北大学大学院工学研究科、日本建築学会東北支部、住まいと環境 東北フォーラム、

日本空調衛生工事業協会東北支部、東北空調衛生工事業協会、日本設備設計事務所協

会連合会北海道・東北ブロック、宮城県空調衛生工事業協会、日本電設工業協会東北

支部、山形県設備技術協議会、日本冷凍空調学会東北地区事業推進委員会 

■日  時  平成 31 年 3 月 13 日（水）8：50～17:30（8:30 受付開始）予定 

■会  場  東北大学川内北キャンパス講義棟（B棟 B102、B103、談話室） 

〒980-8576 仙台市青葉区川内 41  

(https://www.tohoku.ac.jp/japanese/profile/campus/01/kawauchi/) 

アクセス 最寄り駅：仙台市地下鉄東西線 川内駅(キャンパス直結)or 国際センター駅(西 1 口より

徒歩約 5分) 

【口頭発表・技術展示の申し込み】 

■ｴﾝﾄﾘ締切  平成 31 年 1 月 11 日（金）（口頭発表講演者・技術展示共通） 

※エントリを受付けた後、後日論文集掲載用原稿を提出頂きます。 

※エントリ用紙は必ず今年度版をご使用下さい。 

■応募資格  発表者（連名者）/展示者（紹介者）のうち少なくとも 1名が本学会または共催・後援

学協会の会員（会員種別不問）であること。 

■申込方法  エントリ用紙を当学会東北支部ホームページからダウンロードし、必要事項を記載の

うえ、メールにて件名に“第 8回東北支部学術・技術報告会申込み”と標記しお申込み

下さい。 

■登 録 料 ・一般講演(口頭発表)：一題につき 3,000 円(税込)を当日お支払い下さい。連名者は無

料です。当日はつり銭のないようご協力ください。 

 ・技術展示出展料：1ブース当り 20,000 円(税込）を期日までに指定の口座へお振込みく

ださい。2月 8日(金)頃までに出展者(責任者)宛に請求書を送付致します。 

■参 加 費  無 料 

■論 文 集  エントリ頂いた方に PDF 版ダウンロード先のリンクをメールにてお送りします（3月 4

日頃予定）ので、当日までにダウンロードして下さい。また、本年度より紙媒体の論文

集（白黒印刷、1冊 3,000 円 税込）は予約販売のみとなりますので、エントリ用紙の

論文購入欄にてお申込み下さい。 

【口頭発表】 

■投稿方法 論文集掲載用原稿は偶数頁(最大 6 ページ)、ファイルサイズは 2 ページあたり 1MB 以

内とし、期日までに PDF データをメールにて提出ください。テンプレートや発表時の

諸注意(伝達事項)は、後日当学会東北支部ホームページに掲載します。 

■原稿締切 平成 31 年 2月 14 日(木)17：00 必着。 

 ※原稿は後日 HP に掲載される伝達事項を確認し、所定のファイル名をつけ提出下さい。 



■講演方法 ・一題に付き発表 9分、討論 3分程度を予定。 

・各自パソコンと発表データをご持参ください。 

・接続はシリアル端子のみです。Mac の方、HDMI 端子のみの方 

はアダプタをご準備下さい。 

■採  否 東北支部運営委員会に一任願います。 

【技術展示】 

■出展内容 ①空気調和･給排水衛生･電気・防災等の建築設備，建築環境工学に関連する研究・調査、

技術・機器・システム等を紹介するポスター等や機器・製品・システム等 
 ②技術展示会場に展示ブース(幅約 180cm×奥行 90cm＋テーブル)を予定。 
 ③お昼前に、技術関連展示内容を説明するためのコアタイムを予定しております。 
 ④騒音や振動の発生する展示物のデモンストレーションがある場合は、実施の可否と時

間帯の検討を行いますので、計画内容を事務局までご相談下さい。 
 ⑤電源を要する機器類の電源は、単相 100V、5A 以内でお願いします。 
 ※詳細は、後日「伝達事項」として当学会東北支部 HP に掲載いたします。 
■採  否  東北支部運営委員会に一任願います。 

 

■プログラム（予定） 

 8:30 受付開始 

※発表者・技術展示代表者は発表・展示前に必ず受付を済ませて下さい（発表者

は発表の 30 分前まで）。  

8:50 開会 

9:00 発表開始 

午前 口頭発表、技術展示コアタイム 

午後 口頭発表、特別セッション、奨励賞表彰式 

17:30 閉会 

  

■交 流 会 当日 18:00～20:00(予定)東北大学川内厚生会館 キッチンテラス『クルール』 
参加費 6,000 円(予定)。エントリ時または 3 月 5 日（火）までに当実行委員会へお申

込み下さい。参加費は当日お支払い下さい。 

■連 絡 先 空気調和・衛生工学会 東北支部第 8回学術・技術報告会実行委員会 

 専用 HP http://tohoku.shasej.org/gakujutu.html 
 〒980-0821 宮城県仙台市青葉区春日町 3-8 春日町ファインビル 4F 

 住まいと環境 東北フォーラム内 

 TEL 022-221-9042 FAX 022-221-9243  

 E-mail tohoku.shase@gmail.com 担当：柴田 

 ※@gmail.com からのメールが受け取れるように設定をお願いします。 

 ※伝達事項は、随時東北支部HPに掲載しますが、ご不明な点は上記までご連絡下さい。 

シリアル端子 
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口頭発表Ａ会場 口頭発表Ｂ会場 技術展示会場

（1階B102教室） （1階B103教室） （1階談話室）

開会式 8：50～8：55

支部長挨拶

司会：田原　誠

学術・技術報告 9：00～9：48 9：00～9：48

（口頭発表） 【排水通気システム】 【建築環境①】

Ａ1～Ａ4 Ｂ1～Ｂ4

司会：須藤　諭 司会：許　雷

10：00～10：48 10：00～10：48

【給排水設備・凍結対策】 【建築環境②】

Ａ5～Ａ8 Ｂ5～Ｂ8

司会：岡田　誠之 司会：鈴木　道哉

11：00～12：00 11：00～12：00

【エネルギー消費】 【都市計画・建築】

Ａ9～Ａ13 Ｂ9～Ｂ13

司会：赤井　仁志 司会：船木　寮一

技術展示コアタイム 12：00～12：30

（展示は8：50～16：00）

Ｔ1～Ｔ5

司会：後藤　正徳

学術・技術報告 13:30～14：18 13:30～14：18

（口頭発表） 【システム開発】 【再生可能エネルギー①】

Ａ14～Ａ17 Ｂ14～Ｂ17

司会：谷　博之 司会：小林　光

14：30～15：06 14：30～15：18

【原発事故・放射線】 【再生可能エネルギー②】

Ａ18～Ａ20 Ｂ18～Ｂ21

司会：須知　秀行 司会：菅原　正則

特別セッション 15：30～16：30

平成30年度地区講演会

司会：赤井　仁志

閉会式 16：30～16：45

優秀発表奨励賞　発表

優秀発表奨励賞　受賞式

司会：田原　誠

★交流会 17：30～19：30

司会：船木　寮一

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回学術・技術報告会　スケジュール

会場：キッチンテラス「クルール」
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　【開会式】 司会： 田原　誠 (株)竹中工務店

　8：50～8：55　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 

支部長挨拶 空気調和・衛生工学会 東北支部長　 須藤　諭 東北文化学園大学

2．学術・技術報告〔口頭発表〕
　【排水通気システム】 司会： 須藤　諭　 東北文化学園大学

　9：00～9：48　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 

○ 武田　征樹 関東学院大学 1

大塚　雅之 関東学院大学

佐藤　奨悟 関東学院大学

小柴　貞弘 (株)竹中工務店

○ 久保田真仁 関東学院大学 5

大塚　雅之 関東学院大学

佐藤　奨悟 関東学院大学

小柴　貞弘 (株)竹中工務店

○ 本村　雄大 関東学院大学 9

大塚　雅之 関東学院大学

○ 呉　光正 関東学院大学 13

大塚　雅之 関東学院大学

　【給排水設備・凍結対策】 司会： 岡田　誠之 東北文化学園大学

　10：00～10：48　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 

○ 菅原　正則 宮城教育大学 17

赤井　仁志 福島大学

濱田　靖弘 北海道大学

小林　光 東北大学

飯沼　靖彦 鹿島建設(株)

田原　誠 (株)竹中工務店

田中　和則 (株)ユアテック

新倉　万結 (株)ユアテック

○ 飯沼　靖彦 鹿島建設(株) 19

赤井　仁志 福島大学

濱田　靖弘 北海道大学

小林　光 東北大学

菅原　正則 宮城教育大学

田原　誠 (株)竹中工務店

田中　和則 (株)ユアテック

新倉　万結 (株)ユアテック

1．開会式

掲載
ページ

A-1 オフィスビルの排水立て管システムにおける排水負荷算定デー
タに関する一考察

A-2 オフイスビルの排水横枝管におけるループ通気管削減の可能
性

A-3 オフィスコンバージョンに対応した圧送排水システムの性能評
価と設計・計画手法に関する研究　　その1　圧送排水が既存
排水立て管の排水性能に与える影響の検討

A-4 オフィスコンバージョンに対応した圧送排水システムの性能評
価と設計・計画手法に関する研究　　その2　待ち行列理論を用
いたシミュレーションによる排水負荷の推定

掲載
ページ

A-5 大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その1）
研究の目的、水抜き栓

A-6 大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その2）
断熱ラインと配管位置①

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部

第8回 学術・技術報告会

プ  ロ  グ  ラ  ム

平成３１年３月１３日（水）

東北大学川内北キャンパス講義棟
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○ 赤井　仁志 福島大学 21

濱田　靖弘 北海道大学

小林　光 東北大学

菅原　正則 宮城教育大学

飯沼　靖彦 鹿島建設(株)

田原　誠 (株)竹中工務店

田中　和則 (株)ユアテック

新倉　万結 (株)ユアテック

○ 田中　和則 (株)ユアテック 23

新倉　万結 (株)ユアテック

赤井　仁志 福島大学

濱田　靖弘 北海道大学

小林　光 東北大学

菅原　正則 宮城教育大学

飯沼　靖彦 鹿島建設(株)

田原　誠 (株)竹中工務店

　【エネルギー消費】 司会： 赤井　仁志 福島大学

　11：00～12：00　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 
A-9 ○ 佐々木　譲 東北工業大学 25

渡邉　浩文 東北工業大学
A-10 羽生　悠人 東北工業大学 27

○ 渡邉　浩文 東北工業大学

○ 岡田　誠之 東北文化学園大学 29

前田　信冶 (有)前田衛生興業

八十川　淳 東北文化学園大学

福井　啓太 東北文化学園大学

○ 長谷川　智 （一財）電力中央研究所 35

高橋　大智 東北電力(株)

○ 大子田誠也 東北電力(株) 39

松田　賢 東北電力(株)

工藤　堅冶 東北電力(株)

　【システム開発】 司会： 谷　博之 （株）大気社

　13：30～14：18　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 

○ 村上　栄造 (株)朝日工業社 43

川村　勇太 (株)朝日工業社

須知　秀行 (株)朝日工業社

渋谷　浩志 ミサワ環境技術(株)

坂本　隼人 大泉開発(株)

藤村　一樹 (株)横河建築設計事務所

○ 鈴木　慎介 三機工業(株) 47

福森　幹太 三機工業(株)

新村　浩一 三機工業(株)

土屋　茂樹 三機工業(株)

○ 福森　幹太 三機工業(株) 51

岩﨑　守顕 三機工業(株)

東　秀憲 金沢大学

瀬戸　章文 金沢大学

○ 清水　一功 新日本空調(株) 55

高塚　威　 新日本空調(株)

田中　尚道 近畿大学

青山　恭久 アースコンシャス(株)

A-16 金属加工プロセスにおけるナノサイズオイルミストの発生と特性

A-17 アンスリウムのポリエステル媒地栽培における炭酸ガスの局所
施肥がその生育に及ぼす影響
－ 福島県伊達郡川俣町の場合 －

A-13 高断熱住宅での実計測によるエアコン暖房を連続運転にした
場合の効果検討

A-14 地中熱を利用する無散水融雪システムの導入事例

A-15 天井吹出口毎に風量制御する空調システムの開発

掲載
ページ

A-12

掲載
ページ

家庭用エアコンによる連続運転の効果増進に関する考察

A-7 大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その3）
断熱ラインと配管位置②、給湯配管

A-8 大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その4）
給水配管、ヒートポンプ給湯機と貯水槽

雨水利用施設の環境負荷の実態に関する研究

BEMS導入建物における計測システム稼働の調査分析

東北地方の気候風土に対応したZEHのあり方に関する研究〜
創エネルギーに関する検討〜

A-11
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　【原発事故・放射線】 司会： 須知　秀行 (株)朝日工業社

　14：30～15：06　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 

○ 小林　光 東北大学 59

山守　諒 (株)竹中工務店

中島　主策 東北大学

一條　祐介 東北文化学園大学

古田　琢哉 日本原子力研究開発機構

吉田　浩子 東北大学

野﨑　淳夫 東北文化学園大学

吉野　博 東北大学

○ 中島　主策 東北大学 63

小林　光 東北大学

遠藤　聡人 東北大学

山守　諒 (株)竹中工務店

古田　琢哉 日本原子力研究開発機構

吉田　浩子 東北大学

野﨑　淳夫 東北文化学園大学

吉野　博 東北大学

○ 遠藤　聡人 東北大学 65

小林　光 東北大学

中島　主策 東北大学

一條　祐介 東北文化学園大学

野﨑　淳夫 東北文化学園大学

吉野　博 東北大学

　【建築環境①】 司会： 許　雷 東北工業大学

　9：00～9：48　　口頭発表Ｂ会場 （1階B103教室） 

○ 小田島賢成 秋田県立大学 67

長谷川兼一 秋田県立大学

竹内　仁哉 秋田県立大学

松本　真一 秋田県立大学

○ 松田　芳輝 秋田県立大学 71

長谷川兼一 秋田県立大学

竹内　仁哉 秋田県立大学

松本　真一 秋田県立大学

○ 小林　集地 秋田県立大学 75

長谷川兼一 秋田県立大学

竹内　仁哉 秋田県立大学

松本　真一 秋田県立大学

○ 増田早也花 秋田県立大学 77

長谷川兼一 秋田県立大学

竹内　仁哉 秋田県立大学

松本　真一 秋田県立大学

　【建築環境②】 司会： 鈴木　道哉 東北学院大学

　10：00～10：48　　口頭発表Ｂ会場 （1階B103教室） 

○ 羽染　優 秋田県立大学 81

長谷川兼一 秋田県立大学

竹内　仁哉 秋田県立大学

松本　真一 秋田県立大学

○ 三澤　彩乃 秋田県立大学 85

長谷川兼一 秋田県立大学

竹内　仁哉 秋田県立大学

松本　真一 秋田県立大学

○ 阿部　光祐 秋田県立大学 89

長谷川兼一 秋田県立大学

竹内　仁哉 秋田県立大学

松本　真一 秋田県立大学

掲載
ページ

原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関
する研究
(その6)建築空間内γ線空間線量率分布の実測による詳細調
査

掲載
ページ

B-1 寒冷地の庁舎建築における環境性能に関する長期実測
-地中熱利用技術と居住空間の環境調整機能の考察-

B-3 乳幼児と高齢者の体温調節反応の特性に関する文献調査
-主として暑熱環境と寒冷環境について-

B-4 熱環境からみた冬期の居住性能に関する36年間の推移
－東北地方都市部における地域特性の分析－

住宅のダンプネスと室内真菌汚染に関する事例調査
-特徴的な真菌叢に着目して-

B-2 地中熱ヒートポンプ空調システムのエネルギー消費効率に関す
る研究
- 実大試験家屋を対象とした暖冷房実験と戸建住宅への導入
事例における長期実測 -

原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関
する研究
(その4)γ線空間線量率分布解析のための実用的放射線境界
条件モデルの開発

掲載
ページ

A-18

A-19 原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関
する研究
(その5)木造建築を対象としたγ線空間線量率分布の解析

A-20

B-5 戸建住宅の部分断熱改修が熱環境性能に及ぼす効果に関す
る研究
-山形県鶴岡市内の事例を対象として-

B-6 戸建住宅における健康リスク低減のための居住リテラシーに関
する調査研究
-統計手法を用いた室内環境形成要因の分析-

B-7

(欠番）B-8
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　【都市計画・建築】 司会： 船木　寮一　 三建設備工業（株）

　11：00～12：00　　口頭発表Ｂ会場 （1階B103教室） 

○ 相澤　那樹 セルコホーム(株) 93

杉浦　洋一 セルコホーム(株)

許　雷 東北工業大学

○ 許　雷 東北工業大学 95

相澤　那樹 セルコホーム(株)

杉浦　洋一 セルコホーム(株)

○ 渡部　慎吾 東北学院大学 97

佐藤　夏輝 東北学院大学

信太　崇佑 東北学院大学

鈴木　道哉 東北学院大学
B-12

B-13 茄子川　柊 東北工業大学 101

○ 渡邉　浩文 東北工業大学

　【再生可能エネルギー①】 司会： 小林　光 東北大学

　13：30～14：18　　口頭発表Ｂ会場 （1階B103教室） 

○ 関根　卓哉 (株)アーク 103

池田　俊幸 (株)アーク

赤井　仁志 福島大学

佐藤　秀樹 福島大学

渡部　一徳 福島大学

○ 阿部　良道 (株)ユアテック 107

佐藤　正佳 (株)ユアテック

松本　利文 (株)ユアテック

先﨑　希 (株)ユアテック

五十嵐勝裕 東北電力(株)

赤井　仁志 福島大学

佐藤　義久 福島大学

斉藤　公彦 福島大学

佐藤　秀樹 福島大学

渡部　一徳 福島大学
B-16 ○ 小林　強 (株)福島地下開発 19

加藤　邦康 (株)福島地下開発

須藤　明徳 (株)福島地下開発

宮田　弘幸 (株)福島地下開発

藤沼　伸幸 新協地水(株)

阿部健一郎 新協地水(株)

谷藤　允彦 新協地水(株)

赤井　仁志 福島大学

佐藤　秀樹 福島大学

渡部　一徳 福島大学

○ 小野　勇人 ミサワ環境技術(株) 111

田中　雅人 ミサワ環境技術(株)

中元　秀則 ミサワ環境技術(株)

高杉　真司 ジオシステム(株)

舘野　正之 ジオシステム(株)

赤井　仁志 福島大学

佐藤　秀樹 福島大学

渡部　一徳 福島大学

木造オフィスビルにおける環境計測とシミュレーションに関する
研究
その2　中間期における実測とシミュレーションの比較

B-17 福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検
討（その4）
フリーヒーティングによる融雪と地中熱利用空調システム計画①

福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検
討（その3）
地中熱・地下水熱利用簡易ポテンシャルマップ

B-11

掲載
ページ

B-14 福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検
討（その1）
事業とキャンパスの概要、熱・電気エネルギー需要簡易ポテン
シャル推定

B-15 福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検
討（その2）
電力特性、太陽光発電と風力発電の導入計画

戸建住宅及び集合住宅を対象とした省エネ・エコに関する意識
調査

掲載
ページ

B-9 木造オフィスビルにおける環境計測とシミュレーションに関する
研究
その１　中間期における実測調査

B-10

(欠番）

避難自助検討のための洪水ハザードマップのあり方に関する
基礎的研究
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　【再生可能エネルギー②】 司会： 菅原　正則 宮城教育大学

　14：30～15：18　　口頭発表Ｂ会場 （1階B103教室） 

○ 渡部　一徳 福島大学 113

佐藤　秀樹 福島大学

赤井　仁志 福島大学

谷藤　浩二 ゼネラルヒートポンプ工業(株)

宮平　英樹 ゼネラルヒートポンプ工業(株)

○ 加藤　龍宏 (株)ユアテック 115

勝又　雅浩 (株)ユアテック

新倉　万結 (株)ユアテック

赤井　仁志 福島大学

佐藤　秀樹 福島大学

渡部　一徳 福島大学

吉田　典生 福島市環境課

高橋　克典 福島市環境課

池田　俊幸 (株)アーク

関根　卓哉 (株)アーク

○ 赤井　仁志 福島大学 117

長谷川　巌 (株)日建設計

土井　章弘 (株)竹中工務店

中島　一義 (株)総合設備コンサルタント

濱田　靖弘 北海道大学

仲川　ゆり JR東日本ビルテック(株)

松鵜さとみ 鹿児島大学

矢崎　稜馬 北海道大学

土山　絋平 北海道大学

　【技術展示】 司会： 後藤　正徳 第一工業(株)

　コアタイム　12：00～12：30　（展示は8：50～16：00）　　技術展示会場 （１階談話室） 

T-1

T-2

T-3 空調冷熱総合管理システム「ＡＥ－200Ｊ」の紹介

T-4 低炭素エコ素材ル・エコ（段ボールダクト）・多孔羽根式低騒音型ＶＡＶ

T-5 Ｓｈｉｎｒｙｏ　ＢＩＭ　solutions

掲載
ページ

B-18 福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検
討（その5）
地中熱利用空調システム②と地下水利用ヒートポンプハイブ
リッド給湯システム計画

B-19 福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検
討（その6）
地中熱利用による学内熱源水ネットワーク計画、福島市として
の展開と総括

出展者

配管材のオールプラスチック化 積水化学工業(株)

三菱電機住環境システムズ(株)

協立エアテック(株)

展示
№

B-20 再生可能エネルギー利用拡大のための上水の安全と衛生の確
保（その1）

B-21 （欠番）

3．技術展示

展示題目

新菱冷熱工業(株)
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4．特別セッション

空気調和・衛生工学会東北支部

平成３０年度地区講演会
　【特別セッション】再生可能エネルギー先駆けの地・福島の現状と展司会： 赤井　仁志 福島大学

　15：30～16：30　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 

121
1. 開会

2. 講演

　「再生可能エネルギー先駆けの地を目指して 服部　靖弘
　 ・・・ふくしまで進む産学官連携による再エネ関連産業の集積」

3 閉会

5．閉会式
　【閉会式】 司会： 田原　誠 (株)竹中工務店

　16：30～16：45　　口頭発表A会場 （1階B102教室） 

優秀発表奨励賞 発表 優秀発表奨励賞 選考・表彰委員会委員長 渡邉　浩文 東北工業大学

優秀発表奨励賞 受賞式 空気調和・衛生工学会 東北支部長 須藤　諭 東北文化学園大学

　【交流会】 司会： 船木　寮一 三建設備工業(株)

　17：30～19：30　　キッチンテラス「クルール」 〔会費：5,000円〕

開会挨拶 空気調和・衛生工学会 東北支部長 須藤　諭 東北文化学園大学

共催・協賛・後援団体代表祝辞 電気設備学会　東北支部 副支部長　 太田　良治 (株)ユアテック

乾杯 住まいと環境　東北フォーラム　副理事長 石川　善美 東北工業大学

　　　　【　　歓　　談　　】

閉会挨拶 第８回学術・技術報告会 組織委員会委員長 田原　誠 (株)竹中工務店

★ 交流会

第８回 学術・技術報告会
交　　流　　会

掲載
ページ

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部

福島県産業振興センター
エネルギー・エージェン
シーふくしま

東北大学川内厚生会館　キッチンテラス「クルール」

平成３１年３月１３日（水）

　　　　（仙台市青葉区川内40）
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オフィスビルの排水立て管システムにおける排水負荷算定データに関する一考察 

○武田 征樹（関東学院大学），大塚 雅之（関東学院大学），佐藤 奨悟（関東学院大学）， 

小柴 貞弘（株式会社竹中工務店） 

A Study on Drainage Load Calculation Date in the Drainage Stack System of Office Buildings 
Takeda Masaki (Kanto gakuin University), Otsuka Masayuki(Kanto gakuin University),  

Satou Shougo(Kanto gakuin University), Koshiba Sadahiro(Takenaka Corportion) 
 

キーワード：オフィスビル，器具占有時間，器具平均排水間隔 
 

はじめに 

 新築・既築のオフィスビルにおいて、施工性の

良い、連立節水形トイレユニットが普及してきて

いる。設置される大便器の洗浄水量は、従来の洗

浄水量（13[L]）に比べ、現在は 6.0[L]以下となり、

半分以下にまで節水化が進んでいる。ただし、現

行の空気調和・衛生工学会 SHASE-S206 給排水

衛生設備規準 同解説 1）の定常流量法の排水負荷

計算では、過剰な器具排水量と器具平均排水流量

が設定されていることが課題といえる 2）。さらに、

器具平均排水間隔についても、大便器の利用実態

の変化に伴い変化しつつあると考える。 
本調査では、実在の高層オフィスビルの大便器

ブースの、適正器具数や排水管への排水負荷算定

上、重要なファクターとなる、大便器の占有時間、

排水間隔を調査し、その利用実態を把握するとと

もに、最後に、それらを用いて排水立て管への負

荷計算を実施し、現行 SHASE-S206 データを用

いた結果と比較、検討する。 
 

1. 調査方法 

1.1 調査概要 

 表 1に建物概要を、図 1、2に調査対象としたフ

ロアの男女便所の配管平面図をそれぞれ示す。調

査期間は 2018 年 8 月 22 日（水）～11 月 13 日

（火）の 3 ヶ月間とする。調査対象フロアの在室

人員は男性206名、女性61名、床面積は2,994[m2]
である。調査対象トイレにおける設置器具は、排

水横枝管(管径 100[A])に、節水形大便器（フラッ

シュタンク式 2））4～5 台、小便器 5 台、洗面器 4
～5 台、手洗い器 1 台、うがい器 1 台（男子のみ）

が設置されており、その末端は排水立て管（管径

125[A]）に接続されている。当該建物の大便器の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設置個数は、SHASE-S206 による適正器具数算定

法によれば、男女共にレベル I（上限値：ゆとりの

ある器具数）の条件であった。なお、大便器の器

具平均排水流量 qd は 0.72[L/s] 2）(≒0.75[L/s])で
ある。また、排水横枝管より、ループ通気管（管

径 50[A]）を取り出し、末端は通気立て管（管径

図 2 女子便所平面図 

ＰＳ

100A

100A
100A1

0
0
A

5
0
A
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0
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6
5
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3,
48

0

 4,480

手洗い器

洗面器１洗面器 2洗面器 3洗面器 4洗面器 5

大便器 1大便器 2大便器 3大便器 4大便器 5

125A 100A

図 1 男子便所平面図 

10
0A

75
A

50A

125A 100A

3,790

3,4
80大便器 2 大便器 4大便器 3大便器 1

小便器 5小便器 4小便器 3小便器 2小便器 1洗面器 4

洗面器 3

洗面器 2

洗面器１

うがい器

手洗い器

※

※ループ通気管の開閉はバルブ操作により可

通気立て管排水立て管

表 1 建物概要 
所在地 大阪府大阪市 オフ ィ スビル

構造規模 S造　 地上9階　 地下4階　 節水形フラッシュタンク式2)

在室人員 男性206名　女性61名 器具平均排水流量qd　0.72Ｌ/s

敷地面積 4, 420㎡ 男子4台　 女子5台

建築面積 3, 706㎡ 小便器 5台

床面積（ 対象階） 2, 994㎡ 洗面器 男子4台　 女子5台

延床面積 44, 592㎡ 手洗い器 男子1台　 女子1台

特徴 建物中央にコ ア、 周辺に事務室 う がい器 男子1台

排水立て管径125A

排水横枝管径100A

通気立て管径100A

排水設備システム ループ通気方式( 50A)

大便器
（ 調査対象）

排水方式：合流排水

設
置
衛
生
器
具

用途

A-1
空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2019.3.13 (東北大学 川内北キャンパス)
―――――――――――――――――――
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100[A]）に接続されている。 

1.2 測定項目及び方法 

 図 1、2において、大便器ブース（便所入口側か

ら 1～5 とする）にドア開閉センサーが設置され

ており、この開閉の時間差により器具平均占有時

間 τ(以降 τ)を把握する。また、各大便器の洗浄弁

に作動センサーが設置されており、この洗浄弁作

動間隔より器具平均排水間隔 T0(以降 T0)を把握

する。ドア開閉時間は無線ルーターを介し、建物

内のデータ収録装置へ記録する。また、洗浄弁の

開閉信号（サンプリング間隔 0.1[s]）は、データ

ロガーに記録する。これらの値は事前に同期させ、

内蔵時計の時刻を合わせ、整理する。 

1.3 器具占有時間 τと器具平均排水間隔 T0の求

め方 

図 3にドア開閉と洗浄弁開閉信号の事例を示す。

1.2 で述べた、ドアの開閉時間差（td2-td1）、（td4-

td3）…（tdn-tdn-1）より、これらを平均し、τを求

める。また、同様に（tf2-tf1）…（tfn-tfn-1）の洗浄

弁作動間隔を平均し、T0を求める。 

 

2. 排水負荷算定フロー 

 図 4 に SHASE-S206 定常流量法の算定フロー

を示す。器具排水量 w（以降 w）には、従来の節

水形サイホン式：13[L]と、節水形フラッシュタン

ク式：6.3[L]2）を用い、T0 には、従来の男子大便

器 4 台：600[s]、女子大便器 5 台：170[s]と、本

報で測定したものを用いる。また、器具平均排水

流量 qd（以降 qd）には、従来の大便器：1.5[L/s]
と、既報 2）：0.72[L/s]（概ね 0.75[L/s]とする）を

用いる。以上の数値より、負荷流量 QL[L/s]と管径

D を算定し、比較する。 
 
3. 調査結果及び考察 

3.1 器具占有時間 τの調査 

 図 5、6に男女便所の全調査期間（3 ヶ月間）で

の τの発生頻度分布と平均値をそれぞれ示す。図

5 より、既往研究 3）では、男子大便器ブースの τ
の平均値は 7 分 14 秒（434[s]）と報告されている

のに対し、本調査は 6 分 34 秒（394[s]）と 40 秒

短く、その差は 1 分以内におさまった。しかし、

既往研究の τの平均値を超える時間の発生頻度は、

全体の約 30％に達する。次に、図 6より、既往研

究では、女子大便器ブースの τの平均値は 2 分 14 
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図 6 女子大便器全ブースの器具占有時間 τ 
頻度分布（全調査期間） 
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男子大便器　4台　  600[s]
女子大便器　5台　  170[s]

本報　既報 より

本報　3.2で述べる実測値を使用

サイホン式 　　 　　　13[Ｌ]

フラッシュタンク式 　6.3[Ｌ]

　　　　従来　　13Ｌ
　　　　本報　 6.3Ｌ

器具平均排水間隔

調査項目

 器具定常流量q
 排水管の定常流量 Q

 負荷流量 QL

管径Ｄ

代表器具の qd の選択
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秒（134[s]）と報告されているのに対し、本調査は

3 分 38 秒（208[s]）と 1 分 14 秒（74[s]）長くな

った。また、既往研究の τの平均値を超える時間

の発生頻度は、全体の約 38％に達する。さらに、

男女便所のブース別に τの平均値及び最大値・最

小値を求めたものを、表 2に示す。同表より、男

子は、便所入口から遠いブースほど占有時間が伸

びる傾向がみられ、最大 τは全ブース平均 τから

46 分 28 秒長く、最小 τは平均 τから 6 分 24 秒

短くなった。一方、女子は、ブース毎の平均 τに
最大 2 分以上の差がみられ、最大 τは全ブース平

均 τから 54 分 29 秒長く、最小 τは平均 τから 3
分 28 秒短くなり、男女共に数値のばらつきが多

くみられた。次に、表 3に対象建物の大便器の適

正設置器具数を、現行 SHASE-S206 事務所の適

正器具数の選定図 4）より求め、実際の設置器具数

と比較したものを示す。同表より、いずれもサー

ビスレベル I 以上の安全率を有しているが、前述

の結果より、男子は約 30％(最大 53 分 2 秒)、女

子は 38％(最大 57 分 57 秒)の超過が生じ、待ち

時間の発生及び T0が延びるものと推定される。 
3.2 器具平均排水間隔 T0の調査 

 図 7、8 に男女の 1 日の時間帯別洗浄弁作動頻

度を全調査期間（平日のみ）で集計し、その平均

値・標準偏差をそれぞれ示す。SHASE-S206 の T0

のデータは、最も利用頻度の高い時間帯（以降ラ

ッシュアワー）より決定しており、同図より、本

調査では、男子トイレは 8 時～9 時、女子トイレ

は 12 時～13 時の 1 時間をラッシュアワーと見な

す。この時間帯における男女の T0の頻度分布を図

9、10にそれぞれ求めて示す。図 9より、SHASE-
S206では、男子大便器 4台のT0は 10分（600[s]）
と定めているのに対し、本調査では、5 分 5 秒

（305[s]）と半分程度となった。また、図 10より、

SHASE-S206 では、女子大便器 5 台の T0は 2 分

50 秒（170[s]）と定めているのに対し、本調査で

は、6 分 18 秒（378[s]）と 3 分 28 秒（208[s]）
長くなった。以上より、前述 3.1 の結果からも推

定したように、τの変化が T0に影響を及ぼしてい

ることが明らかとなり、図 4の負荷算定フローに

おいて、この結果と w 及び qd の低減値を総合的

に考慮し、定常流量法の排水負荷計算を行い、比

較し、知見を得ることは、排水立て管のサイズダ

ウンの可能性を検討する上で有益であると考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事務所 人数 レベル 適正設置器具数 対象建物設置器具数
男性 206名 1 4台 4台
女性 61名 1 4台 5台

表 3 SHASE-S206 事務所の適正器具数 4）と 

対象建物との比較 

表 2 男女トイレ各ブースの平均・最大・最小 τ 
ブース番号 全ブース ブース1 ブース2 ブース3 ブース4 ブース5

平均 6分34秒 6分18秒 6分22秒 6分40秒 7分3秒
最大 +46分28秒 50分2秒 53分2秒 44分44秒 45分11秒
最小 -6分24秒 10秒 10秒 18秒 11秒
平均 3分38秒 3分11秒 2分49秒 4分53秒 3分29秒 3分46秒
最大 +54分29秒 56分40秒 46分10秒 57分57秒 35分52秒 50分44秒
最小 -3分28秒 12秒 15秒 10秒 10秒 12秒

男
子

女
子

図 9 男子トイレ全ブースの器具平均排水間隔 T0 

頻度分布（全調査期間 8時～9時） 
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3.3 排水負荷計算結果の比較 

 表 4に、排水負荷計算に用いる SHASE-S206 
と調査結果の数値をそれぞれ示す。大便器におけ

る w と qd は、図 4 で示したデータを採用する。

T0は、前述 3.2 より、男子大便器は SHASE-S206
で定められている 600[s]と、調査結果の 305[s]を
採用し、女子大便器は SHASE-S206 で定める

170[s]と、調査結果の 378[s]を採用する。その他、

設置衛生器具の w、qd、T0については、SHASE-
S206 記載データを採用する。また、調査対象建物

は 9 階建てであるが、他の階数も想定し同様に階

数 F と負荷流量 QL の関係を比較したものを男女

別に図 11、12に示す。さらに、図 13には男女合

流排水系統を想定し、比較したものを示す。図 11

より、男子便所の負荷流量 QL は、9 階建規模で

は、SHASE-S206 データが約 12.2[L/s]、本調査

データが約 8.8[L/s]と 27.8％程度、排水負荷が低

減し、排水立て管径 D も 125[A]から 100[A]へと

サイズダウンできる。また、図 12より、女子トイ

レの負荷流量 QL は、9 階建規模では、SHASE-
S206 データが約 15.3[L/s]、本調査データが約

7.1[L/s]と 53.6％程度、排水負荷が低減し、排水立

て管径 D も 125[A]から 100[A]へとサイズダウン

できる。さらに、図 13より、男女合流排水系統と

した場合、SHASE-S206 データが約 21.2[L/s]、
本調査データが約 12.9[L/s]と 39.1％程度、排水負

荷が低減し、排水立て管径Dも150[A]から125[A]
へとサイズダウンできる。以上より、男子便所の

場合、ｗが 13[L]から 6.3[L]へ、T0は 600[s]から

305[s]へ短くなるので定常流量𝑞𝑞�=13/600（=0.021）
から 6.3/305（=0.020）へ変わり、計算上大きな変

化はないが、排水負荷算定のファクターとなる、

大便器の代表器具の qd が 1.5[L/s]から 0.75[L/s]
へ低減したため、総合的に排水負荷流量が低減さ

れた。女子便所の場合、さらに T0 が 170[s]から

378[s]へ長くなるので、大幅な負荷流量の低減が

みられた。 
 

4. まとめ 

平均 τは、男子は既往研究より短く、女子は長

くなったが、男子は約 30％、女子は約 38％が長

時間ブースを占有しており、利用実態が変化して

いることが指摘できる。また、T0も SHASE-S206
より、男子は短く、女子は長くなったが、排水負

荷計算の結果、節水化により、負荷流量 QL は減

少した。以上より、SHASE-S206 データの w と

qd、T0の見直しが必要だと指摘できる。 
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図 11 SHASE-S206 と調査結果による 
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 負荷流量 QL及び排水管径 D の比較（女子） 
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 負荷流量 QL及び排水管径 D の比較（男女） 
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オフィスビルの排水横枝管におけるループ通気管削減の可能性 

○久保田 真仁（関東学院大学）,大塚 雅之（関東学院大学）, 

佐藤 奨悟（関東学院大学）,小柴 貞弘（株式会社竹中工務店） 

Possibility of reduction of loop vent pipe in dragnage horizontal branch pipe of office building 

Masahito KUBOTA(Kanto-gakuin University),Masayuki OTSUKA(Kanto-gakuin 

University),Shougo SATOU (Kanto-gakuin University), Sadahiro KOSIBA(Takenaka 

Corporation) 

 

キーワード：オフィスビル，排水横枝管，ループ通気管 

1. はじめに 

通常、オフィスビルの連立大便器の設置された

排水横枝管には、誘導サイホン作用防止のために、

ループ通気管が設置されている。しかし、既往の

研究によれば、節水形大便器が普及することによ

って、従来より排水流量が低くおさえられるため、

ループ通気管を削減することが可能であると指摘

されている 1）。このような背景より、本研究は、

一般のオフィスビルにおいて、連立節水形トイレ

ユニットが接続される排水横枝管におけるループ

通気管の削減を目的に、実在のオフィスビルの大

便器の接続された排水横枝管を用い、排水性能実

験と長期排水性能調査を行い、その可能性を明ら

かにすることを目的とする。 

 

2. 実験及び調査方法 

 本研究で用いる実在オフィスビルの概要を表 1

に、図 1 に代表部分の排水立て管系統図を、図 2

に対象階(5 階)のトイレ平面図を示す。本研究では、

地上 9 階建てのオフィスビルの 5～7 階の排水横

枝管を用いて実施する排水性能実験と、同建物 5

階の排水横お枝管を用いて、約 3 ヶ月間実施する

長期排水性能調査の 2 つから排水性能を把握する。 

 

2.1 排水性能実験 

(1)排水実験システム 

 表 2に示す大便器を含む 5 種の衛生器具は、管

径 100A の排水横枝管に接続されており、それよ

り取り出した管径 50A のループ通気管は通気立

て管 100A へ接続されている。また排水立て管は

125A とする。ループ通気管と通気立て管はボー

ルバルブを用いて適宜開閉を行い、実験ごとにル

ープ通気管の有無を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 排水横枝管システム図（5階） 

構造規模

用途

特徴

敷地面積 4,420㎡ 2,994㎡

建築面積 3,706㎡ 44,592㎡

設備システム

床面積(対象階)

延床面積

S造　地上9階　地下4階　

オフィスビル

建物中央にコア、その周辺に事務室

排水立て管径125A

排水横枝管径100A

排水方式：合流排水

ループ通気方式(50A)

表 1 建物概要 

⑤ ① ② ③ ④ 
大便器 

小便器 洗面器 
うがい器 手洗器 

ボールバルブ 

図 1 排水立て管システム（一部） 
※①～⑤は表 2に示す器具番号に対応 

…排水横枝管内のみ排水実 …排水立て管負荷を加味した排水実験 

表 2 設置衛生器具 
器具番号 ① ② ③ ④ ⑤

大便器 小便器 洗面器 手洗器 うがい器

1.45[L/回] 0.08[L/s] 0.84[L/s] 0.15[L/s]6[L/回]

衛生器具名

写真

洗浄水量

A-2
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(2)排水負荷の与え方 

 排水性能実験の排水負荷パターンを表-3 に示

す。排水性能実験では、清水のみで行う清水排水

と、供試代用汚物(トイレットペーパー)D、D’2）（以

下、汚物とする）の 2 種を設定し、混入排水を行

う。排水タイミングは、まず排水立て管から最も

遠い位置にある小便器 5 台の排水を行い、5 台排

水完了 3秒後に大便器 4台が合流するように排水

タイミングを設定する。ただし、洗面器 4 台、手

洗い器 1 台、うがい器 1 台は、洗浄水量が前記 2

種の衛生器具に比べ少ないため、測定開始から絶

えず排水させ続けるものとする。また、5 階の排

水横枝管における合流排水に対し、より厳しい負

荷条件として、上層 6 階、さらには 6,7 階からの

合流排水負荷を与える。なお、本実験は、それぞ

れ試行回数 3 回とし、実験結果には、その平均値

を用いる。また、小便器排水は疑似小便として図

3 に示すペットボトル 500[ml]の 1/3 程度を

1.5[ｓ]以上放水し、その放水をマイクロ波センサ

ーへ感知させることで洗浄水を排水する。 

(3)測定項目及び方法 

① 通気管内圧力 

ループ通気管立ち上げ部で圧力センサーを用い

管内圧力[Pa]の測定を行う。また、その判定基準

値は、SHASE-S 2183）に準拠し±400[Pa]以内と

する。 

② 通気管内風速 

ループ通気管立ち上げ部で熱線風速計を用いて、

通気管内風速[m/s]の測定を行い、通気流量に換算

する。 

③ トラップ封水損失 

排水の前後に大便器の封水の変化から封水損失

値及び破封の有無を測定する。ただし、測定は各

排水パターンの試行回数の 1 回目に行うものとし、

判定規準値は、封水トラップの深さ（封水深）の

1/2 以下（25[mm]）とする。ただし、封水損失は

目視メジャーにより測定する 

2.2 長期排水性能調査 

 調査期間は、2018 年 8 月 22 日(水)～11 月 11

日(日)の約 3 ヶ月間とし、その期間中はボールバ

ルブの開閉を設定することで、実使用時のループ

通気管の有無による管内圧力の変動を測定する。

設定したボールバルブの開閉期間は、8 月 22 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(水)～10 月 4 日(水)までがボールバルブを閉じ通

気無、同年 10 月 5 日(金)～11 月 11 日(日)の間は

ボールバルブを開放した通気有とした。本調査は、

前記した排水実験と同じ位置で管内風速、管内圧

力を測定する。 

 

3. 結果及び考察 

3.1 排水性能実験 

(1)通気流量の変動 

 図-4に通気流量 Qamax と負荷流量 QL2)でまと

めたものを示す。大便器 4 台排水を行っても、

SHASE-S 2064)に規定されている必要通気量を

大きく上回り、設置されているループ通気管が機

能していることが把握できた。このことから、ル

ープ通気管を削減した場合、管内圧力が増加する

と推定できる。 

(2) 排水横枝管における排水性能の検証 

図 5に表 3(1)に示す排水負荷パターンで実験を

行った管内圧力 Pmin,Pmax の比較を示す。 

図 3 疑似小便放水用 

ペットボトル 

No.13 ●

No.14 ● ●

No.15 ● ● ● ● ●

No.16 ● ● ● ● ● ●

No.17 ● ● ● ● ● ● ● ●

No.18 ● ● ● ● ● ●

No.19 ● ● ● ● ● ● ●

No.20 開 ● ● ● ● ● ● ●

実験条件

開
/
閉

閉

排
水
立
て
管
負
荷
を
加

味
し
た
パ
タ
ー

ン

D

D
/
D
'

大便器

7階6階5階

表 3 排水負荷パターン 

（1）排水横枝管のみ排水実験 

（2）排水立て管負荷を加味した排水実験 

通気 汚物

No.1

開
/
閉

● ● ● ● ○ ◎

No.2 ○

No.3 ◎

No.4

No.5 ●

No.6 ● ●

No.7 ● ● ●

No.8 ● ● ● ●

No.9 ● ● ● ● ○

No.10 ● ● ● ● ◎

No.11 ● ● ● ● ○ ◎

No.12 ● ● ● ● ○ ◎

実験条件

なし

閉

開
/
閉

D

No。

排
水
横
枝
管
内
合
流
パ
タ
ー

ン
□

□

□

小便器(4台)大便器1 大便器2 大便器3 大便器4 洗面器(5台) うがい器 手洗い器

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2019.3.13 (東北大学 川内北キャンパス)
―――――――――――――――――――

- 6 -



 

また、同図には、汚物の混入の有無による条件も

含まれている。同図より、最も厳しい組み合わせ

である No.12 を見ると、管内圧力 Pmin は通気有

で-48[Pa]、通気無が-169[Pa]を測定しており、通

気の有無だと 120[Pa]の差が生じた。また、同パ

ターンを汚物の有無で比較すると、50[Pa]程度の

差が生じた。これらの比較から、汚物の有無より

通気の有無による管内圧力の差が大きくなること

が明らかとなった。 

また、最も大きな負荷を加えた No.12 でも

Pmin の変動の最大値は-170[Pa]程度に収まって

おり、連立節水形大便器、小便器、洗面器、手洗

い器、うがい器の合流排水で、排水横枝管の管径

が 100A 以上であればループ通気管は不要とみな

せる。 

(3)排水立て管負荷を加味した排水横枝管システ

ムにおける排水性能 

 図 6に表 3(2)に示す排水パターンで、実験を行

った管内圧力 Pmin,Pmax の比較を示す。この実

験では、5 階大便器 4 台に加え、6 階さらに 7 階

からの合流排水を行い 5階の排水横枝管に負荷を

加えた。同図は、通気の有無について比較してお

り、汚物種の比較も含まれている。また、図 5で

生じた負圧の平均値も示す。ボールバルブを閉じ

通気無とした場合、排水横枝管内のみでの合流排

水では、大便器 4 台で-153[Pa]程度であったが、

大便器の排水台数を最大にし、汚物 D を混入して

行った No.17 の負荷パターンでは、Pmin が

-240[Pa]を測定し、排水立て管からの負荷を加え

ると、およそ 70[Pa]増加する結果となった。また、

さらに負荷を厳しくした条件として汚物を D か

ら D’とした場合では、最大で-581[Pa]となり、

SHASE-S 2183）に示される判定基準値±400[Pa]

を超える結果となった。そこで、図 7に示す封水

損失(一部)の結果を参照すると、管内圧力が

-600[Pa]近くまで増加しても封水損失は 10[mm]

程度となり、5階大便器 4台に、6 階大便器 2 台、

7 階大便器 2 台からの合流排水による過剰な負荷

が加わっても破封には至らなかった。 

また、実際、排水立て管にここまでの過剰な負 

荷は発生しないと考えられるため、ループ通気管 

を設置せずに、十分に排水横枝管における誘導サ

イホン作用の安全率が確保できると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号
N o.18N o.17 N o.17 N o.19N o.15 N o.16 N o.20

0

5

10

15

20

25

30

封
水
損
失
⊿

Hm
a
x[
㎜
]

大便器1 大便器2

大便器3 大便器4

△判定基準値

封水トラップの深さ（封水深）の1/2以内

図 7 封水損失 

図 5 排水横枝管内のみでの実験による管内圧力 

No.

汚物種

大便器１ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大便器２ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大便器３ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大便器４ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

小便器１ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

洗面器１ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

うがい器
手洗い器

No.12
通気

No.1 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11

D
開/閉

□ □ □ □

-31.1 

-118.1 

-34.3 
-87.9 

-44.3 
-99.6 

-47.7 

-147.9 

-43.8 

-153.3 

-54.9 

-159.9 

-44.3 

-166.3 

-44.2 

-173.3 

-48.6 

-168.9 
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管
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圧
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,P
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P
a]

Pmin PmaxSHASE-S 218判定基準±400Pa

図 6 排水立て管負荷を加味した 

実験での管内圧力 

No.

汚物種

5階 大便器 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大便器１ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大便器２ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

大便器１ ● ● ● ●

大便器２ ● ● ● ●
7階

6階

通気

D'D

No.13 No.14 No.15 No.16 No.17 No.15 No.16 No.17
開/閉

-80.7 
-50.9 -46.3 

-80.7 
-52.4 

-153.7 

-60.3 

-208.7 

-70.8 

-239.5 

-95.2 

-273.8 

-106.7 

-279.7 

-113.9 

-581.9 
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-200
-100
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100
200
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圧
力

Pm
in
,P

ma
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▲

排水横枝管内合流排水実験

Pmin平均-155.9[Pa]
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図４ 通気流量の変動 
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3.2 長期排水性能調査の結果 

 図 8 に長期排水性能調査の 1 日毎の管内圧力

Pmin、Pmax を時系列で示す。同図より、通気無 

の期間で管内圧力 Pmin の変動の平均値は

-200[Pa]、Pmin の変動の最大値は-450[Pa]とな

った。また Pmax の変動の平均値は 66[Pa]をとな

った。通気有の期間では、Pmin の変動の最大値

は-190[Pa]におさまり、Pmax については、あま

り大きな変動は見られなかった。通気無の状態で

もほとんど-200[Pa]程度におさまり、上階からの

負荷も加わっているが SHASE-S 2183)の判定基

準値±400[Pa]以内に概ねおさまる結果となった。 

この結果を、排水横枝管内合流排水実験と照合

を行った。図 9に排水横枝管内合流排水実験にお

いて器具数別に管内圧力を整理したものを示す。

長期排水性能調査の通気無の期間中の Pmin の変

動の平均値である-200[Pa]や、同期間中の Pmin

の変動の最大値の-450［Pa］と同等の管内圧力は

排水横枝管内合流排水実験では確認できなかった。

このことから、実使用の際多くの場合、単層のみ

の同時使用ではなく、多層での同時使用が行われ

ていることが推定できる。 

続いて、図 10に排水立て管負荷を加味した排水

実験において大便器台数別に管内圧力を整理した

ものを示す。同図と長期排水性能調査を照合する

と、長期排水性能調査の通気無の平均値が、図 10

の排水負荷パターンNo.16で行った大便器 6台で

の合流排水による管内圧力と同程度であることか

ら、長期排水性能調査の通気無の期間中、多層で

大便器合計 6台程度の同時使用が行われていたこ

とが推定できる。さらに、図 8に示す長期排水性

能調査中発生した Pmin の変動の最大値である

-450[Pa]は、大便器 7 台以上の排水に加え、供試

代用汚物 D’相当の汚物が排水されたことに匹敵

すると推定で得きる。 

4. まとめ 

 この排水横枝管システムにおいて、考えられる

合流排水では、管内圧力が判定基準値の半分程度

におさまった。また、上層階からの合流排水によ

る負荷が加わると、管内圧力 Pmin の最大でるも 
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582Pa となるが、封水損失と照合させると封水ト 

ラップが破封に至ることはなかった。よって、過

負荷である汚物 D’を混入させて行った実験で、

確認できた管内圧力-600Pa 程の過度の圧力が加

わらなければ排水性能上ループ通気管は削減でき

るものと考えられる。 

 

 

 

 

図 10 排水立て管負荷を加味した排水実験

における大便器台数別管内圧力 

1 2 3 4 5 6 7 8

大便器１ ● ● ● ● ● ● ● ●

大便器２ ● ● ● ● ● ● ●

大便器３ ● ● ● ● ● ●

大便器４ ● ● ● ●

大便器１ ● ● ● ●

大便器２ ● ● ●

大便器１ ● ●

大便器２ ● ●

器具数(台)

D
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▲実測値平均：-200［Pa］

▲実測値最大：-450［Pa］

図 9 排水横枝管内合流排水実験にお

ける器具数別管内圧力の変動 

No.
通気

汚物

大便器1 ● ● ● ● ● ● ●

大便器2 ● ● ● ● ● ●

大便器3 ● ● ● ● ●

大便器4 ● ● ● ●

小便器 ○ ○ ○

洗面器 ◎ ◎

うがい器

手洗い器

No.11 No.12
閉

D

No.5 No.6 No.7 No.8 No.9

□
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-100 

-148 -153 -160 -173 -169 
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オフィスコンバージョンに対応した圧送排水システムの 

性能評価と設計・計画手法に関する研究 

その 1 圧送排水が既存排水立て管の排水性能に与える影響の検討 

○本村雄大（関東学院大学），大塚雅之（関東学院大学） 

 
Study on Drainage Performance and Design Methods of a Force-Feed Type Drainage System 

for Application to Office Building Conversions 
Part 1 About Study on Influence of Force-Feed Drainage Merging into the Existing Drainage 

Stack of Using Loop Vent System 
Yudai Motomura (Kanto-Gakuin University), Masayuki Otsuka (Kanto-Gakuin University) 

 

キーワード：コンバージョン，圧送排水，排水立て管システム 
 

1.背景及び目的 

 既存のオフィスビルのコンバージョンにおいて、トイ

レや厨房などの水廻り空間を自由に設置できることは、

建築計画上のメリットとして大きい。その際にネックと

なるのは、排水立て管までの各衛生器具からの排水

横枝管の引き回しと適正なこう配を有する配管のおさ

まりの課題である。 
 筆者らは、その解決方法として図 1（1）に示す、天

井部に新設した排水横枝管へ排水を揚水する圧送

式排水大便器を接続する圧送排水式トイレユニットシ

ステムについて、実在建物において有効性を検証し

てきた 1）。また、既報 2）では図（2）のような、上階か

らの既存の排水横枝管を活用し、そこに下層階に増

設した圧送排水を加える「既存排水管活用システム」

を提案した。それらのシステムは、圧送排水ポンプに

よる機械式排水とそれ以降の、配管のこう配による自

然流下で排水を流す重力式排水を併用したものであ

り、これを「ハイブリッド排水システム」と定義する。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

これまでに行われてきたハイブリッド排水システム

に関する性能検証は、排水横枝管システムの検証が

主であったが、本研究では、当該排水システムにつ

いて既存の排水立て管システムに設置した場合に排

水性能に与える影響や、実用化の可能性を検討する。 
 
2. 実験概要 

2.1 供試排水立て管システム 

 本実験では、図 2 に示す既存オフィスビルの排水

立て管システムを想定した供試排水システムに、図 3

に示す器具排水特性を有する供試排水器具を設置

して実験を行う。圧送排水ポンプの排水管接続時最

大排水流量 qmax’は、一般的な大便器の排水流量を

上回る能力を有しており、これにより既存の排水シス

テムに合流する際に与える影響が大きくなることが考

えられる。 

測定項目及び方法は、各階の排水横枝管に設置

した○P で圧力センサーにより管内圧力変動を測定し、

各排水パターンにおける各測定点の圧力変動の最

小値を Pmin、最大値 Pmax として、それらの中でシス

テム全体の最小値の Psmin、最大値の Psmax を抜粋

し、判断指標として用いる。 

伸頂通気管の○W で風速センサーにより管内中心

風速を測定する。その値に通気管の断面積を乗ずる

ことで通気流量 Qav に換算する。 

システムの 6 階及び 1 階に供試排水トラップを設

置し、メジャーを用いた目視により各排水トラップの封

水損失⊿H を把握する。 
図 1 ハイブリッド排水システム 概念図 

(1)天井配管新設

横枝システム 
(2)既存排水管活用

横枝システム 

①圧送排水ポンプ

②圧送排水立て管

③排水横枝管 (天井

会議室

(トイレスペース )

④排水立て管

水廻り空間 (既存 )

③排水横枝管 ( 既存 )

重力式排水 

圧
送
式
排
水
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なお、本実験では、SHASE-S218 に準拠して、管

内圧力変動の判定基準である±400Pa 以内、トラッ

プ封水損失は封水深の 1/2 以内（大便器トラップは 2
7.5mm、P トラップは 30mm）を検討時の目安とする。 
2.2 排水負荷の与え方 

(1)定流量排水負荷 

 定流量排水負荷は、既存の連立大便器からの排

水負荷を想定しており、SHASE-218 に準拠して与え

るものとする。既報 3）にて排水立て管径 100A、通気

立て管及びループ通気管径 75A での排水能力は

5.5～10L/s であることが分かっており、本実験システ

ムではループ通気管が 50A であるが、同程度の排水

能力を有すると想定する。この立て管システムの各階

に男子大便器 4 台と女子大便器 4 台が設置されるも

のとみなし、SHASE-S206 の定常流量法により当該

排水立て管システムへの負荷流量を算定すると、

7.5L/s となるため、本実験では表 2 に示す排水パタ

ーンで 7,8,9 階の各階から 0.5～2.5L/ｓの排水を行

い、合計排水負荷流量 7.5L/s まで排水負荷を与え

ることとする。 

 

 

 

 

 

 

(2)定流量排水負荷+圧送排水負荷 

既報 2）で大便器 4台からの重力式排水とポンプ

2 台からの圧送排水を合流させた場合の排水立て

管流入時の qmax’が 4.22L/s であったことから、

これを 1層からの排水負荷の目安とし、事前に図

2(2)及び図 2(3)に示す、ポンプ設置階である 7・

8 階の排水横枝管システムを模擬したシステムに

て行った器具排水特性実験より把握した排水流量

と、そこに連立大便器システムからの重力式排水

と想定した定流量排水の合計排水負荷流量が

4.2L/s 程度となるように合流させる（表 3）。1つ

の排水負荷パターンにつき 5回排水を行い、その

際にトラップの封水への補充は行わずに連続で排

水をし、封水損失の測定を行うものとする。7、8

階よりポンプからの圧送排水を合流させる場合、

ポンプに接続した大便器の排水タイミングは、同

層階では同時排水（タイムラグ 0秒）、複層での合

流時は8階排水から2秒後に7階から排水を行う。 図 3 供試排水器具 排水特性 

器具種類 W[L] td[s] qd[L/s] qmax[L/s] 流量 水量
大便器① 5.54 3.10 1.07 1.26
大便器①+ポンプ① 5.49 2.20 1.49 1.56

平均
排水時間

器具平均
排水流量

最大器具
排水流量

凡例
　　　　　　　測定内容
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表 2 排水負荷パターン(定流量排水) 
排水階 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12 No.13 No.14 No.15

9階 0.5 1 1.5 2 2.5

8階 0.5 1 1.5 2 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5

7階 0.5 1 1.5 2 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5

合計排水
負荷流量

ΣQd [L/s]
0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5

図 2 排水立て管システム図 
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3. 結果及び考察 

3.1 定流量排水負荷 

 図 4 に、先に述べた既存連立大便器システムから

の排水を想定した定流量排水負荷を 8F から 1.5～

2.5L/s、 7 階及び 8 階から 1.5～2.5L/s ずつ（5.0L/s）

排水した際の管内圧力 Pmin,Pmax の分布を示す。

2.5L/s 排水時は Psmin が-196Pa であるのに対し、そ

こに 7F からの排水を加えると-271Pa まで増加した。 

 図5に排水負荷流量と管内圧力 Psmin,Psmax の相

関を示す。先に述べた定常流量法より算定した排水

負荷（7.5L/s）を与えた場合でも Psmin は-290Pa であ

り、判定基準以内におさまっていた。 

 これを前提として以降で、圧送排水の影響につい

て検討する。 

3.2 定流量排水負荷+圧送排水負荷 

図 6 に、先の 3.1 で述べた定流量排水負荷にポン

プからの圧送排水負荷を合流させた際の管内圧力

分布を示す。 

図 6 より、8F から排水を行った場合、定流量排水

時の Psmin は-196Pa であるのに対し、定流量排水

負荷+圧送排水負荷では-208Pa であり、大きな差は

見られなかった。 

図 6(2)より、7 階、8 階の 2 層から排水を行った場

合、定流量排水時は、-290Pa であるのに対し、そこ

に圧送排水が合流することで-352Pa まで負圧が増加

しているが、判定基準にはおさまっていた。 

図 7 に、図 7 で示した排水パターンにおける 6 階

の管内圧力変動の比較を示す。器具排水から 10 秒

後に瞬時的に負圧側へ-100Pa 程度変動しているが、

圧送排水が合流したことで流入部での通気抵抗の増

加に伴い管内の圧力も増加したものと推察する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 4 管内圧力分布 Pmin,Pmax 

表 3 排水負荷パターン(定流量排水+圧送排水) 

既存
器具想定

既存
器具想定

定流量 ポンプ-1 ポンプ-2 定流量 ポンプ-3 ポンプ-4

No.1 ○ 0.87[L/s]

No.2 ○ ○ 1.75[L/s]

No.3 1.5 ○ ○ 3.25[L/s]

No.4 2 ○ ○ 3.75[L/s]

No.5 2.5 ○ ○ 4.25[L/s]

No.6 ○ ○ ○ 2.77[L/s]

No.7 1.5 ○ ○ ○ 4.27[L/s]

No.8 2 ○ ○ ○ 4.77[L/s]

No.9 2.5 ○ ○ ○ 5.27[L/s]

No.10 ○ ○ ○ ○ 3.62[L/s]

No.11 1.5 ○ ○ ○ ○ 5.12[L/s]

No.12 2 ○ ○ ○ ○ 5.62[L/s]

No.13 2.5 ○ ○ ○ ○ 6.12[L/s]

No.14 2.5 ○ ○ 1.5 ○ ○ 7.62[L/s]

No.15 2.5 ○ ○ 2 ○ ○ 8.12[L/s]

No.16 2.5 ○ ○ 2.5 ○ ○ 8.62[L/s]

8階
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７階
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種別 No. Pmin Pmax 定流量 器具 定流量 器具

定流量 No.10 2.5[L/s] 0 台 2.5[L/s] 0 台

器具 No.16 2.5[L/s] 2 台 2.5[L/s] 2 台

パターン 凡例 8F 7F

図 6 管内圧力分布 Pmin,Pmax 

(1)8F:器具 2台 

+定流量 2.5L/s 

種別 No. Pmin Pmax 定流量 器具 定流量 器具

定流量 No.5 2.5[L/s] 0 台 0.0[L/s] 0 台

器具 No.5 2.5[L/s] 2 台 0.0[L/s] 0 台

凡例 8F 7Fパターン

排
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水 

図 5 管内圧力 Psmin,Psmax と 

排水負荷流量の相関(定流量排水時) 
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図 8 に、合計排水負荷流量 ΣQw と排水トラップの

封水損失⊿H との相関を示す。合計排水負荷流量の

増加に伴い、封水損失も増加しているが、7.5L/s 程

度まではトラップの封水深は半分以上残っている。器

具-No.16 においては、6 階の大便器トラップで封水

深の半分未満、もしくは半分をわずかに上回る程度

の封水損失が確認されたが、封水に補充を行わずに

厳しい条件で連続排水を実施した結果でこの程度に

おさまったため、安全性は確保されると判断した。 

 図 9 及び図 10 に、合計排水負荷流量 ΣQw と、管

内圧力 Psmin,Psmax 及び通気管の通気流量 Qav と

の相関を示す。管内圧力及び通気流量の双方を指

標に判断しても、通常使用では、同程度の排水負荷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流量の定流量排水負荷と定流量排水負荷+圧送排

水負荷を比較しても両者に顕著な差は生じなかった。 

 

4. 総括 

 本実験により、既存の排水システムに圧送排水が

合流した場合、既報 2）で検討された排水横枝管シス

テムからの最大排水流量に相当する排水負荷を１層

から与えても、影響は僅かであり、2 層から排水した

場合でも圧送排水負荷の合流による影響は受けるも

のの、本実験システム程度では管内圧力は判定基準

におさまり、封水損失は、厳しい条件により連続で排

水しても封水は封水深の 1/2 程度は確保されていた

ため、実使用には支障をきたさないものと考える。 
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オフィスコンバージョンに対応した圧送排水システムの 

性能評価と設計・計画手法に関する研究 

その 2 待ち行列理論を用いたシミュレーションによる排水負荷の推定 

○呉 光正（関東学院大学），大塚雅之（関東学院大学） 

Study on Hybrid Drainage System combined with Force-feed and Gravity type   
Part 2 Evaluation of system performance by simulation using queuing theory 

 
Guangzheng Wu (Kanto Gakuin University), Masayuki Otsuka (Kanto Gakuin University),  

 

キーワード：待ち行列理論，シミュレーション，洗浄パターン，排水負荷 

       

はじめに 

オフィスビル等で連立大便器が設置された排水

横枝管において、実際の排水負荷の発生を把握す

ることは、排水立て管へ流入する排水負荷の推定、

さらには、その結果を用いて、排水立て管システ

ムの管径決定を経済的に行ううえでも有効な知見

となる。しかし、現在、その排水負荷の算定は、

SHASE-S2061)定常流量法を用いて行っているが、

同法では、図 1に示しているように、排水量 w[L]
を器具平均排水間隔 T0[s]で除した平滑化された

器具定常流量q が負荷算定の基本負荷となって

おり、大便器などの排水流量のピーク値（最大排

水流量）等は、算定中で十分に加味されてない。 
 
 
 
 
 
 
一方、排水横管内の排水能力、すなわち許容流

量を測定する方法として、SHASE-S2202)器具排水

特性試験法が用いられており、実物大の排水横枝

管に複数の大便器を設置し、実験的にタイムラグ

を設け、排水流量波形を重なり合わせ、最大排水

流量が発生するようにし、その際に管内圧力によ

る誘導サイホン作用も併せて検討し、決定する 3)。

しかし、確率的に生じることの少ない最大排水流

量は、排水管の排水能力、すなわち設計用許容流

量を求めるための数値であり、実排水負荷との差

異において、かなり安全性の高い、厳しいな条件

設定となる。 

以上の背景より、本報では、一般オフィスビル

に設置される連立式 4 台程度の大便器における洗

浄パターンを乱数発生により求め、実験で把握し

た排水流量波形をそれに入力することで、排水流

量波形の重なりの可能性等をシミュレーションよ

り検討し、使用回数の多い時間帯での排水負荷の

発生頻度を把握することを目的とする。今後は、

ここで提案した排水負荷シミュレーション手法を

拡張させ、既報 4)で述べたような、オフィスコン

バージョンによる排水管工事で直面するような重

力式大便器に加え、大便器の圧送排水システムな

どを合流させ、複合的な排水負荷の推定へもつな

げていくための基礎研究と位置づけた。 
 
1. 器具使用のシミュレーションモデル提案 

1.1 待ち行列モデルの概要 

給水負荷算法等で用いられる器具同時使用確率

Pn(t)は、式（1）のポアソン分布で表される 1)。こ

の式を排水負荷の発生パターンに応用する。同式

において、時刻 t（すなわち到着時間間隔）までに

到着者数が 0 人となる確率は、式（2）の指数関数

で示すことができる。よって、時刻 t まで最初到

着者が何人か到着する確率は式（3）となる。ここ

で、パラメータとなるλ:平均到着率を決定した上

で、到着確率 F(t)をエクセルの乱数発生関数

RAND を用いてランダムに[0,1]の区間で発生させ、

t:到着間隔の計算を実施した。また、到着後、排水

に至る器具の占有確率 g(t0)は、指数分布 1)で表さ

れ、パラメータとなるμ:器具平均占有率を決定し

た上で、t0(器具占有時間)をパラメータとして式（4）

図 1 器具定常流量q の算定 
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また、本報では、任意利用形態の待ち行列モデ

ルを使用するため、そのモデルを適用するオフィ

スビルの条件を設定する。前述のとおり、4 台の

大便器が排水横枝管に設置されているトイレシス

テムの大便器使用をシミュレートすることを考え

る。ここで、設置される大便器 4 台は、オフィス

ビルの適正器具数算法 1)により、男子トイレ大便

器を適正器具数のレベル 3 に相当するものとして

設定し、使用者数 300 人、平均到着率を 0.13[人
/(min・100 人)]、平均占有時間を 5.0min と見なす。

よって、式(3)、式(4)より平均到着率 λを 0.39、平

均占有率 μを 0.2 とし、行列の発生方法は図 2 の

(ｲ)に示しているような、使用者がトイレに到着後、

一列に並びながら便器の使用を待つ「一列方式」

とする。以上の計算条件で、任意の使用者のパラ

メータとなる到着間隔 t と占有時間 t0 を算出した

結果の一部を表 1に示す。ここで、算出する各時

間の単位はすべて分(min)とする。 
1.2 大便器への使用者の配分シミュレーション 

参考文献 5)6)により、複数の大便器がある場合、

大便器の選択率について、大便器の配置によって

大きく影響し、入口から奥行方向に向かって選択

率が低くなる傾向が、生ずることが報告されてい

る。よって、4 台の連立大便器への使用者の到着、

大便器の選択（空室の有・無の判断）、使用開始、

占有終了までの流れ(ｲ)～(ﾎ)を図 2に、その計算フ

ローを図 3に示す。ここで、入力条件となる大便

器台数 N=4 台を入力条件とし、1.1 で決定した、

ポアソン分布により到着した使用者が空室の有・

無を判断し、大便器に使用者を配分する。その後、

すべての計算が終了後、各大便器の使用開始時間

と使用終了時間を出力する。出力された大便器の

使用状況の一部を表 2、図 4に示す。 
なお、本報では、オフィスビルを対象とし、ま

た、次の 2.2で述べる 0.1s 間隔で実測した供試大

便器の排水流量曲線を用いて排水横枝管末端に発

生する排水流量を推定するため、勤務時間 8 時か 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ら 17 時までの全 9 時間分のシミュレーションを

0.1s の時間間隔で行った。大便器の使用状況の結

果より、まとめた各大便器の同時占有状況（同時

𝑃𝑃ｎ
(𝑡𝑡) = (𝜆𝜆𝑡𝑡)𝑛𝑛

n!
𝑒𝑒−𝜆𝜆𝑡𝑡……………………… (1) 

𝑃𝑃0(𝑡𝑡) = (𝜆𝜆𝑡𝑡)0

0!
𝑒𝑒−𝜆𝜆𝑡𝑡 = 𝑒𝑒−𝜆𝜆𝑡𝑡…………………(2) 

𝐹𝐹(𝑡𝑡) = 1 − 𝑒𝑒−𝜆𝜆𝑡𝑡…………………………(3) 
𝑔𝑔(𝑡𝑡0) = 𝑒𝑒−µ𝑡𝑡0…………………………… (4) 
ここで、λ:平均到着率 μ:器具平均占有率 n:同時使用器具数 

 t:到着時間間隔 t0:占有時間  F(t):到着確率 g(t0):占有確率 

表 1 乱数発生で計算した使用者別のパラメータ 

使用者番号 到着時間間隔 
t(min) 

占有時間 
t0(min) 

理論開始 
時間 tr (min) 

1 3.25 5.23 3.25 
2 0.31 1.41 3.56 
3 1.20 3.39 4.76 
4 4.54 0.94 9.31 
5 2.88 3.43 12.19 
6 7.43 1.23 19.63 
… … … … 

 

図 2 大便器への到着から占有終了までの流れ 

図 3 大便器の使用開始・終了時間等計算フロー 

表 2 便器使用の配分結果 
使用者 
番号 

使用開始時間[0.1s]  使用終了時間[0.1s] 
便器① 便器② 便器③ 便器④ 便器① 便器② 便器③ 便器④ 

0 00:00:00 00:00:00 00:00:00 00:00:00 00:00:00 00:00:00 00:00:00 00:00:00 
1 3:15.0    8:29.0    
2  3:33.9    4:58.7   
3   4:46.0    8:09.5  
4    9:18.8    10:15.4 
5 12:12.0    15:37.8    
6 19:38.1    20:52.4    

… … … 
 

図 4 便器の使用状況（1時間分） 
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占有回数、占有時間合計、同時占有回数割合）の

一部を表 3に示す。表 3より、同時占有大便器数

は、その増加によって、同時占有が発生する回数

が減少し、モデルとした 4 台程度の設定の条件下

では、2 台程度の同時使用回数が最も多く、同時

占有数の 34.5％を占め、3 台が 23.5％、最大の 4
台は 8.4％と 10.0％以下の発生状況となる。 
 
2.シミュレーションによる排水負荷の推定 

2.1 連立大便器の単独・合流排水実験の結果 

1.2 で述べたシミュレーションによって、排水

負荷の発生した時刻に、各位置から実測した大便

器の器具排水流量曲線を入力し、排水横枝管末端

での排水負荷流量を求めることができる。 
図 5に供試大便器の設置された排水横枝管シス

テムを示す。供試大便器（ロータンク式、公称洗

浄水量 6.0L）は、最上流から最下流へ①～④の番

号を付す。なお、排水横枝管径は 100A、最小勾配

1/100 をし、全長は 4m とし、1m 刻みで供試大便

器を設置した。この供試大便器単体の器具排水管

を接続しない条件で SHASE-S2202)器具排水特性

試験法により測定した器具排水流量曲線、及びそ

の排水特性諸値を図 6に示す。一方、図 7及び表

4 に、図 5 の状態で供試便器①～④より単独排水

を実施した際の排水横枝管末端での排水流量と排

水特性諸値 7)を示す。 
これより、最上流供試大便器①よりの排水は、

最下流④に対し、qd値は0.54L/sから0.31L/s(42.6％
減)、最大排水流量は 1.12L/s から 0.72L/s（35.7％
減）と低下する。また、図 6は、器具排水管が接

続されない状態での値であるが、これに排水立て

管までの距離の一番短い④からの排水時の値を比

較すると、器具平均排水流量 qd=1.1L/s に対し、排

水管接続器具平均排水流量 qd’=0.5L/s と半減する

が、器具最大排水流量 qmax=1.3L/s に対し、排水管

接続器具最大排水流量 qmax’=1.1L/s と 15％の低下

に留まる。実際の排水実験では、大便器①～④が

重なり管内圧力が最も大きく与えるタイムラグ（1
秒）を設けている。この各大便器からの排水流量

を 1.で求めた排水パターンに加え、排水立て管負

荷流量を算出する。 
2.2 排水負荷流量の推定 

1.2 で算定した各大便器の使用パターンに、大

便器の排水流量曲線を入力して排水負荷流量を求 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
めた。図 8(1)に、8～17 時の間に発生した排水負

荷流量の発生状況を、図 8(2)に、その図より最大

排水流量となる 11 時 14 分～11 時 25 分の間の発

生状況の詳細を示す。これより、ピーク時は、

1.73L/s 程度の排水流量に達しており、例えば、表

4において、qmax’は②では 0.84L/s、④は 1.12L/s で
その 2 台が重なることによって 1.96L/s となるの

表 3 便器同時占有の状況 
同時占有 
便器数[台] 

同時占有 
回数[回] 

占有時間 t0 
合計[min] 

同時占有 
回数割合％ 

1 99 267.3 33.6 
2 101 114.7 34.5 
3 69 76.2 23.5 
4 25 65.8 8.4 
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図 5 連立供試大便器の排水横枝管配管図 

 
 

図 6 供試大便器の器具排水特性の一例と諸値 

図 7 排水横枝管における排水流量の一例 

 表 4 供試大便器の排水負荷諸値 

 大便器 
番号 

器具排 
水流量

w[L] 

排水 
時間 
td[s] 

排水管接続器具 
平均排水流量 

qd' [L/s] 

排水管接続器具最
大排水流量 
qmax' [L/s] 

① 6.00  11.70  0.31  0.72  
② 5.95  11.20  0.32  0.84  
③ 6.05  8.80  0.41  1.08  
④ 6.09  6.80  0.54  1.12  

 

合流洗浄 
便器数[台] 合流回数[回] 合流時間 

合計[min] 
合流回数 
割合％ 

1 169 491.9 72.1 
2 53 28.42 12.1 
3 12 6.6 2.8 
4 0 0 0 

 

表 5 便器洗浄合流の発生状況 
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で、その値に近い重なり方を生ずることなどがシ

ミュレーションの結果から確認できる。 
このように、図 9に、このシミュレーション手 

法により、全測定時間で排水負荷流量を算出し、

各排水流量の発生頻度分布を求めた結果を、図 10

にその一部（排水負荷流量 1.4L/s 以上）結果の詳

細を、表 5に合流洗浄回数の発生状況を示す。特

に、1～2 台の発生の頻度が高いことがわかる。ま

た、図 10 より、qmax’の発生頻度はわずかであり、

極めて少ないことが確認でき、同一階までの実排

水負荷流量の最大値は 1.73L/s 程度であるので管

径 100A（勾配 1/100）の排水横管の許容流量は

SHASE-S2061)より、伸頂通気方式で 2.8L/s、ルー

プ通気方式で 5.6L/s より、伸頂通気方式の 62％で

あるので、配管内に十分な通気効果があるのでル

ープ通気管は不要と考える。また、最頻値は 0.2～
0.1L/s 程度で、平均値は 0.25L/s 程度であり、1.0L/s
を超える排水流量の発生頻度は 1.0％未満であり、

発生頻度は少ない。排水横枝管で誘導サイホン作

用について既往研究 8)で明らかにしてきたが、実

排水負荷は、この程度を見なせば、その危険率的

少なく、むしろ、排水流量が低下し、搬送性能の

低下につながる可能性が高いことが示唆される。 
 
3.総括 

本報では、連立大便器を有する排水横枝管シス

テムにおける器具の使用パターンを発生させる手

法を提案し、実測した排水流量波形を入力するこ

とで、排水立て管へ流入する排水負荷流量を推定

した。今後の課題として、冒頭で述べたように、

オフィスビルのコンバージョンで、図 11 に示す

圧送排水大便器などの排水が加える場合を加味し

た器具使用のシミュレーションモデルを構築する。 
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図 9 推定された排水流量の頻度分布 

 

図 10 推定された排水流量の頻度 
分布の一部拡大 

図 8 排水流量の変動の推定の一例 

 

図 11 オフィスビルのコンバージョンによ

り圧送排水大便器からの排水が加わる場合 
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大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その 1） 
研究の目的、水抜き栓 

○菅原 正則（宮城教育大学），赤井 仁志（福島大学），濱田 靖弘（北海道大学）， 
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田中 和則（㈱ユアテック），新倉 万結（㈱ユアテック，当時：福島大学学生） 

A Study on Anti-freezing Engineering Methods of Water and Hot Water Plumbing System in 
regard to Power Outages Caused by Large-Scale Disasters in Winter,  

Part 1 : Purpose of Study and Drain Cock 
Sugawara Masanori (Miyagi University of Education), Akai Hitoshi (Fukushima University), 

Hamada Yasuhiro (Hokkaido University), Kobayashi Hikaru (Tohoku University),  
Iinuma Yasuhiko (Kajima Corporation), Tahara Makoto (Takenaka Corporation),  

Tanakaka Kazunori, Shinkura Mayu (Yurtec Corporation) 
  

キーワード：大規模災害，停電，断水，凍結，水抜き栓  
   

はじめに 

過去 100 年間、宮城県に大きな被害を及ぼした

M7.0 以上の地震は９回ある１）ほかが、戸建住宅で中

央式給湯設備を含む建築設備が発展した1970年代

以降、半世紀の間に発生した６回は３月９日～８月

16 日の時期である。そのため、これらの設備は厳

寒期の被災を経験しておらず、東北地方で大規模災

害が発生し停電が続いた際には、凍結被害への不安

がある。そこで筆者ら２）はこれまで、そのような凍

結被害の防止対策を検討するため、対策先進地であ

る北海道への視察調査を実施してきた。 
本研究（その１～４）は、給水・給湯設備に焦点

を当てて凍結防止対策技術をまとめたものである。

本報（その１）では、研究の背景である今後の地震

の可能性および目的、そして給水管の凍結防止に関

する基礎技術である水抜き栓について報告する。 
 

1. 東北・北海道での大地震の可能性 

1.1 千島海溝を震源とする超巨大地震（17世紀型）３） 

北海道東部では、海岸付近で確認される津波堆

積物から 1611～1637 年の間に超巨大地震が発生

したとみられており、そのような地震が過去 6500
年間に最多で 18 回発生したと推定されている。こ

れに基づいて、今後 30 年以内（2047 年まで）の

発生確率は７～40％、規模は M8.8 程度以上とみ

られている。北海道大学の平川一臣名誉教授によ

れば、前回（17 世紀）の巨大津波の痕跡は、根室

から十勝に留まらず、北海道の噴火湾、青森県や

岩手県等の太平洋沿岸にも見られるという。北海

道から東北の太平洋沿岸では、東日本大震災と同

規模の津波被害が発生する可能性が高い。 
1.2 長町－利府線断層帯による地震４） 

北東－南西方向に 21～40km にわたって延び、仙

台市を貫通するこの断層帯は、過去４～５万年間に少

なくとも３回活動したと推定される。最新の活動は約

16,000 年前以後にあったと考えられているため今後

30 年以内（2032 年まで）の発生確率は１％以下、断

層帯全体が１つの活動区間として活動した場合の規

模は M7.0～7.5 程度とみられている。ただし、直下

型地震であるため緊急地震速報が間に合わず、東北大

学災害科学国際研究所の源栄正人教授らの研究グル

ープによれば、鉄筋コンクリート造の建物でも崩壊し

て、14,000 人の死者負傷者が生じるとしている。 
1.3 宮城県沖地震５） 

宮城県沖では、1897 年（M7.4）、1936 年前後（M7.1
～7.4）、1978 年（M7.4）、2010 年前後（M7.2）に繰

り返し地震が発生している。平均発生間隔が約 38.0
年であり、2011 年の東北地方太平洋沖地震の余効変

動が続いていることから、今後の発生確率は不明とさ

れている。また、この繰り返し発生する地震以外の地

震が、M7.0～7.3 の規模で約 31.8 年に１回の割合で

発生している。この地震は、今後 30 年以内（2041 年

まで）の発生確率が 60％程度とみられている。 
 

2. 研究の目的 

１章で挙げたように、近い将来、東北・北海道にお

いて地震の可能性があるが、厳寒季に大規模な災害が

発生して中長期間の停電が発生すると、給水・給湯管、

A-5
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給湯器、貯水槽、公衆トイレ等の凍結防止ヒータが機

能不全に陥ることが予想される。凍結により亀裂や破

損が生じると、通電などによる融解後、損傷部から水

漏れが多発すると考えられている。さらに断水が重な

って給水が停止すると、流動式の凍結防止もできない。

公衆トイレには、自動間欠流動方式の他、手洗器の感

知センサ付自動水栓と連動した自動水抜方式が採ら

れていることもあるが、停電時や断水時は作動せず、

凍結しやすくなる。ある箇所が凍結すると、連鎖的に

他の箇所も凍結しやすくなる現象も知られている。 
筆者らは、こういった背景を踏まえて、2018 年

１～2 月に長野県および北海道において、設備設計

実務者および水抜き栓メーカ等に対して給水・給湯

設備の凍結防止対策技術に関するヒアリングを行っ

た。本研究では、その知見を整理し、本州の寒冷地

における対策技術として示すことを目的とする。 
 

3. 水抜き栓 

近年、東北地方でも高気密・高断熱住宅が増えたた

め、屋内での給水管凍結は減少しつつある。水抜栓は、

屋外地下型（屋外操作型）であったものが、機械式遠

隔型（屋内操作型）、さらに電動式遠隔型へ変遷して、

使いやすくなったことも凍結防止に役立っている。 
しかし、東北地方では、戸建住宅の住民が水抜

き栓の場所や操作方法、原理等をほとんど知らな

いというのが、筆者らが水抜き栓製造業者から聞

き取り調査した際の実感である。たとえ水抜き栓

の操作方法を知っていたとしても、水抜き栓のみ

の操作で管内の水が抜けきると考えているのが実

態だと推測する。これらへの対応として、特に次

の点を住民へ周知し、理解してもらう必要がある。 
①水抜き栓の操作とともに、蛇口を開けるなどし

て空気を給水管に入れないと、屋内給水管から

水が抜け切らない仕組みであること。 
②シートパッキンの劣化・固着を防ぐため、水抜

きの必要がない場合でも１年に１回以上の水抜

き栓の操作が推奨されること。 
③電動式水抜き栓においては、停電時は動作しない

上、断水も併発している場合は凍結の可能性が高

まるので、手動で水抜きしなければならないこと。 
給湯器に関して、東北地方における戸建住宅で

は、屋外に設置することが多い。これら給湯器の

凍結防止には電気ヒータを用いているため、停電

時は凍結防止ができないことになる。そこで、屋

外に給湯器を設置する場合には、給水管側と給湯

管側の双方の配管の湯水を同時に抜くことのでき

る「湯水抜き栓」への交換を促すべきである。 
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大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その 2） 
断熱ラインと配管位置① 

○飯沼 靖彦（鹿島建設㈱），赤井 仁志（福島大学），濱田 靖弘（北海道大学）， 
小林 光（東北大学），菅原 正則（宮城教育大学），田原 誠（㈱竹中工務店）， 
田中 和則（㈱ユアテック），新倉 万結（㈱ユアテック，当時：福島大学学生） 

A Study on Anti-freezing Engineering Methods of Water and Hot Water Plumbing System in 
regard to Power Outages Caused by Large-Scale Disasters in Winter,  

Part 2 : Insulation Line and Plumbing Drawing Calculation #1 
Akai Hitoshi (Fukushima University),Hamada Yasuhiro (Hokkaido University),  

Kobayashi Hikaru (Tohoku University), Sugawara Masanori (Miyagi University of Education), 
Iinuma Yasuhiko (Kajima Corporation), Tahara Makoto (Takenaka Corporation),  

Tanakaka Kazunori, Shinkura Mayu (Yurtec Corporation) 
  

キーワード：断熱ライン，配管位置，集合住宅，外断熱工法 
   

はじめに 

2018 年 2 月に、凍結防止対策技術について北

海道にて設備設計実務者、及び、水抜き栓メーカ

等にヒアリングを行った。その中で、東北地方と

北海道地方の建築設備技術者には、「断熱ラインの

認識」について大きな違いがあることが分かった。 

東北地方の技術者も、断熱ラインの内側に配管

しなければならないという意識はあるが、時には

断熱材を切り欠いたりすることもあり、北海道地

方と比べ断熱に対する徹底さに劣る部分がある。

東北地方でも停電時に給水・給湯配管や装置が凍

結しないためには、断熱ラインを確実に設け、そ

の内側にパイプシャフトや配管類を確実に配置す

ることが求められる。 

1. 断熱ライン 

北海道地方では、断熱ラインの内側であっても

パイプシャフトを外壁側に設けることをせず、外

壁から離れた箇所に配置することを基本としてい

る。近年、断熱化が進み、北海道地方でもパイプ

シャフトを外壁側に配置することもあるが、配管

を固定する支持金物が冷橋（クールブリッジ）と

ならない対策を講じている。また、外壁近くの鉄

筋コンクリートスラブに配管を貫通させる場合も

凍結が生じ易くなるため、その配慮が必要となる。 

図-1のように、外壁の外側にパイプシャフトを

配置するのは避け、図-2のようにパイプシャフト

を断熱ラインの内側に設け、点検扉も内部から開

閉する平面計画が望ましい。 

屋外屋内

パイプシャフト

断熱材

断熱材

点検扉

図-1 外壁に接するパイプシャ

フトの悪い例（平面図）1) 
図-2 外壁に接するパイプシ

ャフトの改善例（平面図） 
 

屋外屋内

パイプシャフト

断熱材

断熱材

点検扉

図-3 屋外に給水管を立ち

上げ（断面図） 
（福島市水道局資料） 
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2. 凍結防止の予防対策 

2.1 全般 

最上階で、鉄筋コンクリート躯体の下側に発泡系

断熱材を打ち込む内断熱工法では、結露防止のた

めにスタイロフォーム用のインサートを用いることで、

吊り支持金物からの冷橋防止対策を行っていた。最

近では、屋上の鉄筋コンクリート躯体の上に断熱材を

敷く外断熱工法が増えており、最上階の天井部の配

管での凍結防止対策にも繋がっている。 

2.2 主に、木造の場合 

東北地方の特に南部の戸建て住宅や低層の木造

集合住宅では、図-3 のように、屋外に給水管を立ち

上げて、保温筒と樹脂製カバーが一体になった既製

品で断熱を施す場合がある。断熱ラインの外側に給

水管を配置することになるため、凍結の恐れがある地

域や場所では、更に水抜き栓を設ける。 

2.3 集合住宅の場合 

鉄筋コンクリート躯体スラブの上の転がし配管工法

の場合、建築の断熱方法に配慮することで、凍結の

発生が緩和される。図-4a は、一般的な内断熱工法

の集合住宅の外壁周辺の断面図である。外壁側のス

ラブ下まで断熱することで、断熱が強化され、躯体か

らの冷橋による冷却を緩和できる（図-4b）。さらに、外

断熱工法にすることにより、断熱ラインが完全に連続

するために冷橋にならず、凍結防止対策の強化とな

る（図-4c）。しかし、外断熱工法は、共用通路（外廊

下）やバルコニーを、居住部の建物から熱的に切り離

す必要があり、建設コストの増額に繋がる。 

 

3. まとめ 

凍結防止の予防対策は、基本計画時に断熱ライン

を設定することが大切である。実施設計時には、防火

区画と同様に、平面図と断面図で断熱ラインが連続

していることの確認と、断熱ラインの内側に給水・給

湯管や装置が配置されていることを精査する。また、

施工段階での現地確認が大切となる。 
昨年 3 月に、大雪により北海道各地で深夜に数時

間の停電があった。しかし、大きな事故被害が報告さ

れず、電気復旧後は通常の生活に戻ることが出来た

のは、建物の断熱ラインの的確な設定と、日頃の住

民の対策意識にあると考えられる。今後、東北地方で

も厳冬期に大規模災害に備え、北海道地方の対策

を参考にすることが必要と考えられる。 
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図-4a 一般的な内断熱工

法（断面図） 3) 

図-4b 断熱を強化した内

断熱工法（断面図） 3) 

図-4c 外断熱工法（断面

図）5) 
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大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その 3） 
断熱ラインと配管位置②、給湯配管 
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A Study on Anti-freezing Engineering Methods of Water and Hot Water Plumbing System in 
regard to Power Outages Caused by Large-Scale Disasters in Winter,  

Part 3 : Insulation Line and Plumbing Drawing Calculation #2, Hot Water Plumbing System 
Akai Hitoshi (Fukushima University),Hamada Yasuhiro (Hokkaido University),  

Kobayashi Hikaru (Tohoku University), Sugawara Masanori (Miyagi University of Education), 
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Tanakaka Kazunori, Shinkura Mayu (Yurtec Corporation) 
  

キーワード：断熱ライン，ピロティ等天井内配管，鳥居配管，壁横引き配管 
   

1. 断熱ライン（主に、鉄筋コンクリート造の場合） 

中層以上の集合住宅や事務所ビル、テナントビ

ル等に、水道直結増圧方式や水道直結直圧方式の

給水方式を採用することが増えている。 
例えば、1 階のエントランスホールや管理人室

等を除いたピロティ部分が駐車場で、2 階以上の

階は集合住宅とする。2 階住居部は、鉄筋コンク

リートスラブ下部に断熱材が打ち込まれたり、吹

き付けられたりする。給水管は、上向き供給方式

となり、1 階の天井内に給水横主管を配管するの

が一般的である。 
天井材は、天井材同士や躯体部との見切り等に

隙間が生じる。また天井材の上に断熱材を敷いて

も、天井点検口があったり、照明器具や火災報知

器の検知部への配線等があったりするために完全

には敷き詰めることはできない（図-1）。非常用発

電回路の系統から給電すれば良いが、商用電源と

すると停電により電熱ヒータでの凍結防止はでき

ない。給水横主管の配管部分のみ、鉄筋コンクリ

ート躯体による二重スラブにして躯体に断熱を施

すことで、凍結を緩和できる（図-2）。 
周辺が断水すれば水は出ないので、給水管が水

抜きできるような措置をするのが良い。その後、

復旧して通水した場合は、停電したままであれば、

流水による凍結防止方法をとるべきである。この

ような手順を建物ごとのシステムに合わせてマニ

ュアル化しておくのが肝要である。 
集合住宅の駐車場部分を例に挙げたが、荷捌き

室や車両通行部分の天井内配管も同様である。 
 
2. 鳥居配管（主に、集合住宅） 

東北地方では、水抜き栓から給水管を先上がり

に勾配をつけて配管をすることを原則とすること

が多かった。北海道地方の戸建て住宅では、給水

管が建物内に入ると、いったん天井内まで立ち上

げて、1 階天井内を横引き配管、下向きに器具へ

配管する鳥居配管も用いられる。 
鉄筋コンクリート造の集合住宅でも、北海道地

方では天井内を鳥居配管（オーバーヘッド配管）

図-1 一般的な天井内配管 1) 

図-2 二重スラブ内にした天井内配管 
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することが多い（図-3）。停電しても、居住してい

れば発熱があり、暖気が天井付近に上がることか

ら、天井内の鳥居配管部は給水管や給湯管は凍結

しにくい。また、水抜きを行うこともできる。東

北地方の多くの集合住宅で採られる鉄筋コンクリ

ート躯体スラブの上の転がし配管は、配管周辺の

温度が低く凍結に脆弱である。給水管や給湯管、

ガス管や排水管が交差するために、完全な水抜き

も困難である。 
 

3. 壁横引き配管（主に、集合住宅） 

単身赴任者や独身者用共同住宅では、帰宅時間

が遅い傾向があり、帰省の機会も多くなりがちな

ため長時間暖房が停止しやすい特徴がある。この

ような形態の集合住宅の場合、プラニングである

程度水まわりを集中させることが可能である。 
パイプシャフトと給水・給湯箇所を結ぶ配管を

壁横引き配管として、パイプシャフトで水抜きす

るように考慮した例も見られる（図-4～図-5）。 
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図-3 集合住宅の鳥居配管の例 2) 

図-4 ワンルーム共同住宅の壁横引配管の例

（3 点セットユニットバス以外の例）2) 

図-5 ワンルーム共同住宅の壁横引配管の例

（3 点セットユニットバスの例）2) 
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大規模災害時の給水・給湯設備の凍結防止対策技術（その 4） 
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キーワード：凍結防止対策，集合住宅，ヒートポンプ給湯機，貯水槽 
   

1. 量水器設置スペースと集合住宅の共用通路 

集合住宅で、量水器の設置スペースは、給水立て

管のパイプシャフトを兼用すると共に、燃焼式給湯器

の設置場所にもなる。平面的に、量水器設置スペー

スは、断熱ラインの外側になる。燃焼式給湯器がガス

焚きの場合、自然通風を考慮することが多く、外部に

面して配置することから電熱ヒータで加温しないと凍

結する。 
量水器設置スペースが通風を必要としなくとも、屋

外と鉄板扉１枚で隔てた量水器スペースは、量水器

を断熱カバーで保温しても寒冷地では電熱ヒータで

加温しなければ、凍結を防ぐことは難しい。つまり、停

電すれば、凍結の可能性が高い。近年、集合住宅で

もヒートポンプ給湯機を選択することが多いことから、

屋外ユニットは屋外に設置せざるを得ないが、貯湯タ

ンクは外壁に接しておく必要はない。ヒートポンプ給

湯機を選択した場合、量水器を集中検針方式（遠隔

検針方式）とすることで、計量法による8年ごとの量水

器の交換になるので、必ずしも共用廊下に面して設

置する必要はない。 
積雪時の避難と消防活動を円滑にするために、札

幌では、集合住宅の共用通路を囲っても、屋外の開

放共用通路と見なす特例があるために、量水器設置

スペースが共用通路に面していても凍結しにくくなっ

ている。積雪地で囲った共用通路を開放空間に見な

す措置があれば、停電時、量水器と周辺配管の凍結

を免れる可能性がある。 

2. 家庭用ヒートポンプ給湯機 

家庭用エコキュートは、凍結防止ヒータによる配管

や熱源装置の保護と給湯装置による自動的な凍結

防止運転（流水による浴槽配管の凍結保護など）が

充実しており、電源が供給される限り安全である。使

用者による日常の水抜きなどの対策も不要なケース

が多い。 
しかし、極寒季に電源供給が途絶えた場合の対策

として、屋外機ユニットから貯湯槽への戻り配管に専

用の電動弁を設け、停電信号で開弁して流水にて熱

弁装置

貯湯槽

給湯管

戻り管熱源機

往き管 給水管

湯水抜栓

図-1 ヒートポンプ給湯機用凍結防止システム 1) 

自己保持式電

磁排水弁 継ぎ手管

給湯排水継手

弁箱

電磁排水弁

装着部

a凍結防止弁装置 
b弁装置を含む系統 
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交換器内の凍結を防止して、復電時に閉弁して復旧

する装置（図-1）が販売されているが、あまり普及して

いない。 

3. 貯水槽 

東北地方の民間建築物は、山間地に建つ場合や

重要性の高い施設を除き、貯水槽を屋外に設置する

ことが多い。このため、貯水槽やその周辺が、外気に

直接暴露することから、貯水槽水面や水の動きが少

ない排水管や揚水管等が凍結しやすい。 
東北地方では受水槽への入水管（給水引込管）は、

電熱ヒータにより凍結防止をすることが一般的である。

停電と断水が起きることを考慮すると給水管に水抜き

栓を設置して、凍結防止を図る必要がある。 
貯水槽の水面が凍結する可能性が高い。貯水槽

水面の凍結のメカニズムは、溢水管（オーバフロー管）

から冷やされた外気が貯水槽に侵入して、通気口か

ら抜けて貯水槽の気層部が冷却されるもので、図-2

の通りである。この要因による水面凍結を防ぐために、

溢水管にエアハンドリングユニット型空調機のドレン

管に取り付けるためのドレントラップ（逆流防止機能

付排水金具）が有効である。 
溢水管に S 字型や P 字型、U 字型のトラップを設

けて凍結防止を図っている事例が見受けられるが、

つぎのことから避けるべきである。 
・トラップの封水が凍結して、溢水した場合、溢水管

の機能を果たせない。 
・トラップ部の凍結防止のためにヒータ加温をすると

封水が蒸発しやすく、封水が切れる。 
・トラップに封水を充填する手間がかかる。排水トラ

ップに用いられる自動補給水装置もあるが、凍

結しやすい箇所になる。 
・封水は浄水ではなく、汚水と捉えるのが妥当であ

る。溢水管には吐水口空間を設けなければなら

ず、これに違反する。 

謝辞 
 本報告は、公益財団法人給水工事技術振興財団

の平成 29 年度 給水装置工事技術に関する調査研

究助成で実施した成果報告書を加筆修正したもので

ある。本調査研究にあたり、北海道大学大学院工学

研究院の長野克則、葛隆生、たかまつ技術士事務所

の高松康二、㈱山下設計北海道支社の村井裕康の

各氏に、指導と助言をいただいた。紙面を借りて、感

謝申し上げます。 

参 考 文 献 
1) 光合金製作所・北海道電力：特許 4568900 号，ヒー

トポンプ式給湯機の凍結防止システムとその凍結防

止弁装置 
2) 赤井仁志・田中和則・斎藤俊幸・草刈洋行・岡田誠

之・前田信治・福井啓太・久住知裕：屋外貯水槽の

凍結防止対策の実験的検討（第 1 報）目的と予備・

簡易実験，空気調和・衛生工学会東北支部学術・技

術報告会論文集，pp.87～88､東北工業大学，

(2016-3) 
3) 斎藤俊幸・赤井仁志・田中和則・草刈洋行・岡田誠

之・前田信治・福井啓太・久住知裕：屋外貯水槽の

凍結防止対策の実験的検討（第 2 報）本実験計画，

空気調和・衛生工学会東北支部学術・技術報告会

論文集，pp.89～90､東北工業大学，(2016-3) 
4) 田中和則・斎藤俊幸・草刈洋行・赤井仁志・岡田誠

之・福井啓太・前田信治・久住知裕：屋外貯水槽の

凍結防止対策の実験的検討（第 3 報）本実験結果と

考察，空気調和・衛生工学会東北支部学術・技術報

告会論文集，pp.105～106，東北学院大学，(2017-
3) 

5) 赤井仁志・田中和則・斎藤俊幸・草刈洋行・岡田誠

之・前田信治・福井啓太：屋外設置貯水槽の凍結防

止対策の実践研究，空気調和・衛生工学会大会学

術講演会論文集，第 1 巻，pp.165～168,高知工科

大学, (2017-9) 
6) 赤井仁志・濱田靖弘・小林光・菅原正則：大規模災

害時の凍結防止対策技術,きゅうすい工事，Vol.19，
No.2，（2018-夏季号） 図-2 貯水槽水面凍結メカニズム 3) 5) 

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2019.3.13 (東北大学 川内北キャンパス)
―――――――――――――――――――

- 24 -



 

東北地方の気候風土に対応した ZEH のあり方に関する研究 

～創エネルギーに関する検討～ 

○佐々木 穣（東北工業大学），渡邉浩文（東北工業大学） 

Consideration on the way of corresponding ZEH with climate-like climate in Tohoku district 

~Study on energy creation~ 

Sasaki Joe (Tohoku Institute of Technology),  

Watanabe Hironori (Tohoku Institute of Technology), 

 

キーワード：創エネルギー，ZEH，小型風力発電，太陽光発電，BEST-H 

 

 

1.はじめに 

ZEH の実現に向けて太陽光発電が主体となっ

ているが日射量の少ない地域での太陽光発電は、

非効率でありコスト面の負担も大きい。そこで主

に地域資源の日射量、風速である気候風土を利用

し、創エネルギーを対象とした発電手法による東

北地方で、その地域に合った ZEH のあり方の検

討を目的としている。 

 

2.標準住宅モデル・解析ソフト詳細 

 本研究では財団法人建築環境・省エネルギー機

構刊行の「住宅事業建築主の判断基準の概要」¹

⁾ より標準住宅モデルを用いることにした（図 1）。

建築環境・省エネルギー機構のエネルギーシミュ

レーションツール BEST-H²⁾ を活用し、年間一

次エネルギー消費量と太陽光発電量を算出する。

断熱仕様および標準を用い、冷暖房スケジュール

は BEST-H の標準設定とし、設定温度を冷房時は

27 度、暖房時は 20 度とした。 

 気象データは拡張アメダスの標準年データ³⁾

を使用した。東北地方各６県の気象官署及びアメ

ダスの観測所 142 箇所を対象とした。 

 

3.一次エネルギー消費量・創エネルギー量の解析 

3.1 年間一次エネルギー消費量 

 BEST-H で解析した結果の一例を図 2 に示す。

最も消費量が大きかった青森県酸ケ湯の結果であ

る。90GJ/年以上の地点が秋田県と岩手県の県境

に集中していた。 

 

 

 

図 1 標準住宅暖地用モデルプラン詳細 
 

 

図 2 酸ケ湯における月別一次エネルギー消費量 
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3.2 太陽光発電による発電量 

 BEST-Hの計算エンジンBESTprogramを用い

て計算し、発電量を解析した。日本海側の秋田県

や山形県、青森県の市浦、深浦などは発電量が小

さく、反対に太平洋側の岩手県、宮城県、福島県

では比較的に発電量が大きい傾向にあった。 

3.3 小型風力発電による発電量 

 独自に計算し発電量を解析した。気象データ

⁴ ⁾ は気象庁の 2017 年の時刻別風速データを使

用し、家庭用小型風力発電機はメーカーA 社のも

のを採用した。次の計算式で計算した。なお、カ

ットイン風速は 2.5m/s である。 

発電量[GJ/年]＝定格出力[kW]×時間[h]（式 1）

3.4.地域別による発電量の違い 

 図 3 より狩川（山形県）と湯ノ岱（秋田県）の

太陽光発電量は 25.1GJ/年と 24.9GJ/年でほぼ同

じ値になるが、小型風力発電では 8.9GJ/年と

0.1GJ/年となり大きな差があることが分かった。 

 

4. 考察とまとめ 

 図 4 から ZEH の実現をしやすい地点と難しい

地点が分かる。図 5 は図 4 であげた代表地点の年

間一次エネルギー消費量に対する創エネルギー量

の割合を表したものであり、割合でみると石巻が

創エネルギー53％、ZEH のために必要な省エネ

ルギー・低エネルギーが 47％とであることが分か

る。図 6 の上位 5 地点では高効率設備導入や高性

能断熱材の使用により低エネルギー・省エネルギ

ーでZEHを実現させていく必要があると言える。

下位 4 地点では必要な低エネルギー・省エネルギ

ーが 70％近くあるため高性能断熱材の使用など

のみでは ZEH の実現は難しいため、太陽熱利用

など他の創エネルギーの検討も必要であると言え

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 対象地点 142 箇所における太陽光発電量と

小型風力発電量の散布図 

 

 

図 4 対象地点 142 箇所における一次エネルギー

消費量と創エネルギー量の散布図 
 

 

図 5 年間一次エネルギー消費量に対する 

創エネルギー量の割合（上位 5 地点、下位 4 地点） 
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BEMS 導入建物における計測システム稼働の調査分析 

羽生悠人(東北工業大学),○渡邉浩文(東北工業大学) 

Survey analysis of measurement system operation in BEMS installation building 

Yuto Hanyu (Tohoku Institute of Technology), Hirofumi Watanabe (Tohoku Institute of Technology) 

 

BEMS，エネルギー計測機器，熱源機，熱搬送動力 

 

1. はじめに 

近年、建物のエネルギー利用状況の把握、合理化を

するエネルギーマネジメントが重要視されている。

BEMS は、省エネの有効な手段として大規模施設を中

心に導入が普及しつつある。 

一方、BEMS 導入にはコストがかかり、経費削減の

ため不用意にエネルギー計量メーターを減らされる

場合があると聞く。将来 IoT 化により、設備機器全て

の消費電力が機器内で計測され、容易に情報を得られ

るようになることが予想されるが、現時点ではすべて

の設備にメーターを設置することは現実的ではない。

また、メーターの数が不足していても十分な省エネル

ギー効果を得ることは難しい。 

本研究では、BEMS データ注 1）を用いてエネルギー

計測結果の調査分析を行い、BEMS 導入建物の計測シ

ステム稼働状態の把握を踏まえたメーター設置の合

理性を考察する。 

 

2．調査方法 

エネルギー計量図から K ビル、F ビルのおおよその

システムを想定し(図 1、図 2)、熱源補機と熱搬送動

力との稼働状況の相互関係を考察し、相互関係がある

と考えられる熱源補機と熱搬送動力との組み合わせ

をグループ(表 1、表 2)毎に分け、月別エネルギー使

用量データを用いてさらに詳しく分析を行う。 

 

3 グラフによる分析と評価 

3.1 グラフ作成における条件と評価方法 

表 1、表 2で設定した各グループで熱源補機または

熱搬送動力の計測データが複数あるものに対しては、

関係を統一化するためにそれらの月別平均エネルギ

ー消費量データを合計したグラフを作成し、グラフの

波形から相互関係の比較を行うものとする。しかし、

それらのグラフを比較しても、単純にはその相互関係

を見出すことは困難である。そこで、対象とする機器

の稼働状況の特徴を更にわかりやすく示すため、計測

データを特定の閾値(最大値の 10％～20％程度)で量

子化することで、稼働の有無(0 か１ か)を調べて、

そのデータの一致度合い（以下，一致率という）を算

出し、機器の相互関係を明らかにする。 

 
図 1 K ビル システムの想定図

 

図 2 F ビル システムの想定図 

 

表 1 K ビル熱源補機と熱搬送動力との組み合わせ 

 熱源補機 熱搬送動力 

グループ① WHM-06(冷凍機 1、冷凍

機 2) 

WHM-11(冷水ポンプ 1)、

WHM-12(冷水ポンプ 2) 

グループ② WHM-14(冷却塔-1-1、冷却塔

-1-2、冷却塔-1-3、冷却塔-1-4、

冷却塔-2-1、冷却塔-2-2、冷却

塔-2-3、冷却塔-2-4) 

WHM-13(冷却水ポンプ

3、冷却水ポンプ 4) 

グループ③ WHM-16(温水ボイラー1) WHM-18(温水ポンプ 5) 

グループ④ WHM-17(温水ボイラー2) WHM-19(温水ポンプ 6) 

 

表 2 F ビル熱源補機と熱搬送動力との組み合わせ 

 熱源補機 熱搬送動力 

グループ⑤ WHM-19(冷温水発生機 1、

冷温水発生機 2) 

WHM-11(冷温水ポンプ 1)、

WHM-10(冷温水ポンプ 2) 

グループ⑥ WHM-15(冷却塔-1-1) 

WHM-16(冷却塔-1-2) 

WHM-17(冷却塔-2-1) 

WHM-18(冷却塔-2-2) 

WHM-14(冷却水ポンプ

1、冷却水ポンプ 2) 
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3.2 グラフの比較 

一例として、グループ①の冷水ポンプ 1,2 と冷凍機 1,2

の 7 月～9 月の月別平均エネルギー消費量のグラフを示

す(図 3、図 4)。ここでは稼働状況の波形に類似性が見ら

れた。更に稼働の有無の一致率を算出するために量子化

したグラフを作成した(図 5、図 6)。 

 

3.3 考察 

本研究では、グラフの波形の類似性の高さと量子化

を行った場合の稼働の有無の一致率の高さ(90％以上

を高いとする)から、メーターを減らすことができる

可能性があるものは「過大」、減らすべきではないと

考えたものは「妥当」、メーターを増やすべきだと考

えたものは「過少」と評価する（表 3）。グループ①で

は稼働状況の一致率が 98％で、波形の類似性も高か

ったため「過大」とした。グループ②では一致率が

81％で、主に冬季において稼働状況に違いが見られた

ため「過少」とした。グループ③では、一致率が 93％

で、波形の類似性が低かったため「妥当」とした。グ

ループ④では一致率が 91％で、波形の類似性が低か

ったため「妥当」とした。グループ⑤では一致率が

84％で、主に冬季において稼働状況に違いが見られた

ため「過少」とした。グループ⑥では一致率が 97％

で、波形の類似性も高かったため「過大」とした。 

 

4. まとめ 

本研究では、相互関係があると考えられる熱源補機

と熱搬送動力との組み合わせをグループごとに抽出

し、月別平均エネルギー消費量グラフの波形の比較を

行い、稼働状況の特徴を更にわかりやすく示すために

量子化を行った。その結果、一部の設備機器では高い

類似性と一致率が見られ、省エネ効果をある程度維持

したままメーターを削減できる可能性を見出すこと

ができた。今後は更に多くのデータを分析し、メータ

ーの合理的な設置のあり方を提案することに結び付

けていくことが期待できると考える。 

 

表 3  K ビルと F ビルの熱源補機と熱搬送動力との類似性の評価 

 量子化における稼働状況の一致率 

 高い(90％以上) 低い(90％未満) 

グ

ラ

フ

波

形

の

類

似

性 

高 

い 
グループ① 

グループ⑥ 

 

（過大） 

 

 
 

（妥当） 

低 

い 

グループ③ 

グループ④ 

 

（妥当） 

グループ② 

グループ⑤ 

 

（過少） 

  

図 3 冷水ポンプ 1,2 の 2014 年 7 月～9 月の月別平均エネルギー消費

量の合計値 

 

図 4 WHM-06(冷凍機 1、冷凍機 2)の 2014 年 7 月～9 月の月別平均エ

ネルギー消費量 

 

図 5 冷水ポンプ 1,2 の 2014 年 7 月～9 月の量子化(閾値 5kWh) 

 

図 6 WHM-06(冷凍機 1、冷凍機 2)の 2014 年 7 月～9 月の量子化(閾

値 0.05kWh) 

<参考文献> 
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はじめに 

1965 年ごろから渇水が頻繁に発生するようにな

り，便所洗浄水の確保や災害時の水確保としても

雨水利用が重要視され，普及するようになってき

た。さらに，「雨水の利用の推進に関する法律」も

2014 年 5 月に施行され，これからますます雨水利

用が増加することが予想される。現在では公共施

設や事務所ビル等の雨水利用を行っている施設は

平成 2015 年度末時点で 2150 か所 1）設置されてい

るといわれている。設計の基準については雨水利

用・排水再利用設備計画基準 2）や雨水活用建築ガ

イドライン 3）があり，これらに設計されている例

が多く，実態の調査例としては設計 4）や維持管理
5）の報告例がある。雨水利用施設の建築物への導入

の目的や効果は，水資源の有効利用，河川・下水道

への流出抑制，環境負荷削減，非常時対応，節水等

が挙げられ，これらの中の単独または複数をもっ

て雨水利用施設を設置している。そこで本報告で

はトイレや散水に利用することを目的として設置

されている雨水利用施設を対象として，二酸化炭

素（以後 CO2 と称す）を対象とした運用時の環境

負荷から雨水利用施設を評価する。雨水利用施設

は，建物の屋上で雨水を集水してトイレ洗浄水等

に使用するため，水道水を使用することに比べて

電力消費量や薬品使用に係る CO2 排出量が少ない

といわれている。しかし，雨水利用施設から CO2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CO2 排出量がどの程度あるかについては，空気調

和・衛生環境負荷削減マニュアル 6）に記している

ろ過装置が設置されていない施設の例があるが，

ほとんど把握されていないことが指摘されている。

実稼働している雨水利用施設の CO2 排出量がどの

程度かについて，雨水集水量，雑用水使用量，設備

諸元の実績調査を基に CO2 の排出量を算定し，

CO2 排出量の把握と環境負荷削減策を提案するこ

とを目的とする。 

 

1. 対象とした施設 

対象とした施設は雨水利用を目的とした建築物

であり，実稼働している施設のろ過装置有・無の条

件を「各 2 施設」，ろ過装置を設置していなくて移

流ポンプ 2 台の条件を「1 施設」について設計諸元

と実績データが揃っている施設を選定して表-1 に

示す。延べ面積当たりの人員は 0.014～0.044（人 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 対象建築物の概要と雑用水の諸元 

雨水利用施設の環境負荷の実態に関する研究 

キーワード：雨水利用施設・環境負荷・二酸化炭素

排出量 

by Keita FUKUI*1,Nobuharu MAEDA*2,Fumio KANATU*3 and Seishi OKADA*4 

 

Study on the Actual Situation of Environment Load of Rainwater Utilization 

Facilities  

 

Okada Seishi(Tohoku Bunka Gakuen Univ.,)，Maeda Nobuharu（Maeda Clean Service 

Inc.,），Yasokawa Jun(Tohoku Bunka Gakuen Univ.,)，Fukui Keita(Tohoku Bunka Gakuen Univ.,)   

○岡田誠之（東北文化学園大学），前田信治（前田衛生興業），八十川淳（東北文化学

園大学），福井啓太（東北文化学園大学） 

 

1 RC-2 0.044 4.2 32.2 0.25

2 SRC-12-B1 0.014 17.8 72.7 0.75

3 RC-5-B1 0.022 3.2 48.0 0.25

4 SRC-7-B1 0.029 7.5 65.9 0.75

5 S-9-B1 0.030 22.3 16.9 1.50

雑用水使
用水量

（m3/日）

上水代替率

（％）

揚水ポンプ

出力（ｋW)

延べ床面積当

たりの人員

（人/ｍ2）

　建物概要施　設

A-11
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/ｍ2），すでに雨水利用施設が稼働しているので，

データを提供してもらい上水代替率を示した。ま

た，雑用水槽で水道水を補給するための受水槽を

設置するとして揚水ポンプの出力も示した。 

雑用水使用水量及び設備・装置を表-2 に示し，

この処理フローから 3 種類に大分類して図で次に

示した。 

① ろ過装置を設置している条件で，ろ過用ポンプ

が移送を兼ねている「ろ過用ポンプと消毒」と

の組み合わせ(図-1) 

②  ➁ろ過装置を設置していない条件で，移流ポ

ンプで移送して「移流ポンプと消毒」との組み

合わせ（図-2） 

③ ろ過装置を設置していない条件で，「移送ポン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プ 2 台と消毒」の組み合わせ（図-3） 

なお，算出の範囲は移動ポンプから消毒までを対

象とし，トイレ等への供給ポンプは含まないとし

た。 

 

2. CO2排出量算定値 

対象とする雨水利用施設から CO2 を排出する設

備・装置は，移送ポンプに利用する電力と消毒が関

係するので，採用する原単位を下記に記す。 

(1)ポンプに用いる電力に係る CO2 排出量  

2017 年 12 月 21 日の環境省・経産省公表の「実

排出係数 0.518kg- CO2/kWh)」7）を用いる。 

(2)消毒に用いる次亜塩素酸ナトリウムに係る

CO2 排出量 

表-2 対象とした雨水利用施設の設備・装置 

図-1 ろ過装置を設置している条件で，「ろ

過用ポンプと消毒」の組み合わせ（施設 1.2）

P1 は対象としていない 

 

図-3 ろ過装置を設置していない条件で「移流ポンプ 2 台と消毒」の組み合わせ（施設

5）P1 は対象としていない 

施 設 

雨水集水

量 

 すべて雨水集水とし

た CO2排出量 

m3/年 kg-CO2/年 kg-CO2/ｍ3 

1 3,853  502.18 0.134  

2 4,400  710.45 0.062  

3 805  64.17 0.079  

4 2,040  137.56 0.067  

5 12,059  1073.77 0.089  

施 設 

雨水集水

量 

 すべて雨水集水とし

た CO2排出量 

m3/年 kg-CO2/年 kg-CO2/ｍ3 

1 3,853  502.18 0.134  

2 4,400  710.45 0.062  

3 805  64.17 0.079  

4 2,040  137.56 0.067  

5 12,059  1073.77 0.089  

 

消毒　補給水

     ろ過装置

  P1

貯留槽
雑用

水槽

図-2 ろ過装置を設置していない条件で，「移

流ポンプと消毒」の組み合わせ（施設 3.4）P1

は対象としていない 

 

　　ｐ1

          消毒　補給水

貯留槽
雑用

水槽

P

自然移流

　ｐ 1

        消毒　補給水

貯留槽

雑用

水槽貯留槽沈殿槽

P P

施　設

1 34L/min×0.5 kW 32L/min×0.5 kW 35ｍL/min×0.02 kW 添加 水道水補給有

2 330L/min×2.2 kW 433L/min×2.2 kW 35ｍL/min×0.03 kW 添加 水道水補給有

3 90L/min×0.8 kW 35ｍL/min×0.04 kW 添加 水道水補給有

4 220L/min×0.75 kW 35ｍL/min×0.05 kW 添加 水道水補給有

5 100L/min×0.75 kW 220L/min ×1.5 kW 35ｍL/min×0.06 kW 添加 水道水補給有

補給水塩素剤塩素注入ポンプ逆洗ポンプろ過ポンプ移送ポンプ移送ポンプ
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2016 年 3 月作成の環境省・国土交通省下水道に

おける地球温暖化対策マニュアル 8）に示している

「0.32kg- CO2/kg」を用いる。 

(3)水道水の補給水に係る CO2 排出量原単位 

雑用水槽への補給水は水道水を使用することに

よる CO2 排出量に建築物の給水設備から生じる

CO2 排出量を加えた数値を用いる。 

1)水道水に係る CO2 排出量は公表値を採用した。

この公表値は電力消費量に対する実排出係数を

0.55CO2/kWh（温対法における事業者別排出係数

（2012 年）代替値）に基づいた「0.468kg- CO2/ｍ
3」9）である。他にも 2012 年に環境省が発表して

いる「0.36kg- CO2/ｍ3」10），2006 年厚労省が報告

している「0.22kg- CO2/ｍ3」11）があるが，実排出

係数や電力消費量の集計方法の異なりがあると推

定される。 

2)給水設備に係る CO2 排出量は受水槽から「揚水

するポンプに係る CO2 排出量原単位は 0.11kg-

CO2/m3」12）,13）があるが，ここでは個々の対象建

築物の給水設備は雑用水のみに用いる受水槽から

高置水槽に揚水するポンプを設けたものとする。

表-1 に示した揚水ポンプを稼働することによる

CO2 排出量原単位を算定した。この数値は「施設 1」

では 0.051kg-CO2/ｍ3，「施設 2」では 0.0503kg-

CO2/ｍ3，「施設 3」では 0.067kg-CO2/ｍ3，「施設

4」では 0.086kg-CO2/ｍ3，「施設 5」では 0.056kg-

CO2/ｍ3 となった。 

ここでは水道水に係る数値と給水設備に係る数

値を加えて CO2 排出量を算定した。 

 

3. 算出方法 

算定は次の 3 種類に分けた。①雨水集水量を消毒

装置まで移送する「雨水集水量のみから算出した

CO2排出量」と②「雨水集水量のみと水道水の補給

水を含めて算出した CO2排出量」，それに③「す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

べて雨水を集水したと仮定して算出した CO2 排出

量」とした。 

(1)雨水集水量のみから算出した CO2排出量 

雨水集水量を消毒装置まで移送ポンプ及びろ過

するポンプ，ろ過の逆洗は一回当たり 5 分の逆洗

で週 2 回として逆洗ポンプの消費電力量に実排出

係数0.518kg- CO2/kWhを乗じた。消毒剤は3mg/L

になるように添加するとして次亜塩素酸ナトリウ

ムに係る CO2 排出量を算定した。塩素注入ポンプ

は移流ポンプまたはろ過ポンプと連動しているの

で同じ稼働時間とした。 

(2)雨水集水量のみと水道水の補給水を含めて

算出した CO2排出量 

 実稼働の雨水利用施設は，雨水集水量が不足し

ていると水道水を雑用水槽で補給する。上水代替

率から水道水の補給水量を算定して，これに

「0.468kg- CO2/ｍ3」 を乗じて算定した数値に（1）

雨水集水量のみから算出した CO2 排出量で得た数

値の合計とした。 

(3)すべて雨水を集水したと仮定して算出した

CO2排出量 

雨水利用施設がすべて雨水で賄うと仮定して検

討した。「雨水集水量のみから算出した CO2排出量」

で算出した設備・装置の能力はそのまま活用する

とした。 

 

4. 算出結果及び考察 

4.1 雨水集水量のみから算出した CO2排出量 

雨水集水量を消毒装置まで移送するポンプの消

費電力量，ろ過装置に流入させるポンプ，消毒剤を

注入するポンプの消費電力量，消毒剤の消費から

算出した年当たりの CO2 排出量を表-3 に示す。こ

こでは補給水量に係る CO2 排出量は含まれていな

い。CO2 排出量原単位は 0.062～0.134kg-CO2/ｍ3

の範囲である。「施設 1」の CO2 排出量が他の施設

に比べて高いことは，ろ過ポンプの揚水量が少な

表-3 雨水集水量のみから算出した CO2排出量 

m
3
/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年 kg-CO2/ｍ

3

1 1,243 157.81 2.24 6.28 1.19 167.52 0.134

2 3,199 184.12 9.87 1.66 3.07 198.72 0.062

3 387 29.53 0.74 0.36 30.63 0.079

4 1,346 87.15 2.31 1.29 90.75 0.067

5 2,049 59.96 120.61 1.60 1.96 184.13 0.089

ろ過ポンプ移送ポンプ 逆洗ポンプ移送ポンプ雨水集水量
施　設

雨水集水量のみから算出

したCO2排出量
塩素剤

塩素注入ポ
ンプ

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2019.3.13 (東北大学 川内北キャンパス)
―――――――――――――――――――

- 31 -



いため，稼働時間が長いことが影響していると考

えられる。また，塩素注入ポンプの CO2 排出量も

他に比べて高いことは，ろ過ポンプと塩素注入ポ

ンプが連動しているため，ろ過ポンプの稼働時間

が長いため，塩素注入ポンプに係る CO2 排出量が

多くなっている。 

次に CO2 排出量を「移流ンプ」，「ろ過ポンプ」，

「逆洗ポンプ」，「塩素注入ポンプ」に分けて割合を

図-4 に示す。この移流ポンプの CO2 排出量の占め

る割合はろ過ポンプが移流ポンプを兼用している

ことになり「施設 1」では 94.3％，「施設 2」では

92.7％，移流ポンプが有で「施設 3」では 96.1％，

「施設 4」では 98.1％，移流ポンプが 2 台ある  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「施設 5」では 98.1％である。ポンプ類が全体の

CO2 排出量の 92.7～98.1％を占めている。したが

って，できるだけ移流にポンプを使用しなくて，水

槽間の移流は水位差を利用して移流させることが

CO2 排出量を削減することになる。 

4.2  雨水集水量のみと水道水の補給水を含め

て算出した CO2排出量 

 実稼働の雨水利用施設は，雨水集水量が不足し

ていると水道水を補給する。先に求めた「雨水集水

量のみから算出した CO2排出量」に「水道水補給水

における CO2排出量」を加えた「雨水集水量のみと

水道水の補給水を含めて算出した CO2 排出量」の

数値を表-4 に示す。CO2 排出量原単位は 0.182～

0.450 kg-CO2/ｍ3の範囲である。また，表-3 の「雨

水集水量のみから算出した CO2排出量」の移流ポン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プ，ろ過ポンプ，逆洗ポンプ，塩素注入ポンプ，塩

素剤の CO2 排出量と表-4 の「水道水の補給水を含

図-4  雨水集水量のみから算出した CO2排出量の排出源 

ろ過ポンプ

10.36 ％

逆洗ポンプ
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めて算出した CO2排出量」の CO2排出量の合計に対

する各設備・装置の CO2排出量を「施設 1」につい

て百分率で表すと図-5 のとおりとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補給水が 89.00％，ろ過ポンプ（移流ポンプ）が

10.36％，逆洗ポンプが 0.15％，塩素注入ポンプが

0.41％，塩素剤が 0.08％であり，水道水を補給す

ることで CO2 排出量の割合が大きくなっている。

他の施設の補給水に係る CO2 排出量の割合は上水

代替率に比例しており，「施設 2」では 75.2％，  

「施設 3」では 88.0％「施設 4」では 80.9％，「施

設 5」では 96.6％であった。 

4.3 すべて雨水を集水したと仮定して算出した

CO2排出量 

 水道水の補給を必要としなくて，雨水ですべて

雑用水をまかなう上水代替率 100％と仮定した場

合の稼働時の CO2 排出量原単位は，雨水集水量の

みで稼働した時の水量に応じた設備・装置の稼働

時間の比率が同じであるので原単位は同じ数値で

ある。 

4.4 各条件の水量当たりの CO2 排出量原単位の

比較 

水量当たりの CO2排出量比較を表-5に示す。「雨

水集水量のみから算出した CO2 排出量原単位」及

び「すべて雨水を集水したと仮定して算出した

CO2排出量原単位」は 0.062～0.134 の範囲になり，

平均値が 0.074 kg-CO2/ｍ3 となっている。 

「雨水集水量と水道水の補給水を含めて算出し

た CO2 排出量」の原単位は 0.182～0.450kg-CO2/

ｍ3 の範囲にあり，平均値が 0.315 kg-CO2/ｍ3 とな

った。この時の上水代替率の平均値は 47％であっ

た。補給水量が多くなると，水道水を使用する時の

CO2 排出量原単位に近づくことになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「雨水集水量のみと水道水の補給水を含めて算

出した CO2 排出量原単位」に対して「雨水集水量

のみから算出した CO2 排出量原単位」または「す

べて雨水集水したと仮定して算出した CO2 排出量

原単位」は，「施設 1」では 33.9％，「施設 2」では

34.0％，「施設 3」では 24.9％，「施設 4」では 28.8％，

「施設 5」では 19.7％を占めている。 

次に上水代替率と「水道水の補給に係る CO2 排

出量原単位」と「雨水集水量に係る CO2 排出量原

単位」を図-6 に示した。上水代替率の順に「施設

5」<「施設 1」<施設 3」<「施設 4」<「施設 2」

の順に図示した。上水代替率ごとに「水道水の補給

に係る値」に「雨水集水量に係る値」を加えて全体

の CO2 排出量原単位を示すと上水代替率が高くな

ると CO2 排出量原単位は低くなっている。各施設

の上水代替率が 100％の時の CO2 排出量原単位は

各施設の雨水利用のみの基本の数値となる。 

 

 

 

 

表-5 各条件の水量当たりの CO2 排出量

原単位 図-5 水道水を補給した条件の CO2 排出量の割

合（施設 1 の例） 

 

 表-4 雨水集水量のみと水道水の補給水を含

めて算出した CO2排出量 

1 1,243 3,853 0.134 0.395

2 3,199 4,400 0.062 0.182

3 387 805 0.079 0.317

4 1,346 2,040 0.067 0.232

5 2,049 12,059 0.089 0.450

雨水集水量の
みから算出し

たCO2排出量原

単位（kg-CO2/

ｍ3）

雨水集水量と水道水の

補給水を含めたCO2排

出量原単位　（kg-

CO2/ｍ
3）

施
設

雨水集水

量（ｍ3/
年）

雑用水量

（m3/年）

(1)+(2)

m
3
/年 m

3
/年 kg-CO2/年 kg-CO2/年

1 1,243 3,853 1354.59 1522.11 0.395

2 3,199 4,400 604.10 802.82 0.182

3 387 805 224.88 255.51 0.317

4 1,346 2,040 384.47 475.22 0.232

5 2,049 12,059 5245.24 5429.37 0.450

kg-CO2/ｍ
3

198.72

30.63

90.75

kg-CO2/年

施
設

雨水集水
量

雑用水量

雨水集水量
のみから算

出したCO2排

出量（1）

　水道水補
給水量（2）

雨水集水量と水道水の補

給水を含めたCO2排出量と

原単位

184.13

167.52
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5. まとめ 

 稼働している雨水利用施設の中で処理フローの

特長から 3 種類に大分類して，ろ過装置の設置有

無，さらには移流ポンプを 2 か所設置している施

設を選定して，CO2 排出量が設備・装置に係るも

の，あるいは水道水補給に係るものを算出し，下記

のようにまとめることができた。 

(1)雨水利用施設の環境負荷をCO2排出量及びCO2

排出量原単位で評価することができる。 

(2)過小なポンプの選定をすると稼働時間が長くな

り CO2 の排出量が多くなるので適正なポンプ能力

を選定する必要がある。 

(3)上水代替率が低い場合は水道水補給水が多くな

り，CO2 排出量が多くなるので，できるだけ上水代

替率は高くすることが必要である。 

次に雨水利用施設の環境負荷削減の提案は下記

の事項が挙げられる。 

(1)移送ポンプを設置しないで自然移流を考える。 

(2)初期雨水排除を積極的に行い，貯留槽の水質を

良質に維持してろ過装置を設置しない。 

(3)雑用水量を雨水集水量で賄うように，貯留槽の

容量を考慮した設計とする。 

本報告は雨水利用施設の CO2 に伴う環境負荷削

減から評価を加えたが，他の導入目的に沿って雨

水利用施設が設置されていることもあるので，今

後は総合的な評価方法を検討しなければならない

と考えている。 
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家庭用エアコンによる連続運転の効果増進に関する考察 

○長谷川智（(一財)電力中央研究所），高橋大智（東北電力㈱） 

Study on the Improvement of the Effect of Continuous Heating and Cooling by Room Air 

Conditioner 

Hasegawa Satoshi (Central Research Institute of Electric Power Industry), Takahashi Daichi 

(Tohoku Electric Power) 

 

キーワード：冷暖房，温冷感，エネルギー 

 

はじめに 

東北地方や新潟県などの準寒冷地注1)において

は，暖房時における温熱環境などのNEB（Non 

Energy Benefit）やエネルギーについての検討に

加え，冷房に対する検討のウェイトが寒冷地の北

海道より高くなる。 

筆者は東北地方と新潟県に建つ戸建住宅（4 人

居住）を対象に，エアコンによる冷暖房の連続運

転の効果について各種グレードでのシミュレーシ

ョンを行っている 1), 2)。ここで連続運転とは在室

状況に応じてエアコンの電源をオン・オフするの

ではなく，在室状況によらず長時間オンにし続け

ることをいう。既報では以下のことを示した。 

・間欠運転の場合，室の使用開始時は高温（冷房

時）／低温（暖房時）であるが，連続運転では

改善される。ふく射環境も間欠運転よりよい。 

・間欠運転ではエアコン起動時に効率の低下と消

費電力のピークが発生する。連続運転ではこれ

らを回避できる。 

・冷房では起床時間帯に連続運転するときの積算

消費電力量は間欠運転に対し2割程度少ない。

しかし，頻度が高い低出力時に除湿できない。 

・暖房では外皮性能が平成25年省エネルギー基準

（等級4）を満たせば，24時間連続運転（就寝時

は設定温度緩和）するときの期間積算一次エネ

ルギー消費量は間欠運転と同等かそれ以下にな

る。全熱交換換気とすると暖房の連続運転の省

エネルギー効果が増す。 

本報では，まず既報をもとにエアコンの連続運

転時の温冷感を標準新有効温度SET*により評価

するとともに，連続運転の効果増進のための現状

の課題を整理する。つぎに今後の気候変動や社会

情勢の変化を見据えたときに今後の建物・設備は

どうあるべきか道筋を示すための考察を行う。 

1. シミュレーションの概要 

1.1 検討対象地点，計算ツール，気象データ 

既報で示した青森（4地域）で引き続き検討する。

計算は質点系シミュレーションプログラム「CAD

IEE」3)などにより0.1時間刻みで行う。エアコンの

COPと消費電力は「エアコン熱源特性モデル」4), 

5)などにより求めている。気象データは1995年版拡

張アメダス気象データ6)の標準年である。 

1.2 居住者，生活スケジュール 

居住者構成は4人（勤め人，専業主婦，高校生，

中学生）とし，生活・発熱スケジュールはSCHE

DULE Ver. 2.0 7)により，平日/休日の2種類を1

時間刻みで生成した。 

1.3 住宅モデルと冷暖房対象室 

住宅モデルは文献8)に示される建築環境･省エ

ネルギー機構（IBEC）の自立循環型住宅のモデル

プラン（図-1）の「温暖地用」である。対象建物

の周囲に日射を阻害するものはない。 

性能・仕様の概要を表-1に示す。既報では3つの

グレードについて検討しているが，紙面の制約も

あり，本報では等級4と「HEAT20」9)の「G1」を

とりあげる。換気回数は各室0.5回/hとした。G1で

 
図-1 検討対象住宅の平面 

 

表-1 住宅の性能・仕様（4 地域） 

 G1 等級4 

UA値  [W/(m2･K)] 0.44 0.69 

窓仕様 
ガラス Low-E・三層 Low-E・複層 

空隙，枠素材 G6，木or樹脂 A6，金属+樹脂 

全熱交換換気の有無 あり なし 

見かけの換気回数 [回/h] 0.15 0.5 

 

居間 寝室
子供
室1

子供
室2

冷暖房対象室

N

1F 2F

A-12
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は全熱交換換気（η=70%）とし，見かけの換気回

数を低減することで模擬した注2)。 

1.4 冷暖房方法 

冷暖房方法を表-2に示す。設定温度は文献8)を

参考にした。 

1.5 エアコンの仕様 

エアコンはCADIEEライブラリの2012年標準

機とした。容量は等級4では畳数目安で選定する。

G1では1.4の間欠運転としたときのCADIEEによ

る1時間間隔の熱負荷計算で得られる最大暖房負

荷をエアコンの定格能力が上回るように選定した。

その結果，居間だけが等級4より1ランク低い容量

となった。エアコンの主な仕様を表-3に示す。 

1.6 SET*計算のための仮定 

SET*計算のための残りの要素は，風速：エアコ

ン運転時0.15m/s・停止時0.1m/s，着衣量：冷房時

0.5clo・暖房時1.0clo，活動量：1.1metと仮定した。 

 

2. 冷房代表日の時系列 

平日の日平均気温のピーク日（8月28日）におけ

る外気温，居間の温湿度，居間の中心における

MRTおよびSET*ならびにエアコンの消費電力お

よび累積消費電力量の推移を図-2に示す。 

2.1 室温，MRT 

間欠運転では室温がエアコン停止後に上昇し，

16時ではG1で32℃，等級4で34℃に達する。16時

のエアコン起動後，室温は40分程度かけて設定の

27℃に到達する。MRTはなりゆき推移で，等級4

の連続運転では日射侵入と外皮からの貫流熱によ

り32℃に達する。日射遮へいと断熱性能向上によ

り，なりゆきの度合いを抑える必要がある。 

2.2 エアコンの消費電力，累積消費電力量 

間欠運転では日中のエアコン起動後，室温が設

定に達するまで高負荷運転し，G1で1.3kW，等級

4で1.7kWの消費電力のピークが発生する。一方，

連続運転ではピークが発生することなくゆるやか

に推移する。また，ピーク日においても午後から

夜にかけて発停を繰り返していることから過大容

量であり，容量適正化の余地がある。 

23時の運転終了時の累積消費電力量は連続運

転のほうが間欠運転よりもG1で24%，等級4で

36%少ない。 

2.3 湿度 

湿度はなりゆき推移である。間欠運転で消費電

力のピークが発生している時間帯と連続運転の

11-13時ころに除湿されている。低負荷時には顕

熱しか処理できない噴出温度となるためである。

過大容量とあわせて考えると，容量の低減によっ

て低負荷時の稼働率を上げることにより，除湿可

能な温度まで噴出温度を下げることも一案である。 

2.4 SET* 

G1の連続運転では，間欠運転でエアコンが高負

荷運転する時をのぞきSET*が間欠運転より0.3℃

程度高い値となっている。連続運転では除湿され

にくいことによる。等級4においてもG1より程度

は小さいが同様の傾向である。 

また，今回の計算ではSET*の快適域上限の

25.2℃よりSET*が高い。快適域におさめるために

は設定温度を低くする必要がある。 

 

表－2 冷暖房方法 

 運転方法 設定温度 

冷房 
間欠運転 起床時間帯のうち在室時に運転 

27℃ 
連続運転 起床時間帯に連続運転 

暖房 

間欠運転 起床時間帯のうち在室時に運転 20℃ 

連続運転 24時間連続運転 
起床時20℃ 

就寝時17℃ 

※起床時間帯は 6-23 時とする 

 

表－3 各室エアコンの主な仕様 

室(性能) 
面積

[m2] 

冷房時定格 [kW] 暖房時定格 [kW] APF 

[ - ] 能力 消費電力 能力 消費電力 

居間(等級4) 
21.53 

4.0 1.270 5.0 1.280 4.9 

居間(G1) 3.6 1.280 4.2 1.140 4.9 

寝室 13.25 2.5 0.645 2.8 0.590 5.8 

子供室 1,2 10.77 2.2 0.580 2.2 0.450 5.8 

 
図－2 諸指標の推移 (8/28) 
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3. 暖房代表日の時系列 

平日の消費電力量のピーク日（1 月 14 日）にお

ける外気温，居間の室温，居間の中心における

MRT および SET*ならびにエアコンの消費電力

および累積消費電力量の推移を図-3に示す。 

3.1 室温，MRT 

間欠運転で朝の起動時刻である7時の室温はG1

で10.9℃，等級4で6.6℃で，MRTも同程度である。

エアコン起動から設定の20℃に室温が到達する

まで40分程度を要す。7時のエアコン起動後，

MRTは室温より低い勾配で上昇し，室温の設定温

度到達後は勾配がさらにゆるやかになる。連続運

転でも室温より低いMRTであるが，間欠運転より

は高く推移する（等級4の8時で2.5℃高い）。 

3.2 エアコンの消費電力，累積消費電力量 

消費電力をみると，間欠運転ではエアコン起動

から設定温度に到達するまでの間にG1で1.5kW，

等級4で2.1kWの消費電力のピークが発生する。

連続運転でも6時の設定温度変更時に同様のピー

クが発生するが，持続時間は10分程度である。就

寝時も起床時と同じ設定温度とすればこのピーク

は発生しない。このことにより小容量・高稼働と

でき，冷房時の潜熱処理能力の向上も見込むこと

ができる方向である。 

累積消費電力量注3)をみると，24時における連続

運転の累積消費電力量はG1では間欠運転の96%，

等級4では101%であり，間欠運転と大差ない。 

3.3 SET* 

G1の連続運転では，7-23時にかけてのSET*は

快適域下限の22.2℃に近い値で推移する。等級4

の連続運転では，7時に20.8℃であり快適域の下

限値より1.4℃低い。以降も下限値より1.0-1.3℃

低い値で推移する。快適域におさめるためには設

定温度を高くする必要がある。 

間欠運転では，G1でも7時のエアコン起動時の

SET*は約15℃である。室温の設定温度到達後の

MRTの上昇が鈍くなることから22.2℃に達する

のに2時間を要す。消費電力量に大差ないことを

鑑みれば，設定温度について検討の余地があるも

のの，連続運転のほうが好ましい。 

 

4. ASHRAE Standard 55の快適帯との比較 

図-4に2.と3.で取り上げた代表日の在室時間帯

の作用温度OT注4)と湿度を湿り空気線図上にプロ

ットし，あわせてASHRAE Standard 55の快適帯

を示す。今回の設定温度では冷暖房とも快適帯に

はいずれもプロットされない。 

等級4とG1の比較では，G1の冷房では湿度が上

がり，OTは下がる。暖房では湿度が上がり，OT

が上がる。また，G1の間欠運転では結露リスクが

増すことから，時間的・空間的（非暖房室も含む）

に均一な室温維持が必要である。 

 

5. 今後を見据えた建築・設備のあり方の道筋 

エアコンの連続運転の効果を増進し快適帯にお

さめるための建築・設備の現状の課題として，容

量の適正化，設定温度の検討，ふく射のなりゆき

 
図－3 諸指標の推移 (1/14) 

 

 
図－4 代表日の OT・湿度と快適帯 
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度合いの低減，湿度（冷房時の潜熱処理能力向上

および暖房時の結露リスク回避）があげられた。 

この章では今後の気候・社会の変化を見据えた

準寒冷地における建築・設備のあり方の道筋を考

える。 

5.1 気候変動への対応 

今後，地球温暖化が進展することから，仙台に

おいてもWBGTが上昇し，熱中症リスクが高まる

ことが予測されている10)。採涼を通風に頼るだけ

では高温高湿による熱中症リスクが高まると考え

られるため，冷房の必要性が増す。冷房する室の

低湿化は熱中症リスク低減に作用することから，

冷房時の潜熱処理は今後より重要になる。 

5.2 高齢化への対応 

温暖化するとはいえども，高齢化する社会の健

康維持のためには引き続き暖房時の良好な温熱環

境形成が重要である。よって，今後は冷暖房とも

に重要になる。エアコンによる暖房の連続運転で

は，間欠運転時に比較して良好な温熱環境の形成，

維持が可能であり，消費エネルギーは間欠運転と

大差ない。現状の課題をクリアすることで，エア

コンの連続運転は高齢化に対するエネルギー，

NEBの観点からの有効解になると考える。 

また，ヒートショックと結露のリスクを低減す

るために，非居室の温熱環境も向上する必要があ

る。検討項目として断熱強化，換気経路（居室→

非居室），非居室の暖房熱源等があげられる。 

 

おわりに 

既報をもとにエアコンの連続運転時の温冷感に

ついて評価し，連続運転の効果を増進させるため

の現状の課題を整理した。つぎに，今後の気候・

社会の変化を見据えたときに建物・設備がどうあ

るべきか道筋を示すための考察を行った。エアコ

ンの連続運転は現状の課題を解決することで

NEB と省エネルギーの両立に寄与することがで

きると考えられる。ひきつづき検討していく。 

 

注 釈 

1) 最も寒冷な北海道と区別するため，東北地方や

新潟県などの本州において寒冷とされる地域を

「準寒冷地」と呼ぶこととした。 

2) 全熱交換換気を考慮した見かけの換気回数は

0.5[回/h]*(1-0.7) = 0.15[回/h]とした。 

3) CADIEEのエアコン熱源特性モデルでは室外

機への着霜による影響を考慮していないため，

期間積算値では補正が必要である。 

4) 作用温度OTは室温（乾球温度）とMRTの算術

平均値とした。 
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高断熱住宅での実計測によるエアコン暖房を連続運転にした場合の効果検討 

○大子田誠也，松田賢，工藤堅治（東北電力㈱） 

Study on Comparison between Continuous Operation and Intermittent Operation of  Air-
conditioning Heating by Field Measurement of a Wooden House 

Ogota Seiya, Matsuda Ken and Kudo Kenji (Tohoku Electric Power, Co.,Inc.) 
 

キーワード：エアコン暖房，住宅，連続運転  

 
はじめに 

一般家庭で冬季の暖房に使われるエネルギーは，

年間の使用エネルギー中でも高い割合を占めてい

る。特に東北地方では 4割が暖房用に使われるこ

とから，快適性を向上させたうえで省エネルギー

となる暖房機器の選定や利用方法に関する知見が

重要となる。 

近年建設される住宅は高気密・高断熱の仕様と

なってきており，断熱性能や密閉性が高い住宅で

は暖房機器として，燃焼による二酸化炭素等の排

出のない電気式のエアコンを利用している住宅が

多くなってきている。 

これまでにも，エアコンの暖房における運転方

法として，連続運転と間欠運転を比較した結果が

報告されている。例えば実験用住宅を用いた家庭

用のエアコンの運転において，停止して 30 分も

しくは 60 分で再起動した試験では，冷房では連

続運転が，暖房では間欠運転が省エネルギーにな

る結果が報告されている１）。またシミュレーショ

ンソフトを使い，6分，30 分，52分の頻繁な停止

を繰り返すことで，消費電力量が増加する結果が

得られている２）。 

いずれも“間欠”運転としては，2時間以内の比

較的短時間の停止についての実験やシミュレーシ

ョンであり，また居住者のいない試験住宅での結

果となっている。 

実際の住宅で暖房は，1 時間程度の短時間の停

止・再起動よりも，夜間就寝時や日中の外出時な

どのより長い停止時間を伴う間欠運転を行ってい

ると考えられる。また実際に居住者が生活する住

宅において計測を行うことで，より実態に近い比

較が実施できると考えられる。 

以上のことから本報告では，宮城県内の居住者

がいる戸建木造住宅の 1室を対象とし，エアコン

暖房の連続運転と夜間等に停止する運転（間欠運

転）を行い，温熱特性および省エネ性について比

較を行ったので報告する。 

 

1. 計測概要 

1.1 計測した住宅の概要 

本計測は一般のお客さま及び建築した工務店の

協力を得て行ったものであり，設備設計は当該工

務店の標準的な仕様となっている。断熱性の指標

である設計 UA値は 0.54W/㎡ Kであり，平成 25年

度改正省エネ基準４地域としては断熱性の高い住

宅である。暖房は，LDK を含むすべての部屋で電

気式エアコンを主として使い，部分的に電気ヒー

ター(こたつなど)を補助暖房として用いている。 

被計測室である 1階の LDK は北東南の 3面が外

に面しており，東南角にエアコンが設置されてい

る。エアコンの暖房能

力は 6.7kW であり，一

般に広さ目安で選定

されるものよりも若

干小さい能力の機種

が設置されている。 

リビングに接する

洗面所，ホール・玄関

は常には暖房されて

おらず，生活者の扉の

開閉およびＬＤＫか

ら壁面や隙間を通じ

てホールへの熱の流

出が生じる。 
 

       表-1 住宅の諸元 
計測場所：  宮城県柴田郡柴田町 *改正省エネ基準 4地域 

住宅：  2 階建て戸建住宅（延べ床面積約 145 ㎡）， 

住宅性能： 設計 UA 値：0.54W/㎡ K 

被計測室：  1 階の LDK38 ㎡(図-1の着色部分) 

エアコン 暖房能力 6.7kW（定格消費電力 1,540W） 

 

図-1 計測住宅間取り 
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1.2 計測項目等 

連続運転と間欠運転の比較を行うにあたり，協

力していただいた居住者の負担を軽減するために，

計測の前半（12月～1月）は居住者の昨年までの

利用方法（夜間等の不在時は電源を切る間欠運転）

とし，後半（2月～3月）はエアコンの電源を切ら

ない利用方法（連続運転）とした。   

また温度以外の温熱特性は計測しない代わりに，

温度設定については居住者が快適と感じる温度に

変更してもらった。その結果，12月～1月はエア

コンの設定温度を 22℃としたが，2月以降連続運

転に切り替わってからは 20℃の設定温度に下げ

た。後述する安定的な室温により，壁等の躯体温

度が下がらないために輻射熱の効果により，設定

温度が低くても快適と感じられたと推定される。 

 計測項目は，①室温：LDK の中央部，床上 1200mm

高さ，②廊下温度，③外気温度：住宅北側で大気

輻射の影響がない場所で計測，④エアコンの消費

電力量，吸込・吹出温度，ファン回転数，⑤全天

日射量である。 

 エアコンの処理熱量は，計測した吸込・吹出温

度とファン回転数から換算した。なおファン回転

数から風量への換算は，別途実施された測定結果

をもとに行った。 
 

表-2 計測項目 
計測期間： 平成 29年 12月～平成 30年 3月 

＊12 月～1月：間欠運転， 2月～3月：連続運転 

測定項目： 

・エアコンの消費電力，吸込・吹出温度，ファン回転数 

・室温，・廊下温度，・外気温度，・日射量 

設定温度：22℃（間欠運転時）20℃（連続運転時） 

1.3 計測期間の気象条件 

 計測データを比較するための環境条件として，

住宅設置個所から最も近い気象庁の観測地点であ

る白石での気温・日照時間を表 3にまとめた。 
 

表-3 計測期間の気象状況 
 

年月 

気温(℃) 日照（h） 

平均

気温 

平年

値 
差 

日照

時間 

平年

値 

比

(％) 

間

欠 

12 月 2.1 3.8 -1.7 140.2 129.1 109 

1 月 0.3 1.1 -0.8 150.4 133.7 112 

連

続 

2 月 0.2 1.4 -1.2 195.9 140.6 139 

3 月 6.5 4.3 2.2 211.1 166.7 127 

白石における気温平年値は12月と3月が0.5℃

の差，1月と 2月が 0.3℃差であり，計測した期間

が平年値に近ければ期間全体での比較ができたが，

2017 年 12 月は平年より 1.7℃低く，一方 3 月は

2.2℃高くなっており，間欠運転期間と連続運転期

間では消費電力に影響を与える外気温度に乖離が

みられた。日照についても同様で，2 月～3 月は

1.4 倍の日照時間であった。 

 

2.計測結果と分析 

2.1 気象条件とエアコンの動作 

図-2 に，1時間平均にした 1日の計測データ例

を示す。1/10(間欠運転)と 2/10(連続運転)は，い

ずれも外気温度が日平均 3℃の日である。1/10 は

就寝時はエアコンを停止しており，2/10 はエアコ

ンを連続運転した。 

 
 

 

1/10 は，前日の就寝時から 10 時間暖房を停止

したため，室温は 12℃まで低下した。暖房開始と

ともに室温は上昇するが20℃に達するまで約5時

間要し，消費電力は起動当初に最大 1000W を超え

た。一方 2/12 は連続運転のため，室温はほぼ一定

（約 20℃）で，エアコンの消費電力は外気温度が

低い朝方でも 500～600W での運転となった。 

なお連続運転でも，日射があり外気温度が上昇

する日中は，夕方室温の低下を検知して運転を再

開するまでエアコンが自動停止する。 
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図-2 実測例（左：間欠運転，右：連続運転） 

図-3 1 日の運転時間頻度 
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エアコンの運転時間の分布(図-3)を見ると，連続

運転の期間はほとんどが 24時間動作しているが，

1日に 20時間程度の運転も何日かあり，3月下旬

では 1 日の運転時間が 10 時間以下になる場合も

ある。 

  

LDK に設置されているエアコンは，暖房時の消

費電力が定格 1,540W，最小 85W(負荷率 5.5％)～

最大 3,750W(同 243％)の仕様である。1 時間平均

値でプロットした負荷率と外気温度の相関(図-4)

を見ると，間欠運転では再度暖房開始時の高負荷

運転の必要性から数％から 80％近い範囲でばら

ついた。一方連続運転では，外気温度の低下とと

もに負荷率も上昇し，-5℃で 40％程度となり，ば

らつきも少ない。  

2.2 室内の温熱環境の比較 

 間欠運転時と連続運転時の室内の温熱環境の比

較として，LDK 中央付近の床面から高さ 120 ㎝の

位置での室温で比較すると，エアコンを運転して

いる時間帯の平均室温はどちらも 20.6℃となっ

た(表-4)。設定温度に 2℃の違いがあるものの，

間欠運転では目的温度まで室温が上がるまでに運

転開始後から 2時間程度かかるため，運転時間帯

の平均気温としては連続運転期間と同程度となっ

た。 

室温の変動は，連続運転はほぼ一定の室温（1日

の変動は 2℃以内，期間全体の最低‐最高温度差

は 4.2℃）であるのに対し，間欠運転では 1 日の

うちでは最

大 11℃程度

の室温の変

動があるた

め，居住環境

としては連続運転の方が快適である。 

2.3 消費電力量に与える環境等の因子 

 エアコンの消費電力量に与える因子を考える。 

消費電力量の比較でも記述したとおり，外気温

度が下がれば室からの放熱量が多くなるために，

室温を一定にするためには必要加熱量は多くなる。

また日射が多ければ，窓から侵入する熱と外壁面

を暖めることにより室内からの放熱抑制が期待さ

れるため，消費電力量は抑えられる。この二つの

因子について，測定結果として相関があるかを確

認した（図-5）。 

 外気温度と消費電力量の相関は，間欠運転（△）

も連続運転（●）も負の相関がみられた。計測した

外気温度の範囲が広いことから連続運転の方が決

定係数 R2の値も大きくなっている。 

 一方，日射量と消費電力量との関係では，明ら

かな相関は見られなかった。外気温度の寄与が大

きいなどのために明確には出てこないと考えられ

る。 
 

2.4 消費電力量の比較 

外気温度および日射など条件の異なる期間にお

いて連続運転と間欠運転の比較を行うために，気

象等の条件を揃える必要がある。1.3 で示したよ

うに，二つの運転期間を比較すると，連続運転の

期間の方が平均外気温度が高く，また日射量も多

い。そのため，単純な消費電力量の平均で比較す

ると，連続運転が有利となる。また重回帰分析の

適用も母集団の条件の分布が同等でなければ比較

が難しい。このことから，今回の分析においては，

１日ごとにデータを集計し，外気温度と日射総量

が同程度になる日を抽出して比較を実施した。抽

出条件は，外気温度は１日の平均温度の差が±

0.7℃以下，1日の日射量合計の差が50W以下とし，

 
運転方法 

平均気温（℃） 室温の最大値ー最小値 

期間全体 運転時 期間全体 1 日 

間欠運転 19.0 20.6 15.2 10.9 

連続運転 20.6 20.6 4.2 1.9 

 

表-4 室内温度 

図-4 エアコン負荷率の外気温度依存性 
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両方の条件を満たす 21ケースを検討した。 
  

表-5 比較した 21ケースの測定値等 

ケ

ー

ス 

間欠 

/ 

連続 

測定

日 

平均

外気

温度

(℃) 

1 日

の

日

射

量

(W) 

運転時

間(h) 

運転

時間

差 

平均

消費

電力

量

(W) 

消費電

力量低

減率 

1 
間欠 1/5 -0.2 93 18 

6.0  
347 

20.5% 
連続 2/2 0.1 130 24 419 

2 
間欠 1/22 -0.4 17 18 

6.0  
536 

-10.8% 
連続 2/12 -0.5 30 24 479 

3 
間欠 12/3 4.5 140 16 

6.0  
193 

-7.3% 
連続 3/10 4.5 142 22 179 

4 
間欠 12/19 3.5 84 17 

7.0  
340 

-25.9% 
連続 2/10 3.3 78 24 252 

5 
間欠 12/12 3.0 29 17 

7.0  
353 

-27.6% 
連続 3/8 2.7 11 24 256 

6 
間欠 12/21 1.0 147 16 

7.0  
272 

17.5% 
連続 2/25 0.8 166 23 320 

7 
間欠 12/27 -0.9 47 16 

8.0  
402 

19.1% 
連続 2/12 -0.5 30 24 479 

8 
間欠 1/10 3.1 88 16 

8.0  
293 

-14.0% 
連続 2/10 3.3 78 24 252 

9 
間欠 12/21 1.0 147 16 

8.0  
272 

-12.4% 
連続 2/4 1.3 156 24 239 

10 
間欠 12/28 1.0 91 16 

8.0  
355 

-9.8% 
連続 2/9 0.8 90 24 321 

11 
間欠 1/20 0.6 125 16 

8.0  
324 

-6.7% 
連続 2/5 0.8 142 24 303 

12 
間欠 12/14 1.3 156 14 

9.0  
310 

3.1% 
連続 2/25 0.8 166 23 320 

13 
間欠 12/15 2.6 73 14 

10.0  
308 

-18.3% 
連続 2/10 3.3 78 24 252 

14 
間欠 12/14 1.3 156 14 

10.0  
310 

-23.1% 
連続 2/4 1.3 156 24 239 

15 
間欠 1/1 3.2 137 13 

11.0  
235 

-11.7% 
連続 2/15 3.2 162 24 207 

16 
間欠 1/13 -1.3 143 11 

12.0  
339 

0.1% 
連続 2/6 -0.7 188 23 339 

17 
間欠 12/11 4.3 140 10 

12.0  
225 

-20.7% 
連続 2/11 4.3 149 22 179 

18 
間欠 1/18 6.3 151 7 

12.0  
121 

-7.0% 
連続 3/20 6.0 140 19 113 

19 
間欠 12/7 2.6 154 11 

13.0  
182 

56.6% 
連続 2/28 2.7 152 24 286 

20 
間欠 1/24 -1.3 52 8 

16.0  
300 

51.1% 
連続 2/13 -1.3 101 24 453 

21 
間欠 1/7 2.4 152 7 

16.0  
173 

83.4% 
連続 2/3 2.2 173 23 318 

消費電力量低減率は，（連続運転の消費電力量―

間欠運転の消費電力量）／間欠運転の消費電力量，

で計算し，マイナスの値になれば，連続運転の方

が省エネルギーとなることを示す。 

この 21 ケースのうち，連続運転の方が省エネ

ルギー（消費電力量低減率がマイナス値）になっ

たのは 13 ケース，間欠運転の方が省エネルギー

となったのは 8ケースであった。21 ケース全体で

比較すると，低減率は 0.1％となり，どちらの運

転でも消費電力量に大きな違いはない。 

連続運転と間欠運転の運転時間差に対する削減

率としてプロットすると，運転時間差が 12 時間

以上の場合(■)，間欠運転の方が有利になる傾向

が見られる(図-6)。時間差 12 時間以下のケース

(▲，●)の合計で計算すると，低減率は-7.1％とな

り，連続運転としたほうが省エネルギーになる結

果となった。特に夜間 6～8 時間停止したケース

（●）で比較すると-10.4%の省エネルギーとなっ

た。 

 
3.結論 

今回実測した事例でのエアコン暖房を連続運転

にした場合の効果は，エアコン暖房を間欠運転し

た場合と比較しても消費電力量が大きく増加する

ことはないという結果となった。特に夜間就寝時

のみ停止する条件と比較すると，連続運転は省エ

ネルギーになる可能性が高いことが示唆された。 
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図-1 計画した無散水融雪システムのフロー 
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図-2 放熱部の断面構造 
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はじめに 

近年、化石燃料の使用により大気に放出された

二酸化炭素などの温室効果ガスによって気候変動

を伴う地球温暖化が問題になっている。2015 年の

第 21 回締約国会議（COP21）では、2020 年以降

の温室効果ガス排出削減等のための「パリ協定」

が採択された。エネルギーの殆どが化石燃料から

供給されている日本の目標は 2030 年度の温室効

果ガスの排出を 2013 年度水準から 26％削減であ

り、相応のエネルギー削減が必要である。一方、

10m 以深の地中温度は、年間を通してほぼ一定で

あり、地中熱を回収して夏は冷熱源、冬は温熱源

として利用すれば化石燃料の使用を減尐できる。 

本発表では、地球温暖化対策として地中熱利用

を検討し、寒冷地における路面の融雪・凍結防止

に対する有効性を検証したので知見を報告する。 

 

1. 融雪システムの特徴 

図-1 に計画した融雪システムのフローを示す。

口径 130mm、深さ約 114m 垂直に掘った掘削孔

（ボアホール）にＵチューブ 30A（高密度ポリエ

チレン管）を 2 本挿入して、安全性の高い不凍液

（プロピレングリコール）を密閉循環することで

地中熱を回収し放熱管に通水して融雪・凍結防止

を図る。当該システムは、クローズドループ方式

に該当し、地下水を放熱管に通水するオープンル

ープ方式と比べて、管内の腐食やスケール付着の

問題がなく、実揚程も小さいので循環ポンプを小

型化できるという利点がある。また、従来方式で

ある地下水を汲み上げて路面に直接散水する消雪

システムは、散水した水による凍結や歩行者への

水はね、路面の汚れ、地盤沈下などがあったため、

当該システムは無散水、不凍液循環を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 融雪システムの計画と評価方法 

2.1 融雪熱負荷の推定 1) 

融雪熱負荷 q は、式(1)～式(7)に諸条件を算入し

求めた。q は 133.5kcal/m2･h（155W/m2）である。 

融雪熱負荷 q=qo(1+qξ) -(1)  上部放熱量 qo=qs+qn+Ar(qe+qi) -(2) 

顕熱 qs=C1･⊿t･S･ρs  -(3)  融解熱 qn=J･S･ρs  -(4) 

気化熱 qe=hfp(0.00872V+0.0107)･(4.7－P)   -(5) 

hfp=539－0.643(tf－100)－0.000834(tf－100)2   -(6) 

対流放射熱 qi=290(0.00872V+0.0107)･(tf－ta)   -(7) 
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図-3 採熱試験装置 
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図-4 温度検層結果 

図-5 採熱試験時の温度、循環水量の経時変化 
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次に上部放熱量 qo と諸条件を式(2)に算入し放熱

管送り温度求めた。送り温度 tSは 5.5℃である。   

放熱管送り温度 tS=tf+qo×(a+b)/(2×λ)  -(2) 

放熱路面の熱伝導率λ：1.8kcal/m･h･℃（コンクリート板） 

tS=0+148×0.86×(0.07+0.086)/(2×1.8)≒5.5 [℃] 

a,b は放熱管との距離（図 2 参照） 

ここで、融雪システムメーカーの既往事例に基づ

く推定では、深度 100m における地中熱交換器 1

本あたりの採熱量 E が 7000W（不凍液 27l/min

循環）であり、放熱管温度差は 3.7℃(≒7000[W] ×

0.86[kcal/h･W]÷60[min/h]÷27[l/min])である。

放熱管送り温度は 5.5℃、還り温度は 1.8℃となる。 

2.2 地中熱交換器 1本あたりの採熱量 

地中熱からの採熱量は、地質構成、地下水の有

無、地中熱交換器の大きさ、不凍液循環チューブ

の素材、不凍液循環水量、温度条件に左右される。

そこで、設計上必要な地中熱交換器 1 本あたりの

採熱量は、施工予定地において機械ボーリングに

よる温度検層調査と採熱試験を行い、採熱量に影

響する要因（深度、循環水量）を考慮して求めた。    

図-3に採熱試験装置を示す。採熱量は、冷水を

試験孔（深度 103m）の地中熱交換器に通水し、

定常時の循環水温度差（出口温度－入口温度）と

循環水量を乗じて求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 地中熱交換器本数の決定 

融雪システムで用いる地中熱交換器の全本数は、

2.1 で推定した放熱路面あたりの融雪熱負荷 q

（155W/m2）に融雪面積 2213m2（3系統：①700m2、

②1073m2、③440m2）を乗じた後、2.2の地中熱

交換器 1 本あたりの採熱量で除して求めた。 

2.4 融雪システムの導入効果 

実稼働期間の冬期 2 ヶ月間に地中熱交換器温度

（入口、出口）、放熱路面温度、外気温（青森県津

軽半島の中南部）、採熱量、降雪状況を連続計測し、

その結果から融雪システムの導入効果を評価した。

ここで、循環ポンプ（動力 3 系統：①2.2kW、②

3.7kW、③1.5kW）の運転は、路面温度による自

動発停（5℃運転、8℃停止）とした。 

 

3. 融雪システムの構築と評価結果 

3.1 地中熱交換器 1本あたりの採熱量 

（1）機械ボーリングによる温度検層の結果 

図-4に温度検層結果を示す。施工予定地の地質

は、深度 70m 付近までは軟質でそれ以深はやや

硬質であった。深度増加に伴い地中温度は上昇し、

増温率は深度 10m～50m で 0.53℃/10m、深度

50m～100ｍで 0.94℃/10m である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）採熱試験の結果 

図-5に採熱試験時の温度、循環水量の経時変化

を示す。採熱試験は循環水量を 4 段階に設定した。

何れも設定後から約 2 時間で定常状態に達した。 
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表-1 温度が定常状態に達した時の採熱試験結果 

図-6温度定常状態時の循環水量と採熱量の関係 

（不凍液循環の場合、地中熱交換器深度 103m） 

表-2 地中熱交換器の必要本数 

図-7地中熱交換器深度 114m における 

採熱量の予測結果（不凍液循環の場合） 
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表-1 に温度が定常状態に達した時の採熱試験

結果を示す。地中熱交換器出口温度は、循環水量

の減尐に伴い上昇した。この時の採熱量は、冷水

循環で循環水量 30.1l/minに対し 6720Wである。

ここで、本施工で用いる循環水は不凍液であり、

冷水の採熱量と異なる。そこで、表-1に不凍液の

密度・比熱に変えて不凍液の採熱量を推定した。

循環水量 30.1l/min に対し 6681W となり、冷水

循環と比べて顕著な差ではないと判断できる。 

 

 

 

図-6 に温度定常状態時の循環水量と採熱量の

関係（不凍液循環の場合）を示す。融雪に必要な

出口温度（放熱管送り温度）5.5℃を達成させる地

中熱交換器の諸元は、入口温度（還り温度）2.0℃、

循環水量 25.5l/min、採熱量が 6200W である。  

この値は概ね融雪システムメーカーの解析結果

（放熱管送り温度 5.5℃、還り温度 1.8℃、不凍液

循環水量 27l/min、採熱量 7000W）と一致した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 地中熱交換器本数の決定 

表-2 に融雪システムで用いる地中熱交換器の

全本数を示す。2.1 で推定した放熱路面あたりの

融雪熱負荷 q（155W/m2）に融雪面積 2213m2（3

系統：①700m2、②1073m2、③440m2）を乗じた

値から、3.1（2）の採熱試験で得た地中熱交換器

1 本あたりの採熱量 6200W で除して、融雪シス

テムで用いる地中熱交換器の全本数を算出した。

地中熱交換器の必要本数は、系統①18 本、系統②

27 本、系統③11 本であり、合計 56 本のボアホー

ル数が必要である。しかし、ボアホールとボアホ

ールが近接すると地中熱交換に支障がでる可能性

があるため、離隔距離 4m 以上とする文献 2)から

5m を確保できるボアホール許容数を定めたが、

算出した必要本数はボアホール許容数を超えてし

まった。そこで地中熱交換器の本数をボアホール

許容数とし、当初予定していた地中熱交換器深度

を 103m から 114m に変更することで採熱量を補

う方法を検討した。図-4に示す温度検層結果から

深度 50m～100mの増温率は 0.94℃/10mであり、

掘削を約 10m（≒114m－103m）深くすると

0.94℃の改善が見込める。 

 

 

図-7に地中熱交換器深度114mにおける採熱量

の予測結果を示す。温度検層結果から出口温度で

0.94℃の改善が見込めるが、安全設計を考慮し、

約 0.3℃（≒0.94 の 1/3）の熱量回収とした結果で

ある。深度を 114m に変更することで、計画時の

採熱量 7000W を達成できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環水量 

Q[l/min] 

循環水温 

[℃] 

地中温度[℃] 

(還り,GL 基準) 
外温 

[℃] 

採熱量[Ｗ] 

入口 出口 -10m -50m -100m 冷水 不凍液 

40.2 2.1 4.8 5.1 6.3 9.3 25.6 7573 7529 

30.1 2.0 5.2 5.0 6.0 9.1 22.2 6720 6681 

19.6 2.0 5.9 5.3 6.1 9.2 20.4 5333 5302 

9.8 2.0 7.3 6.0 7.2 10.2 17.9 3624 3603 

採熱量ｑ[ｗ]＝Q･60･ρ･ｃ･(Ｔ出口－Ｔ入口)/0.86 

  ρ：水の密度 1000kg/m3、不凍液の密度 1025kg/m3 

    ｃ：水の比熱 1.0kcal/kg･℃、不凍液の比熱 0.97kcal/kg･℃ 
 系統① 系統② 系統③ 

融雪面積[m2] 
700 1073 440 

（合計）2213 

融雪熱負荷 q[W/m2] 155 

全所要熱量[W]  108500 166315 68200 

地中熱交換器の 

採熱量[W/本] 
6200 

地中熱交換器の本数 

(ボアホール数) [本] 

18 27 11 

56 

ボアホール許容数[本] 17 26 11 
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図-8採用した無散水融雪システムのフィールド試験結果 

（地中熱交換器深度 114m、青森県津軽半島の中南部） 
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写真-1融雪システム導入後の駐車場（系統①） 

3.3 融雪システムの導入効果 

図-8に融雪システム（系統①）のフィールド試

験結果を示す。試験は実稼働期間の冬期 2 か月間

（1 月 23 日～3 月 27 日）に実施した。その間の

外気温度平均は－3℃（最低－9.2℃）、降雪量平均

は 6.3cm/h（最大 10.7cm/h）であったが、融雪部

の路面温度平均は 6.3℃（最大 10.7℃）で 3.4℃を

下回ることはなかった。融雪システム循環ポンプ

による路面温度制御（5℃運転、8℃停止）が機能

しているといえる。写真-1に融雪システム導入後

の駐車場（系統①）を示す。融雪と凍結防止効果

を確認した。地中熱交換器の出口温度（融雪路面

への送り）平均は 9.3℃で最終設計条件の 5.7℃

（図-7）より 3.6℃高い温度となっていた。一方、

入口温度平均は 8.0℃であり出入口温度差 1.3℃

は図-7の予測結果 3.7℃（=5.7℃－2.0℃）を大き

く下回った。そのため地中熱交換器 1 本あたりの

採熱量平均は 2346W に留まり、最終設計条件の

採熱量 7000W に達しなかった。採熱量が設計能

力に達しなかった原因として、外気温度がフィー

ルド試験期間を通して設計条件－4.2℃より高く

推移したこと、路面温度が 3.6℃以上を維持でき

たことで融雪熱負荷が減尐し温度差が小さくなっ

たことが考えられる。 
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4. まとめ 

本発表では無散水融雪システムの導入にあたり

検討した事項や温度検層調査、地中熱採熱量試験

の結果を報告した。外気温度平均－3℃、降雪量

平均 6.3cm/hの環境で 2か月間のフィールド試験

を行った結果、その間、融雪部の路面温度は 3.4℃

を下回ることはなく、融雪システムの有効性を確

認した。本システムは A 重油焚ボイラーを熱源と

するシステムと比べて、運転費が約 100 万円/年、

CO2削減率 80％と試算しており、地球温暖化防止

の対策技術の一つとして今後の普及を期待する。 
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天井吹出口毎に風量制御する空調システムの開発 

○鈴木 慎介（三機工業），福森 幹太（三機工業）， 

新村 浩一（三機工業），土屋 茂樹（三機工業） 

Preparation of Papers for SHASE Tohoku Conference 

Shinsuke Suszuki*1,Kanta Fukumori*1,Kouichi Shinmura*1,Shigeki Tsuchiya*1 
*1 Sanki Engineering Co Ltd 

 

キーワード：個別空調、快適性、空調機器 

 

 

はじめに 
一般的な事務所ビルでは、変風量単一ダクト方

式（VAV方式）が広く採用されている。概ね 50m2

程度の制御区画を、VAV（可変風量装置）によっ

て温度制御している。 

しかし、最近のワークプレイスの形態や形状の

変化に伴い、VAV制御区画よりも小さなスケール

での負荷の偏在が生じる状況に変わってきた 1）。 

図-1に示すとおり、VAV方式では制御区画より

も小さなスケールで内部発熱が発生したり、VAV

制御区画の間に内部発熱が発生した場合、吹出口

毎の風量制御ができず、結果的に在室者のニーズ

に応えられないことがある。 

このような背景から、空調制御区画を吹出口単

位（10m2程度）まで小さくし、吹出口単位で吹出

風量を制御する空調制御方式について検討を行っ

た。本報では、ファンを組み込んだ吹出口の開発

と制御方式について検討を行ったので、結果を報

告する。 

 

1.個別風量制御システム概要 

本システム（個別風量制御システム）は、天井

給気チャンバ方式のダクトレス空調システムとフ

ァン付吹出口を組み合わせた空調システムである。

以前から、同様の空調システムについて研究開発

が行われていた 2）。これら既往の技術と、近年急

速に発展している情報通信技術等を上手く組み合

わせることで、個人のニーズに合わせた空調が実

現できると考えた。 

本システムの主な特徴は、在室者の PC 端末か

ら自由に吹出風量を操作できることである。在室

者に空調の選択権を与えることで、個人の好みに

合わせた運用が可能となる。また、吹出口は容易

に移設可能であるため、室内のレイアウト変更に

も柔軟に対応できる（図-2）。 

天井に小型 DCファンを内蔵したファン付吹出

口（以下 FDU：Fan Diffuser Unit）を設置する。

FDU を制御するための制御子機は天井内の吊り

ボルトに取付け、各 FDU に制御子機の配線をコ

ネクタ接続する。 

 
図-1 負荷偏在の例（VAV方式） 

 

 

図-2 個別風量制御システム概要 

 

 

電力線通信を使って FDU 制御盤から電源と制

御信号を出力し、FDUの制御を行う。制御子機は

VAVVAVVAV

空調機

吹出口毎の風量制御ができない

給気ダクト

：VAV制御区画 ：吹出口：VAV ：内部発熱

A-15
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DC ファンが運転できるように、電源と制御信号

を変換する機能を持つ。FDU は在室者にて停止/

弱/強の 3段階で設定できるようにした。また電力

線通信を使うことで、電源配線と制御配線を 1本

にまとめることができ、配線工事量の増加を抑え

ることができる。 

空調機の送風量は FDU の運転状態によって制

御する。空調機の給気温度は、還気温度が設定温

度になるよう給気温度を制御する。低負荷時など、

FDU が全て停止している場合でも空調機の下限

風量を設定し、最低限必要な換気量を確保する。

このとき天井内の空気は、停止している FDU を

経由して室内へ流れる。 

 

2.基本仕様 

2.1 設計条件 

一般事務室であるため、天井はシステムグリッ

ド天井を想定する。オフィスの基本モジュールを

3200mm×3200mmとし、1モジュールに FDUを

1台設置する設計条件としている。FDUの設計風

量は 200m3/（h・台）とした。 

写真-1に FDUを示す。システム天井用アネモ

の吹出口フェイス、GWボード、小型 DCファン

を組み合わせて製作した。 

2.2 外形寸法と重量 

表-1に市販のシステム天井用アネモ（以下、市

販アネモ）と FDUの外形寸法と重量を示す。FDU

は市販アネモと同程度の重量であり、市販アネモ

の設置方法と同じく、照明器具等に載置可能であ

るといえる。したがって、FDU設置のためのスラ

ブアンカー打設や吊りボルトが不要と考えられる。 

2.3 吹出風量と消費電力 

図-3にファン出力毎の FDU吹出風量と消費電

力を示す。天井内と室内の圧力差を 0Paとした状

態で測定した結果である。ファン出力 50%で設計

風量に達し、そのときの消費電力は 4.9W となっ

た。FDUの下限風量は108m3/h（ファン出力25%）

であり、そのときの消費電力は 3.1W となった。

ファン出力 25%未満になるとファンは起動しな

い。制御子機の電源回路を検討することにより、

停止中の待機電力を 0.8Wまで低減させることが 

できた。以上の結果より、FDUの基本風量は強運

転 200m3/h、弱運転 108 m3/hとする。 

 

 
写真-1 FDU 

 

表-1 市販アネモと FDUの寸法重量 

 

 

図-3 出力毎の FDU吹出風量と消費電力 

 

 

図-4 FDU操作画面 

市販アネモA 市販アネモB FDU

吹出口寸法（mm） 350×210 430×210 350×210

高さ（mm） 150～220 150～220 200

重量（kg） 1.6 2.3 1.9
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3.FDU操作画面 

本システムは内部発熱の偏在に対応すべく、吹

出口単位（約 10m2）の空調ゾーニングを形成して

いる。FDUの操作を在室者に委ねることで、人の

在不在だけでなく、個人の好みに合わせた運用が

可能である。そのためには、空調に詳しくない人

でも直感的に FDU を操作できる画面にする必要

がある。 

図-4に FDU操作画面を示す。机のレイアウト

図に FDU の制御区画をトレースし、容易に場所

の特定ができるようにした。また、操作する手間

（面倒臭さ）を極力抑えるため、FDUの操作完了

までマウスで 2クリックとした。 

在室者が「停止」「弱」「強」の何れかのボタン

をクリックすると、FDUの色が瞬時に変わる。画

面上で FDUの起動/停止を認識できるため、在室

者に「空調を操作した」という心理的な達成感の

提供も図れる（写真-2）。 

 

4.実証試験 

本システムを三機テクノセンター（神奈川県大

和市）内にある、R&Dセンター執務室に試験導入

し、夏期の測定を実施した。本報では、測定結果

の一部を報告する。図-5に FDUの配置と天井内

給気ダクトの位置を示す。491m2 の執務室に 48

台の FDUを天井に設置した。在籍者数は 51名で

ある（2018 年 12 月現在）。図-6に評価対象エリ

アと騒音測定点を示す。各エリアに温湿度計を 3

台ずつ設置し、3 台の平均温度をエリア平均温度

とした。 

4.1FDU運転による効果 

図-7にエリア別の FDU出力変化と温度の変化

を示す。Aエリアは 15時から FDU出力を上げて

いる。それに伴い、A エリアの平均温度が低下し

ていることがわかる。一方、B エリアは FDU 出

力の変化が無いため、B エリアの平均温度も殆ど

変化していない。17時になると、Bエリアの温度

も低下しているが、これは Aエリアの FDUが B

エリアの温度低下に影響していると考えられる。

18時になり、Aエリアの FDUが停止すると、平

均温度も上昇していることから、FDU の運転/停

止による温度調節が可能であるといえる。 

A、B エリアの内部発熱の状況が異なるため、

FDU出力変化量と温度変化の相関をまとめた（図 

 

写真-2 FDU操作イメージ 

 

 

FDU配置      天井内ダクト 

図-5 FDU配置と天井内ダクト平面図 

 

 

図-6 評価対象エリア 
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-8）。1時間前の FDU出力と 1 時間後の FDU出

力の差を FDU 出力変化量と定義し、当該時刻の

1 時間前後のエリア平均温度の差を温度変化と定

義した。FDU出力変化量が増えると、温度変化は

マイナスに寄る。つまり、FDU出力増加によって、

1 時間前と比べて温度を低下させたことを示す。

逆に、FDU出力を減らすと温度は上昇していく。

A、Bエリアともに同様の傾向を示しており、FDU

操作によって室内温度を調節することが可能とい

える。温度調節幅としては±0.4℃程度であった。 

 

図-7 エリア別の FDU出力と温度の変化（8/3） 

 

 

図-8 FDU出力変化量と温度変化の相関 

 

 

4.1FDU運転音の評価 

事務室では、ある程度静穏性を求められる。

FDUは小型ファンを内蔵しており、居住者に近い

位置に騒音発生源が位置している。FDUを 48台

全て強運転（吹出 200m3/h）とした条件で、騒音

測定を実施した。測定位置は室の中央である（図

-6）。図-9 に騒音測定結果を示す。測定の結果、

NC34 となった。一般事務室の許容騒音値を

NC40とすると、問題ない数値である。 

 
図-9騒音測定結果（NC曲線） 

 

 

5.まとめ 

本報では、吹出口単位で個別に風量制御可能な

空調システムの開発を行い、電力線通信を用いた

FDUの個別操作、吹出風量を確認した。当社研究

室内に導入し、夏期において FDU の出力操作に

よる温度調整能力があることを確認した。また、

FDUを全台数運転した状態でも、一般事務室の許

容騒音値（NC40）を下回っていることを確認した。 

引き続き冬期の試験を行い、システムの検証と

改善を進めていく予定である。 
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金属加工プロセスで発生するナノサイズオイルミストの特性 

○福森幹太(三機工業㈱), 岩﨑守顕(三機工業㈱), 東秀憲(金沢大学), 瀬戸章文(金沢大学) 

Characterization of nanometer-sized oil mist generated in metal machining process 
Kanta Fukumori, Moriaki Iwasaki (Sanki Engineering CO., LTD.,) 

Takafumi Seto, Hidenori Higashi (Kanazawa University) 
 

キーワード：オイルミスト 工場環境 集塵機 
 

はじめに 

金属加工の工作機械からは切削治具と被切削物

との摩擦熱によって切削油やクーラントが加熱・蒸発

し、空気中で凝縮することでオイルミストが発生する。

オイルミスト（鉱物油ミスト）は、日本産業衛生学会が

許容濃度 3mg/m3 を勧告 1)し、人体への悪影響として、

皮膚の炎症、喘息、気管支過敏症、咽頭癌等が報告

されている 2)。実際の環境改善を求められる現場では

1.0mg/m3 以下の環境がほとんどであるものの、視界

が悪く、ゴーグルやマスクによる防護が必要となる場

合がある。一般にオイルミストの粒子径は 10nm～

10,000nm の範囲で広く分布し、熱を伴って発生した

油煙は核生成により 100nm 以下のナノ粒子を含む 3)。

ナノ粒子は個数基準での発生量が圧倒的に多く、比

表面積が大きく大気中に浮遊しやすいため、視界の

低下 4)や作業従事者の肺深部へ沈着が示唆されて

いる。このためオイルミストを除去する集塵機(ミストコ

レクタ)の設置や、加工装置の排気を屋外に放出する

対策が取られる。実際の作業環境におけるオイルミス

ト用の計測器は質量濃度(粒子径 0.3μm 以上、1m3

あたりの重量(mg))による評価が一般的であるが、

100nm 以下のナノ粒子を含めた個数濃度（粒子径ご

との数量）で評価した事例や報告はない。 

オイルミスト対策の集塵機やフィルターは、比較的

大きな粒子を対象としたものであり、ナノ粒子の除去

を目的に適切な対策方法を検討するためには、その

特性を把握する必要がある。そこで本研究では、金

属加工の代表的な 3 種類の加工方法から発生する

ナノ粒子を含むオイルミストの個数濃度の測定と特性

の把握を行った。またオイルミストの除去性能につい

て電気集塵器(静電式)を用いた検証結果を紹介する。 

 

1. 実験方法 

オイルミストの測定は、実稼働中の工場において

3 種類（旋盤加工、ギヤ歯切加工、ギヤ歯研加工）の

加工装置を対象とした。旋盤加工（図-1 (A)）は、被

切削物を回転させ、刃物（バイト）を当てて切削を行う。

主軸の回転数や回転方向、バイトの移動速度を変更

できる。本工場では、切削油は水溶性油を使用して

いる。ギヤ歯切加工（図-1 (B)）は、ホブと呼ばれる刃

物と被切削物をそれぞれ回転させ被切削物にギヤの

溝を切り歯を立てる。本工場のギヤ歯切加工は、切

削油を使用しないドライ加工である。ギヤ歯研加工

（図-1 (C)）はらせん状の砥石を回転させることにより、

ギヤ歯切加工で形成されたギヤの歯の表面を研磨し、

滑らかに仕上げる工程である。本工場では、不水溶

性油を使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A)旋盤加工 

(B)ギヤ歯切加工 

(C)ギヤ歯研加工 

図-1  3 種類の金属加工プロセス 
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図-2 に測定概要を示す。加工装置には、装置内の

オイルミストを排出するための排気ダクトが取り付けら

れており、その後段には集塵機(ミストコレクタ)が設置

されている。加工装置の前面には、ワーク（加工物）を

作業者が出し入れするための自動開閉扉がある。測

定は加工装置から発生するオイルミストを捕集するた

め、排気ダクトの集塵機入口に近い直管部とし、

Optical Particle Counter (OPC,レーザーパーティクル

カウンター,Palas 社製 welas2000digital)と Engine 

Exhaust Particle Sizer Spectrometer (EEPS,電気移動

度分析装置,TSI 社製 model3090)を用いた。また加工

装置の扉が解放する際に前面部の作業者側に漏れ

出てくるオイルミストを捕集するため、OPC のみの測

定とし 5 分間連続で排気側と同じタイミングで計測を

行った。 

 

2. 結果と考察 

2-1. 加工方法の違いによるナノ粒子の発生特性 

図-3 (A)～(C)に旋盤加工、ギヤ歯切加工、ギヤ歯

研加工の各プロセスに対する排気ダクト内と金属加工

装置の扉前面部における個数濃度の時間変化を示

す。それぞれ図において、グラフ①は排気ダクト内で

OPC を用いた粒子径 300～17,000nm の測定結果、グ

ラフ②は同じく排気ダクト内で EEPS を用いた粒子径

5.6～560nm のナノ粒子 測定結果、タイムチャート③

は加工装置で行われた動作状態、グラフ④は排気ダ

クト内の総個数濃度(a)、ナノ粒子個数濃度（(b),粒子

径 5.6～100nm）、微小粒子個数濃度（(c),粒子径 100

～17,000mn）と前面側の個数濃度（(d),粒子径 300～

17,000nm）を表している。 

加工中もしくは加工終了後、加工装置内部のオイ

ルミストが排出された際に個数濃度の上昇が確認され、

100nm 以下のナノ粒子の発生が顕著に見られた。濃

度のピークは粒子径 60nm 付近で約 100,000 個/cm3

である。ギヤ歯切加工は切削油を使用しないドライ加

工であるが、加工時にオイルミストが確認された。これ

は、前工程で付着した切削油や加工前に防錆の目的

で塗布されていた油脂に由来するオイルミストと考えら

れる。他の 2 種類の加工方法と比較し、加工開始時に

10～20nmのナノ粒子が大量に発生している。これは、

ドライ加工では切削油を使用しないため、ワークと切

削治具の接点が加熱され、ワークに付着していた油が

蒸発したと思われる。ギヤ歯研加工では他の 2 種類の

加 工 と 比 較 し 、 OPC で 測 定 し た 粒 子 径 300 ～

17,000nm の微小粒子が多い。 

扉前面部における扉開放時の個数濃度は、旋盤

加工では増加が見られず、ギヤ歯切加工とギヤ歯研

加工では約 10,000 個/cm3 まで上昇している。  

排気ダクト OPC [300～17,000nm] 

EEPS [5.6～560nm] 扉 

排気 

金属加工装置の排気 

集塵機の排気 

OPC [300～17,000nm] 

EEPS [5.6～560nm] スライド 

集塵機(ファン内蔵) 
金属加工装置 (A)旋盤加工 

(B)ギヤ歯切り加工 

(C)ギヤ歯研加工 

扉前面部 

[300～17,000nm] OPC 

図- 2 測定概要 
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 (C) ギヤ歯研加工 
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(a)         排気 総個数濃度 (b)+(c) 
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(c)         排気 微小粒子 

[ 100～17,000nm ] 

 

(d)         扉前面部 
[ 300～17,000nm ] 

グラフ④凡例 

図-3 個数濃度の経時変化 
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(c) 

(d) 
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2-2.電気集塵器によるナノ粒子の捕集効率 

金属加工装置に設置される集塵機はオイルミスト

を捕集の仕組みが異なる数種類の方式がある。代表

的な方式として慣性衝突式（円盤状の金網等に衝突

させる方法）、遠心分離式（サイクロン）、静電式（電気

集塵機）、フィルター式がある。慣性衝突式と遠心分

離式は保守・メンテナンスが容易なことから加工装置

の標準部品として組み込まれるケースが多い。しかし

実際の工場では集塵機の排気から白煙が吹き出して

いる状況を目にする機会がある。これは微小粒子、ナ

ノ粒子が集塵機で捕集しきれず排気されているか、

集塵機の内部で捕集したオイルミストが再飛散してい

るものと考えられる。微小粒子の捕集ができる静電式

（電気集塵機）に着目し、ナノ粒子を含めた捕集効率

の検証をおこなった。 

図-2 の集塵機を静電式（電気集塵機）とし、集塵

機の入口（金属加工装置の排気）と出口（集塵機の排

気）で個数濃度を測定して粒子径毎の除去率を評価

した。金属加工装置は図-1(C)ギヤ歯研加工である。

捕集効率の結果を図-4 に示す。OPS(粒子径 300～

5,000nm）ではすべての粒子径において捕集効率 90%

以上となり、EEPS(粒子径 5.6～560nm)ではナノ粒子

のうち粒子径 30nm 以上に対しても捕集効率 90%とな

った。10nm においても約 40%の捕集効率を維持した。 

 

3.結論 

金属加工の代表的な 3 種類の加工装置の排気と

加工装置前面でオイルミストの個数濃度を評価し、ナ

ノ粒子は微小粒子(100nm 以上)の 10 倍以上が発生し

ていること確認した。加工方法よってオイルミストの粒

子径分布が異なり、加工時に切削油を使用しないドラ

イ加工でも前工程等で付着した油に由来するオイルミ

ストが確認された。ギヤ歯切加工とギヤ歯研加工では、

扉の開放時に前面からオイルミストが漏洩したため、

排気風量の増加や、扉の開放のタイミングを遅らせる

等の対策が必要である。また加工装置の排気処理に

静電式集塵機（電気集塵機）を用いることで、ナノ粒子

の除去が可能であることを示した。 

 

おわりに 

全国的に金属加工工場ではオイルミストの問題を

抱えており、対策の要望が多い。本研究で紹介した静

電式集塵機は、オイルミストの捕集効率が非常に良い

反面、メンテナンスが頻繁になり管理者から敬遠され

ることがある。今後は集塵機の設置に伴う配管ダクト等

の設備施工を工夫してメンテナンス回数の低減等を

検証し、工場内の汚れや視界不良で苦慮している設

備管理者、金属加工の従事者へ向けた環境改善や

対策を提案していきたい。 
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アンスリウムのポリエステル媒地栽培における炭酸ガスの局所施肥が 

その生育に及ぼす影響 － 福島県伊達郡川俣町の場合 － 

○清水 一功（新日本空調㈱），高塚威（新日本空調㈱）， 

田中尚道（近畿大学），青山恭久（アースコンシャス㈱） 

Effects of local fertilization with carbon dioxide on growth in Anthurium andraeanum L. 
with polyester medium － In Kawamata-machi Date-gun Fukushima － 

 
Ikko Shimizu (Shin Nippon Air Technologies Co.), Takeshi Takatsuka (Shin Nippon Air 

Technologies Co.), Naomichi Tanaka (Kindai University), Yasuhisa Aoyama (Earth Conscious 
Co.) 

 

キーワード：促成栽培，炭酸ガス，局所施肥，光合成, アンスリウム 
 

はじめに 

植物栽培の生育環境(温湿度、飽差、水分、光環

境、CO2濃度、肥料等)を制御することによって、

単位面積当たりの収量(生産性)を大幅に向上させ

ることができる。特に二酸化炭素(以下、CO2)は

光合成に必要であり、CO2を施肥することは植物

の生長を促進させ、生産性向上に寄与する有効な

手段である。既往の研究では、ナスやキュウリな

どの植物に対して CO2を施肥すると、増収効果が

あることが報告されている 1)2)。施設園芸の場合の

一般的な CO2施肥制御方法は、CO2発生装置など

を用いた施設内全体への CO2施肥である。この方

法では生育エリア(植物近傍)以外の空間も CO2

施肥の対象となっており、CO2施肥量に大幅な無

駄が生じる。  
著者らは CO2 を効率的に植物に吸収させるた

め、温度と湿度を管理しながら植物近傍(局所)の

みに CO2 を与える CO2 局所施肥制御技術をアー

スコンシャス株式会社と共同で開発した。その技

術を福島県伊達郡川俣町(以下,川俣町)でのアン

スリウム栽培に対し、近畿大学と協力して導入・

検証した。 
本稿では、CO2局所施肥制御技術を実際のアン

スリウム栽培の現場(ビニールハウス)に適用し、

その生長促進効果を確認したので報告する。 
 

1. 試験概要 

1.1 栽培ハウス内のアンスリウム栽培方法 

本試験で使用した栽培ハウスの概要を図-1、ア

ンスリウムの栽培棚の概要を図-2、栽培棚(下段)

の状況を図-3に示す。栽培ハウスは近畿大学が川

俣町に新設したもので、鉄骨のビニールハウス(約

200m2)である。その中の一部(約 50m2)にアンス

リウムの栽培棚を 9 台設置した。図-1に示すよう

に、栽培棚9台のうち6台(A,B,C,G,H,I棚)はCO2

無施肥区、残りの 3 台(D,E,F 棚)は CO2施肥区と

した。CO2施肥時に、CO2が CO2無施肥区へ影響

しないようにするため栽培棚(D,E,F 棚)の周りを

仕切りカーテン(ブルーシート)で囲った。図-2に

示すように、アンスリウムの栽培棚は幅 700mm ×
奥行き 1,800mm×高さ 1,600mm の合掌造りのベ

ンチを一部改変した構造で、土壌を入れるポケッ

ト 4 列(上下段各 2 列)で構成されている。今回の

試験では、土壌の代わりにポリエステル培地(アー

スコンシャス) を使用した。図-3 に示すように、

栽培株数は 1 つの棚に 16 株(8 株/列×下段 2 列)

とし、苗の配置は隣接する苗との干渉を避けるた

め苗間は 20cm とした。 
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図-1 栽培ハウスの概要 
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栽培環境条件を表-1に示す。栽培ハウス内の温

度は、室内の温調器または、換気扇による 24 時

間空調制御とした。栽培ハウス内はアンスリウム

の生育適温 3)を考慮し、夏場は高温時(27℃)に換

気扇が作動し強制排気を、冬場は低温時(12℃)を

下回らないよう温調器による加温を行った。湿度

は制御せず、成り行きとした。測定期間中の平均

温度は 21℃、湿度は 68%であった。また、遮光

カーテンを利用し、照度を上限 20,000lx 程度にな

るよう制御した。肥料には緩効性肥料のロング

360 を採用し、1 年間に 1 株あたり 40g の速度で

与えた。水は点滴潅水にて 1 週間に 1 株あたり 1L
を目安(3 回/日×3 日/週)に与えた。 
1.2 CO2局所施肥制御 
植物は主に葉の裏側に多くある気孔から CO2

を吸収する。CO2局所施肥制御は、CO2を効率的

に植物に吸収させるために、植物の葉裏に到達す

るように CO2を施肥し、植物近傍(局所)のみ CO2

濃度を上げる方法である。 

CO2施肥ノズルの周辺状況（写真-1）に示すよ

うに、CO2施肥には、ポリウレタンチューブとノ

ズル(園芸緑化用ミストノズル)を採用し、潅水チ

ューブと並行に設置した。図-3に示すように、CO2

施肥ノズル位置は、施肥量を均等にするため苗の

配置と施肥影響を半径 250mm の同心円と想定し

決定した。各列の中央に 1 個と中央から左右

500mm 離した位置に 1 個ずつの合計 3 個を土壌

面上 350mm の高さに設置した。CO2施肥区の栽

培棚(D,E,F棚)それぞれに 6個(3個/列×下段 2列)

とした。CO2 局所施肥制御用の CO2 濃度センサ

(非分散型赤外線吸収式)は、各列中央のノズル直

上に設置した。CO2はガスボンベから供給し、エ

アコンプレッサからの Air と混ぜ、希釈した CO2

ガスをノズルから上向きに吹き出すようにした。

ノズル 1 個からの吹出風量は約 16mL/s で、吹出

CO2濃度を約 8,000ppm(CO2,0.1L/min+Air,12L/ 
min)とした。Air 中の CO2濃度を 400ppm、植物

近傍の目標 CO2濃度を 1,000ppm とすると、施肥

するCO2濃度は 600ppm(=1,000ppm－400ppm)

となり、CO2濃度比は 13.3(=8,000ppm/600ppm)

となる。これらより、ノズルから吹き出す空気の

体積は 213mL/s(=16mL/s×13.3)となる。このよ

うな条件下で、アンスリウムに CO2 を施肥した。  
育苗期間は CO2 施肥を実施せず、定植後 CO2

施肥を実施した。CO2施肥時間は 1 日 12 時間(5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
時～17 時)とし、植物近傍の CO2 濃度を平均

1,000ppm 程度になるよう制御した。 

1.3 評価する苗の抽出方法及び計測方法 
評価する苗は、定植時に各栽培棚 8 株(4 株/列×

下段 2 列)を選択し、定植後から定期的に計測し

た（測定期間：2018 年 2 月～10 月の 8 か月間）。

花は定期的に収穫したが、各苗の最も大きな葉は

残し、8 か月間栽培した。草高は植物を直立させ

たときの最も高い位置から地表までの高さを、葉

幅は葉の中で最も大きい葉を選び、その幅が最も

広い位置の長さを定規で計測した。計測数は、CO2

無施肥区では 48 株(8 株/棚×6 棚(A,B,C,G,H,I
棚)）、CO2施肥区では 24 株(8 株/棚×3 棚(D,E,F
棚))とし、それぞれの平均値を算出した。 

 
2. アンスリウムの栽培結果と考察 
2.1 CO2局所施肥制御の効果(草高・葉長・葉幅) 

アンスリウムの生育に与える CO2 局所施肥制

御の効果について図-4～図-6に示す。縦軸はそれ

ぞれの測定値を、横軸は CO2 無施肥区と CO2 施

肥区の栽培開始時と栽培 8 か月後の結果を表す。 

GL
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栽培開始時の草高(図-5)は、CO2無施肥区では

323mm、CO2施肥区では 325mm であった。一方、

栽培8か月後の草高は、CO2無施肥区では 444mm、

CO2施肥区では 523mm となった。崎山ら 4)の手

法を参考に、各条件の伸長率を算出した。栽培開

始時の草高を 100%とした場合、栽培 8 か月後の

CO2 無施肥区では 137%、CO2 施肥区では 161%
と CO2施肥区の方が高かった。また、栽培 8 か月

後の草高を比較すると CO2施肥区では、CO2無施

肥区に対し、約 18%生長が促進された。 
同様に、栽培開始時の葉長(図-5)は、栽培開始

時の葉長を100%とした場合、栽培8か月後のCO2

無施肥区では 135%、CO2施肥区では 150%とCO2

施肥区の方が高かった。また、栽培 8 か月後の葉

長を比較すると CO2施肥区では、CO2無施肥区に

対し、約 9%大きくなった。 
さらに、栽培開始時の葉幅(図-6)は、栽培開始

時の葉幅を100%とした場合、栽培8か月後のCO2

無施肥区では 131%、CO2施肥区では 143%とCO2

施肥区の方が高かった。また、栽培 8 か月後の葉

幅を比較すると CO2施肥区では、CO2無施肥区に

対し、約 7%大きくなった。 
植物の光合成において、葉は CO2を吸収し、太

陽光エネルギーを利用して光合成産物(糖)を生成

する。その生成された糖は転流により新しい葉や

根等に送られ、これら組織の生長の基となる。本

試験では、草高、葉長、葉幅いずれも CO2無施肥

区より CO2施肥区の苗が生長し、CO2局所施肥制

御による生長促進効果を確認した。 
2.2 CO2局所施肥制御の効果(SPAD 値) 

SPAD とは農林水産省農蚕園芸局の土壌作物体

分析機器開発事業(Soil and Plant Analyzer 
Development,略称 SPAD)においてミノルタ㈱が

開発した計測機器(葉緑素計)である。この葉緑素

計の指示値(SPAD 値)は、植物の葉に含まれる葉

緑素(クロロフィル)量と相関があり、非破壊的に

計測できる 5)。アンスリウムの生長促進状況を把

握するために、葉緑素計(コニカミノルタジャパ

ン,502plus)を用い、SPAD 値を計測した。計測は

栽培開始時と栽培 1 か月後の 2 日で、計測数は

CO2無施肥区(G,H,I 棚)、CO2施肥区(D,E,F 棚) 
ともに、各棚 6 株ずつ(3 株/列×下段 2 列)とし、6
株の平均値を算出した。その結果を図-7 に示す。

縦軸は SPAD 値を、横軸は CO2無施肥区と CO2

施肥区の栽培開始時と栽培 1 か月後の結果を表す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図-7(SPAD 値)に示すように、栽培 1 か月後の

SPAD 値は、2.1 章の試験と同様に栽培開始時を

100%とした場合、栽培 1 か月後において CO2無 
施肥区では I 棚が一番高く約 124%、次いで H 棚 
で約 118%、G 棚で約 111%となった。CO2施肥区

では F 棚が一番高く約 124%、次いで E 棚で約

120%、D 棚で約 118%となった。 
既往の研究 6)によれば、福岡県農業総合試験場

におけるキク栽培において、CO2施肥区の SPAD
値が CO2無施肥区より大きくなった。また、キク
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の葉の光合成速度と葉緑素含量の指標となる

SPAD 値との間には、高い正の相関があり、CO2

濃度が上昇するほど光合成速度が増加する。 
アンスリウムにおいて、栽培 1 か月後の SPAD

値を比較すると、CO2施肥区では CO2無施肥区に

対し、約 8%大きくなった。SPAD 値と葉緑素(ク

ロロフィル)量には相関があることから CO2 施肥

が葉緑素の増加を促し、光合成が活性化され、ア

ンスリウムの生長が促進されることが示唆された。

また、アンスリウムの生長が促進されることで、

開花時期が早まり、年間の開花数が増加すると考

えられる。 
2.3 栽培ハウス内の空間分布に関する考察 
栽培ハウス内における CO2 濃度の空間分布に

ついて調査した。代表日(2018 年 7 月 31 日 23 時

～8月 1日 23時)における栽培ハウス内のCO2濃

度推移を図-8、2018 年 8 月 1 日の CO2施肥時間

中(5 時～17 時)の栽培ハウス内、屋外の平均 CO2

濃度分布を図-9 に示す。 
図-8、図-9 に示すように、CO2 濃度は、CO2

施肥区では 1,140～1,171ppm、CO2無施肥区では

442～454ppm となった。屋外では 426ppm であ

り、CO2無施肥区では外気の CO2濃度と同等であ

った。CO2 無施肥区より CO2 施肥区の方が高く、

植物近傍にのみ CO2 が施肥されていることが確

認された。一般的な施設全体に CO2施肥する方法

に比べ、CO2 量を適切に減らした状態で施肥し、

対象植物の生長を促進させることに成功した。 

 
3. まとめ 

CO2局所施肥制御技術をアンスリウムに適用し

た場合の生長促進効果について検証し、以下の内

容を確認した。 
1) 栽培 8 か月後の CO2無施肥区と CO2施肥区の

アンスリウムを比較すると、CO2施肥区では、

CO2 無施肥区を 100%とした場合、草高約

118%、葉長約 109%、葉幅約 107%に促進され

た。 
2) 栽培 1 か月後のアンスリウムの SPAD 値の結

果から、CO2 が葉緑素の増加を促し、光合成

が活性化され、アンスリウムの生長が促進され

ることが示唆された。 
3) 本技術では、一般的な施設全体に CO2 施肥す

る方法に比べ、CO2 量を適切に減らした状態

で施肥し、対象植物の生長が促進された。 
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原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関する研究(その 4) 
γ線空間線量率分布解析のための実用的放射線境界条件モデルの開発 
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Study on Prediction Method of Radiation Dose Rate in Building Space after Nuclear Power 
Plant Accident: Part 4-Development of Practical Radiation Boundary Model for γ-Ray Space 

Dose Rate Simulation 
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Furuta Takuya(Japan Atomic Energy Agency), Yoshida Hiroko(Tohoku University.),  
Nozaki Atsuo(Tohoku Bunka Gakuen University.), Yoshino Hiroshi (Tohoku University.) 

  

キーワード：原発事故，放射線解析，γ線境界条件モデル，γ線空間線量率分布 
 

はじめに 

 筆者らは建築環境工学の視点で，原発事故被災

地における放射性物質の沈着が建築空間に与える

影響を明らかにすること，及び建築内部の放射線

空間線量率を予測する手法を確立することを目的

として研究を進めている。被災地の生活再建に伴

う建築計画においては，建設地の状況を反映して，

計画中の建築空間内に生じるγ線空間線量率分布

を実用的に解析する方法の確立が必要だと考えら

れる。本報では，筆者らが開発を進める，現地の

放射線場の状況を比較的簡単に実用的に解析に反

映する方法について報告し，次報にて解析例を報

告する。 
 

1. γ線空間線量率の解析 

1.1 モンテカルロ法によるγ線解析 

発災直後には事故由来の人工放射性核種として，

ヨウ素(131I)，セシウム(134Cs, 137Cs)，ストロンチ

ウム(90Sr)が環境中に存在したが，発災後８年を経

過した現在では半減期が長くβ線γ線を発する
134Cs, 137Cs が主要な放射能となっている。放射性

Cs から放出されるβ線の中にはエネルギーの高

いものもあるが，比較的軽く薄い材料で遮蔽され

る。γ線は光子線で透過力が高い。そのため，解

析は外壁を透過して屋内環境に影響するγ線を対

象とすることとなる。γ線の解析は可視光同様に

モンテカルロ法によって実現されている。本研究

では日本原子力研究開発機構(JAEA)による放射

線解析コードである PHITS1) を用いている。古田

ら 2) は PHITS によって，均質に汚染された土地

に囲まれた建築物内部のγ線空間線量率分布の解

析を行い，原発事故後の屋内における解析例を示

している。適切な境界条件さえ与えることができ

れば，精度の高い解析が期待できる。 
 
1.2 被災地を再現する境界条件の難しさ 

建物を対象としたγ線の解析では，周辺敷地から

飛来する 134Cs，137Cs からのγ線の放出エネルギ

ーは，其々平均で約 700 keV 及び 662 keV であ

り，空気中の平均自由行程は約 110 m と評価さ

れるため，解析対象建物を中心として半径約

100m の解析領域を設定することが必要とされる。

正確な解析を実施すためには，この領域内に存在

する放射能沈着の全てと地形や建物，樹木など地

物の全てを設定すれば正確な解析が可能になる。

考慮すべき放射線源は，図-1 に示す A)周辺敷地

に沈着した放射能，B)建物近傍に沈着した放射能，

C)建物自体に沈着した放射能(既存建物の場合)に
分類できる。半径 100m には様々な敷地が内包さ

れる。発災直後はほぼ全ての事故由来の放射性核

種が地面と地物の表面にあることから，比較的に

簡単に境界条件を設定できると考えられるのに対

し，時間経過と共にウェザリングや除染が進むこ

とで周辺敷地の放射性物質の分布状況は不均質と

なる。このため，周辺敷地が全て均質な農地等で

ある場合を除き，A)で示す周辺敷地全域の正確な

A-18
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調査とこれに基づく境界条件の設定は現実的には

困難である。実際の被災地では，農地が広がる地

域においても建物周辺には農地と共に近隣住戸や

屋敷林等が複雑に混在している場合が多い。住宅

地においては，区画道路が概ね 50～100m 間隔に

整備され，半径 100m の解析範囲内の線源を厳密

に設定しようとすれば，建物周辺の複数の街区内

の汚染状況を全て調査する必要が生じる。 

 
図-1 解析上考慮すべき放射線源 

 
2. 実環境における放射線源の設定 

筆者らは，図-1に示す放射線源の内，実質的に調

査が困難な A については，実用上有効な精度でモ

デル化し，且つ現地測定の情報を併用することで，

現地の状況を反映した解析を可能とすることとし

た。以下に，モデル化の概要を示す。放射線源 A
の影響を再現するモデルは，線源そのものではな

く，図-2に示す建物周辺に設定した境界を超えて

建物側に入射するγ線フルエンス(図-2 D)を再現

する事とした。この境界に入射するγ線は敷地周

辺の半径 100m 程度の放射能御汚染の影響を反映

したγ線であり，これを正しく再現できれば正確

な解析が可能になる。境界を仮想境界と称し，仮

想境界上のγ線の分布をして仮想線源モデルと称

する。放射線源 B,C は別途調査して解析に反映す

ることが出来る。 
 
2.1 仮想線源モデル 

周辺敷地に沈着した放射能によるγ線は，図-2の

境界面を外から内に向けて通過する。即ち，仮想

線源モデルは界面を通過するγ線の方向と強度で

表現される。建物周辺を 4 方位に分割することを

基本として各方位に仮想線源を設定する。図-3に

仮想線源モデルの適用イメージを示す。ここでは主

に低層の戸建て住宅を解析対象とすることを意図

して，高さ方向に a～k の 11 分割とし，地表面か

ら 10m を細かく上空は粗く分割した(表-1)。高さ

方向の分割数及び高さは今後更に調整する必要が

あると考えている。尚，仮想線源モデルの最上端

高さを 100m とすることで，上空からの放射線に

対応しうることを意図した。分割面 a～k それぞ

れには，これを通過するγ線のエネルギースペクト

ル帯毎のγ線角度分布を与える。本研究では考慮

すべき放射能が全て 137Cs であるものとしている。
137Cs が放射するγ線(直射)が 0.622 MeV である

ことから，エネルギースペクトルについては，0.05
～0.75 MeV を 0.1 MeV 毎に 7 等分したエネルギ

ー帯(e-1～e-7)毎に与えることとした。各面を通過

するγ線の分布は，そのままγ線の放射角度の分

布となる。この値を実測から求めることは困難な

ため，PHITS を用いて原発事故被災地域で標準的

と考えられる土地利用と放射能沈着状態を想定し

た解析を実施して，各面を通過するγ線を計算し

て仰角θ，回転角φについて 5 度刻みに整理し，

各方向の微小立体角当たりのγ線量を得た。 
 

 
図-2 放射線仮想線源面 

 

 
図-3 放射線源モデルの構成 

 
表-1 仮想線源面 a～k の高さ(Z1, Z2) [m] 

 a b c d e f g h i j k 
Z1 0 1 2 3 4 5 10 20 30 40 50 
Z2 1 2 3 4 5 10 20 30 40 50 100 

A)周辺敷地に沈着
した放射性核種

B)対象建物の近傍に沈着した放射性核種

100m

C) 対象建物の表面に沈着した放射性核種
100m

境界

放射能汚染

γ線

境界 解析領域
D)フルエンス境界
境界外からの
γ線入射

フルエンス境界は、
周囲の敷地の詳細
調査を代替

B)対象建物近傍に沈着した放射性核種

C)対象建物の表面に沈着した
放射性核種

f
g
h

i

j

k

a
b
c
d
e

10
0m

Z1 Z2

仮想線源面（for h=Z1 to Z2）
各エネルギー帯のγ線放射角
分布が仮想線源モデルの各面
a～kに与えられる

解析対象建物

建物周囲４方位に
仮想線源を設定
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この取り扱いを建築分野で共通の可視光の知見を

用いて説明する。γ線とそのエネルギースペクト

ルを可視光と波長になぞらえる。方向(θ,φ)の立

体角当りのγ線量は可視光であれば方向(θ,φ)の
光度に相当する。仮想線源面を，住宅を囲む大光

源面と考えれば，仮想線源モデルはこの光源面の

配光分布に他ならない。エネルギー帯毎に可視光

で言うところの配光分布も異なるため，エネルギ

ー帯を分けて扱うこととした。敷地周辺の土地利

用や除染の状況等によってもγ線の“配光分布”

が異なるため，典型的と考えられる周辺敷地の状

況毎に仮想線源モデルを計算した。照明計算では

配光と器具光束量によって各方向の光度を規定す

るのに対し，放射能汚染の場合にはトータルの放射

線量を計測できないため，現地で方向放射線計測器

によって計測した空間線量率によってその強さを規

定することとした。図-4 は仮想線源モデルのプロフ

ァイル計算体系を示す。図中の線源領域は周辺敷

地に相当する。ここに放射能の沈着状態を設定し，

a～k の仮想線源面に入射するγ線の方向と強度

を求める。また，現地での方向放射線計測値と仮想

線源モデルを紐づけるため，仮想線源モデルを計算

する際に，方向放射線計測器のモデルを計算に組

込み，計測値とプロファイルの対応関係を求める。本

研究では，建物周りの地上 1m 高さで方向放射線を

計測することとしたため，計測器モデルは地上 1m に

設定した。尚，本研究で用いたコリメータを併用した

方向放射線計測器の特性が解析上の計測器モデル

と一致することを事前に確認している。 
 
2.2 周辺敷地の状態と線源モデルの算出 

γ線源としての建物周辺敷地の状態は，137Cs の平

面分布及び地中の鉛直分布で規定される。本論で

は被災地で典型的な土地の状態として，農地に代表

される地表に人工被覆の無い透水性の土壌の広が

る平地を対象とする。建物周辺のこうした平地の放射

能汚染と除染等による線源としての状態を表-2 の 3

つの状態に分類した。これら 3 つの状態に対応した

仮想線源モデル(プロファイル)を計算する。復興期の

解析に用いることを意図して地中の線源状態は事故

後 5～20 年の時期を想定している。表-2に示す一様

な線源モデル A：全面線源(除染前)モデル，モデル

B： 全面線源(除染後)モデルはそれぞれ，建物前方

の線源領域が均質に全て未除染，均質に除染済み

の線源状態を想定しており，境界前方に畑など未舗

装の土地が広がる状態が該当する。未除染モデル A

の 137Cs の地中分布は，発災後 5～10 年の状態を想

定し，ICRU3）による地中放射能の指数関数分布(式

1)を用いてβ=10 g/cm2とした。除染後のモデル B は，

モデル A の状態から表土を 5 cm 剥ぎ取った後に覆

土がなされた状態とし，0-5 cm の放射能濃度を 0 

Bq/m3 とした。モデル A,B を組み合わせた遠方線源

モデル(モデル C)は建物近傍のみが除染され,遠方

が除染されていない線源状態を想定している。 
 A(t) = A0 ∙ exp (𝑡𝑡 𝛽𝛽⁄ )  式 1  

A0 : 地表面の 137Cs 濃度[Bq/m3] 
A(t) : 地中深さ t[g/cm2]の 137Cs 濃度[Bq/m3] 
Β : 137Cs の浸透度合[g/cm2] 
  (事故後 0-1 年: 1, 1-5 年:3, 5-20 年: 10) 
 

2.3 仮想線源モデルの計算結果及び考察 

表-3 にモデル A,B,C について，仮想境界面と直

交する鉛直断面内のγ線の強度分布を示す。尚，

数値は最も地上に近い面Aにおける直射線を含む

エネルギー帯(0.65-0.75 MeV)の最大値にて基準

化している。表-3は紙面の都合にて，面 a, b, c, d, 
e, g, i, k の 8 面について示した。表-3各面のプロ

ファイルに示す黒実線は 0.65-0.75 MeV のγ線で，
137Cs からの直射が殆ど拡散せずにエネルギーを維 

  
図-4 仮想線源モデルの計算体系 

k

f

g

a
b
c
d
e
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0m

200m 200mW

方向放射線
計測器モデル

仮想線源面

線源領域

表-2 想定される周辺敷地の状態 

 
モデル A 

全面線源(除染前) 

モデル B 

全面線源(除染後) 

モデル C 

遠方線源 

放射能 

の地中

分布  

  

Profile A 

 

＋ 

 

Profile B 

線源 

設定 
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持して当該面に到達したものを示す。一定の拡散を

経た 0.35-0.65 MeV 帯のγ線を大きい順に緑，青，

赤の実線，更に拡散した 0.05-0.35 MeV 帯のγ線を

大きい順に緑，青，赤の破線で示す。発災後 5～10

年の除染前モデルAでは，放射能が地表面に広く存

在するため，拡散せずに到達する黒実線の 0.65-

0.75 MeV 帯が卓越する。全面除染(表土 5cm の剥取

りと覆土)を行ったモデル B では拡散成分が卓越する。

モデル A の線源面は点線源が地表面に多く分布し

た状態で，地表面からのγ線は地面からの射出角に

よらず強度が変わらない等強度面(等光度面に相当)

で，仮想線源面では角度90°方向が卓越すると考え

られる。一方，モデル B は地中 5 ㎝以深から地表に

到達するγ線が射出角に応じて減弱されることで，地

表面が均等拡散面的な状態と考えられ，仮想線源面

では斜め上向き 60°付近に強い指向性を示した。拡

散線には特徴的な指向性は認められない。破線で示

す弱いエネルギーの拡散線には下向成分が多く含

まれ，空気中での拡散による寄与と考えられる。建物

近傍のみ除染したモデル C では，遠方からの直射成

分が強い方向性を示す結果となった。 
 
3. まとめ 

本報では，原発事故に由来する放射能汚染によって

被災地の鉛直面内に生じるγ線の方向特性を解析

より求め，建築空間内の実用的なシミュレーションの

境界条件に利用する方法をしついて示した。これを

仮想線源モデルと称し，３種の汚染状況に応じたモ

デルを例示した。次報でこれらを用いた解析例につ

いて報告する。 
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表-3 仮想線源モデルのγ線強度分布 

面 モデル A モデル B モデル C 

K 
 

50-

100m 
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30-40 

m 

 

G 
 

10-20 

m 

 

E 
 

4-5m 

 

D 
 

3-4m 

 

C 
 

2-3m 

 

B 
 

1-2m 

 

A 
 

0-1m 

 

凡例 [Mev] 
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原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関する研究(その 5) 

木造建築を対象としたγ線空間線量率分布の解析 

○中島主策（東北大学），小林 光（東北大学），遠藤聡人（東北大学），山守 諒（竹中工務店）， 
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野﨑淳夫（東北文化学園大学），吉野 博（東北大学） 
 

 Study on Prediction Method of Radiation Dose Rate in Building Space  

after Nuclear Power Plant Accident：Part 5 

Analysis of γ-ray space dose rate distribution inside wooden buildings. 
 

Nakajima Shusaku (Tohoku Univ.), Kobayashi Hikaru (Tohoku Univ.), Endo Akito (Tohoku Univ.), 

Yamamori ryo (Takenaka Corporation), Huruta Takuya (Japan Atomic Energy Agency),  

Nozaki Atsuo (Tohoku Bunka Gakuen Univ.), Yoshino Hiroshi (Tohoku Univ.) 
 

キーワード：原発事故，放射線解析，γ線空間線量率分布 

 

はじめに 

前報では主要な汚染源であるセシウムによる建築

空間内のγ線空間線量率分布の解析方法に関して、

現地の情報を実用的に解析に反映する仮想線源モ

デルを提案し、これを用いた解析手法について報

告した。本稿では木造建築(図 1)を対象として仮想

線源モデルを用いた予測手法の検証を目的に、木

造平屋建築の空間線量率を、実測調査と本手法を

用いた解析から求め、その結果を比較する。 

 

1．現地実測調査 

福島県T町の木造平屋建築を対象に測定を行っ

た。本建物の立地条件を図 2 に示す。建物室内の

空間線量率分布及び建物周囲の東西南北 4 方向の

方向線量、建物周囲 1m 内の表面汚染密度を測定

した。室内空間線量率分布の測定には NaI ｼﾝﾁﾚｰ

ｼｮﾝｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ(日立ｱﾛｶ TCS-172B)を 3 台使用し、

室内平面方向 108 点、高さ方向 6 点 (床上

0.3,0.5,0.95,1.35,1.75,2.15[m])の計 648 点を計測

した。図 3 に床上 0.95m 高さの測定結果を示す。

図中の点は測定点を示す。また、表 2 に上下分布

を示す。測定値は南東側の空間線量率が高い傾向

を示す。また、床上高さが高いほど値が大きくな

る傾向にある。なお、3 台の計測器は比較校正し

たが校正が十分ではない可能性がある。各面の方

向線量率は図 5 のように方向放射線測定器 2)を地

上 1m 高さに設置して測定した。方向線量測定に

はγ線ｽﾍﾟｸﾄﾛﾒｰﾀ(EMF211)と遮蔽体で構成した

方向線量測定器を用い、表面汚染密度測定には

GM 管式ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ(日立ｱﾛｶ TGS-146B)を用いた。 

 

2．仮想線源モデルを用いた予測解析 

本解析は仮想線源モデルを用い、放射線解析コ

ード PHITS1）によって実施した。解析体系を図 4

 
 

図-1 対象建物 図-２ 対象建物立地条件 

 

図-3 実測による木造建築室内空間線量率分布

(FL+0.95m) 

 

図-4 解析体系 
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に示す。建物モデルの周囲に仮想線源モデルを 4

面設定し、建物モデルより 1m 離れた位置に設定

した。また、仮想線源内側の建物近傍の地表面と

建物に沈着した線源は設定していない。建物モデ

ルは建物図面をもとに設定した(図 6)。建物モデル

は BIM ツール(Autodesk 社,Revit)のアドインプ

ログラムとして本研究にて開発した RevitPhits
注）によって作成した。表 1 に各仮想線源の設定を

示す。使用するモデルは各方位の立地条件(図 2)

を踏まえて選定した。東面を遠方線源モデルとし

たのは除染された区域の先に未除染の屋敷林があ

るためであり、その他の面を全面線源(除染後)モ

デルとしたのは各面前方に除染後の土壌面が広が

るためである(図 7,8)。解析結果を図 9、表 2 に示

す。解析結果にはバックグラウンドの線量率とし

て 0.04μSv/ｈを加えた。実測値(図 3)と比べ解析

値は全体に低い値となった。建物近傍の線源を適

切に与える必要があると考えられる。 

 

3．実測値と解析値の比較による検証 

提案した解析手法を検証するため、空間線量分布の

解析結果と実測を比較した(表 2)。なお、表 2 では分

布の傾向を比較するために解析のスケールを実測の

80％としている。解析は現地調査をもとに各方位に

異なる線源条件を設定したことで、南東側で線量率

が高い状況を再現した。また、仮想線源モデルでγ

線の角度分布を与えたことで下方より上方の線量率

が高くなる状況を再現した。 
 

4.結論 

仮想線源モデルにより、空間線量率分布の傾向

の再現が可能になったが、解析値は実測値より全

体的に数値が低くなった。これは解析では解析領

域内に沈着した放射線源を考慮していないことが

一因だと考えられる。相対的な傾向は再現してい

ることから、領域内の線源を考慮するとともに仮

想線源モデルの改善を行うことで精度は向上する

と考えられる。 
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図-5 方向線量測定 2) 図-6 建物モデル 
 

表- 1 各方位の線源設定 

 使用線源モデル 方向線量[µSv/h・ｓｒ] 

東面線源 モデルＣ_遠方線源 0.043 

西面線源 モデルＢ_全面線源(除染後)  0.033 

南面線源 モデルＢ_全面線源(除染後)  0.030 

北面線源 モデルＢ_全面線源(除染後)  0.018 

  

図-7 遠方線源を適用

した東面 

図-8 全面線源を適用

した南面 
 

 
図-9 解析による木造建築空間線量率分布 

 

表-2 空間線量分布の実測値と解析値 
 実測値 解析値 

上下分布 

(右が 

北方向) 

 
スケール[μ

Sv/h]   

備考 ・①，②，③は 3台の計測器の別を示す。 ・実測と分布の傾向を比較するため解析
のスケールを実測の 80％としている。 
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 原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関する研究(その 6) 

建築空間内γ線空間線量率分布の実測による詳細調査 

○遠藤 聡人（東北大学），小林光（東北大学），中島主策（東北大学）， 

一條祐介（東北文化学園大学），野崎淳夫（東北文化学園大学），吉野博（東北大学） 
 

Study on Prediction Method of Radiation Dose Rate in Building Space after Nuclear Power 

Plant Accident: Part 6-Detailed Surveys of Gamma-ray Air Dose Rate Distribution inside the 

Buildings 
 

Endo Akito (Tohoku University), Kobayashi Hikaru (Tohoku University),  

Nakajima Syusaku (Tohoku University), Ichijo Yusuke (Tohoku Bunka Gakuen University), 

Nozaki Atsuo (Tohoku Bunka Gakuen University), Yoshino Hiroshi (Tohoku University) 
 

キーワード：原発事故，実測調査，γ線空間線量率分布 
   

はじめに 

筆者らは建築環境工学の視点で、原発事故被災

地の放射能が建築空間に与える影響を明らかにす

るとともに、建物内部の放射線空間線量率を予測

する手法を確立することを目的に研究を行ってい

る。前 2 報では空間線量率予測手法に関して報告

したが、実際に屋内に形成されている線量率分布

を調査し、解析結果と比較可能な詳細データを得

ることは極めて重要である。本報では避難指示解

除区域に属する福島県 T 町の、木造と RC 造の既

存建物を対象として実施した空間線量率分布調査

結果、及びγ線エネルギースペクトル測定結果に

ついて報告する。 

 

1. γ線空間線量率分布詳細測定 

1.1 実測概要 

建物周辺に沈着した放射性物質が、建築内の放

射線空間線量率の分布に与える影響を調査した。

表-1に示す2棟の既存建物を対象に屋内外γ線空

間線量率分布の多点測定を実施した。γ線空間線

量率測定には、NaI シンチレーションサーベイメ

ータ(日立アロカ TCS-172B)を用いた。時定数は

10 秒、測定点あたりの測定時間は 30 秒とした。 

1.2 実測結果 

(1) 建物 S 

 建物中央付近断面のγ線空間線量率分布を図-1

に示す。屋内外ともに除染済であり、高線量を示

す箇所はみられなかった。γ線空間線量率は屋内

外で連続的に変化し、外壁による遮蔽効果は分布

として明瞭に現れない。また、東面と天井へ近づ

くにつれ、線量率が上昇する傾向を示した。これ

は敷地東側に位置する未除染土壌、すなわち遠方

に存在する線源によるものと考えられる。 

(2) 建物 T 

建物 T の実測結果を図-2に示す。建物北側には

高線量を示す植栽及び舗装面が存在し、測定値は

0.31～0.96µSv/h に分布していた。南側の測定値

表-1 調査対象建物 

(1)建物 S：木造平屋 

測定日：2018/05/31,07/11 

測定点(建屋内 3 次元測定) 

平面 108 点×高さ方向 6 点 

         ＝648 点 

910 ㎜間隔で測定 

屋外建物周囲も測定 

 

(2)建物 T：RC 造 3 階 

測定日：2018/11/01,12/12 

測定点(断面内 2 次元分布) 

断面 11 点×高さ方向 6 点 

×3 階=198 点 

東西に長い平面形状 

代表鉛直断面(南北)内で 

屋外含め 1m 間隔で測定 

 

 

     図-1 建物 S 

屋外 0.25～0.36µSv/h 

屋内 0.25～0.34µSv/h 

東 

(北側玄関) 

(南側) 

西 

0.0µSv/h   0.7µSv/h 
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は 0.16～0.32µSv/h を示した。屋内では、居室

内で一様な分布を示し、建物 Sよりも低い 0.10

～0.13µSv/h の測定値を示した。1 階～3 階廊下

の北側腰壁以上の高さにおける測定点で、開口

部のガラス面に接近するにつれて、線量率が上

昇する特徴的な分布を示した。これは RC 壁

(180mm)が有する遮蔽性能と窓ガラス面の持

つ遮蔽性能の差により、地表面から飛来するγ

線のうち RC 壁に入射したものは遮蔽され、開

口部からは屋内に透過したためであると考えら

れる。 

 

2．エネルギースペクトル測定 

2.1 測定概要 

 人工核種(主に 134Cs,137Cs)によるγ線が外壁

越しに屋内空間に及ぼす影響を把握するため、

建物Sと建物Tにおいて外壁を挟んで屋外屋内

それぞれの地上 1ｍ高さにて、γ線エネルギー

スペクトル測定を行った。測定には、ガンマ線

スペクトロメータ EMF211 を用いた。 

2.2 測定結果 

測定結果を図-3 に示す。矢印は、137Cs によ

る γ 線(0.662MeV)及び 134Cs による γ 線

(0.796MeV)を示す。両建物屋外において、

0.662MeV と 0.796MeV にピークが見られ、
134Cs,137Cs が存在していることがわかる。木造

である建物Sのエネルギースペクトルには屋内

外で絶対値・プロファイル共に大きな差がみら

れない。しかし、RC 造の建物 T では、屋内で

絶対値が大幅に減少するとともにプロファイル

も大きく異なる。これは、木造外壁による遮蔽

性能は低い一方、RC 造の壁が遮蔽性能を有し

ていることによると考えられる。 

2.3 S/U比 

 スペクトル測定結果から直接成分 (U：

Uncollided)と拡散成分(S:Scattered)の比を求め

た。両成分の区分は吉田らの方法 1)に倣った。図

-4に結果を示す。棒グラフは全エネルギー帯のフ

ラックス総数、折れ線は S/U 比を示す。周囲が除

染済である建物 S では、屋内外ともに拡散成分が

支配的であった。また、RC 造に関しては、屋内

外の差が大きく、直接成分が支配的な屋外に比べ、

屋内では S/U 比が大きく減少し、直接線が遮蔽、

拡散されたと考えられる。 

3．まとめ 

 本報では、原発事故被災地である福島県 T町の

木造及び RC 造の建物内外に生じているγ線空間

線量率分布の詳細調査結果、及びγ線エネルギー

スペクトル測定結果を報告すると共に、木造と

RC 造の遮蔽性能の差異を分析的に考察した。 
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図-2 建物 T 

   

図-3 測定結果(左：建物 S、右：建物 T) 

 
図-4 S/U 比 

居室             廊下 

 

居室             廊下 

北側  
0.31～0.96µSv/h 
 
南側  
0.16～0.32µSv/h 
 
屋内(居室) 
0.10～0.13µSv/h 
 
屋内(廊下) 
0.13～0.32µSv/h 
 

0.0µSv/h     0.7µSv/h 

居室             廊下 

 

北 南 

0.662MeV 

0.662MeV 

0.796MeV 
0.796MeV 
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地中熱ヒートポンプ空調システムのエネルギー消費効率に関する研究

－　実大試験家屋を対象とした暖冷房実験と戸建住宅への導入事例における長期実測　－

○松田芳輝 （秋田県立大学）， 長谷川兼一 （秋田県立大学），

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学）

キーワード：地中熱，戸建住宅，実測，実験

Study for Energy Saving Efficiency of Grand Source Heat Pump System
 Experiment for Space Heating and Cooling in Full-scale Test House

And Long-Term Measurement in a Detached House
Matsuda Yoshiki (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University),
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)

1.　はじめに

　近年，再生可能エネルギーの利用が促進される

中，住宅においても地中熱を用いたヒートポンプ

空調システム ( 以降，GSHP) を導入する事例が

増えている。

　本研究グループで実施した調査研究 1) では，

GSHP を導入した戸建住宅の年間の暖冷房エネ

ルギー消費量は統計値より少ないものの，エネル

ギー消費効率については定格値を下回る結果と

なった。

　昨年度，本学本荘キャンパス内にある秋田スギ

実験棟 ( 以降，実大試験家屋 ) に GSHP を導入

する機会を得た。本研究では，GSHP の送水温

度や放熱器の稼働台数を変更するなど，運転方法

を変化させる暖冷房実験を行い，既往研究におい

てエネルギー消費効率が定格値を下回った原因を

探るとともに，GSHP の最適な運転方法を検討

する。

2.　実験環境の概要

　図 - 1 に実大試験家屋の一階平面図と測定点を

示す。

2.1　実大試験家屋の概要

 表 - 1 に実大試験家屋の概要を示す。試験家屋

の一階は，比較対照実験を可能とするため，規模

や断熱・気密性能を同一仕様とした試験室二室

( 西側 A 室，東側 B 室 ) と，玄関ホール，機械室

から構成されている。試験室二室は，両室ともに

第一種換気方式を採用している。北側壁面にヒー

トポンプ式エアコンと GSHP の放熱器 ( 以降，

FCU：写真 - 2) が設置されており，機械室には

GSHP 本体 ( 写真 - 1) が設置されている。実験

期間中は各室の入口ドアは閉鎖し，南北面の窓に

はカーテンなどの日射遮蔽物は施されていない。

各試験室の断熱性能は，平成 25 年に改正された

基準である外皮平均熱貫流率UA 値で 0.41W/(m2・

K) となり，対象家屋が位置する 4 地域の基準値

0.75W/(m2・K) を満たしている。各試験室の気

密性能を表す相当隙間面積 (C 値 ) は，複数の計

測値を平均すると 1.64cm2/m2 である。

図 - 1 実大試験家屋の平面図と測定点

写真 - 1 GSHP 本体 写真 - 2 FCU

B-2
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2.2　GSHP の概要

　GSHP は地中から熱を汲み上げ，空調の熱源と

して利用する空調システムである ( 図 - 2)。地中

は 10m 以深では年間を通して温度が安定すると

いわれており，この熱源を利用することで空調設

備を高効率で稼働させることが可能となる。地中

から採放熱するために地下約 100m 地点まで熱伝

導性のある U 字状のチューブを埋設し，そこに

不凍液 ( ブライン ) を循環させることによって熱

エネルギーを得る。エネルギー消費効率の評価指

標には COP が主に用いられる。COP とは，空調

設備のエネルギー消費効率を表す指標で，暖冷房

出力 ( 以降，二次側出力注 1)) をヒートポンプ消費

電力で除した値である。GSHP に循環する不凍液

は，地中熱の採熱側 ( 一次側 ) にエチレングリコー

ル，室内の暖冷房側 ( 二次側 ) にプロピレングリ

コールを希釈したものを用いている。

3.　実験概要

3.1　暖冷房実験概要

　表 - 2 に暖冷房実験の実験条件を示す。冬季

の暖房実験では送水温度を 35 ～ 60℃の範囲を

5℃間隔で変更して運転する。さらに，放熱器

の FCU を 1 台稼働する場合と 2 台稼働する場合

に分けて運転し，得られたエネルギー消費効率

COP を評価する。FCU を 1 室に 1 台だけ稼働さ

せる実験条件の場合はもう一方の試験室でエアコ

ンによる暖房をすることでエアコンの消費電力と

比較をできるようにしている。冷房実験も暖房実

験と同様に放熱器の FCU を 1 台稼働する場合と

2 台稼働する場合に分けて運転し，常時内部発熱

600W( 電気ヒーターにて加熱 ) の状況下で送水温

度 7℃と 14℃の場合に分けて実施した。

3.2　実験結果

　図 - 3に暖房実験における COP と負荷率注 2) の

関係，図 - 4 に冷房実験における COP と負荷率

の関係を示す。図 - 3，4 より，暖房では送水温

度が低いほど COP が高く，冷房の場合は送水温

度が高いほど COP が高い傾向が見られた。また，

放熱器の台数が多いほど負荷率が上がり，暖房の

場合は送水温度が 35 ～ 40℃までは COP の変化

はなく，45℃以上の送水になると負荷率の上昇と

ともに COP はやや減少している。冷房の場合，

COP は負荷率の上昇とともにやや上昇傾向が見

られた。

図 - 2  GSHP の原理 ( 左：暖房，右：冷房 )　

図 - 3 暖房実験の COP と負荷率注 2）の関係 　

表 - 1 実大試験家屋の概要 　

表 - 2 暖冷房実験概要
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4.　GSHP を備えた戸建住宅の長期実測

4.1　住宅概要

　表 - 3に長期実測の対象住宅の概要を示し，図

- 5 に平面図と空調機の位置関係を示す。暖房は

主に温水パネルで行い，冷房は FCU を使用して

いる。温水パネルは各部屋に取り付けられてお

り，温水パネルに付属しているバルブを回すこと

によってパネル内の流量を調整し，室温を調節す

ることができる。

4.2　GSHP のエネルギー消費量

　図 - 6 に 2017 年と 2018 年の対象住宅と秋田

県の一般住宅における統計値 2）による床面積 3）

当たりのエネルギー消費量 ( 二次換算 ) の比較を

示す。対象住宅における 2017 年と 2018 年の消

費量に大きな差は見られない。対象住宅の消費量

は全体で統計値の 0.62 倍，空調のみで 0.40 倍程

度となっており，GSHP による省エネルギー効果

が見て取れる。

4.3　夏季における運転状況

　図 - 7に 2018 年の冷房期における COP と HP
消費電力の変動を示す。対象住宅の GSHP にお

ける定格冷房 COP は 3.2 であるが，2017~2018
年度の冷房期の COP は 2.3~3.6 程度となってお

り，定格値に近い状態で運転をしている。

4.4　冬季における運転状況

　図 - 8 に暖房期における COP と HP 消費電力

の変動を示す。対象住宅の GSHP における定格

暖房 COP は 3.7 であるが，11 月下旬頃から定格

を下回る運転をしており，運転方法の改善の余地

が見られた。暖冷房実験結果より，COP の変動

には送水温度設定が大きく関わることがわかっ

たため，2017 年度の暖房期における二次側送水

温度と COP の変動に着目した ( 図 - 9)。図より，

11 月末頃から居住者が送水温度設定を高く変更

したことが推測でき，それとともに COP が定格

暖房 COP3.7 を下回る様子が確認された。

4.5　暖房期の COP と負荷率の関係

　図 - 10は，2017 年度の暖房期における居住者

によって送水温度が変更されたと思われる 3 つ

の期間ごとに COP を分類し，負荷率との関係を

示したものである。図より，送水温度を高くする

と負荷率は上がるものの，送水温度が低い時と比

べ COP が向上しにくい傾向が読み取れる。また，

実験結果と比較的近い傾向が得られている。

図 - 4 冷房実験の COP と負荷率注 2）の関係　

図 - 5 対象住宅の平面図　

表 - 3 対象住宅の概要 　

図 - 6 エネルギー消費量の比較　
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5.　まとめ

　長期実測を行った住宅において冷房期は比較的

定格に近い運転をしており，暖房期は定格を下回

る運転をしていた。COP の変動には負荷率や送

水温度が大きく関係しており，冷房の場合は送水

温度が高いほど，暖房は低いほど定格 COP を満

たしやすいことが実験で確認された。さらに，放

熱器の台数が増加するほど負荷率が高くなる傾向

が実験で確認できたため，実測住宅において負荷

率をこれまで以上に上昇させることができれば，

COP がさらに向上することが期待される。今後

は，実験により得られた成果を実測住宅に適用し，

GSHP のより効果的な運用方法に資する知見を蓄

積する。
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注釈

1)　二次側出力を次の式で算出した。　　Q2=|T2in － T2out|∙Vb2∙cb2∙ρb2

　T2in：二次側往温度 [℃]　T2out：二次側還温度 [℃]　
　Vb2：二次側流量 [L/min]　cb2：不凍液の比熱 [kJ/kg・K]　
　ρb2：不凍液の密度 [kg/L]　Q2：二次側出力 [kW]  
2)　負荷率を次の式で算出した。                         
　Q2：二次側出力 [kW]   Q：定格暖冷房出力 [kW]　η：負荷率 [％ ]　 

η ＝ Q2/Q∙  100  

図 - 7 2018 年度冷房期の COP と
　　　  ヒートポンプ消費電力の変動

　　　

図 - 8 2017 年度暖房期の COP と
　　　  ヒートポンプ消費電力の変動

　

図 - 9 2017 年度暖房期の COP と
　暖房側送水温度の変動

図 - 10 2017 年度暖房期の COP と負荷率の関係
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乳幼児と高齢者の体温調節反応の特性に関する文献調査

-主として暑熱環境と寒冷環境について -

○小林集地 （秋田県立大学）， 長谷川兼一 （秋田県立大学），

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学）

キーワード：乳幼児　高齢者　体温調節　文献調査

Review for Characteristic of Thermoregulation between Infants and Elderly person
About Exposure to Environment of Heat and Cold

Kobayasi Shuji (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University),
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)

1． はじめに

　一般に， 体が未発達な乳幼児や， 加齢に伴い身

体機能が衰えていく高齢者は一般成人より体温調節

機能が劣るとされている 1)2)。 乳幼児は暑熱環境にお

いてうつ熱を起こし高温障害に陥りやすいことが知ら

れ 1), 高齢者は環境温度の変化により身体に負荷が

かかり心疾患や脳血管疾患などの循環器系の疾患

に陥りやすい 3)。 一方， 室内の環境調整は， 成人

の健常者を想定して行う場合が多い。 質の高いユニ

バーサルな環境を実現させるには幅広い層を対象と

する必要があり， 年齢や性別による体温調節の違い

を明らかにすることが重要となる。 本研究では， 子供

の中でも特に身体的成長が著しい乳幼児と， 老化に

よる身体変化が生じる高齢者を対象に， 体温調節反

応に関する文献調査により整理した知見を報告する。

2．文献調査概要　

 表 -1 に既往の研究論文や関連文献を整理し， 乳

幼児と高齢者の体温調節反応の特性を示す。

3． 文献調査の結果

3.1 体温調節のメカニズム

　体温調節は温度受容から効果器の作動まで多岐

にわたる反応により構成されている。 血管反応によ

り身体深部から放熱器の役割を担う皮膚表面への熱

移動が制御され 4)， 皮膚温は血管反応の結果を表し

ている 5)。 発汗は暑熱環境下で重要となり， 特に外

部温が皮膚温より高い場合，唯一の放熱手段となる 4)。

寒冷環境下で体温低下を防ぐ手段として， 産熱量増

加 ( 代謝， ふるえ ) がある 4)5)。 これらの体温調節機

能は重要な臓器が集中する身体深部の温度が一定

に保たれるように働いており 4)， 深部体温が体温調

節反応の結果を表しているといえる。 深部体温の指

標としては直腸温や鼓膜温などがある。

3.2　乳幼児の場合　

　暑熱環境において直腸温が上昇する 6)7)， 低下す

る 8)9)10) としたものがあり結果が一致していないが，

双方とも乳幼児の方が成人より， その変動の幅が大

きいとする報告がある。 これは深部体温を一定に保

つという観点から， 体温調節機能が良好に作動して

いない点が推察される。 血管反応は成人より敏感も

しくは， 同等とする報告が多く， 乳幼児は血管拡張

する能力を十分に有していることが考えられる。 乳幼

児の発汗量は成人より多い 10) と知られているが， 多

くの研究でこれを支持する結果が報告されている。 し

かし， 季節による変動が小さく 8）， 暑熱負荷を変え

ても発汗量が変わらない 6) 点などから， 体温調節の

観点で発汗機能が十分に発達しておらず， 血管拡

張反応への依存が高いとの報告 8)11)12) が多い。 乳幼

児は発汗過多により無効発汗が生じやすいこと 6) が

報告されており， 発汗を水分損失と考えると， 体液

量に対して水分損失が大きくなるため， 脱水症状に

陥りやすい状態にある 1)6)。

　寒冷環境において， 少年の体温保持能力は成人

より勝るとも劣らないとする報告 13)14) がある。 一方で，

少年の対寒反応が劣り， 体温が低下しやすいとの報

告 15)16) がある。 しかし， 乳幼児に関しての報告は少

ないため， 今後は関連の情報や知見を収集していく

必要がある。

　乳幼児は体重の割に表面積が多いことから， 少な

くとも成人より暑熱， 寒冷問わず体外の環境に影響

を受けやすいと考えられる。 深部体温を保つために

は， それを補うために敏感に体温調節反応が生じる

必要があり， 乳幼児の身体に負荷のかからない温

度範囲はおのずと小さくなる。 よって， 室内で生じる

温度差においても成人より大きな身体負荷がかかる

ことが容易に予想される。 一方で， 能動汗腺の数が

乳幼児期の生活環境に左右される 10) ことや， 近年，

35℃ 台の体温を示す児童が増えてきたことが， 快適

な人工環境に長時間されられたことに由来する可能

性 17) が指摘されている。体の成長に照らし合わせて，

長期的な視点で見ると， 単に幼児にとって負荷の少

ない環境が必ずしも良いとは言えない可能性もある。
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3.3　高齢者の場合

　高齢者の深部体温は暑熱， 寒冷環境ともに成人よ

り影響を受けやすい傾向がみられる。 血管反応に関

しては暑熱 ・ 寒冷環境ともに鈍る傾向にある 18)。 発

汗に関しては発汗量が低下する傾向にあり， 汗腺の

機能低下により分泌量が低下することに由来する 19)

とされている。 産熱量の増加に関してはデータが少

なく， 結果が一致していない。 一般に， 高齢者は温

度受容能力， 神経伝導速度， 効果器の応答速度な

どの低下が知られている 20)。 温度受容から体温調節

反応までの過程で時間を有し， 血管拡張， 縮小や

発汗の出現， 停止に遅延を確認している 18)20)21)。 こ

れらの遅延は， 暑熱環境から冷房された室内に移動

した際に， 過剰放熱による偶発的低体温症を誘発す

るなど， 生命を脅かすほどの深部体温の変化をもた

らす。 血管収縮は血圧の増加を生じさせるが， 高齢

者はその増加量が大きいため 2) 身体に大きな負荷が

かかり， 心筋梗塞などを引き起こす。 一方で， 老化

には大きな個人差が認められ， 私生活で使用されな

い機能は著しく低下すること 2) が知られている。 高齢

者の老化の進行を抑制するためにも， 多少なりとも

体温調節機能への刺激が必要といえる。

4． まとめ　

 乳幼児と高齢者ともに深部体温が変動しやすい可

能性が示唆され， 深部体温を保つことができた場合

でも， その過程において成人より身体的な負荷がか

かると考えられる。 よって， 室内環境を調整する際に

は， 一層の配慮が必要であり， 乳幼児の体温調節

機能の発育を阻害せず， 高齢者の老化の悪循環を

抑制することを考慮する必要がある。
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表 -1    乳幼児と高齢者の体温調節反応
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寒冷暴露においての直腸温が母親は低下したが,幼児は上昇を示した9)

母親と乳幼児に平均皮膚温の有意差がなく，成人と同等の血管拡張能力を
有していると推察される4)

対暑反応としての血管拡張による皮膚血流の変化が幼児の方が敏感に働いた13)

暴露開始後，幼児の方が平均皮膚温の上昇が顕著であり，四肢部の皮膚温
上昇も早期に見られた6)

平均皮膚温上昇が顕著で開始15分で母親より有意に高くなり，暴露による
ヒートショックの影響がうかがえる5)

穏やかな寒冷暴露においての母親との平均皮膚温に有意な差は認められ
なかったが，心拍数が低下した9)

寒冷環境においての血管収縮反応が母親より遅れ，対寒反応の未熟さが
推察される13)

体表面積当たりの総発汗量が母親の2倍となるが，温度によらず一定である
ことから発汗過多がうかがえる4)

季節にによる発汗量の変化が少く，発汗の部位差が小さいことから季節順化
能力の低さがうかがえる6)

暑熱暴露において体表面積当たりの総発汗量が母親の2倍となり発汗調節が
十分に行われている5)

暑熱暴露においての体表面積当たりの総発汗量が成人の2倍であるが深部温の
上昇を招いた7)8)

発汗量が大きな値をしを示したのは，乳幼児の方が成人よりの汗腺密度が
高いためと考えられる1)4)

母親の直腸温は変化しなかったが乳幼児は暴露開始前より有意に上昇した4)

乳幼児の方が直腸温の上昇が急で暴露終了時点で母親より有意に高くなった4)

乳幼児の方が直腸温が急な上昇を示し，暴露開始後24分後からは母親と比べ
有意に高くなった5)

暑熱暴露下において直腸温低下7)8)

成人，幼児ともに直腸温が低下し，その低下の度合いは幼児で大きかった6)

20℃,24℃,28℃,32℃での暴露においてすべての条件で,代謝が母親より高かった13)

乳幼児の基礎代謝量は成人より高い 3)

ほとんどの研究で身体深部温の低下度の度合いが，高齢者で
大きいことが示された 2)

暑熱環境での皮膚血流量は高齢者が少ないという報告が多数あり，
成人と比べ血管拡張反応が小さい傾向がうかがえる 2)21)

血管拡張による皮膚温の上昇と血流量の増加が成人と
比べ遅れる 22)24)26)

特に四肢部の血流量の増加が遅く，増加度が少ない 27)

比較的緩やかな寒冷条件では高齢者の抹消部皮膚血流量の
減少が少なく , 皮膚温の低下も小さい 2)

著しい寒冷条件では抹消部に成人との差はないが身体深部に近い
部分の 皮膚温低下が著しい傾向 2)22)

Hellon22) と Lindo23) など発汗の出現が成人より遅延する報告が
比較的多いが ,Sagawa24) など差異がないとするものもある

寒冷暴露における , 産熱量増加は成人と比べて遅れ , 増加が少ない
傾向にあるが 22), 逆に成人より早く増加が大きいという報告もある 25)

基礎代謝量が成人より低い 20)

暑熱暴露における研究結果の不一致は暑熱負荷の条件の差や
 測定箇所 ( 鼓膜温 , 食道温 ) の違いなどによると推察できる 2)

身体深部温については成人と高齢者に差を認めていない報告と ,
 高齢者の上昇が有意に大きいという報告がほぼ同数ある 2)

発汗率 ( g /㎡ / h r ) は高齢者で成人より減少する傾向がみられる 22)

発汗量の低下は四肢部に顕著にみられる 23)24)

発汗率の減少は能動汗腺の減少ではなく , 汗腺当たりの汗量の
 低下によるとの報告が多い 23)
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1．はじめに

　近年， 地球環境問題に対する関心の高まりととも

に， 住宅性能は向上し， 居住環境も大きく変化し

ていることが推察される。 これまで 1982 年から 10
年毎に東北地方都市部の住宅を対象に， 熱環境

からみた冬期の居住性能に関するアンケート調査

と液晶温度計を用いた室温調査が実施されてきた
1) が， 2012 年の調査では震災の影響を受け， 十

分な知見を得ることができなかった。 そこで， それ

以前の居住性能に関する動向とともに， 現状を明

らかにするため， 過去と同様の調査を 2018 年冬

期に実施した。 なお， 温熱環境と， その温熱環

境の形成に寄与する要素としてのシェルター性能，

設備， 住まい方， エネルギー消費量および居住

者特性を 「熱環境からみた居住性能」 とする。

　本研究では， 東北地方の住宅に求められる環

境性能の将来像を示すための基礎的資料として，

居住性能の現状を 36 年間の推移とともに分析し，

地域特性を明らかにすることを目的とする。

2. 冬期の居住性能に関する調査概要

2.1 調査方法

　図 -1 に対象都市， 対象住戸数， 調査期間中の

平均外気温 2) を示す。 調査期間は 2018 年 2 月

2 日～ 8 日の一週間である。

　調査はインターネット調査により実施し，アンケー

ト調査と一部の住宅には室温の読み取りも依頼し

た。 調査対象住宅は過去の調査条件に基づいて

戸建住宅とし， ①灯油暖房を使用する， ②小学

校高学年と同居する， という条件に見合う住宅を

N = 61 (11)
[ 2.6 ]

N = 80 (12)
[ - 4.0 ]

N = 75 (9)
[ - 0.1 ]

N = 75 (10)
[ - 0.8 ]

N = 79 (12)
[ - 0.7 ]

N = 79 (12)
[ - 1.9 ]

N = 70 (12)
[ 1.6 ]

N = 68 (11)
[ 1.2 ]

N = ( ) 587
[ ]

表 - 1　エネルギー消費量の結果

図 - 1　対象都市と対象住戸数， 平均外気温

熱環境からみた冬期の居住性能に関する 36 年間の推移

 －　東北地方都市部における地域特性の分析　－

○増田早也花 （秋田県立大学）， 長谷川兼一 （秋田県立大学）， 

竹内仁哉 （秋田県立大学）， 松本真一 （秋田県立大学）

Transition of Winter Thermal Performance and Occupants’ Behavior
in Detached Houses for 36 Years

Analysis of Regional Characteristics in Tohoku City Area
Masuda Sayaka (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University),
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)

キーワード：熱環境， 戸建住宅， 居住性能， アンケート調査

優先的にインターネットユーザーの中から選定し

た。 なお， インターネット調査では標本の妥当性

が懸念されるが， 各都市の標本の年間収入と統計

値 3) を照合し， 適切なデータが得られていると判

断している。

2.2  調査内容

　アンケート調査内容を表 -1 に示す。 調査開始

時に液晶温度計を対象者に配布し， 調査期間中

の朝 （6 ～ 8 時） ・ 夜 （19 ～ 21 時） の居間と寝

室の温度を記録してもらうことで室温を把握した。
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図 - 2主なアンケ―ト調査結果の度数分布

3. 調査結果と過去の調査との比較

　アンケート調査結果の一部を図 -2 に示す。 ア

ンケート調査の回収率は 79.6%， 有効回答数は

587 世帯である。

3.1 温熱環境に関するアンケート調査結果

(1) 住宅規模

　全体の床面積の平均値は 131.3m2 であり， 16
年前から変化がない。 府中市は他の都市よりも

60~100m2 の割合が高いことがわかる。

(2) 断熱性能

　窓ガラスの種類は， 札幌市と東北地方北部の都

市では二枚サッシの割合が高く， 南部の都市にい

くほど割合が低くなっている。特に仙台市，山形市，

府中市では他の都市に比べて一枚ガラスの割合

が高いが， 16 年前と比較すると， 二枚ガラスの割

合が非常に高くなっているため， 全体的に断熱性

能の高い住宅が増加していると考えられる。

(3) 居間の暖房器具と暖房時間

　使用暖房器具は， 16 年前までは札幌市と東北

地方で主暖房器具であった FF 式石油ストーブと

石油ファンヒータの使用率が低下し， 電気エアコ

ンが上昇している。 特に， 札幌市ではこれまでと

同様にセントラル暖房の割合が高く， 東北地方で

は蓄熱暖房器を使用する住宅も見られる。

　暖房時間は， 札幌市， 青森市， 盛岡市， 秋田

市で終日または起床―就寝が多く， 仙台市， 福

島市， 府中市では朝， 夕食―就寝が多い。 札幌

市と東北地方では， 終日暖房の割合が 16 年前よ

りも高くなっているため， 全体的に暖房時間が増

加していると考えられる。

(4) エネルギー消費量

　図 -3 に過去 3 回の調査結果とともに各都市に

おける 1 世帯当たりの灯油消費量と， 2018 年調

査の各都市における各住宅の暖房エネルギー消

費量を示す。 なお， 暖房エネルギー消費量は二

次エネルギー消費量を算定した結果である。

　東北地方各都市における一冬の灯油暖房消費

量は 2002 年の調査までは年々増加傾向にある。

特に， 札幌市では暖房エネルギー消費量の削減

が実現されているが， 東北地方ではシェルター性

能が十分でない上に， 快適性を追求した結果，

灯油消費量が増加ていることが指摘されていた。

今回は， 東北地方においても減少幅が大きく， 断

熱性能の向上などが影響していると考えられる。

　一方， 暖房エネルギー消費量を住宅ごとに見る

と， ばらつきが非常に大きく， 一概に暖房エネル

ギー消費量が減少しているとはいえない。 ばらつ

きの原因を一つの要因で説明することは困難であ
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4. 居住性能に及ぼす影響要因

4.1 マルチレベルモデルによる分析概要

　暖房エネルギー消費量や室温に影響を及ぼす

要因を明らかにするため， 都市間と世帯間の効果

を考慮した分析が可能であるマルチレベルモデル

を適用して分析を行った。 暖房エネルギー消費量

と室温を目的変数とし， 説明変数にはそれぞれに

関連深いと考えられる変数を選択し， 階層線形モ

デルを用いてモデルを構築した。

4.2 Null モデルと最終モデルによる分析結果

　暖房エネルギー消費量の Null モデルと最終モ

デルを表 -2 に示す。 なお， Null モデルとは階

層線形モデルにおいて説明変数を投入しないモ

デルのことである。

　Null モデルより，階層性を表わすデザインイフェ

クトが基準の 2.0 を上回るため， 本調査のデータ

には階層性があると判断でき， マルチレベルモデ

ル適用の妥当性が示される。

　最終モデルの変量効果より， 切片と平均外気温

の共分散が有意で， かつ負の値であることから，

暖房エネルギー消費量の平均値が高い都市は，

平均外気温が暖房エネルギー消費量を予測する

程度が低いことがわかる。 固定効果より， 「蓄熱，

電気温水暖房」， 「空気の乾燥の程度」 等の 8 項

目が暖房エネルギー消費量に及ぼす世帯間の影

響要因であり， 「窓ガラス」 は都市間の影響要因

であることが明らかになった。 全体として， ばらつ

きの要因は世帯レベルで影響していることが多いと

いうことがわかる。

5. 居住性能に関する地域特性の分析

5.1 多重コレスポンデンス分析による分析概要

　東北地方の地域特性を明らかにするため， アン

ケート調査のうち 「シェルター性能」，「設備特性」，

「暖房形態」， 「室内環境」， 「居住者特性」 に該

当する代表的な 25 項目を因子とし， 多重コレスポ

ンデンス分析を行った。

5.2 分析結果による地域特性の考察

　「シェルター性能」 と， 各々を代表する因子を用

いた 「居住性能」 の分析結果を図 -5，6 に示す。

　図 -5 より， 中心に近い範囲が概ね類似している

ため， 地域性に関係なくシェルター性能は向上し，

多くの住宅が最低限の水準を満たしているというこ

とが推察される。

　図 -6 より， 東北地方の各都市においても札幌市

3.2　各都市における室温の調査結果

　図 -4 に各都市における朝の居間温度の平均値

±標準偏差， 最大 ・ 最小値を過去の調査結果と

ともに示す。

　朝の居間温度の全体の平均値は 17.1℃で， 36
年前の調査では 10.2℃， 26 年前は 14.0℃， 16
年前は 16.2℃であることから， 朝の居間温度は上

昇傾向にあるものの， 過去の調査結果ほど顕著で

はなく， 安定してきていることがわかる。 また， 標

準偏差は小さくなりつつあるが， 現在も住戸間の

ばらつきは見られ， ここには示していないが， 暖

房器具や暖房時間が影響していることを確認して

いる。

るが， 特に蓄熱暖房器や電気暖房器の暖房エネ

ルギー消費量が灯油暖房器よりも大きい傾向にあ

ることから， 暖房器具の種類が大きく関係している

と考えられる。 また， ここには示していないが， 床

面積や暖房時間も要因の一つであることを確認し

ている。
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6．まとめと今後の展望

　東北地方都市部の住宅を対象に居住性能に関

するアンケート調査を行い， 過去の調査結果と比

較するとともに， 統計分析を行った。 その結果，

居住性能の現状や東北地方における地域特性な

ど， 全体像を把握することができた。

　居住性能の都市間の差は小さくなったが， 依然

として世帯間のばらつきは大きい。 今後は， 水準

の低い住宅の居住性能を高めるために， 各地域

に応じた合理的な対策を提示していく必要がある。

に近い性能を示す住宅があり， 2002 年の調査よ

りも地域性は曖昧になっている。 東北地方の居住

性能は都市内のばらつきが大きく， 都市間の差は

小さいが，概ね以下のグループに分類できる。 ⅰ）

札幌市の居住性能と類似しているが， ばらつきの

大きい青森市， 盛岡市， 秋田市， ⅱ） ある程度

上記ⅰ） に近く水準の低い山形市， ⅲ） 府中市

に類似した仙台市， 福島市。 盛岡市と秋田市の

居住性能が札幌市に近づいているなど， 2002 年

の調査結果から地域特性は変化していることが確

認できる。
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戸建住宅の部分断熱改修が熱環境性能に及ぼす効果に関する研究

－　山形県鶴岡市内の事例を対象として　－

○羽染優 （秋田県立大学）， 長谷川兼一 （秋田県立大学），

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学）

キーワード：断熱改修，熱環境，事例調査

Evaluation of Indoor Thermal Environmental Performance 
Before and After Partially Thermal Insulation Retrofit in Detached Houses

Case Study of two houses located in Tsuruoka City

Hasome Masaru (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University),
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)

1.　はじめに

　住宅の省エネルギー性能向上に対する関心の高

まりや， 増加する空き家を有効活用するための対策

として， 住宅ストックの省エネルギー化が挙げられる。

断熱改修は， 住宅の省エネルギー対策のひとつで

あるが， 改修方法にはいくつか種類がある。 そのう

ち部分断熱改修は， 工期の短期化， 居住者負担の

軽減という利点が挙げられる。 少子高齢化 ・ 小家族

化により使用部屋数や生活範囲が限定されるとすれ

ば， 部分改修へのニーズは高まると予測され， 住宅

の断熱化の促進に期待される。 しかし， 部分断熱改

修後における， 非断熱部との温度差の拡大が懸念さ

れ， 現状では実施事例が少ないのが現状である。

　そこで本研究では， 山形県鶴岡市内の部分断熱

改修事例を対象とした実測調査と数値計算により，

環境性能に関する基礎的資料の構築を目指す。

2.　調査住宅概要と外皮性能評価

2.1　調査住宅の概要

　表 - 1 に調査住宅の概要を示す。 対象住宅は，

山形県鶴岡市にある在来軸組工法の戸建住宅であ

り， 2018 年に部分断熱改修工事が行われた。

(1)　SU 邸：図 - 1 に SU 邸の平面図， 改修範囲，

写真 - 1に外観を示す。 冬期の水廻りの凍結を理由

に， 居間を含めた生活空間を対象として部分改修を

行った。 SU 邸では， 居住者が生活しながらの改修

写真 - 1 SU 邸外観写真

写真 - 2 A 邸外観写真

1965 2018 2018
229.53 229.53 153.2 153.2

GW10K 50mm( )
HGW16K 100mm( )
HGW16K 100mm( )

Low-e Low-e

1.93
1.46

1.23
0.77

2.11
1.66

1.39
0.85

UA

SU ( )

+ 2 + 5

A ( )

+ 3

GW10K50mm HGW16K200mm( ) GW10K 50mm

GW10K 50mm HGW16K100mm
 40 ( )

HGW16K100mm
B340 ( )

表 - 1 調査住宅の概要 　

B-5
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では，SU 邸で 1.46[W/(m2K)] から 0.77[W/(m2K)]，
A 邸は 1.66[W/(m2K)] から 0.85[W/(m2K)] となり ,
基準値（0.75[W/(m2K)]）に近づくことが確認された。

3.　改修前における室内温熱環境実測

3.1　実測調査概要

　図 - 1, 図 - 2 に示す地点に測定器を設置し， 温

湿度と CO2 濃度を 20 分間隔で測定している。 また，

居住者に居間の熱環境に対する温冷感に関する申

告を依頼した。

3.2　時刻別温熱変動

　図 - 3 に 9/30 ～ 11/20 の中で最も気温の低い 1
週間における時刻別平均の温湿度を示す。

　図 - 3 より， SU 邸， A 邸共に， 明け方にかけて

居間温度が低下し， 朝方に上昇していることから，

暖房によって室温が保たれていると考えられる。

　SU 邸は， 朝晩に CO2 濃度が上昇しているため，

開放型の石油ファンヒータが使用されていたと考えら

れる。

工事が実施されたことが特徴である。 改修後は， 既

存の暖房設備を残しつつ， エアコンによる部分間歇

暖房を行っている。 換気設備には， 第 3 種換気が

設置された。

(2)　A 邸　図 - 2 に A 邸の平面図， 改修範囲， 写

真 - 2に外観を示す。 居間と水廻りの部分改修と共

に， 室内の床の高低差を解消するバリアフリー改修

も行った。 1 階における改修範囲が広いため， 居

住者は， 工事期間中に別の住まいで生活していた。

改修前は， 灯油 FF 式ヒータによる暖房が行われて

いたが， 改修工事により撤去され， エアコンが設置

された。

2.2　外皮平均熱貫流率 (UA 値 )　

　設計図書 1) に基づき， 改修前， 改修後 ( 全体，

改修部のみ ) の UA 値を算定する。

　改修前後を比較すると， SU 邸は 1.93[W/(m2K)]
から 1.23[W/(m2K)]， A 邸は 2.11[W/(m2K)] から

1.39[W/(m2K)] となり， 基準値には満たないものの，

外皮性能の向上が確認された。 また， 改修部のみ
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図 - 1 SU 邸改修前平面図および改修範囲 図 - 2 A 邸改修前平面図および改修範囲　

図 - 3 測定期間最寒週の時刻別平均温熱変動　 図 - 4 温度変動・温冷感に関する申告値（代表日）
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4.　温熱環境と暖房負荷に関する数値計算

4.1　計算概要

　部分断熱改修が温熱環境と暖房負荷に及ぼす

効果を検討するため，動的熱負荷計算ツール

TRNSYS183) を用いて，SU 邸における各室温度

と暖房負荷を算出する。

表 - 3 に数値計算モデルの断熱計画を考慮した計

算ケースを示す。改修前後のケースは，SU 邸に

おける事例調査に基づく。改善案は，生活の中心

である居間の更なる断熱改修を想定し，断熱性能

を高めている。

　表 - 4 に計算条件を示す。家族構成は，夫婦と

子供 2 人 ( いずれも勤め人 )，祖母の 5 人世帯とし，

気象条件は拡張アメダス気象データ 4) の山形県鶴

岡市 ( 標準年 ) を用いた。

　表 - 5 に在室スケジュールを示す。 暖冷房条件

として，暖冷房期間は生活スケジュール自動作

成プログラム SCHEDULE Ver.2.05) によって出力

表 - 3 数値計算モデルの断熱計画　

表 - 4 数値計算条件　

表 - 5 在室スケジュール　

5 2

229.53

20 26

HGW16K50mm( )
HGW16K100mm( )

Low-e   Low-e
  

HGW16K50mm( )

HGW16K100mm

HGW16K200mm

B3  40

HGW16K100mm

GW10K50mm HGW16K200mm

B3  40

表 - 2 改修前の実測調査による
　　　　温熱環境グレード評価結果 　

　A 邸は， 灯油 FF 式ヒータを使用しているため，

CO2 濃度の急激な上昇が見られない。

　居間は， 居間温度とグローブ温度の差は小さいが，

床上 0.1m との上下温度差は， 最大 3℃程度の差

が確認できる。 どちらの住宅も床下には断熱が施さ

れておらず， 今回の改修工事による床下断熱によっ

て改善が見込まれる。

3.3　温度変動と温冷感に関する申告　

　図 - 4 に代表日における温度変動と温冷感に関す

る申告値を示す。 朝に， 温冷感 2( 寒い ) と快適感

2( 不快 ) と申告している。 そこから室温の上昇が見

られることから， 居住者が寒さを緩和するため， 暖

房運転を行ったと推察される。 夜間に， 居間温度が

20℃前後であるにもかかわらず， 温冷感 2( 寒い ) と
快適感 2( 不快 ) と申告しているが， 上下温度差が

拡大したことと， 外気温が低下していることが理由と

して挙げられる。

3.4　実測値による温熱環境グレード評価　

　改修前の温熱環境を総合的に評価するため， 吉

野のグレード評価法 2) に従って， 室内の温熱環境を

評価する各項目について， 1( 劣 ) ～ 5( 優 ) の 5 段

階で評価した。 表 - 2 に， グレード評価表と評価結

果を示す。 なお， 冬期の実測の機会は得られなかっ

たため， 実測期間中において， 外気温が最も低い

11/14 ～ 11/20 の期間で評価する。

　全グレードは， SU 邸で 3.2， A 邸で 3.4 となり，

改修前の温熱環境は平均的なレベルであることが確

認できた。

された在室状況に合わせ，暖房 20℃，冷房 26℃
に設定する。所有機器条件として，SCHEDULE 
Ver2.05) のデフォルトを用いる。

　なお，数値計算を行うにあたり，実測値との照

合を行い，数値計算モデルの精度検証を行ってい

る。今回の数値計算モデルは，実測値と大きく乖

1 2 3 4 5
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5.　まとめ

　本研究では， 山形県鶴岡市内の改修事例に基づ

き， 部分断熱改修が熱環境性能に及ぼす効果や課

題について考察した。

　部分断熱改修により， 断熱部における温熱環境

の改善と， 暖房負荷の減少が確認された。 一方で，

断熱部と非断熱部における熱環境の差の拡大も確

認された。

　今後は， 改修後における実測調査を行い， 温熱

環境や省エネルギー性能， 居住者の健康性につい

て検討するとともに， 数値計算モデルの精度を高め，

部分断熱改修の可能性を探っていく。

参 考 文 献
1) 国土交通省国土技術政策総合研究所 ： 平成 25
　  年省エネルギー基準に準拠した算定 ・判断の方 
   法及び解説， ( 財 ) 建築環境 ・省エネルギー機構  
    IBEC， 2013.5 
2) 長谷川房雄， 吉野博ほか ：東北地方の各種住 
    宅における冬期の室温に関する調査研究， 日本

    建築学会計画系論文集， 第 371 号， pp.18-26， 
    1987.1.
3) Solar Energy Laboratory,University of 
    Wisconin Medison. 
4) 日本建築学会 ：拡張アメダスデータ　1981-  
    2000， 2005.8. 
5) 空気調和・衛生工学会・住宅エネルギーシミュレー

    ション小委員会 ：生活スケジュール自動作成プロ

    グラム ,SCHEDULE Ver.2.0 マニュアル ,2003.4.

離していないことを確認している。

4.2　計算結果

4.2.1　年間暖房負荷　

　図 - 5 に数値計算による年間暖房負荷を示す。

改修後に総負荷が減少したが， この理由として， 主

な改修部である居間の暖房負荷が， 13.2[GJ] から

6.9[GJ] に減少したことが挙げられる。 よって， 断熱

部において， 暖房負荷の削減効果が大きいことが確

認できた。 改善案に関しては， 改修後からの変化は

大きくない。

4.2.3　温熱環境グレード評価　

　表 - 6 にグレード評価を示す。 使用データには，

1 月のデータを用いた。 居間に関する項目において

は， 改善が見られ， グローブ温度差と明け方の最低

室温に関しては， 3℃程度の上昇が確認されたこと

から， 居間の断熱性能が向上したことで， 温熱環境

が改善したといえる。 一方， 非断熱部や非暖房部に

おいて， 低いグレードとなった。 特に， 居間の改修

程度を高めるにつれて， 廊下などの非暖房部の温

度が低下する様子が見られた。 改修前は， 断熱境

界が曖昧であり， 熱が移動しやすい状態であったも

のの， 居間の断熱性能が高まったことで， 非断熱空

間への熱移動が抑えられたためであると考えられる。

　部分断熱改修は全体改修とは異なり， 居間と廊下

などのような断熱部と非断部での熱環境の差が拡大

することが確認された。 このような環境の差を緩和さ

せるためには， 改修範囲を広げることや適切な暖房

計画を施すことが有効であると考えられるが， 居住者

の生活範囲を考慮して優先すべき空間を見定めた環

境計画が必要になる。

表 - 6 数値計算による温熱環境グレード評価　

図 - 5 数値計算による年間暖房負荷　
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戸建住宅における健康リスク低減のための居住リテラシーに関する調査研究

－　統計手法を用いた室内環境形成要因の分析　－

○三澤彩乃 （秋田県立大学）， 長谷川兼一 （秋田県立大学）， 

竹内仁哉 （秋田県立大学）， 松本真一 （秋田県立大学）

Questionnaire survey of Health Literacy for indoor Environment in Detached Houses
Analysis of association between adverse health effects and indoor environmental factors

Misawa Ayano (Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University),
Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)

キーワード ： 居住リテラシー， アンケート調査， 統計手法， 戸建住宅

1．はじめに

　戸建住宅の環境性能を高めるため， 省エネルギー

基準に適合させることが， 今後ますます重視される。

しかし， 断熱性能や設備性能が高くとも， 技術の使

用や住まい方に誤りがあれば， 意図した環境性能を

発揮することができず， 逆に， 環境汚染を招くことが

想定される。 住宅での健康リスク要因には， 空気汚

染によるシックハウス症状やヒートショックによる循環

器系の疾患， 寒冷環境への曝露による低体温症，

過度な温度上昇に伴う熱中症など， いくつか挙げら

れる。 住宅で適切に住まう知識や行動を居住リテラ

シー注 1） と定義すると， 健康リスクの原因の多くは，

居住リテラシーの欠如が関連していると考えられる。

従って， 住宅内での健康リスクを低減させるために，

居住リテラシーの涵養は不可欠である。

　本研究では， 居住環境に関する全国規模のアン

ケート調査により， 居住リテラシーの健康リスク低減

に資する知識を整理するとともに， 統計手法を用い

て居住リテラシーと室内環境， 健康に関する因果構

造を明らかにする。

2．調査概要

2.1　調査方法　

　インターネットを通じて， Web 調査を行った。 対象

対象は，寒冷地を中心に，北海道，宮城県，秋田県，

東京都， 福井県， 長崎県の 6 都道県の戸建住宅に

居住している世帯とした。 事前にインターネットユー

ザより抽出した条件に見合う 5,891 世帯に調査への

協力を依頼し，2,085 世帯からの有効回答を得た ( 回
収率は 35.4%)。

表 -1　アンケート調査項目

2.2　調査項目　

　質問内容を表 -1 に示す。 質問は， 「回答者属性」

「住宅属性」 「設備」 「住まい方」 「知識 ・ 対策」 に

大別される。 特に， 「知識 ・ 対策」 では， 健康リス

クに関連する居住リテラシーについての質問とした。

なお， 回答者の職業 ・ 年齢 ・ 性別 ・ 家族構成につ

いては，インターネット調査会社から情報を得ている。

回答者属性 年齢，性別，職業

住宅属性 建築年，工法，床材，窓

設備
換気扇・給気口設置場所，暖房器具，
熱交換機能・24時間換気システム・浴室暖房設備の有無

住まい方
設備の使用・清掃状況，設定温湿度，結露・カビ・臭気の発生，
乾燥による身体的症状，住宅内の体調の不調

知識・対策
カビ・湿気・ダニ・入浴事故・空気汚染・インフルエンザ・熱中症対策，
ヒートショック・シックハウス・熱中症についての知識

3．記述統計による単純集計結果

　表 -2 に主な結果を示す。 回答者の性別は， 男

性の割合が若干高い。 年代については， 40 代と 50
代の割合が高く， 全体の半数を占め， 60 代以上の

回答者は全体の 30% 近くになっている。

　住宅の建築年は， 昭和 61 ～平成 7 年， 平成 8
年～平成 15 年， 平成 16 年～平成 25 年がそれぞ

れ 20％程度ある。 断熱等級に関しては， 居間の窓

ガラスの枚数と窓枠の材質を組み合わせて判別 1) し

た。 断熱等級 2 が 50％近く， 断熱等級 3 が 30％近

くあるが， 地域によるばらつきが大きい。 居室の換

気方式は， 換気扇と給気口位置を組み合わせて判

別したが，換気設備を有していない住宅もあり，不明・

なしが多い。

　24 時間換気システムの使用頻度は， 24 時間換気

システムを有する住宅のうち， 70％以上が 1 年中常

B-6
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に使用しているが， 温暖な地域ではその割合がやや

低い。 冬期の暖房時間は， 居間については 60％近

くが在室時のみ， 30％近くが 1 日中暖房をしている。

冬期の脱衣所 ・ 浴室の寒さは， 40％程度がやや寒

い， 30％程度が寒い， 20％がどちらでもない， 10％
が非常に寒いと感じている。

　健康リスクへの対策は，カビ・湿気，インフルエンザ，

熱中症対策については， 70％～ 80％が実施してい

るが， 入浴事故， ダニ対策では半数が， 化学物質

による空気汚染対策では， 60％が対策していない。

4．ロジスティック回帰分析による室内環境への
　  影響分析

4.1　解析概要　

　結露と浴室の寒さに関連する要因を把握するため，

交絡要因の影響を除いた上でロジスティック回帰分

析を行った。 従属変数に結露のあり ・ なし， 浴室の

寒さのあり ・ なし， 独立変数をそれぞれに対する知

識や対策として調整オッズ比を算出した。

4.2　結露についての分析結果　

　分析結果を表 -3 に示す。 結露に関しては， 5 つ

の項目で有意 （p<0.05） である。 「24 時間換気シス

テムや換気扇を常に稼働させている」 住宅では，オッ

ズ比が 1.00 より小さく結露の発生確率が低い。 「部

屋の窓や壁などの結露水をふき取っている」， 「家具

を壁から少し離して置いている」， 「薬剤を用いてカ

ビを取り除いている」 住宅では， オッズ比が 1.00 よ

りも大きく結露が発生しやすい。 これらは， 結露が発

生したために対策が行われている可能性が高い。 ま

た， 「シックハウス症候群は住宅が原因となって発生

する」 ことを知っている場合， オッズ比が 1.00 よりも

大きく結露が発生しやすいことが分かる。 知識のある

人の方が， 結露の発生に敏感であるということが反

映されていると考えられる。

表 -3　ロジスティック回帰分析の結果（結露）

表 -2　単純集計
表 -4　ロジスティック回帰分析の結果（浴室の寒さ）

下限 上限

いいえ 1.00

はい .00 .57 .43 .75

いいえ 1.00

はい .00 9.25 5.65 15.15

いいえ 1.00

はい .12 1.19 .96 1.47

いいえ 1.00

はい .04 1.42 1.02 1.98

いいえ 1.00

はい .00 2.15 1.37 3.38

知らない 1.00

知っている .03 1.25 1.02 1.52

断熱等級4 1.00

断熱等級3 .01 1.64 1.11 2.42

断熱等級2 .00 2.04 1.40 2.98

断熱等級1 .00 3.09 1.89 5.05

p for trend .00

交絡要因：地域，換気方式　　　　　Hosmer と Lemeshow の検定：0.92　　判別適合率：64.6％

要因
有意確率 オッズ比

95% 信頼区間

24時間換気システムや換気扇を

常に稼働させている

部屋の窓や壁などの結露水を

ふき取っている

天気の良い日は、窓を開け通風に

心掛ける

家具を壁から少し離して置いて

いる

薬剤を用いてカビを取り除いている

シックハウス症候群は住宅が原因

となって発生する

断熱等級

下限 上限

いいえ 1.00

はい .00 3.85 2.29 6.50

いいえ 1.00

はい .07 1.60 .96 2.66

知らない 1.00

知っている .00 1.66 1.21 2.29

知らない 1.00

知っている .03 1.64 1.04 2.57

断熱等級4 1.00

断熱等級3 .01 2.09 1.22 3.57

断熱等級2 .00 4.48 2.66 7.52

断熱等級1 .00 7.37 3.83 14.21

p for trend .00

入浴前にシャワーを出して浴室内

を温める

長湯をしない

入浴事故は冬場に多い

予防のためには、かかり湯を

してから浴槽に入ると良い

断熱等級

交絡要因：地域，換気方式　　　　　Hosmer と Lemeshow の検定：0.65　　判別適合率：79.1％

要因
有意確率 オッズ比

95% 信頼区間
男性
女性
20-29歳
30-39歳
40-49歳
50-59歳
60-69歳
昭和50年以前
昭和51年～昭和60年
昭和61年～平成7年
平成8年～平成15年
平成16年～平成25年
平成26年以降
不明
断熱等級1
断熱等級2
断熱等級3
断熱等級4
不明
1種個別
1種熱交換
3種ダクト式
3種ダクトなし
不明・なし
寒い
やや寒い
ちょうど良い
やや暑い
暑い
乾いている
やや乾いている
ちょうど良い
やや湿っている
湿っている
のどが渇く
くちびるが渇く
肌がかさつく
肌がかゆくなる
目が乾く（ドライアイ）
静電気がおこる
その他
特になし
1年中常に使用
寒い時期のみ使用
暑い時期のみ使用
在宅時のみ使用
使用していない
その他
居間は1日中暖房
居間は人がいる時のみ暖房
寝室は1日中暖房
寝室は就寝時に暖房
寝室は起床時に暖房
ほとんど暖房していない
その他
非常に寒い
寒い
やや寒い
どちらでもない
やや暑い
暑い
している
していない
している
していない
している
していない

している
していない

している
していない
している
していない

冬期暖房時間

性別

年代

住宅の建築年

断熱等級

調査項目

換気方式

設定温度に対する

評価

設定湿度に対する

評価

乾燥による身体等

への影響

24時間換気システム

使用頻度

熱中症対策

冬期の脱衣所・

浴室の寒さ

カビ湿気対策

ダニ対策

入浴事故対策

化学物質による

空気汚染対策

インフルエンザ対策

度数 （％） 度数 （％） 度数 （％）

2

6

3

2
2

長崎　N=92北海道　N=528 本州　N=1472

283
245
20
71

127
162
148
42
70

140
105
90
33
48
89

181
185
37
36
41
48

140
180
119
14

144
358
12
0

27
172
317

9
3

143
144
131
118
52

119
1

197

313
172
89
65
59
14
7

28
79

222
195

3
1

418
110
239
289
264
264

185
343

379
149
370
158

136
7

17
3
2
0

(53.6) 
(46.4) 
(3.8) 

(13.4) 
(24.1) 
(30.7) 
(28.0) 
(8.0) 

(13.3) 
(26.5) 
(19.9) 
(17.0) 
(6.3) 
(9.1) 

(16.9) 
(34.3) 
(35.0) 
(7.0) 
(6.8) 
(7.8) 
(9.1) 

(26.5) 
(34.1) 
(22.5) 
(2.7) 

(27.3) 
(67.8) 
(2.3) 
(0.0) 
(5.1) 

(32.6) 
(60.0) 
(1.7) 
(0.6) 

(27.1) 
(27.3) 
(24.8) 
(22.3) 
(9.8) 

(22.5) 
(0.2) 

(37.3) 

(59.3) 
(32.6) 
(16.9) 
(12.3) 
(11.2) 
(2.7) 
(1.3) 
(5.3) 

(15.0) 
(42.0) 
(36.9) 
(0.6) 
(0.2) 

(79.2) 
(20.8) 
(45.3) 
(54.7) 
(50.0) 
(50.0) 

(35.0) 
(65.0) 

(71.8) 
(28.2) 
(70.1) 
(29.9) 

854
611
68

135
355
503
404
140
154
301
336
346
98
90

159
763
385
110
48
91

117
261
408
588
44

433
948
38

67
471
898
23

429
454
387
278
201
332

516

266
1010

39
330
206
108
14

186
534
566
175

1179
293
789
683
815
657

576
896

1098
374

1195
277

283
11
24
18
59
0

(58.0) 
(41.5) 
(4.6) 
(9.2) 

(24.1) 
(34.2) 
(27.4) 
(9.5) 

(10.5) 
(20.4) 
(22.8) 
(23.5) 
(6.7) 
(6.1) 

(10.8) 
(51.8) 
(26.2) 
(7.5) 
(3.3) 
(6.2) 
(7.9) 

(17.7) 
(27.7) 
(39.9) 
(3.0) 

(29.4) 
(64.4) 
(2.6) 
(0.1) 
(4.6) 

(32.0) 
(61.0) 
(1.6) 
(0.4) 

(29.1) 
(30.8) 
(26.3) 
(18.9) 
(13.7) 
(22.6) 
(0.2) 

(35.1) 

(18.1) 
(68.6) 
(2.6) 

(22.4) 
(14.0) 
(7.3) 
(1.0) 

(12.6) 
(36.3) 
(38.5) 
(11.9) 
(0.1) 
(0.1) 

(80.1) 
(19.9) 
(53.6) 
(46.4) 
(55.4) 
(44.6) 

(39.1) 
(60.9) 

(74.6) 
(25.4) 
(81.2) 
(18.8) 

48
44
9

14
23
23
23
11
9

24
13
17
5

13
0

53
31
6
2

12
12
8

12
48
5

25
59
3
0
5

29
55
3
0

29
22
22
23
12
18
0

28

13
63
2

13
10
10
1

20
29
33
10
0
0

73
19
54
38
51
41

33
59

66
26
72
20

8
3
3
1
3
0

(52.2) 
(47.8) 
(9.8) 

(15.2) 
(25.0) 
(25.0) 
(25.0) 
(12.0) 
(9.8) 

(26.1) 
(14.1) 
(18.5) 
(5.4) 

(14.1) 
(0.0) 

(57.6) 
(33.7) 
(6.5) 
(2.2) 

(13.0) 
(13.0) 
(8.7) 

(13.0) 
(52.2) 
(5.4) 

(27.2) 
(64.1) 
(3.3) 
(0.0) 
(5.4) 

(31.5) 
(59.8) 
(3.3) 
(0.0) 

(31.5) 
(23.9) 
(23.9) 
(25.0) 
(13.0) 
(19.6) 
(0.0) 

(30.4) 

(14.1) 
(68.5) 
(2.2) 

(14.1) 
(10.9) 
(10.9) 
(1.1) 

(21.7) 
(31.5) 
(35.9) 
(10.9) 
(0.0) 
(0.0) 

(79.3) 
(20.7) 
(58.7) 
(41.3) 
(55.4) 
(44.6) 

(35.9) 
(64.1) 

(71.7) 
(28.3) 
(78.3) 
(21.7) 

(82.9) 
(4.3) 

(10.4) 
(1.8) 
(1.2) 
(0.0) 

(72.9) 
(2.8) 
(6.2) 
(4.6) 

(15.2) 
(0.0) 

(50.0) 
(18.8) 
(18.8) 
(6.3) 

(18.8) 
(0.0) 
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図 -1　室内環境の形成に関する因果構造モデル （結露 ・ カビ ・ 臭気）

4.3　室内の寒さについての分析結果　

　分析結果を表 -4 に示す。 浴室の寒さに関しては，

3 つの項目で有意 （p<0.05） である。 「入浴前にシャ

ワーを出して浴室内を温める」 住宅では， オッズ比

が 1.00 よりも大きく浴室が寒い傾向にある。 結露等

と同様に， 対策が浴室の寒さに影響しているのでは

なく， 浴室の寒さが対策に影響しており， 浴室が寒

いために対策が行われている可能性が示唆される。

また，「入浴事故は冬場に多い」 ことや，「ヒートショッ

クの予防のためには， かかり湯をしてから浴槽に入る

と良い」 ことを知っている場合， オッズ比が 1.00 より

も大きく浴室が寒い傾向にある。 知識のある人の方

が， 寒さに敏感であることが反映されていると考えら

れる。

5．共分散構造分析による室内環境・健康の因果
　  構造分析

5.1　解析概要　

　アンケート調査により得られたデータを用いて室内

環境と健康に関する因果構造を共分散構造分析に

より分析した。 共分散構造分析とは， 直接観測でき

ない潜在変数（図 -1～図 -3の 4つの〇囲みの因子）

を用いて， 構成概念間の関係を検討する統計手法

である。

5.2　室内環境形成要因構造モデル

　結露 ・ カビ ・ 臭気の発生についての室内環境の

形成に関する因果構造モデルを図 -1 に示す。 有意

確率 p は 0.01 以下，GFI（Good Fitness Index）は 0.95
以上となり， 適合度は高い。 図 1 より， 「カビ ・ 湿気

対策」， 「化学物質による空気汚染対策」 の 2 つの

対策から 「室内環境」 に対するパス係数は大きくな

いが， 室内環境に影響を与えていることが示唆され

る。 「シックハウス・アレルギーの知識」 においては，

「室内環境」 に対するパス係数は 0.08 となり， 知識

が室内環境に与える効果は小さい。 「室内環境」 の

決定係数が 0.17 となり， 「カビ ・ 湿気対策」， 「化学

物質による空気汚染対策」， 「シックハウス ・ アレル

ギーの知識」 で室内環境の 17% を説明できている。

　次に， 住宅内の寒さについての室内環境の形成に

関する因果構造モデルを図 -2 に示す。 有意確率は

0.01 以下，GFI は 0.95 以上となった。 図 2 より，「室

内環境」 から 「浴室の寒さ」， 「トイレの寒さ」 に対

するパス係数がともに 0.8 以上あり， 2 つの因子が室

内環境に大きな影響を与えていると考えられる。 「入

浴事故対策」， 「ヒートショックの知識」 から 「室内環

境」 に対するパス係数については， 大きいとは言え

ないが， 2 つの因子が室内環境に少なからず影響を

結露の発生

カビの発生

臭気の発生

24時間換気システムや換気扇を常に稼働させている

殺虫剤の使用を控える

空気清浄機を使用する

入浴後，浴室の換気扇を回す（又は換気窓を開ける）

入浴後，浴室のドアを開けて換気する

シックハウス症候群は住宅が原因となって発生する
ことを知っている

シックハウス症候群は，その住宅を離れると症状が
緩和することを知っている

シックハウス対策の基本は，適切な換気を維持すること
であると知っている

ダニやカビはアレルギーの原因になることを知っている

家具を壁から少し離して置いている

シックハウス ・ アレルギーの知識

化学物質による空気汚染対策

カビ ・ 湿気対策

室内環境

d21

d22

d23

d26

e1
z1

e2

e3

d41

d42

d61

d62

d63

d64

.34

.36

.12

.58

.60

.35

.17

.32

.25

.08

.39

.34

.10

.48

.15

.12

.01

.23

.36

.35

.13

.12

.54

.59

.72

.62

.29

.35

.52

.38

x2=597.375,　df=62,　p=0.000,　GFI=0.953,　AGFI=0.930,　CFI=0.791,　RMSEA=0.066
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鼻水がでる、鼻づまり

頭痛、めまいがする

せきがでる、のどの痛み

シックハウス ・ アレルギーの知識

化学物質による空気汚染対策

カビ ・湿気対策

室内環境 健康

h1z2

h2

h3

入浴後，浴室の換気扇を回す（又は換気窓を開ける）d21
.61

入浴後，浴室のドアを開けて換気するd22
.05

24 時間換気システムや換気扇を常に稼働させているd23
.04

家具を壁から少し離して置いているd26
.08

.78

.22

.20

.29

殺虫剤の使用を控えるd41

.16

空気清浄機を使用するd42

.01

.40

.12

シックハウス症候群は住宅が原因となって発生する
ことを知っているd61

.30

シックハウス対策の基本は，適切な換気を維持すること
であると知っているd62

.19

シックハウス症候群は，その住宅を離れると症状が
緩和することを知っているd63

.53

ダニやカビはアレルギーの原因になることを知っているd64

.34

.55

.44

.73

.08

-.03

.96

-.27

.80
.64

.89

.15

.09

.79

.02

.01

x2=126.822,　df=62,　p=0.000,　GFI=0.912,　AGFI=0.870,　CFI=0.681,　RMSEA=0.072

図 -2　室内環境の形成に関する因果構造モデル （住宅内の寒さ）

　　　　　図 -3　健康と室内環境に関する因果構造モデル （宮城県）

与えていることが読み取れる。 また， 「室内環境」 の

決定係数が 0.20 となり， 入浴事故対策， ヒートショッ

クの知識で室内環境の 20% を説明できている。

5.3　健康形成要因構造モデル

　宮城県の住宅を例にとり， 健康と室内環境に関す

る因果構造モデルを図 -3 に示す。 有意確率は 0.01
以下， GFI は 0.90 以上となった。 図 3 より， 「化学

物質による空気汚染対策」 から 「室内環境」 に対

するパス係数は 0.98 となり， 室内環境に対する影響

が大きい。 「室内環境」 から 「健康」 に対するパス

係数は 0.80 となり， 室内環境が健康に与える影響

が大きいと言える。 また， 「健康」 の決定係数も 0.64
と大きく， 室内環境によって健康の 64％が説明され

ることが示唆される。

6．まとめ

　居住環境に関する全国規模のアンケート調査を実

施し， 居住リテラシーと室内環境， 健康についての

因果構造を明らかにするために， ロジスティック回帰

分析や共分散構造分析を行った。 その結果， 居住

者の健康リスクに対する対策や知識が少なからず室

内環境に影響していることが示唆された。

　今後は， 地域性なども考慮して居住リテラシーにつ

いての知見を蓄積していく予定である。
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浴室の寒さ

トイレの寒さ

入浴前にシャワーを出して浴室内を温める

家族に声をかけてから入浴する

入浴事故は冬場に多いことを知っている

ヒートショックの予防のためには，かかり湯をしてから
浴槽に入ると良いということを知っている

ヒートショックの知識

入浴事故対策

室内環境
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空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2019.3.13 (東北大学 川内北キャンパス)
―――――――――――――――――――

- 88 -



 

住宅のダンプネスと室内真菌汚染に関する事例調査 

－ 特徴的な真菌叢に着目して － 

○阿部光祐（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），  

竹内仁哉（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Case Study of Home Dampness and Indoor Fungal Contamination  

From the viewpoint of Fungal Flora on the floor  

Abe Kousuke(Akita Prefectural University), Hasegawa Kenichi (Akita Prefectural University), 

Takeuchi Jinya (Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University) 

 

キーワード：ダンプネス，真菌叢，室内環境，実測 

 

1. はじめに 

 近年，住宅のダンプネス(湿度が高い状態)や真

菌(カビ)と健康影響との関連を報告した研究は多

い。例えば，Jaakkolaら 1)は特定の集団を長期に

わたって追跡調査するコホート研究を行い，乳幼

児がアレルギー性鼻炎を発症するリスクとダンプ

ネスや真菌との関連性を評価し，それらに因果関

係があることを報告している。しかしながら，ダ

ンプネスと真菌や住宅の特徴との関係について実

測調査している研究は極めて少ない。 

 そこで，本研究では，9 件の戸建・集合住宅を

対象とした訪問調査を行い，ダンプネスの程度 2)

や室内真菌叢，住宅特性などを明らかにし，これ

らの関連性について考察する。 

 

2. 調査住宅の概要 

 調査対象住宅の概要を表-1に示す。住宅は栃木

県宇都宮市の 4件と山形県鶴岡市の 2件，宮城県

仙台市の 3 件の計 9 件である(以下それぞれ U-1

～4，T-1～2，S-1～3とする)。U-1～4と T-1～2

は在来木造の戸建住宅，S-1～3はそれぞれRC造，

SRC造一部 S，鉄骨造の集合住宅である。家族構

成は 1～5人であり，築年数は全て 10年以上であ

る。壁表面はビニルクロスや紙クロス，塗り壁，

せっこうボードで，床表面はフローリングやカー

ペット，たたみである。窓のサッシ部はアルミや

樹脂，木，プラスチック，ガラス部は複層や単層

である。在室時間はいずれの住宅も日中不在であ

る。暖房設備はファンヒーターやエアコン，こた

つ，対流式温水暖房，FF式で，全てが在室時のみ

の運転である。換気設備は第 1種や第 3種機械換

気のほか，設置されてない住宅がある。換気設備

の運転は終日運転や必要時のみである。結露やカ

ビの対処として，結露・カビの拭き取りや薬剤で

カビを取り除いている。

 

表-1 調査住宅概要 
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3. 調査概要 

 調査対象住宅の 9 件について訪問調査を行っ

た。この調査により，温湿度や CO2濃度，室内

真菌叢のデータを得た。訪問時にアンケートを

実施し，ダンプネスの程度や住まい方を尋ね，温

湿度と CO2濃度は写真-1，写真-2に示すデータ

ロガーを調査対象住宅に設置し測定した。床ダ

スト中の真菌は掃除機の隙間ノズルに紙パック

を取り付け，居間と寝室の床ダストを捕集した。

捕集したダストを次世代シークエンサにより

DNA 解析し，同定された真菌種ごとに

OTU(Operational Taxonomic Unit)を抽出した。 

 

4. 調査結果 

 ダンプネスの評価法 2)によりダンプネスの程

度を 1～4のランクにより評価した。ランク 1(ダ

ンプネスの汚染度が最も低い)の住宅は U-3，S-

1，S-2で，ランク 4(ダンプネスの汚染度が最も

高い)の住宅はU-1，T-1，T-2であった。 

 住まい方について，ダンプネスの程度が高い

住宅では，暖房設備にファンヒーターや FF 式

を使用しており，換気設備はなく，台所の換気扇

を使用していた。ダンプネスの程度が低い住宅

では，暖房設備にエアコンを使用しており，換気

設備は第 3種機械換気を使用していた。

 図-1～図-4にダンプネスの程度の異なる住宅

の温湿度や CO2濃度を示す。 図-1より温度に

関して，同地域であるU-1，U-3でダンプネスの

程度が高いほど温度が高い傾向が見られる。 

 図-2より相対湿度に関して，ダンプネスの程

度が高い T-1，T-2では他の住宅に比べ相対湿度

が高い。また,窓ガラスはいずれも単層であるた

め，結露しやすい状態であると考えられる。温度

と同様に，U-1，U-3でダンプネスの程度が高い

ほど相対湿度が高い傾向が見られる。 

 図-3より絶対湿度に関して，U-1，U-3ではダ

ンプネスの程度が高いほど絶対湿度が高い傾向

が見られる。 

 図-4 より CO2 濃度に関して，ダンプネスの

程度が高い U-1，T-2 の CO2濃度が高い。これ

は暖房設備にファンヒーターを使用しているた

めだと考えられる。 

  
写真-1 温湿度測定 写真-2 CO2濃度測定 

  
図-1 居間の温度分布 図-2 居間の相対湿度分布 

  
図-3 居間の絶対湿度分布 図-4 居間の CO2濃度分布 
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表-2 同定された真菌種の存在割合(OTU) 

 
 

表-3 特徴的な真菌種の生育環境と有害性 

真菌種 Aspergillus spp. Penicillium spp. Mucor spp. 

生育環境 
高温性(30～40℃) 

耐乾性(85～95％RH) 

中温性(20～30℃) 

耐乾性(85～95％RH) 

中温性(20～30℃) 

好湿性(95％RH以上) 

有害性 

フミトレモルゲン産生 

アレルゲン 

深在性真菌症 

食品汚染 食品汚染 

 

5. 特徴的な真菌叢に着目した考察 

 AliKamal ら 3)は，36 の真菌種がダンプネス

と関連深いと考え，環境相対カビ指数

(Environmental Relative Moldness Index，以

下 ERMI)を提示し，ERMIの有用性を 112の住

宅における床ダストを収集し,評価・検証した。

本研究では，これら 36の真菌種に着目し，同定

された真菌種の存在割合を OTU を用いて示す。 

 表-2 に同定された真菌叢の OTU の割合を示

す。ダンプネスの程度の高い U-1，T-1，T-2 と

他の住宅の真菌叢を比較し，ダンプネスの程度

との関係性を考察する。また，表-3に示す特徴

的な真菌種の生育環境と有害性の観点から，室

内環境とを照合する。住宅の真菌叢を比較し，ダ

ンプネスの程度との関係性を考察する。また，そ

の真菌種の生育環境と室内環境とを照合する。 

 Aspergillus fumigatus ， Penicillium 

spinulosumが居間・寝室ともに存在していたの

がU-1のみであり，Mucor groupが居間・寝室

ともに存在していたのが T-1，2 のみであった。

ダンプネスの程度が高い住宅で見られた生育環

境を見ると，Aspergillus spp.は高温性 (30～

40℃以上)・耐乾性(85～95%RH)，Penicillium 

spp.は中温性(20～30℃)・耐乾性，Mucor spp.は

中温性，高温性・好湿性(95%RH以上)である 4)。 

 図-1より温度に関して，U-1の居間は 18℃前

後，T-1，T-2 の居間は 20℃前後でった。また，

図-2 より相対湿度に関して，U-1 の居間では

48%前後，T-1の居間では 60%前後，T-2の居間 

では 56%前後であった。いずれも真菌種の生育

環境とは必ずしも一致していない。 

 空間を代表とする箇所の室内温湿度では，真

菌種の生育環境とは必ずしも一致しているわけ

ではない。これは，真菌を採取した床面と測定点

の間に温湿度の差が生じているためと考えられ

る。室内の断熱性能が低いと温湿度の分布が大

きくなるため，今回の結果はその影響を強く受

けたものと考えられる。 
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6. まとめ 

 栃木県宇都宮市，山形県鶴岡市，宮城県仙台市

の 3 地域の住宅に対し，実測調査及びアンケー

ト調査を行った。 

 アンケート調査の結果より，U-1，T-1，T-2の

ダンプネスの程度が高いということが分かった。 

 実測調査で得られた結果より，居間の温湿度，

CO2 濃度に関して，同地域内の住宅においてダ

ンプネス程度との関連性が見られた。 

 また，室内真菌叢に関しては，Aspergillus 

fumigatus，Penicillium spinulosum，Mucor 

group などの真菌種がダンプネスの程度の高い

住宅でのみ存在した。 
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木造オフィスビルにおける環境計測とシミュレーションに関する研究 

その１ 初冬における実測調査 

○相澤 那樹（セルコホーム㈱）,杉浦 洋一（セルコホーム㈱），許 雷（東北工業大学） 

Environmental Measurement and Simulation in a Wooden Office 

Part１ Measurement Results at the Beginning of Winter 

Tomoki Aizawa(Selco Home Corp.), Yoichi Sugiura (Selco Home Corp.),  
Lei Xu (Tohoku Institute of Technology)  

 

キーワード：温度，CO2濃度，換気，暖房 
 

はじめに 

木造オフィスビルにおける温熱環境の調査、特

に運用中の調査事例が少ないため、本研究ではセ

ルコホーム株式会社の木造オフィスを対象として、

室温、壁面温度などを計測し、事務室温熱環境を

調査・分析する。また、室内の CO2濃度も計測し、

室内環境を評価する。 
 
1. 研究概要 

1.1 調査対象の概要 

調査対象建築物は仙台市宮城野区に位置してお

り、木造（1 時間準耐火構造）3 階建ての事務所

である。敷地面積は 2846 ㎡、延べ床面積が 988
㎡の建物で、主に事務室、展示スペースとして利

用されている。 
実測は主に 2 階の会議室、3 階の事務室を対象

として実測を行った。本報では、事務室における

温熱環境の実測を中心として説明する。 

1.2 実測概要 

(1) 実測内容 

事務室、廊下、外気等の温熱環境を把握するた

め、壁、天井、床面内側の温度、室内高さ方向 3
点（1.1m、1.8m、2.5m）の温度、中央の CO2濃

度を計測した。外部条件として、屋上にて外気温

湿度、日射量を計測した。 
室内にビルマルチ空調機（以下、暖房機器と略

称する）と換気設備が設置されており、普通換気

と全熱交換換気の切り替えができるため、暖房と

換気 off、暖房+普通換気と全熱交換換気の３つの

運転モードで実測を行う。 

(2) 計測ポイントの分布と計測機器 

基本的に熱電対（温度）、日射計、温湿度計を用

いて 10 分間隔で計測した。データロガーにてデ

ータを保存する。ArduinoボードとCO2センサー、

CO2 濃度計（ALNOR 8610）で CO2 濃度及びを

計測した。計測ポイントの分布を図１に示す。 
西
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図-1 計測ポイントの分布 

(3) 実測期間 

実測期間は 2018 年 12 月 5 日~12 月 11 日であ

る。6 時～20 時の実測データにより事務室の温熱

環境を分析する。 

2. 実測結果 

2.1 暖房と換気 off 時の温熱環境 

12 月 5 日（水）は休館日のため、暖房と換気を

停止した。室内空気及び壁面の温度分布（空気温

度は高さ方向 3 点の平均値である）を図２に示す。

6:00 から 18:00 の平均外気温度は 11.4℃、 高気

温は 15℃である。日射量の 大値は 450W/㎡を

超え、室温の 大値は 25℃を超えている。 
2.2 暖房+普通換気時の温熱環境 

12 月８日（土）は営業日のため、暖房と普通換

気を実施した。室内空気及び壁面の温度分布を図

３に示す。昼間平均外気温度は 3℃、 高気温は

5.6℃である。昼間に晴れていたため日射量の 大

値が 500W/㎡近くになっている。朝 7 時頃暖房が

始まり、20 時に停止した。暖房期間中、室温が

25℃を超え、瞬時 大値が 28℃を超えていた。暖

房設定温度がやや高いことを確認した。 
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図-2 暖房と換気 off 時の温熱環境（12/5） 
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図-3 暖房+普通換気時の温熱環境（12/8） 

 

2.3 全熱交換換気時の温熱環境 

前述のように、暖房時室温がやや高くなってい

るため、省エネルギーの観点から暖房運転時間を

短めにして、全熱交換換気に切り替える。 
12 月７日（金）の室内空気及び壁面の温度分布

を図４に示す。平均外気温度は 8.7℃、 高気温

は 15.6℃（瞬時値）である。日射量の 大値は

500W/㎡を超えている。 
朝８時頃暖房が始まり、暖房期間中 高室温が

9 時ごろ 27℃を超えていた。10 時に暖房を停止

して、全熱交換器のみで運転した。20 時まで、室

温が 24℃前後に維持していることを確認した。 
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図-4 全熱交換換気時の温熱環境（12/7） 

2.4 全熱交換換気時の CO2濃度 

12 月７日（金）の事務室における CO2 濃度の

推移を図 5 に示す。9 時前までには、CO2濃度は

約 420ppm であるが、在室者人数の上昇に伴い、

CO2濃度が上昇し続けていた。12 時頃、ピーク値

の 955ppm（CO2濃度計）になっていた。全熱交

換換気を実施したため、室内の CO2 濃度は

1000ppm 以下に維持できた。 
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図-5 全熱交換換気時の CO₂ 濃度分布（12/7） 

 

3. 結論 

12 月上旬では、外気温度が 15℃以下になるこ

とが多いが、天候が良ければ、暖房をしなくでも

室温が 20℃以上に維持できた。また、暖房と全熱

交換換気で室内の温熱環境を確保できた。特に午

前中には暖房を実施し、午後には全熱交換換気に

切り替えることは省エネルギーに繋がると考えて

いる。 
さらに、在室者が 2０名以下であれば、室内の

CO2濃度を 1000ppm 以下に維持できた。在室者

の人数が増加した場合、換気量の確保が重要だと

考えている。 
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木造オフィスビルにおける環境計測とシミュレーションに関する研究 

その 2 初冬における暖房負荷の予測 

○許 雷（東北工業大学），相澤 那樹（セルコホーム㈱），杉浦 洋一（セルコホーム㈱） 

Environmental Measurement and Simulation in a Wooden Office 
Part2  Estimation of Heating Load at the Beginning of Winter 

Lei Xu (Tohoku Institute of Technology), Tomoki Aizawa (Selco Home Corp.)  
Yoichi Sugiura (Selco Home Corp.) 

 

キーワード：暖房負荷，内部負荷，換気負荷，室温，表面温度 
 

はじめに 

調査した建物では、ビルマルチ空調機が設置さ

れており、空調負荷や電力消費量の詳細が表示さ

れていない。また、建物では、合計電力しか計測

しておらず、空調機器ごとの電力消費量は把握で

きない。空調機による建物の省エネルギー性など

を評価するため、空調負荷の予測が必要である。

本報では、初冬の実測データを用いて事務室の暖

房負荷を予測する。 
 
1. 暖房負荷の計算方法 

1.1 室内空気のエネルギーバランス 

実測では、壁面内側、天井、床面の温度などを

計測しているため、室内空気のエネルギー収支を

考慮し、ASHRAE1)が提案した式（１）より暖房

負荷を計算する。 

𝑞 𝑞 𝑞 𝑞 𝜌𝐶 𝑉∆𝑡 （1） 
ここに、 

𝑞 :内表面からの対流熱量,W； 

𝑞 :内部負荷の対流分,W； 

𝑞 :換気とすき間風による顕熱負荷,W； 
𝑞 :暖房負荷,W； 

𝜌𝐶 𝑉∆𝑡:室内空気エネルギーの変化,W である。 

1.2 計算式の詳細及び設定 

事務室における天井、床、壁など６つ内表面、

そして南面窓、北面窓、西面窓の熱伝達を考え、

式（２）により内表面からの対流熱量𝑞 を計算

する。 

𝑞 ∑ 𝛼 𝐴 𝑡 𝑡 ＋∑ 𝑈 𝐴 𝑡 𝑡 （2） 

ここに、 

𝛼 : 内表面からの対流熱伝達率 ,本報では

5W/(㎡.℃)とする。 
𝑈 :窓の熱貫流率。Low-e 複層窓ガラスが設置

されており、本報では𝑈 を 1.6W/(㎡.℃)、日射透

過率を 0.4 とする。 
内部負荷（𝑞 ）は主に在室者と照明・パソコン

の発熱（顕熱）であり、内部負荷対流分の割合を

表１に示す。コピー機の発熱量は無視した。また、

実測中内側のブラインドが閉じたため、透過日射

の内、50%を対流分として、内部負荷に加える。 

表-1 内部負荷の設定 
内部負荷種類 発熱量 対流分割合２） 

人体 81 W/台 40% 
照明 45W/台 50% 

パソコン 100 W/台 70% 

事務室には換気ファンを 2 台設置しており、換

気とすき間風による顕熱負荷 𝑞 ,)は換気ファン

の定格風量（150 ㎥/h）及び屋内外の温度差で計

算する。すき間風の負荷は無視した。 
時刻別室内空気温度の変化により、室内空気エ

ネルギーの変化（𝜌𝐶 𝑉∆𝑡）を計算する。室容積は

624m3である。 

2. 負荷計算用事務室のデータ 
12 月 8 日の実測データを例として、暖房負荷を

計算する。実測期間中、7 時から暖房運転が始ま

り、20 時に停止した。 
2.1 各内表面温度・室温と日射量 

データロガーで 10 分ごとに記録された温度、

日射量（水平面）を時刻別に整理し、表 2 に示す。

また、水平面全天日射量から各方位の日射量を計

算する。 
2.2 内部負荷と換気負荷 

調査データを踏まえ、時刻別在室者・照明機器・

換気ファンの運転台数を設定する（表 3）。 
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表-2 計測された各内表面・室温と日射量 
時刻 

日射量 温度（℃） 

W/㎡ 外気 室温 天井面 床面 東壁 南壁 西壁 内壁 北壁 

6 0.0 0.8 18.5 19.0 19.6 19.3 18.3 18.8 19.3 19.2 

7 23.7 1.1 19.3 19.1 19.4 19.1 18.1 18.6 19.1 19.0 

8 175.2 5.5 23.8 22.5 21.0 21.3 20.4 19.5 21.3 18.7 

9 322.8 7.5 27.1 25.5 22.7 23.6 23.1 21.0 23.6 18.9 

10 396.8 8.8 27.1 25.5 23.9 24.5 24.6 21.9 24.5 19.2 

11 235.5 7.2 25.9 25.1 24.3 24.6 24.6 22.0 24.6 19.4 

12 291.7 7.9 25.0 24.7 24.1 24.3 24.2 21.9 24.3 19.6 

13 155.1 7.5 26.0 26.7 24.7 24.9 24.8 22.8 24.9 20.9 

14 117.6 6.3 26.1 26.9 24.9 25.2 25.1 23.4 25.2 21.8 

15 51.8 4.6 26.6 27.7 25.4 25.6 25.4 23.9 25.6 22.3 

16 7.5 3.1 26.2 27.5 25.5 25.6 25.5 24.0 25.6 22.5 

17 0.0 2.2 26.8 27.8 25.8 26.0 25.7 24.3 26.0 22.9 

18 0.0 1.5 26.8 27.9 26.0 26.2 25.9 24.5 26.2 23.1 

19 0.0 0.2 26.4 27.7 25.9 26.1 25.8 24.4 26.1 23.0 

20 0.0 -0.9 25.5 26.3 25.5 25.5 25.2 24.0 25.5 22.8 

表-3在室者・照明機器・換気設備の計算条件 

時刻 
在室者 

人数 

照明器 

具数 

パソコン

台数 

換気ファン 

台数 

7 3* 10* 3* 1* 

8 5* 10* 5* 2* 

9 15 38 15 2 

10 15 38 15 2 

11 20 38 20 2 

12 20 38 20 2 

13 20 38 20 2 

14 15 38 15 2 

15 15 38 15 2 

16 15 38 15 2 

17 15 38 15 2 

18 10* 20* 10* 1* 

19 10* 20* 10* 1* 

20 5* 10* 5* 0* 

注：*は実測した温度などにより、推測した数字である。 

 

3. 暖房負荷の予測 

式（１）と上述した実測データから、暖房負荷

を計算した。12 月 8 日の暖房負荷を図１に示す。

日中の外気温度は 10℃以下である。7 時から室温

の上昇がみられており、暖房負荷は約 13W/㎡で

ある。午前中は晴れ、10 時に日射量が最大値

397W/㎡（水平面）となったが、室温が 27.1℃に

なっていたため、暖房負荷は最大値 63W/㎡弱に

なった。午後にも、室温が 26℃を超えており、か

なり高い室温を維持していた。 
また、曇天日 12月６日の暖房負荷も計算した。

11 時に日射量が最大値は 13W/㎡であるが、日中

外気温度は５℃以下になっていた。14 時、15 時

の室温が 26℃を超えているため、暖房負荷の最大

値は 45W/㎡弱となっていた。12 月 8 日と同様に

暖房負荷は室内温度の影響が強いことを確認した。 

 

図-1 12 月 8 日暖房負荷の予測 

 

図-2 12 月 5 日暖房負荷の予測 

 
4. まとめ 

12 月上旬の実測データを用いて事務室の暖房

負荷を予測した。外気温度が 10℃以下になり、暖

房負荷の最大値は約 45～63W/㎡である。室温が

26℃を超えると暖房負荷が大きくなる傾向にあ

る。外部気象データの影響に比べ、室内温度の影

響が大きく、室温の適切な管理が重要だと考えら

れる。また、本研究では、事務室にある机、椅子

などのエネルギー変化は考慮しておらず、今後は

計測項目の増加が必要である。 
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戸建住宅及び集合住宅を対象とした省エネ・エコに関する意識調査 

〇渡部慎吾（東北学院大学），佐藤夏輝（東北学院大学）， 

信太崇佑（東北学院大学），鈴木道哉（東北学院大学） 

 

キーワード：省エネルギー，エコ，アンケート 

 

はじめに 

 住宅の省エネ・エコ意識や行動に関する

研究は首都圏などでは散見されるが、宮城

県内ではあまり盛んに行われていない。そ

こで本研究では、仙台・多賀城エリアの住

宅用太陽光発電を導入している家庭の省エ

ネ・エコ意識の現状や家庭に導入している

設備を調査し、あわせて住宅用太陽光発電

非導入住宅、太陽光発電非導入集合住宅に

対しても同様の調査をすることとした。ま

た、その調査結果をもとに住宅用太陽光発

電が消費電力量、省エネ意識またはエコ意

識に影響をもたらすかを把握することとし

た。 

 

1. 調査概要 

 本調査はまず多賀城市内の戸建住宅、仙

台市の集合住宅を対象に、太陽光発電設備

の現状と住宅用設備の導入状況、また省エ

ネ・エコに関するアンケート調査を行った。 

アンケート結果をもとに、太陽光発電導

入宅においては設備導入のメリット・デメ

リットや、設備導入がどれほど電力料金の

削減につながっているかなどをグラフにま

とめた。また、太陽光発電非導入宅との省エ

ネ・エコ意識の差に違いがあるのか、その他

質問項目との相関をグラフにし、まとめた。

戸建住宅と集合住宅間においても同様にま

とめた。 

加えてアンケート調査の結果をもとに太

陽光発電設備導入のメリット・デメリット

やその他の設備の実装状況、省エネ・エコ

に関する意識の違いなどの相関内容をまと

めた。 

 

2. アンケート概要 

2.1 配布概要 

多賀城市・仙台市の太陽光発電導入戸建

住宅、非導入戸建住宅、非導入集合住宅に

対してアンケートを配布した。戸建住宅は

昨年の研究との比較をはかるため多賀城市

内の住宅を対象とした。また、追加で子ど

もへのアンケートも行ったため、小中学校

などの教育機関の周辺を意識した。集合住

宅はファミリー層の賃貸・購買意欲の高ま

っている地域として仙台市の長町・小鶴新

田駅周辺を配布対象とした。配布方法は直

接訪問で、回収方法は返信用封筒を用いた

郵送及び集合住宅においてはマンション内

での一括回収とした。配布数は各 100戸で

あり回収数は、導入戸建住宅 34件・非導

入戸建住宅 60件・非導入集合住宅 51件で

あった。

 

 

 

2.2 質問項目 

 アンケートの主な質問項目を共通・導入

戸建のみ・子供に分けて記す。 
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（1） 共通 

 家族構成/年齢/平均在宅時間/世帯年収/

省エネ行動/省エネ意識（理由）/エコ行動

/エコ意識（理由）/設備導入状況/消費電

力/築年数/入居年数 等 

（2） 導入戸建のみ（太陽光発電設備） 

 設備詳細/導入理由/導入時期/情報入手

先/満足・不満足なこと/電気料金/売電電

気量 等 

（3） 子供 

 学年/省エネ行動/省エネについて/エコ

行動/エコについて 等 

 

2. アンケート結果 

回収したアンケート結果のうち、導入戸

建住宅居住者と非導入戸建住宅居住者及び

非導入集合住宅居住者の世帯主年齢層、省

エネ・エコ意識、省エネ・エコ行動を表と

図によって示す。 

（1） 世帯主年齢層 

 非導入戸建住宅よりも導入戸建住宅のほ

うが 41～50歳の割合が多かった（図-1，

図-2）。太陽光発電は新築時に設置する家

が多いため、収入が安定し新築を買える年

齢である 41～50歳の割合が多いと考えら

れる。集合住宅は 40歳以下の割合が最少

であった（図-3）。 

 

図-1 導入戸建の世帯主年齢層 

 

 

図-2 非導入戸建の世帯主年齢層 

 

 

図-3 集合住宅の世帯主年齢層 

 

（2） 省エネ意識 

 三区分とも省エネ意識が高いと考えられ

るデータの分布であり、大きな差異は認め

られなかった（表-1）。 省エネを意識する

理由は、「節約するため」が最多であった。 

 

表-1 省エネ意識 

 

（3） 省エネ行動 

 この設問は複数回答である。三区分とも

ほとんど同じデータの分布であった。手間

がかかる「エアコンのフィルターをこまめ

とても意識

している
意識している

あまり意識

していない

意識して

いない

導入戸建 26% 65% 9% 0%

非導入戸建 23% 50% 22% 5%

非導入集合 14% 64% 14% 8%
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に掃除する」が軒並み低い実施率であっ

た。導入戸建住宅のみ「LEDなど節電効

果の高い照明機器を使用している」の割合

が高かった（図-4）。

 

図-4 省エネ行動 

 

（4） エコ意識 

 三区分ともエコ意識が高いと考えられる

データの分布であり、大きな差異はなかっ

た（表-2）。 エコを意識する理由は「環境

に配慮するため」が最多であり、エコを意識

しない理由は「効果に疑問がある」、「わざわ

ざするのが面倒だ」という理由が多かった。 

 

表-2 エコ意識 

 

（5） エコ行動 

 この回答は複数回答である。三区分とも

割合が高い項目が多く、データの分布に大

きな差異は認められなかった。実施に多額

の費用が掛かる「車はハイブリットカーや

電気自動車にしている」はいずれのデータ

においても割合が最低であった（図-5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 エコ行動 

 

（6） 消費電力 

三区分の一年間の平均使用電力を（図-

6）に示す。一年を通して集合住宅の方が

導入戸建・非導入戸建よりも消費電力が多

いという結果であった。今回アンケートを

配布した集合住宅のほぼ全ての世帯で、オ

ール電化を導入していたことが関係してい

ると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 一年間の平均消費電力 

 

3. 検定による有位性の検討と考察 

アンケート結果から、三区分それぞれの

質問項目ごとに関係性があるのか、検定を

実施した。実施したのは（表-3）に示す項

目についてである。 

 

 

とても意識

している
意識している

あまり意識

していない

意識して

いない

導入戸建 26% 56% 15% 3%

非導入戸建 17% 57% 19% 7%

非導入集合 18% 57% 19% 6%
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表-3 検定実施項目 

 

本研究で用いたのは χ二乗検定と相関係

数である。検定の結果、関係性があると判

断できるものが複数得られた。以下にそれ

を示す。 

・「省エネを意識してない」人が導入者宅

では少なく、非導入者宅では多い。 

・「省エネ・エコを意識してない」人は、

省エネ・エコ行動数が導入者宅では少な

く、非導入者宅では多いことが分かった。

導入者宅では太陽光発電で発電を行うこと

で、省エネ・エコ意識が満足してしまい、

太陽光発電以外の省エネ・エコ行動を意識

的に行わないのかもしれない。 

・導入者宅と非導入者宅では省エネ行動数

が多い人は、エコ行動数も多い。 

・「省エネを意識している」人が導入者宅

では多く、集合住宅では少ない。 

・非導入者宅で世帯年収が多い家庭はエコ

行動数が多い。 

・集合住宅で年齢が高くなると、「エコ意

識・行動数」が多くなる。 

・集合住宅で、「省エネ行動数」は平均在

宅時間が長くなると多くなり、短くなると

少なくなった。 

・導入者宅と非導入者宅、集合住宅とをそ

れぞれ比較した検定の結果、「省エネ意

識」が高いことが分かった。太陽光発電を

導入することによって、他よりも意識が高

くなっているのかもしれない。また、反対

に、「省エネ意識」が高い人が太陽光発電

を導入しているとも考えられる。 

 

5. 結論と反省点 

5.1 結論 

 「省エネを意識していない人」が導入宅

では少なく、非導入宅では多いことが判明

した。また、導入宅・非導入宅では省エネ

行動数が多い人はエコ行動数も多いという

ことが検定によって判明した。 

5.2 反省点 

(1) アンケート回収率が昨年より低く、また、
アンケートの未記入部分が多々みられ

た。 

今年のアンケートは去年に比べて「家族

構成」や「在宅時間」といった情報を聞いた

ことが関係しているのか、回収したアンケ

ートに未記入部分があった為、検定のデー

タに使用できないものが多かった。このこ

とから、答えやすい質問項目の選定が必要

であったと考える。 

(2) 子ども用アンケートの配布方法、内容の
改善が必要。 

本調査では省エネ・エコに関するアンケ

ートを配布した住宅に対し、追加で子ども

用アンケートの配布を行った。しかし、住

宅に調査対象年齢の子どもが居住している

とは限らないため、回収率は低かった。そ

のため子どものアンケートを実施する際は

学校に許可を取り、学校でまとめて配布す

るなどの改善が必要であると考える。 

また、今回は「親の省エネ・エコ意識が

子どもに影響を与えるのか」を調査した

が、「子どもの省エネ・エコ意識が親に影

響を与えるのか」についても調査すべきで

あったと考える。 

子どもの省エネ・エコの意識での違いに関する検定

導入者と非導入者の省エネ・エコ意識と行動の差異

導入者宅と集合住宅の省エネ・エコ意識と行動の差異

世帯年収と年齢別でみた省エネ・エコ意識と行動の差異

平均在宅時間でみた省エネ・エコ意識と行動の差異

利用設備と省エネ・エコに関する差異

太陽光発電の導入の満足と不満足の相関関係
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避難自助検討のための洪水ハザードマップの在り方に関する基礎的研究 
 

茄子川 柊 (東北工業大学), ○渡邉浩文（東北工業大学） 
 

Fundamental study on the way of flood hazard map for evacuation self-help study 

Shuu Nasukawa (Tohoku Institute of Technology), Hironori Watanabe (Tohoku Institute of 

Technology) 

 

キーワード：洪水 ユニバーサルデザイン 防災 

 

1.研究背景と目的 

近年、想定を超える災害が多発する中で行政によ

る防災対策だけでは限界があることが認識され始め

ている。 

本研究では、災害時に自ら避難計画を考える「自助」

のための判断材料にしやすいハザードマップの提案

を行うことを目的とする。 

 

2.研究概要 

本研究では、まず洪水ハザードマップの作成状況の

調査を行った。調査対象は宮城県の 35 市町村の内洪

水ハザードマップを持つ 27 市町村とし、同時にハザ

ードマップの内容も確認した。課題と現状を把握し、

課題を解決した形のハザードマップを作成し、災害時

住民が避難自助を検討しやすいものを提案する。 

 

3.洪水ハザードマップの調査と課題 

宮城県の洪水ハザードマップを持つ27市町村ホーム

ページへアクセスしハザードマップを収集した。表 1

に各市町村の色分けと閾値をまとめたものを示す。市

町村名の右にある数字は閾値の範囲 1～6 に振り分け

たものであり、色分けの下にある表と対応している。

この結果から、市町村ごとで配色が統一されていない

ことが分かった。また、27 市町村の内 17 市町村でマ

ップ内の浸水区域や避難所など表記が行政区域で途

絶えていることが分かった。これらの課題は、ハザー

ドマップを見た人が浸水区域の認識を誤ることや隣

接市町村との比較ができず避難行動に支障をきたす

ことが考えられる。 

国交省発行「水害ハザードマップ作成の手引き」²⁾で

は、色覚障碍者へ配慮をすることとなっている。その

ため 27 市町村に対して Photoshop の機能を用いて色

覚障碍者の 75％にあたる D 型（第二色盲）の人の見

え方を再現した。その結果 11 市町村で色の判別が難

しいことが分かった。例として図 1を示す。 

 

表 1各市町村の色分けと閾値 

  

 
図 1：多賀城市洪水ハザードマップ¹⁾ 

 

4.対策と提案  

 4.1 対策 

ハザードマップは誰が見ても浸水ランクを判別で

きなければならない。そのため配色についてはユニバ

B-13
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ーサルデザインを軸とし判別がしやすい組み合わせ

とした。表示範囲に関しては、10000～15000 分１の

縮尺が推奨されているがこの縮尺では広域を表示す

ることができないため作成したものでは縮尺を

25000分 1とし広域を表示することで隣接市町村と比

較できるようにした。また、道路などの細かい情報が

見えにくくならないよう配慮した。課題を踏まえて作

成したマップを図 2、作成したマップを D 型（第二色

盲）の見え方で再現したものを図 3に示す。 

 

図 2作成したマップ（多賀城市周辺） 

 

 
図 3 D 型シミュレートをかけたもの 

 

同地域である図 1と比較すると色及び表示範囲の問題

が解決できているといえる。また色覚障害に対応して

いる配色パターンの例を図 4に示す。 

 

図 4有効な配色パターンの例と D 型の再現 

4.2 スマートフォン用アプリケーションの提案 

現状のハザードマップは紙媒体が主流であるが紛

失や保管場所が分からなくなるなどの問題がある。こ

れらの課題を解決するたに AvezaMaps の活用を提案

する。このアプリは事前にマップのダウンロードをす

る必要があるが事前に済ませておくことで保存・閲覧

が可能であり紙媒体の課題を解決できる。また従来の

防災アプリケーションと比較すると、オフラインで使

用ができるため災害時であっても利用可能であり、避

難時の助けになることが考えられる。AvenzMaps の

提供例を図 5に示す。 
 

 

図 5AvenzaMaps の提供例 

 

5.まとめ 

本研究では、宮城県の洪水ハザードマップにおけ

る現状と課題の把握ができた。通勤通学など 1時的

に利用する人や色覚障碍者の人たちにも対応できる

マップを示せた。今後の課題として、閾値の値にも

違いが見られたが今回対策を示すには至らなかった

ため今後検討する必要がある。洪水ハザードマップ

以外でも同様の課題がある可能性があるため調査す

る必要がある。 

 

参考資料 

1）多賀城市 HP：「多賀城市防災マップ」 

www.city.tagajo.miyagi.jp/toshike/kurashi/bosai/bos

ai/map.html （閲覧 2 月 14 日） 

2）国土交通省：水害ハザードマップ作成の手引き 

（2016-4）pp.32 （閲覧 2 月 14 日） 

3）カラーユニバーサルデザイン推奨配色 

http://jfly.iam.u-tokyo.ac.jp/colorset（閲覧2月14日） 

4）AvenzMaps 公式サイト 

https://avenzamaps.jp/?page_id（閲覧 2 月 14 日） 
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福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検討（その 1） 

事業とキャンパスの概要、熱・電気エネルギー需要簡易ポテンシャル推定 

○関根 卓哉, 池田 俊幸（㈱アーク）, 赤井 仁志, 佐藤 秀樹, 渡部 一徳（福島大学） 

Project Study for Utilization System of Mainly by Renewable Energy Heat in Fukushima 
University, Part 1 : Overview of the Project and Campus, Simplified Prediction Potential 

Estimate of Heat and Electric Energy Demands 
 

SEKINE Takuya, IKEDA Toshiyuki (Ark Co.,Ltd.), 
AKAI Hitoshi, SATO Hideki, WATABE Kazunori (Fukushima University) 

  

キーワード：再生可能エネルギー熱，事業概要, キャンパス概要, 熱需要, 電気需要 

 

1. はじめに 

 東日本大震災による東京電力㈱福島第一原子力発

電所の事故まで、福島県は新潟県と共に首都圏への

電気エネルギー供給源であった。東日本大震災によ

り、日本のエネルギー情勢や計画は、大きく変貌を

遂げた。福島県は復興計画も含めて、必然的に対応

せざるを得ない状況になった。 

 政府や福島県の政策の中で、再生可能エネルギー

がキーワードに掲げられた。2040 年頃を目途に県内

エネルギー需要 100％相当以上の再生可能エネルギ

ーを生み出すことを目標にする。関連産業の集積に

向けた取組を加速することにした。これにより、名

実ともに福島県を再生可能エネルギーの「先駆けの

地」とすることになった。 

 このような中、福島県（エネルギー課）は、福島

県スマートコミュニティ構築支援事業を公募した。

平成 29 年度の第 2 次公募に福島大学が「福島大学

での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検

討（太陽光と風力発電を含む）」で応募し採択された。

福島大学は、地域の国立大学としての高等教育機関

として再生可能エネルギーに関わる研究開発や人材

育成の分野において相互協力を進めてきた経緯が有

る。又、福島大学では今後再生可能エネルギー導入

での省エネ化や、省エネに向けた学内スマートコミ

ュニティ構築を具体化するため国補助金を活用し学

内施設の建設や改修を進めていきたいと考え、更に

福島市が進める次世代エネルギーパーク計画との連

携を行い、市民及び学生等へのスマートコミュニテ

ィの啓発を加速させようとしていた。以上を踏まえ

福島大学構内における利用可能なエネルギー源のポ

テンシャルについて事前調査を行い、将来にむけて 

 

の効率的な再生可能エネルギー導入を目指すための

事業であった。 

この事業で福島大学構内における施設の概要をま

とめ、熱・電気エネルギー需要簡易ポテンシャル推

定を行ったので報告する。（なお、本事業の報告書〔公

開版〕は、福島市環境課のホームページに公開され

ている。） 

 

2. キャンバスの概要 

図-1 により大学構内の建物を配置的に示す。

432,894 ㎡の中に、延べ床面積 90,488 ㎡の建物、施

設が有。中央機械室には受変電設備や温水熱源ボイ

ラ等が有り、強電幹線、弱電配線暖房温水管、都市

ガス配管、消火配管等が共同構を通り各施設へと供

給される。建設当時、敷地内の多数の施設整備が段

階的に進む事を踏まえ柔軟性のある中央式設備計画

であったと考える。強電は棟毎の電気室に設けられ

た第二受変電設備により個別に管理されている。し

かし経年により各棟毎に改修工事も行われ、中央式

の温水暖房式から電気式やガスエンジン式のエアコ

ンによる個別化も進んでいる状況があり。全体の必

要な電気容量は増加傾向であった。 

 

 
図-1 大学構内配置図 
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3. 熱・電気エネルギー需要簡易ポテンシャル推定 

福島大学構内における将来にむけての効率的な再

生可能エネルギー導入を目指すため、各施設におけ

る熱・電気エネルギーを数値化し、大学構内全体値

として集計することにした。既存施設に設置されて

いる空調機器能力値を 熱エネルギー(空調）とし、

同時にその空調機の消費電力値を電気エネルギー

(空調に関わる消費電力）とした。数値化の方法とし

てまず、各施設群の中で用途の異なる代表的な棟を

選出した。 

 その各棟毎、それぞれの既存空調設備図にて空調

面積、空調機器冷暖房能力値、消費電力値を洗い出

し、空調能力単位負荷（kw/㎡）及び単位空調消費電

力値（kw/㎡）を算出。更に延べ床面積に対する空調

面積比も数値化し、それらを元に分類化を行った。

(表-2、表-3）選出(既存空調設備図にて洗い出し)を

していない棟の熱・電気エネルギー値の推定は、分

類化により数値を当てはめて算出し(表-5、表-6）集

計を行った。（表-1,表-4） 

 

3.1 簡易ポテンシャル推定 熱エネルギー（空調） 

 建物における熱エネルギーを数値化し、簡易的に

ポテンシャル推定を行う。キャンパス内建物の内、

数棟を選び出し、空調機能力と空調面積を洗い出し、

空調能力単位負荷 kw/㎡として数値化し、分類化す

る。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 簡易ポテンシャル推定 電気エネルギー 

（空調に関わる消費電力） 

 キャンパス内の建物における空調の消費電力エネ

ルギーを数値化し、現況を把握する。キャンパス内

建物の内、数棟を選び出し、空調機消費電力と空調

面積を洗い出し、空調単位消費電力 kw/㎡として数

値化し、分類化する。 

 

 

 

 

 空調面積集計推定値：　

冷房能力集計推定値：  

暖房能力集計推定値：  

92 , 5 1 5

5 5 , 4 9 5

1 1 , 2 2 0

1 3 , 8 6 2

㎡延べ床面積集計値：　

kw

㎡

kw

12 Ｌ講義棟 1996 R

9

図書館 1981 R 3

1

小計 あ 26,683
C: 3,444

14,739
H: 5,471

7,218
C: 492

3,033
0.16

C 0.42

H: 507

0.17
E 0.63

NO

※1
建物名称

築

年

構

造

階

数

A※2 B※3 C※4 B÷C※5 分

類

D※6

(㎡） （ｋｗ） (㎡） （kw/㎡） C÷A

0.13
A 0.68

H: 225.2 0.14

8 総合情報処理ｾﾝﾀｰ
1985

R 3 2,204
C: 421.9

1,572
0.27

B 0.71

～2013 H: 472.6 0.30

2 本部管理棟 1975 R 4 2,440
C: 212.1

1,658

C: 1,015
5,937

H: 1,094 0.18

0.31
Ｇ 0.51

H: 3,250 0.72

0.17

学術情報ﾒﾃﾞｨｱ棟 2014 R 4 3,420
C: 523

2,904
0.18

D 0.85

H: 587 0.20

同上混合平均値

33 学生寮（３棟） 1980 R 4～5 8,821
C: 1,400

4,500

2,580
C: 395

1,072
0.37

F 0.42

H: 429 0.40

食農学類棟(仮称） 2019 Ｒ 4 4,400 D 0.85 3,740

229 Ｅ 0.63 144

0.18 0.20 673 748

小計　い 65,832 40,756 7,777 8,391

0.63 367

0.17 0.18 25 26

3 保健管理ｾﾝﾀｰ 1982 Ｒ 2 441 Ｅ 0.63 278 0.17 0.18 47 50

52 学生活動ｾﾝﾀ－ 2007 S 2

0.17 0.18 62 66

58 環境放射能研究所分析棟 2014 S 2 1,360 Ｅ 0.63 857 0.17 0.18 146 154

45 環境放射能研究所試料保存棟 2016 S 1 583 Ｅ

286

44 環境放射能研究所研究棟 2016 SR 6 3,994 Ｂ 0.71 2,836 0.27 0.30 766 851

43 未来支援ｾﾝﾀ－棟 2013 R 5 2,526 Ｅ 0.63 1,591

R 1 334 Ｅ 0.63 210

0.17 0.18 271

1,126 0.00 0

0.17 0.18 36 38

42 未来支援ｾﾝﾀｰﾌﾟﾚﾊﾌﾞﾕﾆｯﾄ棟 2012 S 2 121 Ｅ 0.63 76 0.17 0.18 13 14

41 共生ｼｽﾃﾑ理工学類記念棟 2011

0.68 602

0.00 0.00 0 0

33 寄宿舎（管理棟） 1980 R 1 260 Ｅ 0.63 164 0.17 0.18 28 29

32 第２体育舘 1991 RS 1

0.13 0.14 78 84

28 体育系ｻｰｸﾙ棟 1979 R 2 710 Ａ 0.68 483 0.13 0.14 63 68

26 文化系ｻｰｸﾙ棟 1981 R 3 885 Ａ

0

23 大学会館 1996 R 1 3,184 Ｅ 0.63 2,006 0.17 0.18 341 361

22 第１体育舘 1979 RS 2 2,652 0.00 0

R 1 404 Ｅ 0.63 255

0.00 0.00 0

1,267 Ａ 0.68 862

0.17 0.18 43 46

20 保健体育棟 1978 R 2 924 Ｅ 0.63 582 0.17 0.18 99 105

19 理工共通棟 1978

0.63 3,689

0.13 0.14 112 121

18 音楽棟 1978 R 3 1,190 Ａ 0.68 809 0.13 0.14 105 113

17 美術棟 1978 R 2

0.17 0.18 627 664

16 総合教育研究ｾﾝﾀｰ棟 1983 R 4 1,995 Ｅ 0.63 1,257 0.17 0.18 214 226

15 共生ｼｽﾃﾑ理工学類棟 1978 SR 7 5,855 Ｅ

14
理工学類研究実験棟 2006 S 7 3,862 Ｂ 0.71 2,742 0.27 0.30 740 823

総合研究棟（理工系） 2010 S 7 2,995 Ｂ 0.71 2,126 0.27 0.30 574 638

0.37 0.40 279 302

10
Ｓ講義棟 1978 R

Ｓ講義棟 1980 R Ｅ 0.63

11 Ｍ講義棟 1980 R 3 1,796 Ｆ 0.42 754

1,641 0.17

13 人間発達文化学類棟 1978 SR 7 5,979 Ｅ 0.63 3,767 0.17 0.18 640 678

8 5,690 Ｅ 0.63 3,585 0.17 0.18 609 645

3 1,755 Ｅ 0.63 1,106 0.17 0.18 188 199

4 2,605 0.18

E×F※9

※7 （kw/㎡）  （kw）

(㎡） (㎡） 冷房 暖房 冷房 暖房

0.17 0.18 719 761

F※8

279 295

5 経済経営学類棟 1981 SR 8 6,710 Ｅ 0.63 4,227

NO

※1
建物名称

築

年

構

造

階

数

A※2 分

類

D

※6

E

6 行政政策学類棟 1988 R

㎡9 2 ,5 1 5延べ床面積集計値： 　

ｋｗ4 ,0 8 7空調消費電力集計推定値：  

㎡5 4 ,5 2 7 空調面積集計推定値： 　

表-1 熱エネルギー（空調）主要建物 集計値（あ+い） 

表-2 用途の異なる代表的な棟を選出し 
空調能力単位負荷ｋｗ/㎡として数値化・分類化 

 

表-3 表-2以外の建物の分類と熱エネルギー推定 

※1.「No」は建物番号（キャンパスマップに準拠） 
※2.「A」は延床面積 
※3.「B」は空調機能力 

※4.「C」は空調面積 
※5.「B÷C」は能力単位負荷 
※6.「D」は空調面積の延べ床面積による割合 

※7.「E」は想定空調面積 
※8.「F」は想定単位負荷 
※9.「E×F」は推定負荷 

 

表-4 電気エネルギー（空調に関わる消費電力） 

キャンパス内 主要建物 集計値（あ+い） 
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表-7 学生寮概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 熱エネルギー（給湯） 

キャンパス内の建物における熱エネルギーを数値

化し、簡易的にポテンシャル推定を行う。 

【給湯ポテンシャル推定方法】 

 大学構内であるで、給湯設備として最も多くのエ

ネルギーを消費しているのが、唯一の居住施設であ

る学生寮である。 

 学生寮の給湯に関する現状を把握し、数値化する。 

 学生寮の概要を、表-7に示す。 

 

 

 
 

・給湯設備概要 

 平成 22 年学生寮改修機械設備工事にて給湯設備

を更新し、下記のような現況である。各フロアごと

にシャワーユニット×2 ヶ所とユニットバス×1 ヶ

所にのみ給湯されている。（各フロアごと 20 号×2

台をへッダーで直列）都市ガスを使用した瞬間型給

湯器により、使用人員数、使用時間帯の定まらない、

不特定な使われ方に対応している。20 号連結で能力

が 40 号→76,000kcal/h として、⊿t：40℃（45℃-

5℃）とすると 32L/min の出湯能力がある。

32L/min÷3 か所≒11 L/min という事で、シャワー

ユニット×2+ユニットバス×1 の計 3 か所へ同時に

給湯出来る能力であることが判る。（シャワー等の水

栓 1 栓当たりの必要流量は、12 L/min 程度と言われ

ている。余裕のある数値であり、11 L/min は問題の

ない値と考える）各フロアごとに共用キッチン×2

か所へそれぞれ 5 号湯沸器が設置されている。 

現況の給湯設備概要を踏まえたうえで、再生エネ

ルギー化検証の対象を決定する。 

→ 今回の再生エネルギー化への検証は、（キッチン

を除いた）シャワー及びユニットバスへの給湯を対

象に進める。 

寮入居者の入浴時に必要な給湯量の算出 

 ユニットバス（1216 型）浴槽容量が、≒160 L 

（12L/min で 13 分程度）。仮にシャワー使用時間も

13 分とすると 1 人当たり≒160 L/人・日となり、× 

500 人＝80,000 L/日（3 棟合計の 45℃必要給湯量）

E×Ｆ

※9

（kw）

64

284

15

34

169

24

0

7

8

3

143

44

66

68

151

274

213

148

50

43

40

10

23

0

80

6

11

55

2,064

4 4,400 D 2,772 0.02

小計　い 65,832 39,788

0.63

0.63

30

E 857 0.04

52 学生活動ｾﾝﾀ－ 2007 S 2 229 E 144 0.04

44 環境放射能研究所研究棟 2016 SR 6 3,994 B 2,836 0.10

45 環境放射能研究所試料保存棟

3 保健管理ｾﾝﾀｰ 1982 Ｒ 2 441 E 278 0.040.63

1,591

2016 S 1 583 E 367 0.04

未来支援ｾﾝﾀｰﾌﾟﾚﾊﾌﾞﾕﾆｯﾄ棟 2012 S 2 121 E 0.63 76 0.04

0.04

0.71

0.04

41 共生ｼｽﾃﾑ理工学類記念棟 2011 R 1 334 E 0.63 210 0.04

33 寄宿舎（管理棟） 1980 R 1 260 E 0.63 164

0.05

32 第２体育舘 1991 RS 1 1,126 0.00 0 0.00

28 体育系ｻｰｸﾙ棟 1979 R 2 710 A 0.68 483

0.04

26 文化系ｻｰｸﾙ棟 1981 R 3 885 A 0.68 602 0.05

23 大学会館 1996 R 1 3,184 E 0.63 2,006

1978 R 924 E 0.63 582 0.04

22 第１体育舘 1979 RS 2,652 0.00 0 0.00

0.68 809 0.05

17 美術棟 1978 R 1,267 A 0.68 862 0.052

0.04

16 総合教育研究ｾﾝﾀｰ棟 1983 R 1,995 E 0.63 1,257 0.044

15 共生ｼｽﾃﾑ理工学類棟 1978 SR 7 5,855 E 0.63 3,689

0.10

総合研究棟（理工系） 2010 S 7 2,995 B 0.71 2,126 0.10

理工学類研究実験棟 2006 S 7 3,862 B 0.71 2,742

1,796 F 0.42 754 0.09

13 人間発達文化学類棟 1978 SR 5,979 E 0.63 3,767 0.04

5,690 E 0.63 3,585 0.04

10
Ｓ講義棟 1978 R 1,755 E 0.63 1,106 0.04

Ｓ講義棟 1980 R 2,605 E 0.63 1,641 0.044

F

※7 ※8

(㎡） (㎡） （kw/㎡）

5 経済経営学類棟 1981 SR 6,710 E 0.63 4,227 0.048

NO

※1
建物名称

築

年

構

造

階

数

A※2 分

類

D

※6

E

3

86 行政政策学類棟 1988 R

7

11 Ｍ講義棟 1980 R 3

14

1

3

19 理工共通棟 1978 R 404

18 音楽棟 1978 R

E 0.63 255 0.04

20 保健体育棟

2

2

1,190 A

42

0.63

0.63

58 環境放射能研究所分析棟 2014 S 2 1,360

43 未来支援ｾﾝﾀ－棟 2013 R 5 2,526 E 0.63

食農学類棟(仮称） 2019 Ｒ

　男子寮（調査対象）200室

　男子寮（調査対象）150室

　女子寮（調査対象）150室

　電気室有（調査対象外）

備考棟 名称 構造 階数

5 2,446.4 ㎡ 1980
学

生

寮

如月寮 ＲＣ

信夫寮

延床面積 建築年

ＲＣ 4 2,697.3 ㎡ 1980

㎡ 1980

㎡ 1980

葵寮 ＲＣ 4 2,654.1

1 260.00管理棟 ＲＣ

表-5 用途の異なる代表的な棟を選出し 
空調単位消費電力ｋｗ/㎡として数値化・分類化 

 

表-6 表-5以外の建物の分類と電気エネルギー推定 

※1.「No」は建物番号（キャンパスマップに準拠） 
※2.「A」は延床面積 
※3.「B」は空調機消費電力 

※4.「C」は空調面積 
※5.「B÷C」は単位消費電力 
※6.「D」は空調面積の述べ床面積による割合 

※7.「E」は想定空調面積 
※8.「F」は単位空調消費電力 
※9.「E×F」は推定空調消費電力 

(kw/㎡）

小計

4,500 0.33 0.51 ＧR 4～5 8,821 1,4831980

あ 26,683 2,024 14,739

12 Ｌ講義棟

33 学生寮（３棟）

F1,072 0.09 0.421996 R 1 2,580 93.5

0.63 E220 5,937 0.04同上混合平均値

9

図書館 1981 R 3 7,218

4 3,420学術情報ﾒﾃﾞｨｱ棟 2014 R

1,572

0.42 C165.7 3,033 0.05

0.85 D54.0 2,904 0.02

8 総合情報処理ｾﾝﾀｰ
1985

R
～2013

A1,658 0.05 0.681975 R 4

0.10 0.71 B3 2,204 152.0

NO

※1
建物名称

築

年

構

造

階

数

75.42,4402 本部管理棟

分

類

A※2 C※4 D※6

(㎡） (㎡） C÷A

B(kw)

※3

B÷C ※5
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となる。45℃の混合水の内、58％が 5℃の水、42％

が 60℃のお湯となる。 

→80,000 L/日×0.42＝33,600L/日（60℃）となる。 

 従って冬季（水温 5℃）のピークで 33,600 L/日

（60℃）を 3 棟合計の入浴に必要な給湯量と仮定す

る。 

 

4. まとめ 

 大学構内全体での、将来効率的な再生エネルギ

ー導入計画するための事業検討（事前調査）として

様々な作業が必要とする中、初めの一歩的な意味合

いを感じつつ、キャンパス概要把握と熱・電気エネ

ルギーの需要簡易ポテンシャル推定作業を行なった。

簡易推定ではあったが、大学内の「施設課」によっ

て、幾多の既存施設毎にその規模や用途、設備改修

履歴に至るまで資料提示を受け、不足情報について

も聞き取り確認を行い、表-1～6 は高い精度の物を

目指し作成した。算出した能力単位負荷は、今後必

要な再生エネルギー量を推定するためのものとして、

又、単位消費電力値は再生エネルギー化計画（空調

方式を変更等）する際に、必要な電気エネルギーと

の比較により既存電気施設の増強対策有無の判断資

料として活用していく。その他として、建物用途→

空調面積の延べ床面積に対する割合値や、空調方式

→能力単位負荷→単位消費電力値については今後の

作業において有効に活用できると考えている。空調

用途だけでなく、効率的な給湯への利用についても、

今回算出した値は今後更に必要な情報（実際の使用

湯量等）を収集し、具体的なエネルギー量算定や手

法検討作業に活用していく。 
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福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検討（その 2） 

電力特性、太陽光発電と風力発電の導入計画 

○阿部 良道, 佐藤 正佳, 松本 利文, 先﨑 希（㈱ユアテック）, 五十嵐 勝裕（東北電力㈱）,  

赤井 仁志, 佐藤 義久, 斉藤 公彦, 佐藤 秀樹, 渡部 一徳（福島大学） 
  

Project Study for Utilization System of Mainly by Renewable Energy Heat in Fukushima 
University, Part 2 : Electricity Load Fluctuation Characteristics, Implementation Planning to 

Photovoltaics and Wind-generated Electricity 
  

ABE Yoshimichi, SATO Masayoshi, MATSUMOTO Toshihumi, SENZAKI Nozomi (Yurtec 
Corporation), IGARASHI Katsuhiro (Tohoku-Electric Power Co., Inc.), AKAI Hitoshi, SATO 

Yoshihisa, SAITO Kimihiko, SATO Hideki, WATABE Kazunori (Fukushima University) 
   

キーワード：再生可能エネルギー熱, 電力負荷, 太陽光発電, 風力発電 
   

はじめに 

福島県では、2040 年頃を目途に県内エネルギー

需要の 100％相当以上の再生可能エネルギーの活

用を目標に掲げている。これを受けて、大学構内

で利用可能なエネルギー源のポテンシャル事前調

査を実施した。 

 

1. 電力需要特性と評価 

電力需要は、夏と冬に使用量が増えるが、特に

1 月が使用のピークとなることがわかった。これ

は、暖冷房による電気使用の増が要因だと思われ

る。曜日ごとの 1 年平均値によるロードカーブ（0
時から 24 時までの 30 分ごとの使用電力量グラ

フ：図-1）を確認した。日中に使用量が増え、夜

間に使用量が減るのは平日も休日も同様。平日、

曜日にかかわらずほぼ同じようなカーブを描いて

おり特徴的な使い方はみられなかった。 

月ごとのロードカーブ（図-2）を確認したとこ

ろ、類型が四半期ごとに分類できることがわった。

第 1 四半期は、使用量が多く朝方から夜にかけて

右肩下がりとなる。第 2 四半期は、ほぼ同じよう

な使用量であり且つ 19 時前後に使用のピークが

発生する。第 3四半期は、月による使用量の大小

の差が大きく且つ 14 時前後に使用のピークが発

生した。第 4 四半期は、月を追うごとに使用量が

増え、且つ 17時前後に使用のピークが発生する。 

 

2.太陽光設備モジュールの選定 

太陽電池モジュールのセルの種類には、現在商 

品化されている中で主に単結晶系、多結晶系、化

合物系の 3 種類がある。種類ごとに代表的なメー

カーで比較した。 

単結晶系パネルは、最もモジュール変換効率が

高く、他パネルと比較し同じ敷地面積で発電容量

を多く設置することが可能となる。モジュール価

格は比較的高価で、中小規模発電かつ設置場所が

狭い条件に適している。 

多結晶系パネルは、モジュール変換効率が比較

的高く、モジュール単価も安価で、大中規模発電

用として適している。最近では単結晶に近い効率

の製品も開発されコストパフォーマンスに優れて

いる。 

図-1 曜日毎のロードカーブ 

図-2 平日の月平均ロードカーブ 
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化合物系パネルは、モジュール変換効率は低い

が、結晶系パネルと比較して影による発電出力へ

の影響が少ない特徴がある。東北地方では積雪に

よる発電電力量への影響を最小限にすることが期

待できる。設置面積に余裕があり年間発電電力量

を確保したいニーズに適している。 

今回は、モジュール変換効率も高く比較的安価

な多結晶モジュールを選定し計画することとした。 

 

3．太陽光パネル設置計画の検討 

太陽電池モジュールは、傾斜角 30°、真南方向

で最大発電電力量を得ることができる。福島大学

の場合、各棟は南西方向にて建設（図-3参照）さ

れているため、設備稼働率を重視する場合、真南

方向でパネル設置をすることとなり、太陽電池モ

ジュールの設置枚数が少なくなる。 

 
図-3 福島大学外構図面 

         

真南と南西方位角の差異による発電電力量の差

は約 5％程度であることから、太陽電池モジュー

ルの配置は基本建物と同じ南西方向で検討するこ

ととした。傾斜角度については、30°で最大発電量

となるが、最近では傾斜角度を低く設計している

ケースが多い。その理由は、傾斜角度が高いと太

陽電池アレイ間の影の影響を考慮し、距離を確保

する必要があるため、設置モジュール枚数が少な

くなる。更に傾斜角度が高いほど耐風荷重を考慮

し架台の強度が必要となり、相対的に設置コスト

が高価となる。以上より、今回は発電電力ポテン

シャル量を重視し、傾斜角 15°で設計した。同角

度による 30°との発電電力量の差は約 5％となる。 

 

4.太陽光発電設備検討結果 

前設計条件を踏まえて福島大学構内に設置可能

太陽光設備の総容量を検討した結果、設備容量は

合計 634.84kW となった。（表-1 参照） 

              

表-1 建物別太陽光・風力発電容量検討結果 

建物名称 種別 発電容量 

事務局棟 太陽光 37.76kW 
経済経営学類棟 太陽光 21.24kW 
行政政策学類棟 太陽光 47.20kW 

S 講義棟 太陽光 80.24kW 
M 講義棟 太陽光 80.24kW 

人間発達文化学類棟 太陽光 56.64kW 
教育研究センター 太陽光 51.92kW 

陸上競技場（東側法面） 太陽光 259.60kW 
信陵公園東側 風力 58.50kW 

合 計  693.34kW 
 

5．大規模災害時・停電時の自立電源システム 

自立電源システムとして、電力系統が停電した

場合には自動で再生可能エネルギーおよび蓄電池

から重要負荷へ電源供給可能なシステムが求めら

れる。 

災害発生時の避難場所は大学中心部にある体育館

である。その近傍で今回のポテンシャル診断より

太陽光発電システム導入可能な施設は教育研究セ

ンターとなり、自立電源システムは同施設へ導入

することが望ましい（図-4）。また蓄電池の選定は

災害発生時の使用機器消費電力を計算した結果、

22.1kWh 以上が必要となる。電力系統が停電した

場合には自動で再生可能エネルギーおよび蓄電池

から重要負荷へ電源供給可能なシステムとした。 

 

 

図-4 自立電源システム設置場所 
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福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検討（その 3） 

地中熱・地下水熱利用簡易ポテンシャルマップ 

○小林 強, 加藤 邦康, 須藤 明徳, 宮田 弘幸（㈱福島地下開発）, 藤沼 伸幸, 阿部 健一郎,  

谷藤 允彦（新協地水㈱）, 赤井 仁志, 佐藤 秀樹, 渡部 一徳（福島大学） 

Project Study for Utilization System of Mainly by Renewable Energy Heat in Fukushima University, 
Part 3 : Making of Simple Potential Map used for Geothermal Heat Utilization System and 

Underground Water Heat Utilization System 
 

KOBAYASHI Tsuyoshi, KATO Kuniyasu, SUDO Akinori, MIYATA Hiroyuki (Fukushima GEO 
Development CO.,Ltd), FUJINUMA Nobuyuki, ABE Kenichiro, TANIFUJI Yoshihiko (SINKYO-

TISUI CO.,LTD.), AKAI Hitoshi, SATO Hideki, WATABE Kazunori (Fukushima University) 
  

キーワード：再生可能エネルギー熱, 地中熱, 地下水熱, 簡易ポテンシャルマップ 
 
１．キャンパス内のポテンシャルマップ作成の目的 

 ポテンシャルマップは理論的に推計される熱交換

量を平面的に図化したもので、地中熱・地下水熱利用

を効率良く進める重要な指標となる。 

 今回、冷暖房・給湯・融雪などの運用条件を設定し

た状態で必要な採放熱量の算出ができるよう、キャン

パス内のポテンシャルマップを作成した。 
 
２．ポテンシャルマップの作成手法 

 ポテンシャルマップの作成では地質情報のほか、地

下水位や地下水流速、帯水層の厚さなど地下水に関す

る情報も重要である。本事例では地下水に関する情報

は得られなかったが、 

①敷地内の既存地質ボーリングデータ（約 70 箇所）

による敷地全体の地層区分および地層分布の推定 

②食農学類建築に伴う地質調査孔で実施した簡易型

熱応答試験（TCP）の結果および土壌・岩盤の有効熱

伝導率の一般値 

 から得られた情報より、地中部の熱伝導率分布図を

作成し『地中熱簡易ポテンシャルマップ』とした。 

 

３．地質区分と地層分布の検討 

 既存ボーリング資料を整理し、キャンパス内を構成

する地層を表-1に示す5種類に区分した。 

 クローズドループの地中熱利用では深度 50～100
ｍのボアホール型地中熱交換器の設置が必要である

が、今回参考にしたボーリング資料の深度は最大 30
数ｍであり、深度100ｍまでの地層分布状況を推定す

る必要があった。 

特に、最も厚くかつ広域に分布するのは有効熱伝導率

が高い花崗岩であることから、花崗岩上面の深度を決

定し、それ以浅に堆積する地層の構成・層厚の推定を

実施した。 

 

表-1 キャンパス内を構成する地層の区分 

 

 花崗岩深度は、花崗岩が記載された柱状図の出現高

度より出現高度分布図を作成。花崗岩まで到達してい

ない地点での予想到達深度を加味する事で花崗岩出

現高度分布図としてまとめた。また、花崗岩より上位

の地層は地形横断図にボーリングデータを重ねた地

質断面図を作成し地層の分布状況を推定した（図-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 地質断面図の例 

 

地層区分 層相・特徴 

表土,盛土,沖積層 沖積層は薄層のため表土に含める 

ローム 黄褐～褐、火山灰質粘性土 

岩屑なだれ堆積物 凝灰質角礫岩、礫混じり凝灰岩 

清水町層 凝灰質砂岩、礫岩 

花崗岩類 まさ土、強風化花崗岩の部分あり 
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 花崗岩出現高度分布図および地質断面図よりキャ

ンパス内の標高が高い場所では、花崗岩の出現高度も

高くなることや、岩屑なだれ堆積物はキャンパス内の

丘陵地、特に西部で層厚 20ｍ以上と厚く堆積するこ

となどを推定し、地表から深度50ｍ、深度100ｍまで

のそれぞれの地層区分の厚さを推定した。 

４．地中熱ポテンシャルマップと簡易熱型応答試験

（TCP）
 各地層区分の土壌・岩盤の有効熱伝導率を決め、採

用する有効熱伝導率より各ボーリング地点における

みかけ熱伝導率とし、各地点の値から等高線を描いた

平均みかけ熱伝導率分布図を『地中熱簡易ポテンシャ

ルマップ』とした。 

有効熱伝導率は表—2 に示す一般値と地質調査孔を

用いて実施した簡易型熱応答試験（TCP）の測定結果

を比較、地層を構成する土質や花崗岩の風化の状態を

考慮して数値を決定した。 

表-2 土壌･岩盤の有効熱伝導率と熱容量 1） 

土質・岩質 
有効熱伝導率（W/m･K） 熱容量（MJ/m3･K）

飽和 不飽和 飽和 不飽和

砂 1.53 1.19 3.03 2.15 
砂礫 2.00 
シルト 1.44 
粘土 1.27 0.92 3.13 2.14 
火山灰 1.18 0.90 3.05 2.01 
泥炭 1.22 0.88 3.20 2.07 

ローム層 1.00 0.72 
岩（重量） 3.10 
岩（軽量） 1.40 
花崗岩 3.50 

簡易型熱応答試験（TCP）は地質調査孔を用いて原

位置で、地下水移流効果による各深度分布方向におけ

る、みかけ熱伝導率を測定することができ、通常の熱

応答試験（TRT）よりも簡便である事により、本事例

で実施した『地中熱簡易ポテンシャルマップ』の作成

方法では有効な手段となる。 

 表-3 に採用したみかけ熱伝導率を、図-2 に作成し

た区間別みかけ熱伝導率分布図を示す。 

地層区分 

採用有効熱伝導率 

（W/m･K） 備考 

飽和 不飽和 

表土,盛土,沖積層 1.53 1.19 表-2 砂の値 

ローム 1.00 0.72 

岩屑なだれ堆積物 1.22 1.19 TCPによる測定値 

清水町層 1.40 1.40 表-2 軽い岩石の値 

花崗岩類 

1.53 1.19 
N値＜50 

表-2 砂の値 

3.50 
N値≧50 

表-2 花崗岩の値 

表-3 採用するみかけ熱伝導率 

５．地中熱ポテンシャルマップによる評価 

 収集したデータの精度にも問題はあるが、地中熱簡

易ポテンシャルマップによる地中熱利用の概略検討

は、下記のとおり。 

①キャンパス内では有効熱伝導率の高い花崗岩が

比較的浅部に分布するため、深度100ｍまでの平均み

かけ熱伝導率は大部分で 2.5W/m･K 以上を示し、グ

ランド付近では 3.0W/m･K 以上となる。深度 50ｍで

は岩屑なだれ堆積物や清水町層がやや厚い部分があ

るため、2.0W/m･K～2.5W/m･Kの部分が広がる。

②本ポテンシャルマップは地下水流動の影響を考

慮しておらず安全側の評価であるが、地形や地層の分

布状況からキャンパス内での地下水流動による熱伝

導率の押し上げ効果はそれほど大きくない。 

③花崗岩の出現深度や風化の程度は施工コストに

も影響するため、候補地の検討後、実施設計に先立ち

熱応答試験（TRT）や簡易型熱応答試験（TCP）を実

施し、熱伝導率の測定と花崗岩の出現深度および岩質

の硬軟の把握を実施して、必要とされる熱交換器の本

数と深度を決定する必要があると評価した。 

参 考 文 献
１）北海道大学地中熱利用システム工学講座： 

地中熱ヒートポンプシステム，オーム社，P92，
（2007-9）

図-2 平均有効熱伝導率分布図 

左）深度0～50ｍの区間別みかけ熱伝導率

右）深度0～100ｍの区間別みかけ熱伝導率
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福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検討（その 4） 

フリーヒーティングによる融雪と地中熱利用空調システム計画①  
  

○小野 勇人, 田中 雅人, 中元 秀則（ミサワ環境技術㈱）, 

高杉 真司, 舘野 正之（ジオシステム㈱）, 赤井 仁志, 佐藤 秀樹, 渡部 一徳（福島大学） 

Project Study for Utilization System of Mainly by Renewable Energy Heat in Fukushima 

University, Part 4 : Plan Examination on Snow Melting Utilizing Free Heating by Geothermal 

Heat and Air-Conditioning System Utilizing GSHP #1 

  

ONO Hayato, TANAKA Masato, NAKAMOTO Hidenori (Misawa Environmental Technology 

Co., Ltd.), TAKASUGI Shinji, TATENO Masayuki (Geosystem CO., Ltd.),  

AKAI Hitoshi, SATO Hideki, WATABE Kazunori (Fukushima University) 

  

キーワード：再生可能エネルギー熱，フリーヒーティング，融雪，地中熱利用ヒートポンプ，空気調和設備 

       

１．はじめに 

福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心

とした事業計画のうち，その 1からその 3におい

て需要ポテンシャル推定(その 1)，太陽光発電と風

力発電の導入計画(その 2)および地中熱ポテンシ

ャルマップの作成(その 3)について報告した．本報

では，排水処理熱を熱源としたフリーヒーティン

グによる路面融雪システムおよび地中熱を熱源と

した地中熱ヒートポンプシステムの検討結果を報

告する． 

２．融雪システム 

２．１ 設備概要 

共生システム理工学類棟前の歩道は勾配のある

坂道であり，冬期の積雪や凍結が原因で転倒する

歩行者もあり危険な状態である．この区間を対象

として，幅員 1.5m の融雪システム導入を検討し

た．融雪範囲を図 1に示す． 

融雪の熱源は，融雪範囲から直線距離で約 80m

離れた中水処理施設の排水熱を利用することを検

討した． 

計画地の気象条件も考慮して検討した結果，設

計条件を以下のように設定した． 

 融雪面積 246 m2 

 降雪強度 1.2 cm/h 

 外気温度 -3.0 ℃ 

 必要熱量 141 W/m2 

 循環流量 170 L/min 

 全所要熱量 35 kW 

２．２ 熱源計画 

融雪の熱源は，中水処理施設の処理水の熱を用

いる．処理水の水槽に熱交換器を設置し，融雪路

面に埋設された放熱管と接続して不凍液を循環さ

せる． 

処理水は下水を滅菌・ろ過したものであり，固

形分をほとんど含まないものの，熱交換器表面に

スケールやバイオフィルムが生じる可能性がある．

また，冬期は処理水温度が低いため，熱交換性能

が高い熱交換器が必要となる．そこで，ポリエチ

レン製細管で構成されたシート状熱交換器(商品

名：G-カーペット)の採用を検討した．ポリエチレ

ン製であるため耐食性が高く，付着した汚れの洗

浄が容易である．また，表面積が大きいため一般

的なポリエチレン管使用熱交換器よりも熱交換能

力が高い． 

シート状熱交換器を実際に使用するにあたって，

処理水槽(5.3m×1.9m×深さ 3.2m)の点検口開口部

 
図 1 融雪範囲と中水処理施設 
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が小さいため，ロールケーキのように渦巻状に巻

き，直径を 50cm 程度に小さくしたバスケット型

熱交換器として使用する．下記の処理水の流量や

温度の測定記録を基に，熱交換器の個数を検討し

た． 

 処理水流量：110 m3/day 

 処理水温度：12 ℃ 

 循環水温度：熱交入口 3 ℃，熱交出口 5.9 ℃ 

 採熱量：6.1 kW 

以上より，全所要熱量 35kW に対して 6 個の熱

交換器を計画する． 

３．空調システム 

共生システム理工学類後援募金記念棟に設置さ

れた既設の空冷ビルマル熱源機を地中熱利用の水

冷ビルマル熱源機に更新することを想定し，シス

テムの概要を検討した．既設の熱源機仕様は表 1

の通りである． 

検討の結果，新しい水冷ビルマル熱源機として，

表 2に示す仕様を選定した． 

熱源機の熱源として必要となる地中熱交換器は，

平均的な採放熱量 1)である 60W/m を元に計算す

ると，冷房時地中放熱量 191.6kW より深度

100m×32本となる．地中熱交換器の設置に必要な

用地は，16 本×2 列に配置するとして，75m×5m

程度と想定される．想定されるシステム模式図を

図 4に示す． 

参考・文献 

1) 国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課：
官庁施設における地中熱利用システム導入ガイ

ドライン(案)，p.12 (2013.10) 

 

 

 

図 4 地中熱利用空調システムの概要 

 

図 3 融雪システム概要 

表 1 既設の空冷ビルマル熱源機仕様 

 No.1 No.2 

台数 台 1 1 

定格能

力 

冷房 kW 40.0 56.0 

暖房 kW 45.0 63.0 

暖房低温能力 kW 37.9 51.3 

 

 

図 2 シート状熱交換器の概要 

表 2 更新後の水冷ビルマル熱源機仕様 

 No.1 No.2 

台数 台 1 2 

定格性

能 

冷房 kW 40.0 28.0 

暖房 kW 44.5 30.8 
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福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検討（その 5） 
地中熱利用空調システム②と地下水利用ヒートポンプハイブリッド給湯システム計画 

  

○渡部 一徳, 佐藤 秀樹, 赤井 仁志（福島大学）,  

谷藤浩二、宮平英樹（ゼネラルヒートポンプ工業㈱）  
  

Project Study for Utilization System of Mainly by Renewable Energy Heat in Fukushima 
University, Part 5 : Plan Examination on Air-Conditioning System Utilizing GSHP #2 and Hot 

Water System using Underground Water Heat Pump as Base Load Power 
  

WATABE Kazunori, SATO Hideki, AKAI Hitoshi (Fukushima University) ,  
TANIFUJI Koji, MIYAHIRA Hideki (ZENERAL HEATPUMP INDUSTRY CO., Ltd.), 

  
キーワード：地中熱利用ヒートポンプ, 空気調和設備, 地下水熱利用ヒートポンプ, 給湯設備 

   
1. はじめに 

福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とし

た事業検討として、第 4 報ではフリーヒーティングによる

融雪と地中熱利用空調システム計画について報告を行

ったが、本報では事務所棟などへの地中熱を利用した

ヒートポンプによる空調の計画、および学生寮での地下

水を熱源としたヒートポンプ給湯システムの計画につい

て報告を行う。 
 
2. 事務局棟・地中熱利用空調システム 

福島大学の事務局棟は RC 造 4 階建て、床面積

2,440 ㎡であり、そのうちの空調対象面積 1,658 ㎡につ

いて地中熱源ヒートポンプを導入することを想定した。

空調対象は既存でパッケージエアコンまたはルームエ

アコンが設置されているエリアとした。 

本検討においては、空調負荷は既設設備の能力に

合わせて冷房 212.1kW、暖房 225.2kW とした。単位

面 積 当 た り の 空 調 負 荷 は 冷 房 0.13kW/㎡、 暖 房

0.14kW/㎡となる。空調方式としては現状の個別分散

空調に倣うが、各階ごとに冷媒系統をまとめ、1 階から 4
階それぞれにビル用マルチ空調システムを 4 系統導入

すると想定して機器の選定を行った。選定した機器を表

-1 に示す。 

選定した地中熱源ビルマルを導入する場合の暖房時

必要採熱量および冷房時必要放熱量を機器仕様より算

出すると、それぞれ 272.8kW、189.6kW となる。必要な

地中熱交換器の長さを算出するためには単位長さ当た

りの熱交換量の推定が必要となるが、ここでは国土交通

省の「官庁施設における地中熱利用システム導入ガイド

ライン（案）」（平成 25 年 10 月）の第 4 章 4 項 1 節にお

ける実績値による場合の標準値 60W/m を使用する。 

 

表-1 事務局棟空調向け選定機器仕様 
機種 地中熱源ビル用マルチ室外機(20 馬

力相当)×4 台(1 階から 4 階) 
冷房能力 224kW(56kW×4) ※室内空気 吸込温

度:27℃WB、冷却水:30℃→35℃ 
暖房能力 252kW(63kW×4) ※室内空気 吸込温

度:20℃DB、冷却水:5℃→0℃ 
消費電力(冷房) 48.8kW(12.2kW×4) 
消費電力(暖房) 62.4kW(15.6kW×4) 
暖房時より冷房時の必要熱量の方が大きいため、冷

房時放熱量より地中熱交換器総延長を算出すると

4,547m となり、地中熱交換器1本当たりの長さを100m
とすると、地中熱交換井の必要本数は 46 本以上となる。 

本部管理等に地中熱源ヒートポンプを導入する場合

の熱源系統図を図-1 に示す。地中熱交換井は 6～7 井

で 1 系統とし計 7 系統を地中熱ヘッダーで接続してい

る。地中熱ヘッダーからは、熱源循環ポンプにてそれぞ

れ各階用の地中熱対応ビル用マルチ室外機が 4 式接

続されており、室外機からは冷媒で各階の各室内機に

接続される。 

地中熱交換器を 5m 置きに配置するとすれば地中熱

交換に必要な面積は、1,150 ㎡（25 ㎡×46 本）となる。

本検討では 4 階を 1 階ごとに 4 系統に分けていることか

ら、1 階ごとの導入検討も可能であり、駐車場など地中

熱交換器設置に利用できる面積から導入する階数を検

討することが出来る。例えば、駐車場 600 ㎡程度利用

可能であれば 5m 置きに 23 本配置可能なため、1 階お

よび 2 階への導入の検討ができる。 

事務局棟の他にも図書館、講義棟などの地中熱ヒー 
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トポンプを利用した空調システムの導入検討を行った。 

 

3. 学生寮・地下水利用ヒートポンプ給湯システム 

キャンパス内でまとまった量の給湯需要があるのは唯

一の居住施設である学生寮である。学生寮は寮 1（5 階、

200 室）、寮 2（4 階、150 室）、寮 3（4 階、150 室）およ

び管理棟から成る。給湯設備は各階ごとにシャワーユニ

ットが 2 か所、ユニットバスが 1 か所で設置されてあり、

都市ガスを使用した瞬間型給湯器により供給されている。

ここではこの給湯分を地下水熱源ヒートポンプ給湯機に

て賄う場合の検討を行った。シャワー使用分と浴槽使用

分の給湯量を 160L/人・日と仮定すると、最大 500 人利

用で 80,000L/日の給湯量（45℃換算）が必要となる。

上記給湯量を 60℃換算すると 1 日 60,000L の給湯量

となり、補給水 5℃、給湯温度 60℃とすると 1 日の給湯

熱負荷量は 3,837kWh である。 

ヒートポンプにより運転時間 15 時間で給湯を行うとす

ると、必要給湯熱負荷は 256kW となる。想定した給湯

熱負荷を満たすよう選定した機器は以下となる。 

 

表-2 寮の給湯向け選定機器仕様 

 

地下水からの採熱量を給湯熱負荷から算出すると

192 kW となり、地下水から取得する温度差をΔt=5℃

として必要地下水量を算出すると 550L/min となる。地

下水はヒートポンプから要求される水質基準を満たさな

ければヒートポンプに直接入れることはできないため、ヒ

ートポンプと井水槽の間にはプレート式熱交換器を設け

る。地下水の揚水量をなるべく抑えるため井水槽を設置

する。井水槽からプレート式熱交換器に送られ熱交換

を終えた後の還りの地下水は、還り温度により井水槽に

戻るか、または還元井戸に還る。ヒートポンプにより製造

されたお湯は、夜間や低負荷時に貯湯槽に蓄熱され、

給湯利用により水位や温度が低下すれば追掛運転が

行われる。 

ハイブリッド給湯システムはヒートポンプ給湯とボイラ

の併用で、ヒートポンプでベース運転を行うものである。

ピークと低負荷時の差が大きい場合、ピークに合わせて

ヒートポンプシステムを設計するとヒートポンプ容量が増

え、電力のデマンドも大きくなる欠点があるが、ハイブリ

ッドシステムとすることで、ヒートポンプの容量や電力デ

マンドを抑えることができる。寮での給湯の利用パター

ンを把握し、利用状況によってはハイブリッド給湯システ

ムを検討することも必要となろう。また、太陽熱集熱器と

の組み合わせも検討材料となる。 

機種 地下水熱源水冷式ヒートポンプ給湯機 
給湯能力 288.4kW ※給湯:5℃→60℃、熱源水:10℃→5℃ 
消費電力 72.1kW 

 
図-1 地中熱源ヒートポンプ熱源系統図 
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福島大学での再生可能エネルギー熱利用を中心とした事業検討（その 6） 

地中熱利用による学内熱源水ネットワーク計画、福島市としての展開と総括 
  

○加藤 龍宏, 勝又 雅浩（㈱ユアテック）, 新倉 万結（㈱ユアテック，当時：福島大学学生）, 
 赤井 仁志, 佐藤 秀樹, 渡部 一徳（福島大学）, 吉田 典生, 高橋 克典（福島市）, 

池田 俊幸, 関根 卓哉（㈱アーク）  
  

Project Study for Utilization System of Mainly by Renewable Energy Heat in Fukushima 
University, Part 6 : Plan Examination on Heat Source Water Network Utilizing Geothermal 

Heat Utilization System at Campus and Project Development to Act as Fukushima City, 
General Overview 

  

KATO Tatsuhiro, KATSUMATA Masahiro, SHINKURA Mayu (Yurtec Corporation), 
AKAI Hitoshi, SATO Hideki, WATABE Kazunori (Fukushima University), 

YOSHIDA Norio, TAKAHSHI Katsunori(Fukushima City),  
IKEDA Toshiyuki, SEKINE Takuya (Ark Co.,Ltd.), 

  

キーワード：再生可能エネルギー熱, 地中熱利用, 熱源水ネットワーク, 福島市, 展望, 総括 
   

1. 地中熱利用による学内熱源水ネットワーク計画 

その 2「電力特性、太陽光発電と風力発電の導入

計画」の通り、昼夜の時間帯間の電力需要の隔たり

が大きい。その 3「地中熱・地下水熱利用簡易ポテン

シャルマップ」の通りポテンシャルの高い地中熱の土

壌条件、その 1「事業とキャンパスの概要、熱・電気エ

ネルギー需要簡易ポテンシャル推定」の通り主要箇

所に張り巡らされた共同溝という長所を活かして、短

所の昼夜時間帯間の電力需要格差を解消するシス

テムの導入を考える必要がある。 
この特性を踏まえて、空気熱

源利用ヒートポンプも活用しなが

ら地中熱利用ヒートポンプを主

に、季節により設定温度変化をさ

せて 10（15）～35℃程度の 2 次

側熱源水を 1,500 ㎥～3,000 ㎥

の蓄熱槽に、夜間に 2 次側熱源

水として蓄える（参考システム：図

-1）。太陽光発電を導入した際、

蓄熱槽は昼間電力の緩衝にもな

り得る。 
 管路が長いことから、ポンプの

搬送動力が掛かる。搬送動力を

低減するために、1 次側・2 次側

共、末端に二方弁を取り付けて、

必要流量に応じてポンプを回転

数制御する。また、配管の摩擦

損失を低減できる新日本空調㈱製の DR 剤（配管摩

擦抵抗低減剤）を注入する。さらに、熱源水配管の管

径の選定の際、動水勾配を小さくする。関係選定で

100～250Pa/m を動水勾配の上限値とする。 
この他、搬送動力を削減のために、配管内部にサビ

を作らない。腐食予防の観点、エアによる比熱の低

下等を防ぐために、KHK シルマーを設置する。また、

2 次側熱源水管の開放回路と密閉回路を比較した場

合、圧倒的に密閉回路が腐食防止に有利である。さ

らに、管路の長い配管内の水質保全では密閉回路

図-1 蓄熱槽を設けた地中熱利用暖冷房システム 
（集中熱源 / 2 次側熱源水密閉回路）の概略図 
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が優れている。施工の容易さや耐久性から、ステンレ

ス鋼管の薄肉管（SU管）の加工管（プレハブ管）が適

している。 
 熱利用側は、つぎの通りとする。2 次側熱源水を共

同溝の中を張り巡らせて、各施設で水冷式ヒートポン

プで暖冷房を行う。ビルマルチ空調機を導入してい

る施設では、屋外ユニットを変更する。ビルマルチ空

調機の屋内ユニットと屋外ユニット間の冷媒配管が、

そのまま利用できるリニューアル用のビルマルチ空調

機も商品化されているので検討したい。また、PMAC
に代表される小型水冷式ヒートポンプユニットの利用

も検討する。 
エアハンドリングユニット型空調機を用いている施

設では、水冷式ヒートポンプチリングユニットとエアハ

ンドリングユニット型空調機の組合せか、水冷式ヒート

ポンプパッケージ型空調機等に更新する。水冷式ビ

ルマルチ空調機や水冷式ヒートポンプパッケージ型

空調機、小型水冷式ヒートポンプユニット等は、形式

や制御によって、例えば年間冷房系統の排熱を、他

の系統の暖房熱源に利用可能である。中間季や冬

季でも、例えば、天候によって午前中、東側の部屋

は冷房運転をして西側の部屋は暖房運転をするよう

なことがある。2 次側熱源水を学内に配管することに

より、熱源ネットワークが構築され、熱の有効利用でき

る。現在の高温水配管を、2 次側熱源水配管に配管

替えすることから、暖房季以外の季節に施工可能で

ある。 
 共同溝から近い施設に、現在の空調・暖冷房シス

テムに応じて、上記のシステムを導入する。全ての施

設を本システムのような画一的なものにせず、多様性

のあるシステムを導入することが、今後の福島県での

再生可能エネルギー熱利用の普及・促進にはたいせ

つな役割を持つ。 
 
2. 福島市としての展開 

本事業を受け、成果を市のホームページを活用し

た情報発信を行っている。これにより、市内事業者等

へ再生可能エネルギー熱利用システムの導入に向

けたノウハウを提供することで、事業者の再生可能エ

ネルギー導入や研究・技術開発の促進を図る。 
福島市は、再生可能エネルギー推進に向けた全

市的な機運の醸成を図るため、「福島市次世代エネ

ルギーパーク計画」を活用した学習機会の拡充や普

及啓発等を行っている。計画に位置づけている施設

は、太陽光発電、小水力発電、地熱バイナリ―発電、

バイオマス発電と発電に関するものが主である。本事

業の調査内容をもとに設備導入することで、熱分野

のエネルギーの学習機会を提供できる施設として、

市民等の学習機会拡充に資するべく、計画関連施

設への追加を検討していく。 
 
3. 総括 

 2040 年までに再生可能エネルギー100％を目指

す福島県の地元国立大学としては、電気を熱源とし

た暖冷房や給湯システムに移行する必要がある。本

事業で顕らかになった福島大学金谷川キャンパスに

適した再生可能エネルギー熱利用は、つぎの通りで

ある。 
①土壌の有効熱伝導率が高いことから、地中熱利

用ヒートポンプが適している。 
②学内の主要部分に共同溝が布設されており、学

内で熱源ネットワークを構築することが可能である。 
③昼夜間の電力需要の格差が大きく、契約電力に

関わる基本料金部分を低減できる蓄熱式空調シ

ステムや貯湯式給湯システムの導入により、電気

料金の大きな低減効果が期待できる。 
④上記のことから、共同溝に近い施設を対象に、図

-1 に示したようなシステム構成が効果的である。 
⑤2040 年までに再生可能エネルギー100％を目

指している福島県の中で、地元の国立大学が担

う重要な役割から、画一的なシステムだけを導入

するのではなく、多様性を持つことも検討する。 
⑥その 4「フリーヒーティングによる融雪と地中熱利

用空調システム計画①」のフリーヒーティングによ

るロードヒーティングでは、排水処理設備から受

けられる熱量とロードヒーティングで必要な熱量が

拮抗していた。代替え案として、地下水を汲み上

げ、ロードヒーティングの熱利用をするとともに、

中水（雑用水）としての水利用も有効である可能

性が高い。導入費用、排水処理設備の保守管理

料金の減額、下水道料金の増額等を総合的に判

断する必要がある。 
⑦本事業では、触れなかった木質チップや RDF
等を燃料とした小型バイオマス蒸気ボイラによる

発電と熱利用のコージェネレーションシステムも

漸増している。福島県郡山市に本社を置く㈱エン

バイロテックが技術を有しており、今後、活用を検

討する。 
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再生可能エネルギー利用拡大のための上水の安全と衛生の確保（その 1） 
○赤井 仁志（福島大学），長谷川 巌（㈱日建設計），土井 章弘（㈱竹中工務店）， 

中島 一義（㈱総合設備コンサルタント），濱田 靖弘（北海道大学），仲川 ゆり（JR 東日本ビルテック㈱），

松鵜 さとみ（鹿児島大学），矢崎 稜馬，土山 絋平（北海道大学） 
  

Discussion about Ensure Safety and Sanitation of Potable Water for Renewable Energy Heat 
Utilization, Part 1 

  

Akai Hitoshi (Fukushima University), HASEGAWA Iwao (Nikken Sekkei Ltd), DOI Akihiro (Takenaka 
Corporation), NAKAJIMA Kazuyoshi (Sogo Setsubi Consulting Co.,Ltd.), Hamada Yasuhiro (Hokkaido 
University), NAKAGAWA Yuri (JR East Facility Management Co.,Ltd.), MATSUU Satomi (Kagoshima 

University), YAZAKI Ryoma, TSUCHIYAMA Kouhei (Hokkaido University) 
      

キーワード：SHASE-S206，給排水衛生設備規準･同解説，クロスコネクション，再使用の禁止 
   

はじめに 

近年、建築設備分野での再生可能エネルギーの

利活用が急速に進んでいる。かつて給湯や浴槽昇

温等の加熱に用いることの少なかったヒートポンプの

利用や、排熱・余熱・太陽熱等によるフリーヒーティン

グを組み合わせた加熱システムの導入が増えている。 
太陽光発電や風力発電等の再生可能エネルギー

電気による発電の普及拡大により、建築設備分野で

も熱源を電気にシフトする傾向が見られる。とくに、変

動する電力供給を効率的に活用するスマートコミュニ

ティやデマンドレスポンス等の技術と、ヒートポンプ運

転・貯湯予測制御の融合技術により、年間を通して

熱負荷のある宿泊施設や医療施設、社会福祉施設

やスポーツ施設等の給湯、浴槽、温水プール、ガス

気化等の熱源としての利用が注目されている。 
一方で、建築設備分野での排熱・余熱・太陽熱・ヒ

ートポンプ等を組み合わせた多熱源の利用も進み、

クロスコネクションや給湯の「再使用の禁止」に抵触

するシステム導入の懸念が払拭できない。クロスコネ

クションや上水（給水･給湯）の「再使用の禁止」は、

空気調和･衛生工学会 給排水衛生設備委員会の中

で、課題として挙げられた。給排水衛生設備分野に

高度な専門的応用技術や知識を持たない実務者や

研究者にも分かる事例の提示や基礎的な技術等を

解説する必要性が提案された。 
2017（平成 29）年 3 月に終了した同学会 給湯設

備の計画・設計法小委員会では、ちょうど SHASE-
S206 改訂委員会が進行中だったことや、何人かの

委員が両委員会の委員を兼務していることもあり、委

員会活動の中で討議した。このことを踏まえて、空気

調和･衛生工学会大会等で、事例や基礎的事項等を

報告して、普及・啓発の効果の期待を込めて、討論を

通して意見を募り、最終的に方向性を見いだそうと考

えた。 
 
1. 上水の汚染防止の書籍への記載 

1.1 空気調和･衛生工学会編の刊行物 

空気調和･衛生工学会編で、給排水衛生設備分

野で最も流布している『給排水･衛生設備 計画設計

の実務の知識』（改訂 4 版）1) では、「飲料水の汚染

防止」として、つぎの 3 つを挙げている。 
  1）クロスコネクションおよび逆サイホン作用による一

度吐水した水や飲料水以外の水の飲料水配管

への逆流 
  2）受水槽などの開放水槽への異物の混入 
  3）機器材料の接水面から飲料水へ有害物質が溶出 

空気調和･衛生工学会編『空気調和･衛生工学便

覧』（第 14 版）2) でも、『給排水･衛生設備 計画設計

の実務の知識』（改訂 4 版）と同様の記載がある。 
空気調和･衛生工学会編『空調･給排水の大百科』

の「配管系における水の汚染」3)では、つぎの 3 項目

を挙げて、解説している。 
 1）配管材の腐食による水の汚染 
 2）クロスコネクションによる水の汚染 
 3）逆流による水の汚染 
以上の空気調和･衛生工学会編 3 冊の刊行物に

加え、『空気調和･衛生用語辞典』（第 2 版）5) や『空

気調和･衛生用語集』6) のいずれにも当該箇所に上

水（給水･給湯）の「再使用の禁止」の記述は見当たら

ない。これらの刊行物では、給湯設備や循環ろ過設

備、水泳プール設備や浴場施設の章でも、「再使用

の禁止」を確認できない。 
ここに羅列した刊行物で、最も新しい『給排水・衛
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生設備 計画設計の実務の知識』（改訂 4 版）を例に

挙げると、空気調和・衛生工学会の委員会活動成果

が刊行物に反映されないことにも課題がある。 
 
1.2 空気調和･衛生工学会規格『SHASE-S206-2009 

給排水衛生設備規準･同解説』 

 『SHASE-S206-2009 給排水衛生設備規準･同解

説』7) は、副題にあるように日本の Pluming Code で

あり、給排水衛生設備分野のバイブルでもある。この

書籍の「序」に「・・・制定されて以来、我が国の給排

水衛生設備における規範として、また適切な給排水

衛生設備における指標として位置づけられており、法

的な拘束力はないものの、給排水衛生設備技術の

原典としていろいろな方面で引用され、拠りどころとな

っている」と記述されている通りである。 
 汚染防止は、本文冒頭の「基本原則」の章に、つぎ

の 3 項目が解説と共に記載がある。 
 12）給水・給湯設備に用いる材料は、有害物が侵

出しないものを使用する。 
 13）上水の給水・給湯系統は、クロスコネクションを

してはならない。 
 14）上水の給水・給湯系統は、逆圧及び逆サイホン

作用の危険を生じないようにする。また、逆サイ

ホン作用を生じるおそれがある器具・装置には、

適切な逆流装置を設ける。 
 「基本原則」に続いて、「用語の分類と定義」の章が

あるが、「逆圧」、「逆サイホン」、「逆流」、「クロスコネ

クション」の項はあるが、「再使用の禁止」の項はない。 
 「再使用の禁止」は、「上水給水設備」の章と「給湯

設備」の章に解説とともに記載されているが、それぞ

れ解説を含めて 4 行と 3 行だけである。314 ページ

もの規準・解説書で、たった 7 行で書かれているのみ

なのである。関連して、2009 年版で給水設備から分

離した「雑用水給水設備」の章に、「再使用の措置」と

して、解説も含めて 4 行の記載がある。空気調和･衛

生工学会規格『給排水衛生設備規準･同解説』の、こ

れまでの「再使用の禁止」の取り扱いと変遷は、表-1

の通りである。 
 
1.3 建築研究所 日本建築行政会議編『給排水設

備技術基準･同解説』 

 『給排水設備技術基準･同解説』8) は、「まえがき」に

あるように、建築基準法や関連する告示の他、水道

法や建築物衛生法等の法令にも触れて解説をして

いる。 
建築基準法施行令第 129 条の 2 の 5 の第 2 項

（飲料水の配管設備）の項に、クロスコネクションや逆

流防止、配管設備から溶出する物質による汚染、凍

結による破損等を解説している。建築基準法や関連

法令に「再使用の禁止」がないことから、触れられて

いない。 
 
1.4 考察 

 『空気調和･衛生工学』に掲載になった小川正晃著

「知られざる規準 SHASE-S 206」9) には、クロスコネ

クションや逆サイホン等の実例とともに、「給湯は熱源

水として利用できない」として、「再使用の禁止」に抵

触した事例が紹介されている。玉稿の中に、「“再使

用の禁止”の規定に関する認識がないと思われる」と

記載がある。 
空気調和・衛生工学会編以外の一般刊行物の

『100 万人の給排水』10)  11) でも、「再使用の禁止」の

記述は見当たらない。 
現状の空気調和･衛生工学会編やその他の一般

刊行物への不記載の状況や『SHASE-S206-2009 給
排水衛生設備規準･同解説』での取り扱いから考える

と、一般の実務者や研究者が「再使用の禁止」認識

するのは難しいと考えざるを得ない。 
そもそも、「再使用の禁止」の定義が曖昧という意

見もある。『SHASE-S206-2009 給排水衛生設備規

準･同解説』の「用語の分類と定義」で定義づけする

必要があると考えられる。また、空気調和・衛生工学

会編の『空気調和･衛生用語辞典』を改訂する際にも

項目として取り上げる必要がある。 
 
2. 給湯設備の計画・設計法小委員会の報告書へ

の記載 

空気調和・衛生工学会 給湯設備の計画・設計法

小委員会の報告書に、「給湯配管方式に対する留意

点」12) の章を設け、「給湯の「再使用の禁止」」を記載

した。 
『SHASE-S206-2009 給排水衛生設備規準･同解

説』の給湯設備の章にある「再使用の禁止」の記載は、

上水給水設備の解説をそのまま引用しているので分

かりづらくなっていると指摘した。現在使用されている

給湯器で、熱交換コイルを介し加熱して、その後暖

房系統で使用している。貯湯槽の熱を熱交換機によ

り床暖房に使用しているケースを図示した（図-1）。 
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この他、再利用している事例として、つぎを箇条書

きに記した。 
  1）給湯を他の昇温に利用すると、その系統は給湯系

統ではなく、昇温系統となる。 
  2）給湯系統と昇温系統のクロスコネクションとなるた

め不可となる。 
  3）逆に給湯を温水等でプレヒート等する場合は問題

ないことになるが、熱交換器等にピンホール等

が出た場合には問題となる。 
 同じシステムであっても、目的が異なると、「再使用

の禁止」に抵触する場合と、必ずしも抵触すると言い

切れない場合があり、報告書につぎのように記載した。 
図-2で、熱交換器 1次側に 70℃の温泉水があり、

これを冷却して 43℃で浴槽に供給して、熱交換器 2
次側では 5℃の給水を温泉水で予熱して 20℃でボイ

ラに供給する。これを、熱交換器 1次側の視点から見

ると、給水･給湯水を冷却するのに使用したことにより、

再使用の禁止に抵触するために不可となる。一方で、

熱交換器 2 次側からの視点だと、給水を温泉水で予

熱したので、問題となる可能性もある。 
『SHASE-S206 給排水衛生設備規準･同解説』

の改訂案では、再使用のケースの事例と、再使用の

禁止の理由を簡潔に述べて、原則を示すことが適当

であるとした。具体的な事例は、「再使用の禁止」の

原則と照らして、個々に詳細に判定すべきであり、管

理方法も含め、合否ラインを明確にはできない」という

意見により、解説文には追加せず、検討の経緯のみ

別ページに残すことにした。 
 
3. 今後 

 空気調和・衛生工学会 給湯設備の計画・設計法

小委員会での論議を踏まえ、次報以降、「再使用の

禁止」に抵触するケースを提示して、課題と解決策を

報告したいと考えている。また、「再使用の禁止」をク

ロスコネクションに当てはめることも論議したので、こ

の解説も順次、行っていきたい。 
 

参 考 文 献 
1) 村田博道(著)・空気調和･衛生工学会(編)：飲料水の汚

染防止､給排水・衛生設備 計画設計の実務の知識､改

訂 4 版､pp.24～31､(2017)  
2) 空気調和･衛生工学会(編)：給水用水質と汚染防止対

策、空気調和･衛生工学便覧､第 14 版､第 4 巻､pp.77
～88､(2010) 

3) 小川正晃(著)・空気調和･衛生工学会(編)：配管系にお

ける水の汚染、空調･給排水の大百科､pp.368～369､
オーム社､(1999) 

4) 田中正敏(著)・空気調和･衛生工学会(編)：飲料水･雑

用水･生活排水の水質、空調・給排水の大百科､pp.128
～129､オーム社､(1999) 

5) 空気調和･衛生工学会(編)：空気調和･衛生用語辞典､

第 2 版､p.200､p.331､オーム社､(2006) 
6) 空気調和･衛生工学会(編)：空気調和･衛生用語集､

p.76､p.128､オーム社､(1994) 
7) 空気調和･衛生工学会(編)：空気調和･衛生工学会規格

SHASE-S206-2009 給排水衛生設備規準･同解説､序､

pp.3～4､pp.18～24､pp.62～63､p.77､p.83､pp.299～
314､丸善､(2009) 

8) 建築研究所 日本建築行政会議(編)：給排水設備技術

基準･同解説 2006 年版､まえがき､pp.33～36､p.109､
日本建築センター､(2006) 

9) 小川正晃：知られざる規準 SHASE-S 206､空気調和･

図-1 貯湯式給湯器の床暖房への熱使用事例 12) 

図-2 温泉原泉の温度調整のために使用した予熱された給水を給湯原水として使用する事例 12) 
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表-1 過去の SHASE-S206 給排水衛生設備規準･同解説での「再使用の禁止」の掲載内容  12) 

版 章タイトル 本文 解説文 

1967 年版 給水・給湯 

5.3 使用ずみの水 
装置の冷却・加熱､または同様の目的に

使用された水は､上水の給水系統に再

使用してはならない。 

記載なし 

1976 年版 給水・給湯 

3.2 再使用の禁止 
装置の冷却・加熱､または同様の目的に

使用された水は､上水の給水系統に再

使用してはならない。 

記載なし 

1982 年版 給水及び給湯 

3.1.2 再使用の禁止 
装置の冷却・加熱・洗浄､その他一定の

目的に使用された水は､上水の給水系

統に再使用してはならない。 

記載なし 

1991 年版 給水および給湯 

3.1.2 再使用の禁止 
装置の冷却・加熱・洗浄､その他一定の

目的に使用された水は､上水の給水系

統に再使用してはならない。 

装置の冷却・加熱などのコイルを通過した水は､コ

イルの材質の溶出やコイルに穴が開いた場合､汚

染のおそれがある。このように一定目的に使用され

た水は､すでに上水としての必要条件を満たしてい

ない可能性が強いため､主に飲用に用いられる上

水の給水系統への再使用を禁じたものである。 

2000 年版 

給水設備 

4.1.2 再使用の禁止 
装置の冷却・加熱・洗浄・その他の一定

の目的のために使用された水は､上水

の給水系統に再使用してはならない。 

装置の冷却・加熱などのコイルを通過した水は､コ

イルの材質の溶出やコイルに穴が開いた場合に､

汚染のおそれがある。したがって､一定目的に使用

された水は､すでに上水としての必要条件を満たし

ていないおそれが強いため、主に飲用に用いられ

る上水の給水系統への再使用を禁じたものであ

る。 

給湯設備 

5.1.2 再使用の禁止 
装置の加熱、洗浄、その他の一定の目

的に使用された湯は､上水の給水・給湯

系統に再使用してはならない。 

4.1.2 に準ずる。 

2009 年版 

上水給水設備 

6.1.2 再使用の禁止 
装置の冷却､加熱､洗浄及びその他の一

定の目的のために使用された水は､上

水の給水系統に再使用してはならな

い。 

装置の冷却､加熱､洗浄及びその他の一定目的に

使用された水は､既に上水としての必要条件を満

たしていないおそれが強いため､上水の給水系統

への再使用を禁じたものである。 

雑用水給水設備 

7.1.2 再使用の措置 
装置の冷却・加熱・洗浄、その他一定の

目的のために使用された上水又は雑用

水は、雑用水系統に再使用するにあた

り、水質及び水温を適切に維持する。 

一定目的に使用された上水又は雑用水は、当初

の雑用水としての必要条件を満たしていないおそ

れがあるため、雑用水系統への再使用に当たって

は、水処理装置などを設けて、雑用水の水質基準

に適合するように管理する。 

給湯設備 

8.1.2 再使用の禁止 
装置の加熱､洗浄、その他の一定の目

的に使用された湯は、 上水の給水・給

湯系統に再使用してはならない。 

6.1.2 による 
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空気調和・衛生工学東北⽀部地区講演会 

空気調和・衛⽣⼯学会東北⽀部  

第 8 回学術・技術報告会特別セッション 

『再生可能エネルギー先駆けの地・福島の現状と展望』 
 

 

 

 

 

 

 

 

共  催  電気設備学会東北⽀部、建築設備技術者協会東北⽀部、⽇本技術⼠会東北本部 
後  援  東北⼤学⼤学院⼯学研究科、⽇本建築学会東北⽀部、住まいと環境 東北フォーラム、⽇

本空調衛⽣⼯事業協会東北⽀部、東北空調衛⽣⼯事業協会、⽇本設備設計事務所協
会連合会北海道・東北ブロック、宮城県空調衛⽣⼯事業協会、⽇本電設⼯業協会東北⽀
部、⼭形県設備技術協議会、⽇本冷凍空調学会東北地区事業推進委員会 

日  時  平成 31年 3 月 13 日（水）15 時 30分〜16 時 30 分 
会  場  東北⼤学川内北キャンパス講義棟（B 棟 B102、B103、談話室） 

〒980-8576仙台市⻘葉区川内 41 
定  員  100 名（先着順） 
参加費  無料 
 



 
【プログラム】（予定） 
講演（15:30〜16:30） 

司会 ：赤井 仁志（福島大学、事業・調査委員会委員⻑） 
開会 
 
講演 「再生可能エネルギー先駆けの地を目指して 

・・・ふくしまで進む産学官連携による再エネ関連産業の集積」 
講師：服部 靖弘氏（福島県産業振興センター エネルギー・エージェンシーふくしま） 
 
閉会 



空衛学会東北支部

再生可能エネルギー先駆けの地を目指して

～ふくしまで進む産学官連携による再エネ関連産業の集積～

平成31年３月13日

福島県再生可能エネルギー
関連産業推進研究会・会長

服部靖弘

1

空衛学会東北支部

目 次

１．福島県の目標

２．再生可能エネルギーの導入推進に向けた取組

３．地域イノベーション戦略支援プログラムについて

４．再生可能エネルギー関連産業の
育成・集積に向けた取組

５．現在注力している取り組み

終わりに
2

空衛学会東北支部

自己紹介

• （株）東芝の重電部門で原子力、火力、水力等の業務に従事

• 北芝電機（株）社長（2008～2012） ここで震災を経験

• 2012年7月；福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会 会長

• 2012年8月；ふくしま地域イノベーション戦略支援プログラム
プロジェクトディレクター

• 2017年4月；エネルギーエージェンシー・ふくしま 代表

震災後に「再生可能エネルギー先駆けの地」を目指す福島県で、再エネ
関連産業集積に向けた産業界のネットワーク作りや産学連携活動の旗
振り役を務めてきた。

3

空衛学会東北支部

１．福島県の目標

4

空衛学会東北支部

福島県の再生可能エネルギー導入目標

２０４０年頃を目途に、県内のエネルギー需要量の１００％以上に相当する量の

エネルギーを再生可能エネルギーで生み出す
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４０％
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１００％
県内エネルギー需要

再エネ導入目標

単位：原油換算千ｋｌ

「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン」（平成２４年３月改訂版）

5同時に、国内外の企業や世界最先端の研究機関が立地する一大産業集積地を実現する

空衛学会東北支部

導入目標と見込量

県内エネルギー需要

千ｋℓ

再エネ導入目標

再生可能エネルギー
導入拡大

エネルギーの効率利用

１００％

2017実績
30.4%

2015
27.3%

2011
21.9%

再生可能エネルギー導入実績（～２０１７）

6

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
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空衛学会東北支部

7
7

空衛学会東北支部

２．再生可能エネルギーの導入推進に
向けた取り組み

アクションプラン第１期（２０１２～２０１５）

8

空衛学会東北支部

太陽光発電の導入推進
○ 固定価格買取制度を背景に、県内各地で導入が飛躍的に増加
○ 県民に身近な住宅用太陽光発電も、県独自に全国トップクラスの補助水準の支援制度を設け、件数増加
○ 避難地域でも地元自治体と民間企業が連携し、遊休地等を活用した事業や売電収入を地域振興に活用する事業

が次々と稼働

98,501 

223,940 

504,259 
563,878 

0

200,000

400,000

600,000

2012 2013 2014 2015

導入実績（発電設備容量）ｋＷ
推計

農事組合法人入方ファーム

（４７ｋｗ、 H26.１１稼動）

ビニールハウスの上にパネル設置

白河市

とまとランドいわき
（固定型560ｋＷ H26.5稼動）
（営農型416ｋＷ H26.9稼働）

いわき市

住宅用太陽光 設置件数

・設備容量 1,890ｋＷ
・H27.12稼働
・大熊町大川原地区

約3.2ｈａ
・売電収入の一部を活用し、
町の復興事業を支援

＜事例＞

大熊町ふるさと再興メガソーラー

避難地域の復興事業として導入が進展

9

実績
７６４，０００

空衛学会東北支部

風力発電（陸上）の導入推進
○ 県内では、風が強い山間部を中心に風力発電の導入が進む
○ さらなる導入拡大に向け、阿武隈高地エリアや太平洋沿岸エリアにおいて、県主導のコンソーシアムによる風
況調査や適地選定に着手

143,887 146,212 146,212 

169,212 

0

100,000

200,000

2012 2013 2014 2015

導入実績（発電設備容量）ｋＷ
推計

滝根小白井ウインドファーム
（４６MW）／田村市・いわき市

桧山高原風力発電所（２８MW）
／田村市・川内村

２ＭＷ×８基

阿武隈高地エリア
太平洋沿岸エリア

＜風況マップ＞

会津若松ウィンドファーム（１６MW、 Ｈ２７．２稼動）
／会津若松市

郡山布引高原
風力発電所（６６MW）

／郡山市

10

空衛学会東北支部

風力発電（洋上）の実証研究

○ 「再生可能エネルギーの先駆けの地」とするシンボルとして、世界をリードする浮体式洋上風力発電技術の実用
化を目指し、１０企業と東京大学からなるコンソーシアムが、経済産業省からの委託事業として浮体式洋上ウィンド
ファーム実証研究事業を実施

○ 2013年11月 2MW（=2,000kW、高さ約110m）1基、洋上変電所運転開始
2015年12月 7MW（高さ約200m）運転開始。2016年3基目(5MW)を設置

浮体式洋上風力発電実証研究事業

2MW風車「ふくしま未来」 洋上変電所「ふくしま絆」

【実証研究の全体像】

【H25年 2MW風車と洋上変電所運転開始】

第2期事業第2期事業

・7MW風車「ふくしま新風」

全高約200ｍの
世界最大級風車

県内企業の開発し
たフロートが採用

→2015年12月
運転開始

・5MW風車「ふくしま浜風」
→2016夏、運転開始。

11

空衛学会東北支部

小水力発電の導入推進
○ 県内には多くの水力発電所を有するが、新たに大規模水力発電を開発する余地はない。
○ 河川や農業用水路などを活用した小水力発電の導入を推進。上水道や砂防ダムを有効利用した事業が開
始。

14,400 14,400 
15,620 

16,478 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

2012 2013 2014 2015

導入実績（発電設備容量） ※小水力発電
ｋＷ

推計

花の郷水力発電所
（175kW、 H27.6稼動）下郷町

水車・発電機

土湯温泉東鴉川水力発電所

(140kW、 H27.2稼動）福島市

四時ダムESCO事業
（470kW、 H27.4稼動）いわき市

猪苗代水力発電所

（990kW、 H26.11稼動）猪苗代町

奥只見発電所

田子倉、只見発電所

滝発電所

黒谷発電所

下郷発電所

秋元発電所

大野台浄水場・環境省実証事業
（71.4kW、 H27.7稼動）相馬市

水車・発電機

導水管

水車・発電機

12

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
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空衛学会東北支部

地熱・地中熱の利用推進

磐梯山地域

土湯温泉町１６号源泉バイナリー発電所
（４００ｋＷ、 Ｈ２７．１１稼動） 福島市

○ 土湯温泉（福島市）において東北初の商業用の地熱バイナリー発電（４００ｋＷ）が運転開始
○ 地中熱利用についても、県内各地で導入が進むほか、研究開発（実証）が実施されている
○ 地熱発電は安定した電力供給が可能であるため、温泉資源や自然環境の保護との両立を図りながら、

その導入を推進する

地中熱利用の研究開発
産総研福島再生可能エネルギー研究所 郡山市

無散水消雪システム（地中熱利用）
ふれあい通り 喜多方市

柳津西山地熱発電所（６５ＭＷ）
柳津町

【地熱開発構想の現状】
・磐梯山周辺地域において、出光興産(株)ほか９社で構成されるプロジェ
クトチームが広域資源調査を実施中
・平成２８年度より掘削調査開始予定

地中熱利用の研究開発
日本大学工学部 郡山市

発電機タービン

（実証住宅） （大学構内）

研究開発事例

（廃校利用）

13

空衛学会東北支部

３．文科省事業・地域イノベーション戦略支援
プログラム（２０１２～２０１6）について

14

Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved
15

産学連携プログラムの立ち上げ（ゼロからのスタート）

目標値 雇用創出 （注）

2017年（Ｈ29） １０００人

2021年（H33） ７０００人
注）本プログラム以外の活動も含む

「再生可能エネルギー
先駆けの地 ふくしま」の
実現に向けた産業集積
と持続循環社会の構築

空衛学会東北支部

Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved
16

地域イノベーション戦略支援プログラムの推進体制

福島高専

テクニカルアドバイザテクニカルアドバイザ

空衛学会東北支部

Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved
17

本プログラムの取組みテーマ

【福島大学】【福島大学】

太陽光発電研究開発太陽光発電研究開発

人材育成システム人材育成システム

自立型再生可能エネルギー利用システムの研究開発自立型再生可能エネルギー利用システムの研究開発

次世代太陽電池の研究開発と
周辺事業領域の産業集積

次世代太陽電池の研究開発と
周辺事業領域の産業集積

厚さ＜５０μm
効率＞２０％の
モジュール開発
と用途開発に
よる技術移転

【福島大学】

小型風水車発電システム
の研究開発

小型風水車発電システム
の研究開発

低風速の街中
でも稼動が可能
な小型風車の
開発と県内普及

【いわき明星大学】

熱電変換システム
の研究開発

熱電変換システム
の研究開発

低コスト素材に
よる新型熱電
発電システム
の開発と普及

【福島大学】

再生可能エネルギーに関する
人材育成

再生可能エネルギーに関する
人材育成

県内で再エネ事業
を推進するために

必要な人材を４年間
で１００名規模へ

【日本大学】

地中熱利用システム技術
の研究開発

地中熱利用システム技術
の研究開発

浅部地中熱利用
による電力消費
を大幅に削減した
住宅の開発・普及

【会津大学】

スマートグリッド情報基盤
の研究開発

スマートグリッド情報基盤
の研究開発

・開発用テストベッド
の提供およびEMS

・ビッグデータ解析
ツールの構築普及

空衛学会東北支部

Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved
10

ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞ事業化分科会（7社）

ソニーエナジー・デバイス㈱

㈱会津ラボ

北芝電機㈱

アサヒ電子㈱

㈱アリーナ

福島コンピュータシステム㈱

㈱東日本計算センター

福島大
学

いわき
明星大学

日本大学
工学部

会津大学

研究成果の技術移転による本事業への参画企業

太陽光発電事業化分科会（９社）

旭硝子㈱ ㈱アリーナ ㈱ＥＷＭジャパン㈱アポロガス

㈱環境システムヤマノ 日本カーネルシステム㈱

日本録機工業㈱ LD社NE社

熱電変換事業化分科会（４社）

佐藤工業㈱

地中熱利用事業化分科会（29社）

会川鉄工㈱ ㈱アイワコーポ

㈱蔭山工務店

㈲ジェイディエフ シオヤ産業㈱

日商テクノ㈱ ㈱ニッタ冷熱

㈱バーチャルハーモニー

福島コンピュータシステム㈱

㈱福島地下開発

㈲龍建設設計事務所

玉川エンジニアリング㈱

㈱光進都市コンサルタント

LSIクーラ㈱

㈲テクノサンショウほか県外企業１３社

D社

N社

総合実証コンソーシアム（５社）

小型風力発電事業化分科会（３社）

㈱ランプハウス

大島工業㈱北芝電機㈱

㈱東邦銀行

福島発電㈱ 北芝電機㈱

佐藤工業㈱

ソニーエナジー・デバイス㈱

参画企業；５３社

空衛学会東北支部

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
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独立電源駆動タイプ試作機
診断用
ミニモジュール

独立電源用
太陽光パネル

ミニモジュール
最大出力計測回路
および通信機器

バッテリー

診断とその見える化

診断広域化により主要顧客
ターゲットを

発電所所有者 ⇒ 自治体、
電力会社等に変更した検
討を行う。

①太陽光発電関連システムの事業化

基盤技術
・福島大学・産総研

装置・評価法開発
・会津大学（共創クラウド共通基盤）

通信・データ処理技術

基盤技術
・福島大学・産総研

装置・評価法開発
・会津大学（共創クラウド共通基盤）

通信・データ処理技術

技術移転技術移転

装置作製・製造
・ＮＫ社、ＲＳ社、ＧＰ社
・ＦＳ社

装置作製・製造
・ＮＫ社、ＲＳ社、ＧＰ社
・ＦＳ社

計測機器・
システム等販売

計測機器・
システム等販売

BtoBBtoB

開発試作協力開発試作協力

○分科会メンバー○分科会メンバー
・ＡＮ社
・ＮＫ社
・ＡＥ社

・ＡＮ社
・ＮＫ社
・ＡＥ社

システム
メーカー
での採用

ＩＴ企業との
診断広域化
応用開発

ＩＴ企業との
診断広域化
応用開発

自治体・
電力会社
等での採用

開発試作
協力

開発試作
協力

劣化診断コンソーシアムメンバー劣化診断コンソーシアムメンバー

基盤技術
・福島大学・産総研

装置・評価法開発
・会津大学（共創クラウド共通基盤）

通信・データ処理技術

技術移転

装置作製・製造
・ＮＫ社、ＲＳ社、ＧＰ社
・ＦＳ社

計測機器・
システム等販売

BtoB

開発試作協力

○分科会メンバー
・ＡＮ社
・ＮＫ社
・ＡＥ社

システム
メーカー
での採用

ＩＴ企業との
診断広域化
応用開発

自治体・
電力会社
等での採用

開発試作
協力

劣化診断コンソーシアムメンバー

南会津実証試験

プロトタイプ（喜多方）

◆Ｈ２６～
製品開発とマーケティング
・福島県補助金事業（福島大）
・産総研シーズ事業
・地域イノベ事業化分科会

※「第61回福島県発明展」 福島県知事賞

※復興庁
「新しい東北」復興ビジネスコンテスト」 LIXIL賞

◆Ｈ２９～
製造拠点構築（県内工場建設）と事業開始予定

◆Ｈ３３年度売上目標：8.7億円

劣化診断システム劣化診断システム

最終研究成果発表会

融雪機能付き太陽光発電システム融雪機能付き太陽光発電システム

【取り組み企業；ＫＹ社】

Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved

②小型風力発電システムの事業化

株式会社 ランプハウス

＜リーダー＞

翼断面NACA4421(アメリカ航空諮問委員会)でエンジニア
リングプラスチック製(注)にて製作し
供給可能となった。
・最大 幅２００ｘ長１２００ｍｍ

注；耐熱、耐寒、機械強度に優れた軽量な樹脂材料

【低トルク起動型同期発電機】
・起動トルク低減同期発電機
・発電効率を優先（コア付き）
・トルク脈動の少ない
・風車特性に近い

【磁気浮上式発電機】
・起動トルク低減のため、
風車荷重を発電機マグ
ネットで受ける

縦型小型風車専用に低風速時で起動性の高い発電機を開発し、供給
可能となった。

つちゆロードパーク「ふくのかぜ」で実証試験中

コンソーシアムメンバーコンソーシアムメンバー

ブレードNACA4421の製作ブレードNACA4421の製作

小型風車用発電機の開発・実証小型風車用発電機の開発・実証

つちゆロードパーク５ｋＷ実証機つちゆロードパーク５ｋＷ実証機

＜特許出願中＞ ＜特許出願中＞

空衛学会東北支部

Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved

③地中熱利用システムの事業化

21

研究組合・コンソーシアム研究組合・コンソーシアム

浅部地中熱１／２システム浅部地中熱１／２システム 地中熱リファレンスマップ地中熱リファレンスマップ

既存／有休井戸利用既存／有休井戸利用

Ｍ社、Ｇ社、A社

N社、O社

N社

N社、B社、O社

A社、N社など

S社、C社、T社

T社

J社、N社

N社

M社、G社など

K社、N社

N社、F社

N社、J社

T社

朱記企業は、地中熱コン
ソーシアムとの兼務を示す

空衛学会東北支部

Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved

④熱電変換システムの事業化

火災センサー火災センサー

熱電変換発電システムの事業化熱電変換発電システムの事業化

低温用発電システム低温用発電システム

高温用発電システム高温用発電システム

高効率熱交換器を搭載した熱電変換発電ユニットを開発し
実証試験により得られたノウハウを折り込み商品化を行なった。

コンソーシアムメンバーコンソーシアムメンバー

＜リーダー＞

ＬＳＩクーラ

ＮＲ社

いわき明星大学

鋳物工場の排気ダクトからの熱を
利用して発電し、工場内の照明と
して活用、省エネに貢献

・排気温度；１００℃
・温度差； ３０ｋ
・発電能力； 10Ｗ

・市場：工場、焼却場、発電所

温泉の熱を利用してホテル内
の照明や携帯電話の充電サー
ビス等に活用し、省エネに貢献

いわき明星大学オリジナルの
鉄シリサイド系熱電変換素子は
・耐高温性に優れている
・発電量はさほど大きくない
・鉄系のため低価格

などの特徴を生かし、火災セン
サーとしての用途に適している。

・起電温度； 室温＋30℃
・反応速度； 3.0～6.1Sec
・耐久年数； 10年

・市場；大規模工場、施設等

高温用熱電発電ユニット

低温用熱電発電ユニット

・温泉温度；80℃
・温度差； 50ｋ
・発電能力； 30Ｗ

・市場；温泉、工場排水等

◆火災センサーの原理；
火災により温度が上昇し他場
合、熱電変換素子が熱を感知
して、起電力を発生させ、検出
器に信号を送り火災を知らせる

熱電素子を組み込んだ
火災センサー

ND社

空衛学会東北支部
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⑤スマートグリッドシステム関連の事業化

目的
スマートグリッド情報基盤（SG情報基盤）を用いて、県内企業、自治体、教育機関

の再生可能エネルギー、省エネルギーへの取り組みを可視化し、公開することによ
る再生可能エネルギーの導入、エネルギー利用の効率化の促進

システム概要
管理対象施設に設置されたスマートメーター・スマートタップから各種計測データ
（電力データ、環境データ）を会津大学のSG情報基盤へ転送し、SG情報基盤上

のサーバーで集計・加工・診断して地図上に視覚化する機能を、クラウドサービ
スとして提供するシステム

事業化の取組の概要
 県内企業、教育機関への各種エネルギー管理支援機能を会津大学SG情報

基盤を利用したシステムで提供することによるイノベーション促進

 （独法）福島工業高等専門学校への導入を契機に、福島県下の教育機関へ順
次展開し、若年層のエネルギー利用に関する意識改革を促進

 企業における契約電力超過の監視と使用状況の明細の把握による電力利用
の最適化の促進と収益向上

【主要提供機能】
 対象施設内の発電電力・使用電力の階層別集計・可視化機能
 各種指標管理・診断機能（節電目標に対する予実管理、Co2換算等

 ピークシフト・ピークカット支援機能
 ビッグデータ解析技術による使用状況の特徴把握と管理の最適化

【施設内マップ画面】

【施設詳細と比較グラフ】

【全体リスト表示】

【施設一覧表示】

ふくしま電力実用化（施設）情報の見える化（エネルギーマネージメントシステム）ふくしま電力実用化（施設）情報の見える化（エネルギーマネージメントシステム）

コンソーシアムメンバーコンソーシアムメンバー

ソニーエナジー・デバイス、会津ラボ、アサヒ電子、アリーナ、北芝電機、福島コンピューター、東日本計算センター、会津大学
＜リーダー＞

空衛学会東北支部
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⑥人材育成活動の成果

◆研究者・技術者養成として大学院生の支援（3名）および
大学院授業の公開実施（高度技術者養成講座）
招聘研究員と共同した研究者養成（57８名）

産総研との包括協定/教育協定（最先端研究者による授業）

◆再エネ事業プランナー養成（目標120名を養成→１８1名）
中小エネルギー産業，再エネ関連企業・再エネ事業支援者

実務者が中心で，実践的で，すぐ役に立つ内容

◆再エネによる復興支援の人材育成（FS実習を被災地で開講）
葛尾村，南相馬市等での実践は再エネ事業を始めるため
の大きな力になった

自治体の再エネ啓発活動・自治体主体の復興計画

１１

２２

３３

空衛学会東北支部

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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太陽光チーム 風車チーム

人材
育成

福島大学

日本大学
工学部

会津大学

いわき
明星大学

福島県商工労働部
産業創出課

総合調整機関

地中熱
利用

熱電
変換

スマグリ情報基盤

代表研究者 5名
招へい研究者11名

福島県産業
振興センター
技術支援部

大学等の知のネットワーク図（スタート時）

「再生可能エネルギー先駆けの地 ふくしま」の実現に向けて

本プログラム開始時には
福島県における「知のネッ
トワーク」は、ゼロベース
からの取組みであった

25

空衛学会東北支部

太陽光チーム 風車チーム

人材
育成

福島大学

日本大学
工学部

会津大学

いわき
明星大学

福島
高専

地中熱
利用

熱電
変換

スマ
グリ

スマグリ情報基盤

代表研究者 5名
招へい研究者11名

コンソーシアム
参画企業
５３社

大学等の知のネットワーク図（現在）

熱電変換
コンソーシアム

ＬＳＩクーラー㈱、
㈲テクノサンショウ、
Ｎ社、D社 ４社

スマートグリッド
コンソーシアム

ソニーエネジーデバイス㈱、㈱
会津ラボ、㈱アリーナ、アサヒ
電子㈱、北芝電機㈱、福島
コンピュータシステム㈱、㈱東
日本計算センター

７社

小型風力発電
コンソーシアム

北芝電機㈱、大島工業㈱、
㈱ランプハウス

３社

太陽光発電
コンソーシアム

㈱EWM、㈱アポロガス、㈱ア
リーナ、旭硝子㈱、㈱環境シ
ステムヤマノ、日本カーネルシ
ステム㈱、日本録機工業㈱

９社

総合実証
コンソーシアム

福島発電㈱、㈱東邦銀行、
北芝電機㈱、佐藤工業㈱、
ソニーエナジーデバイス㈱

５社

地中熱利用
情報交換
フォーラム

216社

県内外自治体、
県内外企業、個人

佐藤工業㈱、会川鉄工㈱、㈱アイワコーポ、㈱蔭山工務
店、㈱光進都市コンサルタント、シオヤ産業㈱、㈲ジェィデ
ィーエフ、新協地水㈱、玉川エンジニアリング㈱、日商テクノ
㈱、㈱ニッタ冷熱、㈱バーチャルハーモニー、福島コンピュー
タシステム㈱、㈱福島地下開発、ミサワ環境技術㈱、㈲
龍建設設計事務所、ほか県外企業13社

地中熱利用コンソーシアム

29社

福島県
ハイテクプラザ

さ

福島県再生可能
エネルギー関連産業
推進研究会

太陽光分科会

風力分科会

バイオマス分科会

エネルギーネット
ワーク分科会

600社

ＪＥＴＲＯ

ネットワーク
1000以上

さ

産総研
福島再生可能

エネルギー研究所

太陽光チーム

風力チーム

地中熱チーム

エネルギーネット
ワークチーム

海外機関
海外企業

福島県商工労働部
産業創出課

総合調整機関

福島県産業
振興センター
技術支援部

東邦銀行

・
・企画運営委員会委員
・次世代創業支援

ファンド等、出資

26

ゼロベースからスタートしたが、積極的な大学・機関・
企業訪問や交流活動およびマッチングによって1000以上の
広域な「知のネットワーク」を構築し、事業化を推進した。

ゼロベースからスタートしたが、積極的な大学・機関・
企業訪問や交流活動およびマッチングによって1000以上の
広域な「知のネットワーク」を構築し、事業化を推進した。

空衛学会東北支部

空衛学会東北支部

４．再生可能エネルギー関連産業
の育成・集積に向けた取組

27 エネルギー・エージェンシーふくしまCopyright(C)2017 Fukushima Center For  Industrial Promotion “Energy Agency. FUKUSHIMA” All Right Reserved 

空衛学会東北支部

○ 新たな産業の集積を図るためには、コーディネート活動を通じた企業同士のコラボレーションを活発にし、様々
な企業による事業化プロジェクトが連続的に創出される環境を作り出すことが重要。

○ 事業化プロジェクトの組成のためには、より個別性、専門性が高いコーディネート活動を集中的・機動的・継続
的に行うことが必要。

○ このような活動は、公平性や継続性の観点から、県では十分な対応が困難であることから、再エネ分野に特化し
たコーディネート活動を専門的・重点的に行う中核的組織を新たに立ち上げ、新規プロジェクトの組成、企業ネッ
トワーキング、販路開拓、海外展開等の支援を一元的・総合的に実施することで、再エネ関連産業の集積を図る。

エネルギー・エージェンシーふくしまの創設（２０１７年4月）

① 企業間のネットワーキング

約６３０社からなる研究会の運営を通じ、企業間のネットワークを構
築し、セミナー開催等による情報共有、新規参入促進を図る。

① 企業間のネットワーキング

約６３０社からなる研究会の運営を通じ、企業間のネットワークを構
築し、セミナー開催等による情報共有、新規参入促進を図る。

② 事業プロジェクトの創出

これまでの研究成果や大学・企業等のネットワークを有効活用し、集
中的なコーディネートにより、県内企業が参画する事業化プロジェクトの
創出を図る。

② 事業プロジェクトの創出

これまでの研究成果や大学・企業等のネットワークを有効活用し、集
中的なコーディネートにより、県内企業が参画する事業化プロジェクトの
創出を図る。

③ 販路開拓支援

『ＲＥＩＦふくしま』の開催や、展示会への出展支援等を通じ、県内
企業による再エネ関連分野における販路開拓・拡大を図る。

③ 販路開拓支援

『ＲＥＩＦふくしま』の開催や、展示会への出展支援等を通じ、県内
企業による再エネ関連分野における販路開拓・拡大を図る。

④ 海外連携の推進

ＮＲＷ州をはじめとした海外企業とのコーディネートを通じ、県内企業
の海外進出、外国企業の県内進出の促進を図る。

④ 海外連携の推進

ＮＲＷ州をはじめとした海外企業とのコーディネートを通じ、県内企業
の海外進出、外国企業の県内進出の促進を図る。

エネルギー・エージェンシー

ふくしま
エネルギー・エージェンシー

ふくしま

大学大学

県内企業県内企業 県外企業県外企業

研究会
運営
研究会
運営

ＦＲＥＡＦＲＥＡ

業務内容

再エネ産業集積のための中核的機関として、以下の業務を行う

コーディネート
共同事業

プロジェクト

ビジネス
マッチング

共同研究
プロジェクト

ネット
ワーク
構築

委託

福島県福島県

事業プロジェクト

組成
事業プロジェクト

組成
海外展開
支援

海外展開
支援

展示会
開催
展示会
開催

販路開拓販路開拓

体制のイメージ

28
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１．再エネ研究会（２０１２年設立）の取り組み

福
島
県
再
エ
ネ
研
究
会

ネットワーク形成ネットワーク形成

事業化プロジェクト事業化プロジェクト

販路開拓販路開拓

海外連携海外連携

◆福島発の新たなビジネスモデルを創出

◆『REIFふくしま』等展示会開催

◆ドイツNRW州、デンマーク等との連携

◆福島県の再エネ関連産業を「ふくしまから日本全国へ、さらに世界へ」と拡大

技術開発技術開発

◆支援・補助事業による技術開発推進

◆分科会：セミナー、先進地視察

マッチング、情報交換、情報共有

※会員募集中

空衛学会東北支部

29 Copyright(C)2017 Fukushima Commerce and Industry Promotion Center All Right Reserved

再エネ研究会（2012年設立）のネットワーク

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

登録会員推移

350
391

534

637

680

598

県 内 企 業

県 外 企 業

その他
（大学・研究機関・団体・個人等）

空衛学会東北支部

７２０

30

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2019.3.13 (東北大学 川内北キャンパス)
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再エネ研究会

会長：EAF 服部代表
副会長：(株)クレハ 佐藤研究開発本部副本部長

兼総合研究所長
副会長：(株)東北村田製作所 西田事業所長

企画運営委員会 事務局：エネルギーエージェンシーふくしま

太陽光太陽光 バイオマスバイオマス エネルギー
ネットワーク
分科会長

FREA
大谷謙二
研究チーム長

エネルギー
ネットワーク
分科会長

FREA
大谷謙二
研究チーム長

風 力風 力

298社 199社 216社 250社

水素水素

分
科
会

◆目標：福島県の再エネ産業を「世界のトップランナー」に導く！

アドバイザー
日本大学

濱田幸雄教授

アドバイザー
福島大学

佐藤理夫教授

アドバイザー
日本大学

柿崎隆夫教授

２．分科会 ①体制

分科会長
FREA（注２）
近藤道雄

上席イノベーション
コーディネータ

分科会長
FREA
小垣哲也
研究チーム長

分科会長
FREA
坂西欣也
所長代理

分科会長
FREA
古谷博秀

研究センター長

（新設）

注２）FREA＝国立研究開発法人産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所

H３０年
度新設

空衛学会東北支部
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３．事業化プロジェクト活動･･･

再エネ
研究会

FREA 福島県

大学

企業

金融
機関

自治体ﾊｲﾃｸﾌﾟﾗｻﾞ

事業化
WG①

事業化
WG②

事業化
WG③

事業化
WG⑥

事業化
WG⑤

事業化
WG④

事業化
WG⑧

事業化
WG⑦

風力
分科会

太陽光
分科会

ﾊﾞｲｵﾏｽ
分科会

ｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄ
ﾜｰｸ分科会

事業化
プロジェクト

＜雇用創出・拡大＞

＜新事業創出＞

＜再エネ関連産業集積＞

＜市場開拓・拡大＞

＜海外連携＞

＜新技術開発＞

７２０企業・団体・個人

水素
分科会

32

空衛学会東北支部
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◆Ｈ２９年度に５ＷＧ立上げ・活動 ⇒ ＥＡＦが各WGの事業化取り組みを支援中

３．事業化プロジェクト

② 現在活動中のプロジェクト（事業化ワーキンググループ）

ワーキンググループ名
代表幹事
企業

参加
企業

取り組み目標

ふくしま発
地中熱省エネ事業化WG

福島地下
開発㈱

7社
熱応答試験のコストダウン
により地中熱利用普及拡大

ふくしま エネルギー
マネジメント

コンソーシアム

㈱会津
ラボ

５社
スマートタップによる
エネルギーマネジメント
システム実証と普及拡大

ふくしま発 食品残渣
メタン発酵事業化WG

共栄㈱ 10社
食品残渣によるメタン
発酵の最適化とシステ
ムコストの低減と普及

福島県・独NRW州木質
バイオマスガス化WG

藤田建設
工業㈱

6社
ペレットコスト低減と
熱電併給式木質ガス化
設備の導入拡大

FUKUSHIMA産 太陽光
・蓄電設備事業化WG

アンフィ
ニ㈱

5社
高出力・高耐久性太陽電池開発とエコ
ネット対応蓄電システムの商品化

33

空衛学会東北支部
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会津ラボ【会津若松市】
● 「風力発電設備耐雷性試験への

ドローン活用に関する研究開発」
●「ブロックチェーンを活用した再エネ普及

に向けた模擬ＤＲ実証事業」

日立製作所【郡山市】ほか
● 「再生可能エネルギー導入促進向け

次世代コジェネシステムの実証」

福島トヨペット【郡山市】ほか
●「ガス化発電による森林バイオマス

地産地消システムの実用化研究」

福島地下開発【郡山市】
●「地質調査孔による新方式TCPの

計測機械と解析ソフトの開発」

東北ネヂ製造【いわき市】
●「欧州風力メーカーのニーズに
適応した改良オースフォーム／ミクロ
制御技術による太径ボルトの評価」

共栄【いわき市】
● 「小型バイオマス発電システムに

装備するガス発電機の共同開発」
藤田建設工業【東白川郡棚倉町】
● 「木質ペレットガス化熱電併給装置

（E4ユニット）燃料研究開発」

FEP【伊達市】ほか
●「ドローンによる太陽光発電O&M事業

支援ソリューションの開発と実証研究」

朝日ラバー【白河市】
● 「プラズマ気流制御電極の開発事業」

●産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業 ●海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業
●再生可能エネルギー関連技術実証研究支援事業

４．研究開発・実証研究

日本カーネルシステム【郡山市】
● 「次世代PV向けI-Vカーブトレーサの

開発～1,500V高圧化・高速化」
● 「I-V精密評価機能を有する

現場PVメンテナンス支援システム構築」

山王【郡山市】
●「銀めっきアクリル粒子の製造における、
事業化に向けた加工工程及び設備の
確立と、粒子の物性の評価及び
CFテープにおける物性の評価」

シルフィード【福島市】ほか
●「空力弾性モデルを使用した

国内初の10kW垂直軸風車の開発」

アネスト岩田【矢吹町】
● 「マイクロCHP対応スクロールエンジン共同研究開発」

◆県補助事業を活用した最近の技術開発事例（H29年度の取り組み）

空衛学会東北支部
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（４）大学生、大学院生向け人材育成

産総研が被災3県の大学から大学院生等を受け入れ、共同研究を実施

（５）工業高校生向け人材育成

再エネ関連技術に関する講座等の実施→H27は平工、小高工等が見学

（６）人事交流

職員の資質向上及び産総研と県内企業との橋渡し役

（１）県内企業等への技術開発支援

１）被災地企業のシーズ支援プログラム→県内企業24社と連携
２）再生可能エネルギー研究開発補助事業→H27は4件採択

（２）福島県と産総研との共同技術開発

福島県ハイテクプラザと産総研との共同研究
（太陽光パネル用結晶シリコン基板加工技術の開発）

（３）県内大学との研究協力

地域イノベーション戦略支援プログラム（文部科学省）

（７）研究会による交流の場の提供・利用促進
福島県再生可能エネルギー関連産業推進研究会

（８）シンポジウムの開催

（９）産業フェアでの協力

福島県が主催するREIFでの出展・セミナー開催

（１０）海外研究機関とのネットワークの活用

＜概要＞

○ 平成26年4月開所。

○ ３月に県と産総研との間で、
連携・協力に関する協定を締結。

○ 研究所では、薄型結晶シリコン太陽電
池、地中熱、水素キャリア等の研究開発を
実施。

○ 大型パワーコンディショナ試験評価施設
が平成28年4月開所。

＜概要＞

○ 平成26年4月開所。

○ ３月に県と産総研との間で、
連携・協力に関する協定を締結。

○ 研究所では、薄型結晶シリコン太陽電
池、地中熱、水素キャリア等の研究開発を
実施。

○ 大型パワーコンディショナ試験評価施設
が平成28年4月開所。

【福島再生可能エネルギー研究所】 研究開発の強化

情報発信・成果普及

※ 連携方策の拡充、フォローアップのため、連携推進委員会を開催

人材育成・人事交流

立地場所 郡山市西部第二工業団地
敷地面積 78,000㎡
本館（４階建） 延床面積 6,900㎡
別棟（平屋建） 床面積 4,600㎡

連携の
３つの
視点

福島再生可能エネルギー研究所（FREA）との連携
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福島再生可能
エネルギー研究所

○カナメ（喜多方市）
・薄型ﾌﾚｰﾑﾚｽ太陽電池用取付金具

○日本地下水開発（会津坂下町）
・自噴井利用地中熱ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ冷暖房

○日本化成（いわき市）
・太陽電池EVA封止剤用の添加材

○クレハ（いわき市）
・太陽電池用光波長変換材料

○クニミネ工業（いわき市）
・粘土ｶﾞｽﾊﾞﾘｱ膜による太陽電池ﾊﾞｯ
ｸｼｰﾄ

○東北ネヂ製造（いわき市）
・長期強度信頼性に優れた 風力発
電向け太径ﾎﾞﾙﾄ

○大野ﾍﾞﾛｰ工業（いわき市）
・ﾍﾞﾛｰｽﾞｼｰﾙを用いた水素も漏れな
いﾊﾞﾙﾌﾞ

○福島発電
・空港ﾒｶﾞｿｰﾗｰでの太陽電池（世界10ヶ国30

種）の発電量比較

○アサヒ電子（伊達市）

・無線技術を活用した太陽電池の電流・電圧測

定装置

○シルフィード（福島市）
・小型風車過回転防止用回生ﾌﾞﾚｰｷ

○日特エンジニアリング（福島市）
・極超薄シリコン基板の作成技術

●北芝電機（福島市）
・水素による蓄ｴﾈﾙｷﾞｰのための熱交換技術

○山王（郡山市）
・多孔質金属材料を用いた水素透過膜

○アサカ理研（郡山市）
・分子結合ﾁﾀﾆｱｼﾘｶを塗布したｶﾊﾞｰｶﾞﾗｽ

○日本ｶｰﾈﾙｼｽﾃﾑ（郡山市）
・太陽電池ｽﾄﾘﾝｸﾞの健全性確認検査装置

○サンポット（郡山市）
・地中熱ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟの地下水揚水量調整制御

○エム・ティ・アイ（郡山市）
・めっきによる結晶ｼﾘｺﾝ太陽電池電極

○福島地下開発（郡山市）
・掘削と同時に敷設する熱交換器構築方法

●ＡＧＣエレクトロニクス（郡山市）
・結晶ｼﾘｺﾝ型太陽電池電極ﾍﾟｰｽﾄ用ｶﾞﾗｽﾌﾘｯﾄ

●新協地水（郡山市）
・低コストＴＲＴ試験のための新工法

○ｲｰﾀﾞﾌﾞﾘｭｰｴﾑﾌｧｸﾄﾘｰ（南会津町）
・太陽光発電利用の独立型防災ｻ-ﾊﾞｰ

○シーソーラー（南会津町）
・油圧駆動式高発電量太陽電池

○環境システムヤマノ（須賀川市）
・電流注入発熱による融雪型太陽電池

○日本工営（須賀川市）
・気象ﾃﾞｰﾀによる再ｴﾈ出力安定化ｼｽﾃﾑ

○元旦ビューティ工業（本宮市）

・太陽電池の温度上昇抑制装置

○日本化学工業（三春町）

・副生ﾘﾝ系ｲｵﾝ液体を利用した高温熱媒体(太

陽熱給湯ｼｽﾃﾑ用)

○アネスト岩田（白河市）
・ｽｸﾛｰﾙ膨張機による少量低圧水
蒸気発電ｼｽﾃﾑ

●朝日ラバー（白河市）
・風車のﾌﾟﾗｽﾞﾏ気流制御用電極

FREAと県内企業との連携事例

参照：産総研ホームページ

●ミサワ環境技術（会津若松町）
・地中熱利用電子機器冷却ｼｽﾃﾑ

●Ｈ２８年度採択
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空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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ふくしま2019
第７回

ふくしま再生可能エネルギー産業フェア
（REIFふくしま２０１９）

再エネ関連産業に特化した展示会として
東北最大級のB to B

開催日：平成３１年１０月３０日、31日
募集出展者数：200企業・団体（３００小間）
目標来場者数：7,000人以上

REIFふくしま2017

出展者募集中

５．販路開拓（REIFふくしま２０１９）
空衛学会東北支部
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６．海外連携

・藤田建設工業；木質バイオマス

・大和三光製作所；乾燥設備

・アネスト岩田；バイナリー発電

・会津ラボ；スマートコンセント

研究会会員企業様から
「成果」が生まれています

展示会を活用した
海外企業とのマッチング

細やかなサポート体制を
ご提供します！！

Step by Stepで皆さまをサポートします
Step 1: 情報提供、セミナー、企業間での意見交換会
Step 2: 展示会でのマッチング、海外展示会への出展支援

商談のフォローアップ、補助金活用のご提案

ドイツ企業・支援機関
とのワークショップ

再エネの最新動向を見て・
聞いて・触れるチャンス！11
月9日郡山市で開催予定

交流地域は、ドイツ全域・デンマーク・スペイン…等さらに拡大します

REIFふくしま：

8月中旬HPに情報公開予定

E-world：
5社公募予定

詳細はHPをチェック！

◆「ふくしまから世界へ」「世界からふくしまへ」の実現に向けて支援！

こ
れ
ま
で
の
成
果

今
年
度
も
継
続
・
さ
ら
に
進
化
！

地域間交流
（RIT事業）

福島県とドイツ・
NRW州は「再エネ
分野」でビジネス交
流を進めてきました。
成約実績；8件

空衛学会東北支部
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５．現在注力している分野
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○ イノベーション・コースト構想の新エネ分野を加速化
○ その成果も活用しつつ、福島全県を未来の新エネ社会を先取りするモデル創出拠点とするための取組を推進

○ 福島県を再生可能エネルギー先駆けの地とすべく、再生可能エネルギー設備導入や、再生可能エネルギー研究所創設を支援
○ 福島浜通り地域の産業基盤の創出を目指す原動力としてイノベーション・コースト構想を推進（再エネを重要な柱に位置づけ）

＜産総研福島再エネ研究所＞
○日本唯一の新エネ特化型研究所の創設

＜福島浮体式洋上風力＞
○福島沖にて世界最大級の７０００KW基

＜他の地域には無い支援＞
○送電設備の整備や変電所の増強

＜重要送電線の増強支援＞
○風力適地の阿武隈、双葉エリアから東京電力への送電
線敷設を電力会社が参加した新しい仕組みで支援

再エネの導入拡大
～福島の思いを受け止めた最大限の支援～

＜水素をつくる＞
○風力等による大規模水素製造
（世界最大となる１万KW級の実証）

＜貯める、運ぶ＞
○次世代の水素輸送・貯蔵技術のフィールド実証
○海外再エネを水素に転換して福島に輸入
（ＦＳ等実施）

＜使う＞
○水素混焼発電
（IGCC等の活用による）
○再エネ水素ステーションの整備

水素社会実現のモデル構築
～世界に先駆けて再エネから水素を作り、貯め、使う～

スマートコミュニティの創出
～再エネ・水素活用による復興まちづくりの後押し～

○新地町、楢葉町における実証 ○CO2フリー水素タウンのモデル創出 ○全県大への展開（ＦＳ調査の実施）

未来の新エネ社会のモデル創出

新エネ産業集積
※福島県内の企業の研究開発を
重点支援するスキームの構築

再エネ先駆けの地へ
未来の新エネ社会モデルの

世界への発信

※下記例示に加え、構想実現会議での提案、
議論を踏まえ具体的項目を追加

福島新エネ社会構想

継続して取り
組む事項

これまでの取組

新エネ社会構想

H28.３．２７構想実現会議資料
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水素社会実現のためのモデル構築

【商用水素ステーションの例】

【FCVs】

(移動式) (定置式)

〇 福島県における将来の水素社会実現のために様々なプロジェクトが実施されている。

〇 本県内において、再エネを活用した大規模水素製造に関する技術実証が開始。
※NEDOが公募した委託研究に2017年採択
（実証主体：東芝エネルギーシステムズ、

岩谷産業、東北電力）

○ 太陽光発電による再エネを使い、最大1万kW級の水素
製造装置による水素を製造。

○ 2020年までに製造を開始し、“福島県産水素”を東京
オリンピック・パラリンピックで活用。

○ 有機ハイドライド等の水素技術研究につい
て産総研と連携した支援を実施

○ 東京都、都環境公社、産総研との四者協定
に基づく各種研究開発・技術協力・人事交流

○ 各省庁、東京都、民間企業と連携した、東
京オリパラにおける本県産水素活用検討

【東京都のPR施設】[FREAの水素関連施設]

〇 商用の水素ステーションを県内に整備し
ようとする民間企業等に対して支援を実施

○ 燃料電池自動車（FCV）を導入する民間企
業等に対する支援を実施

１ 再エネ由来の大規模水素製造に関する実証研究

２ 水素の技術開発等に関する連携 ３ 水素の利用拡大（ステーション・FCV）
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終わりに

◆２０１２年に取り組みを始めた当時、福島県には再エ
ネ分野のネットワークは殆ど存在しなかった。

◆その後の活動により、地域内は勿論のこと県外、更に
は海外までカバーする知のネットワークが構築され
た。
特徴は大企業が殆どいない中小企業・大学・研究機
関・県市町村による産官学のオープンネットワークで
あり、産業育成、プロジェクト推進上の苦労は多い。

◆２０４０年再エネビジョンの実現に向けて挑戦的活動
が続きます。ふくしまの活動をご支援ください。

空衛学会東北支部

福島県はこれからも再生可能エネルギーの導入推進
と関連産業の育成・集積に向けてチャレンジします

空気調和・衛生工学会　東北支部　第8回　学術・技術報告会　論文集
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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公益社団法人空気調和・衛生工学会の概要 

 
空気調和・衛生工学会は、暖冷房・換気、給水・排水、衛生設備など一般市民の生活と

密着した設備やその仕組み・原理などを扱う学問領域で活動する学術団体です。  
本会はこの領域の研究者と実際にこれらの設備の設計や施工を行う設計者・技術者、装

置を製作するエンジニア、運転・管理技術者等の会員で構成され、日本にある工学系の中

では 10 番目の規模の学会です。  
また、創立時より「学理と工業は両輪である」との理念と「空気調和と衛生設備に関す

る専門学会」との立場をもって運営されており、現在もこれを継承しています。  
 

【会員数】  
個人 法人 合計 

正会員 名誉会員 特別会員 学生会員 小計 賛助会員 

14,538 名 28 名 35 名 354 名 14,955 名 482(社) 15,437 名

 

【創立】  
   1917 年（大正 6 年）7 月 28 日、“煖房冷蔵協会”として創立（会員数約 150 名）  
 
【本部】  
   〒162-0825 東京都新宿区神楽坂 4-8 神楽坂プラザビル 4F 
 
【会長】  

田辺 新一（早稲田大学・教授）  
 
【ホームページ】  

http://www.shasej.org/ 
 
 
 

平成 30 年 3 月末現在  
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空気調和・衛生工学会東北支部 メンバー 

 
■東北支部運営委員 【2017 年（第 45 期）・2018 年（第 46 期）】   

役 職  氏  名  所  属  
支部長 須藤  諭 東北文化学園大学 

副支部長 渡辺 浩文 東北工業大学 

船木 寮一 三建設備工業㈱東北支店 

事業幹事 田原 誠 ㈱竹中工務店 東北支店 

赤井 仁志 福島大学 

石島 和明 大成建設㈱ 

小林 光 東北大学大学院工学研究科 

総務幹事 金田 清満 新菱冷熱工業㈱東北支社 

及川 義信 新日本空調㈱東北支店 

荒川 博之 高砂熱学工業㈱東北支店 

会計幹事 庄司 恒久 空気調和・衛生工学会東北支部 

小林 照和  ㈱興盛工業所 

牧野 泰弘 ダイダン㈱東北支店 

事業委員 内海 康雄 舞鶴高等専門学校 

岡田 誠之 東北文化学園大学 

神鳥 博俊 東北地方整備局 

許 雷 東北工業大学  

後藤 正徳 第一工業㈱東北支店 

菅原 正則 宮城教育大学 

鈴木 道哉 東北学院大学 

須知 秀行 ㈱朝日工業社 東北支店 

田中 和則  ㈱ユアテック 

谷 博之 ㈱大気社 東北支店 

月野 智弘 ㈱ピーエーシー仙台支所 

早瀬  訓 東北電力㈱ 

山田 英明 東洋熱工業㈱東北支店 

渡邉 東一 三機工業㈱東北支店 
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■賛助会員  
社  名  郵便番号  住  所  

北関東空調工業㈱ 970-8026 いわき市平字柳町 3 

㈱興盛工業所 983-0035 仙台市宮城野区日の出町 1-1-35 

新日本空調㈱東北支店 980-0811 仙台市青葉区一番町 3-7-1 電力ﾋﾞﾙ 

新菱冷熱工業㈱東北支社 980-0803 仙台市青葉区国分町 3-6-1 仙台ﾊﾟｰｸﾋﾞﾙ 

高砂熱学工業㈱東北支店 980-0811 仙台市青葉区一番町 2-4-1 興和ﾋﾞﾙ 

第一工業㈱東北支店 980-0812 
仙台市青葉区片平 1-5-20Ever-I 片平丁ﾋﾞﾙ 4

階 

㈱東北開発コンサルタント 980-0804 仙台市青葉区大町 2-15-33 大町電力ﾋﾞﾙ新館 

東北電力㈱ 981-0952 仙台市青葉区中山 7-2-1 

㈱ユアテック 983-8622 仙台市宮城野区榴岡 4-1-1 

大成建設㈱東北支店 980-0811 仙台市青葉区一番町 3-1-1 仙台ﾌｧｰｽﾄﾀﾜｰ 

三建設備工業㈱東北支店 980-0014 仙台市青葉区本町 1-13-22 仙台松村ﾋﾞﾙ 5F 

ダイダン㈱東北支店 980-0811 仙台市青葉区一番町 1-15-17 

㈱朝日工業社東北支店 980-0821 仙台市青葉区春日町 3-21 

㈱竹中工務店東北支店 980-0803 仙台市青葉区国分町 3-4-33 

三機工業㈱東北支店 980-0811 仙台市青葉区一番町 2-8-10 

東日本旅客鉄道㈱東北工事

事務所 
980-8580 

仙台市青葉区中央 1-1-1 仙台駅南部現業事務

所 3F 

サンポット㈱ 025-0301 花巻市北湯口第 2 地割 1-26 

㈱アクーズ会津 965-0817 会津若松市千石町 4-50 

東北エネルギーサービス㈱ 980-0804 仙台市青葉区大町 2-2-25 

ジョンソンコントロールズ

㈱東北支店 
984-0852 仙台市若林区新寺 1-3-45AI.Premium 8F 

㈱大気社東北支店 980-0802 仙台市青葉区二日町 12-30 

東日本興業㈱ 980-8534 仙台市青葉区一番町 3-7-1 

弘栄設備工業㈱ 990-0821 山形市北町 1-7-2 

㈲トータルライフプラン 971-8172 福島県いわき市泉玉露 7-11-10 ｻﾝﾊｲﾂ泉 103 

（公財）ふくしま海洋科学

館 
971-8101 福島県いわき市小名浜辰巳町 50 

東洋熱工業㈱東北支店 980-0014 宮城県仙台市青葉区本町 1-12-7 

北関東空調工業㈱ 970-8026 いわき市平字柳町 3 

㈱興盛工業所 983-0035 仙台市宮城野区日の出町 1-1-35 

平成 31 年 1 月末現在  
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公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部 

第 8回 学術･技術報告会 論文集 

Tohoku Branch of The Society of Heating, Air-Conditioning and Sanitary 
Engineers of Japan（SHASE） 
Collection of Papers of the 8th Conference  

 

 

2019 年（平成 31 年）3 月 13 日 発行 
 
編集・発行所   公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部 

事務局 
〒980-0014 宮城県仙台市青葉区本町 3-5-22 
宮城県管工事会館 3 階 
TEL：022-224-7091 FAX：022-797-2486 
 
事務代行機関 
〒980-0821 宮城県仙台市青葉区春日町 3-8 春日町ファインビル 4 階 
住まいと環境 東北フォーラム内 
TEL：022-221-9042 FAX：022-221-9243 
 

定    価   3,000 円（税込） 

表紙デザイン   松本若菜  赤井仁志 
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